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要約

本研究8つの狙い

通貨の強制通用性が一般に政治権力によって担保されるものであることは、ほとんど疑

問の余地がない前提として理解されている。例えば邦貨の一万円札は、一片の印刷物とし

てなら、使用する紙の代金と印刷代を合わせても 30円程度の値打ちしかもたない。これ

を1万円であるとして信じ込ませ、通用させるものは、すなわち中央委艮行を行政機関とし

て組み込む政府の力=政治権力である。

事を国際社会に敷街したとしても、事情は同じだ。基軸通貨とは、市場参加者が需給の

バランスと価格裁定によって事後的に選び出したものではない。ある特定の通貨だけが基

軸通貨となる背後には、発行国にのみ与えられた権力の裏打ちがある。

と、典拠の文献など抜きに断言したのは、実はこのような立言は社会通念としてしばし

ばなされることこそあっても、歴史的事実を辿ることで実証しようとした例において、は

なはだ乏しし¥からである。

本研究はまさしくこれ一一権力なくして通貨なく、国際的政治権力なくして基軸通貨な

しとしづ事実一ーを実証しようと試みたものだ。本研究が第一に、かつ全体として狙った

ところである。

主たる関心はしたがって、米ドルが、米ド、ルのみが、なにゆえ戦後世界において基軸通

貨たり得たかを明るみに出すところにある。米国が戦後、日本を含む西側世界に対して安

全保障という最も重要な公共財を提供した一点に、米ド、ルが国際的通用力を獲得した理由

の、少なくとも重要な一半が相生する。本研究は第二の狙いとして、これを第二次大戦戦

中期に遡り、さまざまな事例を参照しつつ明らかにしてし¥く。通貨体制論と、安全保障論

を接合する試みともなるだろう。

浮き彫りになる新視点とは、第二次大戦に臨んだ米国の戦略が奈辺にあったかに関わる

ものであり、覇権をもぎ取ろうとして米国が挑んだ当の相手、英国との間に、巷間信じら

れてきた蜜月のイメージを大きく裏切る暗闘があったという点に及ぶものだ。

大団円はブレトン・ウッズ会議で、あり、対独戦、対日戦がなお五比続中に開かれた米英利

害周整の最終局面において、米国は英国の経済覇権に終止符を打つことに成功した。米ド

ルは「おのずからなる成り行き」によって、マーケットから選好され基軸通貨の玉座を得



たのではない。権力的に、英ポンド、からその座を奪って得たものだとしづ事実が、のちの

行文で明らかにされるだろう。

繰り返してよければ、この点の理解は本邦において、いまもって決して十分とはいえな

い。英米聞を一枚岩と見たがる通念からは、おのずと零れ落ちる事実である。

しかしながら、戦後、公共財=安全保障の提供を西側において一手に担った米国は、そ

の過重負担に当然とはいえ苦しまざるを得なかった。苦痛は、戦中の合意によって樹立さ

れたいわゆるブレトン・ウッズ、体制下において、米ド‘ルだけに金(ゴールド)との免換性

が保証されたことによって倍加した。

米ド、ルのみに最大の国際的通用性があって、例えば一次産品の決済には米ドノレがなくて

はならない戦後的環境においては、購買力を得るとは、定義によって、すなわち米ドノレを

獲得することを意味した。世界は米ド、ルの撒布を待って、初めて成長することができた。

しかるに米ドソレの流出とは、米国にとっては手持ち金に対する他国の請求権が一方的に

増大することを意味した。やがて米国の金保有残高の物理的・数量的天井が人の意識へ上

るにつれ、基軸通貨はまさしく基軸通貨であるがゆえに、弱くなるほかない。

これが、同現象を初めて指摘した経済学者の名をとり「トリフィンのジレンマ1Jと呼ば

れるもので、米国はニクソン大統領が金 ・ドルの交換を抜き打ち的に停止する(iニクソ

ンショックJ)まで、このジレンマに苛まれたので、ある。

そこに明らかとなる米国の姿とは、東西冷戦を戦いつつ、まさにそれゆえに、経済的基

盤の弱体化に苦しみ悩む者のそれで、あって、わが国一般の認識がこれまで把握してこなか

ったものである。本研究は第三に、米国の先行業績によりながら、これを明らかにしよう

とした。

ジレンマからの脱却を図った末になされたのがいわゆる「ニクソンショックJだ、ったの

だとすると、金の裏打ちを外した政策の、従来あまり論じられることのなかった意義が明

白になる。

金との関係を途絶せざるを得なかった点をもって、米国覇権の凋落を象徴するものであ

るかに言いなすのが通説だ、った。けれども保有金残高としづ物理的制約から自由になった

米国は、それ以後むしろ購買力の上限を青天井になし得たことによって、最大にして最後

の頼もしい買い手となり、日本は無論のこと、アジア諸国や欧州諸国の経済を離陸させ、

強化させた。

I Robe口Triffin， Gold and the Dollar Cη'sis. The Futwe oJCorrvertibility (New Haven: Yale University Press， 1960) 
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遂には、ソ連圏経済に対し決定的優位を勝ち得ることで、冷戦に終止符を打たせたのだ

ということができる。弱さの表れであるかに思われていたニクソン大統領による政治判断

は、冷戦を米国に勝利させる道を準備したのだ、った。本研究が明らかにしようとした第四

の点である。

かように通貨とは、権力の消長と切り離して論じることのできないものであるならば、

米国に挑戦しようとする勢力、追随を図る者たちが、その意思を通貨政策にどう反映させ

たかを見る必要がある。

この観点から、本研究は第五に、ユーロ、人民元、また「円国際化」の動きを取り上げ、

経済や金融の文脈だけでなく、権力の角逐を見ようとする角度から実態の把握を試みた。

ごく近年の研究によれば、サダム・フセイン支配下のイラクがクウェートに侵攻して始

まった第一次湾岸戦争の終息後、イラクの通貨ディナールは、サウジアラビア、イラン、

イスラエル、そしておそらくは米国など入り乱れた勢力によって、露骨な偽造対象となっ

たことが知られている。目的は、イラク通貨の信用を失墜させることだ、った20

通貨が対立相手国の経済を撹乱する有効な武器となる事実は、中国をめぐって日本が当

事国となった争闘にその先例があった。本研究は第六の狙し、としてそこを後の行文で紹介

しているが、通貨が帯びる政治性とは、このような場合にその極北をみる。しかも、イラ

クについて上に述べたように、遠い過去の話ではないわけである。

このように「権力があって、通貨がある。権力なきところ、通貨はなしリと記述できる

一種の公準を、世界史に例をとり、現実の国際政治に反映を見て、国際間のグローバルな

場面にも当てはまることを証しようとした本研究のアプローチとは、いうまでもなく国際

政治経済学のものである。同分野にささやかな貢献をなすことが、報L筆者の願いで、あった。

第七の、また全体としての、本研究の狙し1である。

国際政治経済学が、ひとつの学派として経済学や国際関係論、国際政治学から自立した

のは、 1970年前後の米国においてだ、った。すぐ後を、英国が追し1かけ、両国のアカデミ

アでまず市民権を得た。

時期といい、場所といい、これはもちろん偶然で、はなかった。米ド、ノレが、金という、裏

打ちとも、くびきともなった価値照準から再創見せざるを得ない趨勢の中、世界システムの

将来というもReallyBig Qu出世on"に関心を払う一群の学者たちが、この頃米国で現れ、国

2 Jonathan Kirshner， "Currency and Coercion in the Twenty-First Century，" in David M. Andrews， ed.， lnternati・onal
Monetary Power 何haca，NY: Comell University Press， 2006)， pp. 139-161 
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際政治経済学の学派を樹立した。「パクス・ブリタニカJから「パクス・アメリカーナ」

へのシステム遷移を体験し、問題への感応度を共有する英国が、すぐ後続したのも無理は

ない30

本序論執筆の時点で、中国は、人民元を、国際通貨基金が提供する人為的流動性 ・SDR

の構成通貨として組み入れさせることに、遂に成功しそうである。つとに英ロンドンの金

融街シティには、人民元建て債券のオフショア市場を持たせることを認めた。これらの動

きはし 1ずれも、決済、資金調達、価値貯蔵のすべての目的において、人民元が、米ド‘ルと

並ぶ主要通貨として使用されるようになることを目指しているかに見える。

しかし道のりは遠いであろう。執筆者がそのように考える理由の一半は、米ド、ノレが築き

上げた決済ネットワークの安定性に比肩する代替物は、やすやすとつくれないと判じると

ころにある。

基軸通貨はその根底に安全保障=公共財供給主として発行国の権力的裏打ちをもつの

だとしても、日々信任を得続けなくてはならない宿命を帯びた通貨である。国際取引の決

済通貨として米ド、ルの通用性が疑念なく受け入れられるその背後には、ニューヨーク銀行

間市場がになう決済機能の確実さ、信頼性がある。それは米ド、ルの信頼を支えるマイク

ロ・レベルで、のインフラストラクチャーというべきものだ。

本研究では末尾に付論を置き、あまり省みられることのないこの面での実際に考察を及

ぼした。本研究における第八の、そして最後の狙し1とは、そこに存する。

得られる類推は、人民元が米ド、ルに匹敵する決済サービ、スを果たして備えることができ

るか否か、極めて疑問とするものである。信頼とは積年のいわば積分値で、あって、後発勢

力が手にするのは容易でなし¥こと、また民主主義的体制と制度における抑制と均衡があっ

て、初めてシステムの透明性が担保されることなどに鑑みるなら、そのような結論となら

ざるを得ない。

なお本研究は、『通貨燃ゆ:円・ 元 ・ドル ・ユーロの同時代史』との題名のもと、単行本

として 2005年に、改訂増補を施した文庫版として今から 5年前の 2010年に、それぞれ

日本経済新聞社、日本経済新聞出版社から刊行したものを、貴研究科のご指示に従い、学

位請求論文の形式に置換したものである。

3 a Really Big Questionと国際政治経済学誕生前後のし唱さっと、その後の推移について、 B明町山J.Cohen， 

lnternational Political Economy: An !ntellectual History伊rinceton，NJ: Princeton University Press， 2008)を参民
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したがって、以上ここに記した行文を例外として、新稿を付け加えること、その後の事

実を踏まえ、記述を改めることは、潔癖を旨として、あえて試みなかった。(ただし原著

題名は必ずしも内容を反映したものとなっていなかったから、この際、中身に即して付け

直した。)

その結果、すぐ次のページに本来は「文庫版のための長い前書きJとして掲げた文章が

現れる。標題のみは改めたが、中身については修正していない。また例えば「本書Jとし

た表記など、いちいちについて「ママ」を付すべきかもしれないが、そうすることをE害賠

った。

内容についても、事態の近年における変化を反映させ、改めねばならないところが何点

かある。けれどもつまるところ既刊の単著をもって学位の判定を請うものである限り、ど

こまでの修正が許され、あるいは望ましいか、にわかに判断をつけることができなかった。

ここに付記して、寛恕を得られるよう、こいねがいたい。

コ



問題関心・ド、ル覇権の守り方と日本の針路

本研究は、単行本として上梓して以来、幸いにも、ド、ルが基軸通貨となる政治プロセス

へ言及したあたりに一定の評価を得た。本研究では、英国の大経済学者ジョン ・メイナー

ド・ケインズが、米国財務省の一役人にしてソビエト・ロシアの同伴者だったハリー・デ

クスター・ホワイトを相手に完膚なきまでの敗北を喫し、ポンドからド、ルに基軸通貨が交

代した場面とその瞬間をブレトン・ウッズ会議に見出して、通貨覇権の作為性、人為性に

言及した。

意外にも、ブレトン・ウッズ会議はその名が人口に謄突し、国際通貨基金(IMF)や

世界重良行など戦後西側経済体制の大枠をこしらえた場として知る人こそ多いものの、ここ

が基軸通貨交代の舞台だ、ったことはあまり自覚されていなかった。実はド、ルが基軸通貨と

なったフ。ロセスとは、美人投票よろしく、マーケットが市場内在的にもたらしたものなど

ではない。第二次世界大戦勃発当初から進んでいた米国による覇権獲得 ・英国帝国主義粉

砕を目指す企図の大団円として、権力的 ・政治的にもたらされたものだ。そこを、一種の

ノ¥イライトとした。

筆者として最も知的興味をかきたてられたところだ、ったから、ここが興味と評価を得た

のは幸いだった。

以下では、少し長い前書きを記しておこうと思う。国際通貨、金融をめぐる状況と問題

群が、この間に大きく変わってしまったからだ。

-三年間、外務省暮らしをして

実は私事ながら、筆者自身にも同じ期間に変化があった。

二00五年夏から二00八年夏までの正味三年問、外務省に雇われ、スポークスマン(外

務副報道官)、広報文化交流部参事官として、日本外交のささやかな一端に連なったのが

それである。外国プレスへの対応とパフ、リック ・ディプロマシーを正面の仕事としつつ、

内部では、麻生太郎氏をはじめ外相や首相が政策を述べるに際し、スピーチづくりに微力

を捧げた。

この時期は、中国の空速な台頭に接し、日本が自らの存在証明を確かめる必要に迫られ

6 



た時節に当たる。日米同盟を堅牢な屋台骨としつつ、これに何本もの筋交いを渡そうと試

みた時でもあって、豪州、|やインドといった海洋民主主義国家、それに北大西洋条約機構 (N

ATO)などに接近し、関係を強めたのはそのためだ。集大成は、いまや忘れられつつあ

るけれども、「自由と繁栄の弧」をユーラシア大陸の外延に延ばし、日本の戦略空間を拡

大していこうとしづ政策である。日本外交には比較的稀な、戦略志向の強し1時期を内から

体験できたのは望外の幸運だ、った。

その問、外交と安全保障にもっぱら関心を集中させた期間を経て、自分の視角がかつて

に比べ一層地政学的になったのを認めなくてはならない。

「通貨とは権力現象である。権力なきところ、通貨は通貨たりえなしリといったような

ことを旧版では主張し、その直載さが類書になかったとしていくらか関心を得たとは思う

けれど、いまではこの点を引っ込めるどころか、より重層的に強調しなくてはならないと

思っている。

-通貨を見る「地政学的見地j とは

通貨体制に関して、このように攻治 ・権力的視角に依拠し覇権の消長として読解しよう

とする立場は、決して筆者一人のものではない。例えば米国における近年の収穫と言える

論文集4で、編者の一人へライナーがドルの先行きを見る三つの立場として挙げるうちの

一つが「地政学的見地」である。

米国の覇権がこの先どうなるかに関心を払う立場で、あって、筆者のそれに近い(同書が

挙げる他の二つの立場とは「マーケット ・ベースJ、すなわち市場内在的に見ようとする

ものと、「インストウルメンタノレ」、つまりドルとの聞に打ち立てた制度の強靭 ・脆弱を見

ようとする立場)。これが英国政治経済学界へいくと、故スーザン ・ストレンジ(後出)

の学統を継ぐ人々の聞に、むしろ米国以上により強く残っている。

われわれが国際通貨体制を論じようとするとき、焦点はド、ルの命運をどう読むかになる。

その際、議論は決して市場メカニズムを見ている「だけJでは完結しない。覇権国通貨の

行く末を占おうとすることは、とりも直さず覇権の行方を望見しようとすることにほかな

らなし1からだ。筆者のアングルとはそのようなものであるから、以下の立論は、本邦経済

ジャーナリズムで通説をなす「マーケット ・ベース」の議論とは少なからず毛色を異にす

4 Eric Helleiner and Jon柏田組内出巴r，ed.， The Futw'e ofthe Dollar， 0出aca，NY: Comell U凶versityPress， 2009) 

7 



ることを、あらかじめ言っておきたい。

-通説のチャンピオン、中国中央銀行

ところで昨今の風潮は、米国の衰退がさまざまな意味で不可避であるとし、基軸通貨ド

ルにも凋落の日が近いと論じるものだ。日本はもとより、英語空間でも日を追って多数派

になりつつある見方である。けれどもこの見解は、本当に正しいのだろうか? なかでも

市場内在型解釈は、果たして説明力をもつのだろうか? いずれにも、筆者はすこぶる懐

疑的だ。

ド、ル凋落論が理由の第一に挙げるのは、広く言って市場の圧力が高まるところ、結果と

してド、ルは暴落せざるを得ないとするものだろう。

中国人時艮行(中国の中央委尉子に当たる)の総裁 ・周小)11が書いたとされる論文などは

この系統にあるもので、基軸通貨が特定国の信用にのみ依拠している体制を本質的に不安

定だと断じる。

巨額の経常収支赤字を計上し、いわばネガティブ ・キヤツ、ンュフローを出し続けている

米国には、そのような場合企業におし1て起こるのと同様に、いつか必ず資金繰り難が生起

すると見る見方は広く流布している。それゆえド、ルの暴落は免れないとする立場は、むし

ろ今日の通説といってよい。

他方、 ド、ルとは詰まるところ米国中央銀行 (FED、連邦準備委艮行)の負債であるとし、

う点に着目すると、今次金融危機(リーマン ・ショック)に対応したFEDにおいて、バ

ランスシートが急膨張したうえ、しかも悪化した事実をどう見るべきかが気になってくる。

-米国FEDバランスシートの膨張

二00八年九月、リーマン ・ブラザーズが倒れて世界中に資金ショートが起き、ものの

一週間で米国投資銀行がすべからく消滅するとしづ世紀の激変を経て、米国は金融政策を

非常時のそれにシフトした。 FEDは民間債務を次々買い上げ、バランスシートを膨張さ

せた。

その程度たるや確かにすさまじい。例えば、以前はバランスシートに項目として現れさ

えしなかった資産担保証券(モーゲージ ・ノ〈ックト ・セキュリティーズ)である。 FED

はこれを買い上げた結果、二0-0年三月初頭時点で実に一兆ドル以上(約百兆円)抱え
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込んでいる。

結果として、FEDの総資産は、二00八年三月初めに八八三七億ド‘ルだったものが、

二年後の二0-0年三月初めには二兆二八三五億ド、ルと、二・六倍にまで膨らんでいる。

中央委ru-=rの総資産が三倍近くに膨らんだからには、負債サイドも同じだけ拡大している。

中央委尉子の負債とは、とりもなおさずマネー(この場合ド、ノレ)であるから、その分だけド

ノレの増発放散が起きたということだ。つまりド、ルとはし1まや、発行しすぎた株券のごとき

もので、価値に希釈化を起こしている。言い換えれば、それだけ暴落の恐れを抱え込んで

しまった。

一一市場メカニズムから見て、 ドルは下がるしかないとする見方がこうして生まれる。

公平を期すべく付記しておくと、筆者自身長らく通説の立場に立ち、米国経常赤字の膨張

をドルづ主機を生む要因として理解していた。

-それで、もドルは暴落しない

しかし経常収支赤字がド、ル安もしくはドソレ暴落を招くとしづ議論は、読者の多くが周知

の通り、昨日、今日言われ始めたものではない。にもかかわらず、なぜドルは基軸通貨と

して君臨し続けているのか。解くべきパズルは、むしろそちらの方にある。

またFEDのバランスシートは二0-0年初頭近辺で歴史的拡大の極に達しているの

だから、ドルは極度の軟調になっていなければ辻棲が合わないはずであるが、そんな事態

は目立って起きていない。今後FEDが非常時金融態勢からの「出口Jを模索するにつれ、

そのバランスシートは緩やかに縮小してし¥く。つまりドソレの危機は、この先むしろ解消の

方向に向かう。

「マーケット ・ベース」の議論とは、支持する専門家や研究者の数が内外を通じて多い

割に、かくのごとくいっこう事実によって実証されないのである。

-ドル価{直支えるトートロジー

どの通貨を選ぶかは、中長期的にはより強く地政学的要因を含む攻治的選好過程となる

だろう。日々の、短期的選択としては、利便性の観点が前面に出てくるものと思われる。

経常収支赤字の拡大や中央委艮行バランスシートの膨張 ・劣化にもかかわらずドルの地位

にめぼしい変化が起きていないのは、結局日々の選択がド、ルに集中していることを裏書す
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るものといえる。

ニューヨーク資金取引市場が全体として供給している決裁機能・バンキング機能の充実

と、安全性や予見可能J卜乞 ド、ルで、決裁で、きる国際商品やその先物市場の豊富さと充実度。

ワシントンとニューヨークに集中した世界市場に関わる情報と地政学的インテリジェン

ス。

一一これは、いわば投資顧問業務を背後で支える知的インフラといえる。さらには米国

としづ最先進国市場における人口の増加、衰えない投資機会とその魅力。

軍事を含めた政治的・権力的視角に立つのでなくても、これらの要因からドルは日々選

び取られ続けており、近い将来にそうでなくなる可能性は極めて低いのだとみることがで

きる。

いわば、ド、ルは世界が今なお選好し続ける通貨であるがゆえに、世界の基軸通貨なのだ

というトートロジー(同義反復)がここにはある。そしてひとつの通貨が2辞由通貨で、あり

続ける際、それを支えるロジックとはこのようなトートロジーになるのが常だ。

-ドルに関する地政学的悲観論とは

一方、米国が提供しているさまざまな財が過少供給(アンダーサプライ)となっていき、

そのことがド、ルの価値に影響するとしづ立場もある。地政学的、権力的見地に立つ悲観論

だ。

米国が一手に供給を引き受けてきた財のうち最たるものは、世界の安全保障である。日

本などはその恩恵に最も浴してきた。

米国が自由に使わせてきた財として次に重要だ、ったのは、裾野が広く奥行きの深い自国

市場である。日本をはじめとするアジア各国は、みな米国市場にモノを売ることで成長し

た。

米国に輸出をしたいなら、決済をド、ル建てにするのは当然の流れだ。すると米国からド

ルを稼ぐ国の外貨準備がドル本位となるのも自然である。また、米国が提供する安全保障

に対する保険料と考えるならば、 E灯台的にも、外貨をド、ルで、持つことに妥当性が出る。さ

しずめこれが日本の立場であろう。

ところがここに悲観論があり、米国は次第に市場を閉じ、対外関与も減らしていくに違

いないと考える。もしそうなら、これまでせっせとドル準備を続けてきた国は、ド、ルをも
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つことにさほどのインセンティブを感じなくなる。加えてワシントンから「生命保険」を

買いたくない国々(中国のような)にとって、ドル保有動機は元来それほどないだろうと

も目される。結果として、 ドルは次第に見放されていくとするのがもう一つの見方だ。

-あと-0年経っても、今とあまり変わらない

JBifl台的要因、地政学的理由を重視する点で市場メカニズ、ムから内在的にドノ切主機を説こ

うとする立場とは見解を異にするものだが、この種「地政学的悲観派jにしたところで、

その実は学閉めかした占いの域を出ず、また多分に他人(この場合米国)の失敗に溜飲を

下げたい心理、いわゆるシャーデンフロイダ (schaden企eude)に影響された発想のよう

に思えてならない。筆者は現在の立場として、地政学的悲観派にもくみしようとしない。

あと-0年経ったとする。それでも、ドルは各国中央銀行準備通貨において圧倒的シェ

アを占め、貿易、金融、商品取引のほとんどはドルで、決済され、そうである限り、世界の

決裁機能を一手に担ってきたニューヨーク金融市場というインフラは、今と同様活発に機

能しているに違いない一一それが、筆者の立場である。

-ドルという偉大なネットワーク財

理由の多くは、ある程度経済学的に説明がつく。

基軸通貨というものが典型的な、しかもひとたび地位を確立するとなかなか変化しない

非常に固着性の強し 1ネットワーク財で、ネットワーク財であるからには「一人勝ちJにな

りやすいという事情による。二極の両立ないし、三極鼎立などといった余地は生まれにく

い。交換の尺度になる物差しは、二つも三つもあるより、一つの方がはるかに便利で、取引

コストを下げ、全体の役に立つとしづ背景もある。

そんな事情を、本書では巻末の補論で述べてある。俗に、基軸通貨には強し¥Iイナーシ

ャ(慣性)Jが働くという。そのイナーシャなるものを担保しているのが、ニューヨーク

の資金決済機能だとし1う事実をそこでは述べてある。ド、ルの将来を取り上げる内外論者が、

つい見過ごしがちな論点だ。

とまれ、ド、ルに対して弱気の論を立てることが当節の流行なのだとしても、そう簡単に

複数基軸通貨体制へなど移行しはしまいというのが、筆者の結論的見解である。
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-日本はド、ル覇権最大のステークホルダー

ただし告白をしておくと、これは水品玉をにらんで占いをしているというよりも、半ば

は、そうでなくてはならない、あってもらわなくては困るという期待を込めてのことであ

る。

というのも一一この辺が、本書がド、ルを政治経済的に見ようとするゆえんだが一一、 い

ま言った米国が提供する「市場」と「安保」とし 1う一種の公共財に、日本くらい国益を全

面的に託してきた国はなし 1からである。

言い換えれば基軸通貨ドノレをもっ米国の覇権に対し、日本は最大のステークホノレダーな

ので、あって、ド、ルの退場で、あるとか、米国覇権の失墜であるとかは、日本がなじんできた

ステイタス・クオ(現状)に重大な変更を迫るものとなるゆえに、これが起きないよう努

めることにこそ国益を見出すべき国が、われわれの園、日本なのである。

こんなふうに言うのが政治と経済の混同であるかになおも受け取る向きには、こう言っ

ておきたい。日本を取り巻く地政学的客観条件が変化してしまうと、日本について、将来

の予見可能性というものそれ自体が変化してしまう。そのことは、あらゆる経済行為に伴

うリスクプレミアムを、上へ押し上げる向きに働くだろう。これが小固ならまだしも、日

本ほどの経済規模をもっ国に起きた場合、リスクの上昇に伴う影響は一国にとどまらず広

範に及ぶはずだ。

-日本の地政学的制約と、 ドル

畢寛(ひっきょう)、日本は絶海の孤島のようなものである。ペルシャ湾やアラビア海

からインド、洋を経てマラッカ海峡を抜け、海を延々と上ってくる海上交通路の安全がなく

ては、全く立ち行かない。筆者は、この道をどう安定させておくカボ日本の国益と不即不

離だと考える。例えばここを中国海軍に自由にさせたのでは、日本の国益が損なわれると

考える。

戦後今日まで一貫してそうだ、ったように、日本を拠点とする米国海上勢力(海軍と海兵

隊)に、今後とも太平洋とインド、洋を守っていてもらいたい。これに日本と豪州、インド

のような海洋民主主義勢力が力を合わせて合流し、アジア・太平洋秩序を安定させていく

道以外、日本にとって望ましい方向はないと考える。

これは広義における米国覇権安定化策の一翼を、日本もになうべきだということと同断
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である。米国を太平洋からインド洋により一層関与させ、ステイタス・クオに叛旗を翻す

リピジョニスト ・パワー(現状変更勢力)に秩序が撹乱されることを抑止しなくてはなら

ない。これらの施策はド‘ルの信認に今日、明日i響いてくるのではない。しかし中長期的に

はド、ルの価値を支える基盤になる営為と考える。

日本にとっては煎じ詰めたところ、ド、ルとはそれが基軸通貨であり続けるかどうかを論

じる対象ではない。基軸通貨であり続けさせるのに、日本として何ができるかを考える対

象である。米国にはこれまでと同様か、むしろ一層積極的な政治・経済 ・軍事的関わりを

この地域にもっていてもらう必要がある。と同時に、自国市場の開放性を従前にも増して

維持しておいてもらわなくてはならない。

-対米ノ¥ラスメントに唱和するべからず

では、日本は何をすべきだろうか。

何をしてはならないかについてなら、手っ取り早く明言することができる。主として中

園、時にロシアやブラジル一一既存秩序に対するリピジョニスト・パワーーーが仕掛ける

対ドル・ハラスメントの動きに、安易な同調姿勢を見せるべきでないということだ。

というのも、いわゆるリーマン・ショックこの方、 ドノレに引導を渡そうとするごとき論

調が北京やモスクワから現れてはきたものの、すべては攻撃ならぬ口撃のレベルにとどま

るのみならず、当の中国やロシアにしたところが本格的ド、ル離れになど踏み切れない以上、

一見勇ましい議論はとどのつまり米国に嫌がらせをしてみせたというに過ぎなし 1からで

ある。

典型は、先にも触れた周小川|論文である。発表は二00九年三月末で、題名を「国際通

貨システムを改革せよ (Reforrnthe lnternational Monetary System) Jとし¥う5。

当時は金高脆機を経て欧州経済の落ち込みが意想外に激しく、ユーロは軟調、また世界

的資金逼迫の折から、ド、ルへの需要が高まった時期に重なる。中国はというと巨額の財政

支出を伴うインフラ投資によって経済の落ち込みを食い止め、どころか、ひとり発展を続

ける自信を次第に持ち始めていた時に当たる。

世界は、欧州、|や、ましていわんや日本を除いた米国と中国の両横綱で切り回す「チャイ

メリカ(チャイナ+アメリカ)Jとか、 iG2Jといわれる土俵に入ったのだ、と喧伝された。

コhttp://www.pbc.gov.cnlenglish/130724/2842945/index.html
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• r S D RJを通貨にするなど無理筋

そんな時期、あたかも中国の拡張的自我を表したものといえる同論文は、米国中央重良行

の負債をなすド、ルに依拠する体制へ終止符を打ち、「超主権備蓄貨幣Jなるものの活用を

図れと説いた。具体的には、主要通貨のバスケットとして IMFが創出した「特別引出権

(S DR) Jを、 IMFの管理下において普及させていくことを勧めたものだ。

これがまったくの少数見解とは言えなし1証拠に、そののちしばらくして国連事務総長の

諮問機関が明らかにした報告でも、ほぼ同様の主張が披涯された。ちなみに同報告はノー

ベル経済学賞受賞者のジョゼフ ・スティグリッツが主として筆を執ったもので、あるから、

周論文は当代きつての学者に追認された形で、ある。

けれども議論はその先へ全く進まず、通貨体制改革を叫ぶ声は国際世論の主流に遂に上

がらなかった。それもそのはず、 SDRとは IMFが各国当局との間で、使っているから全

くの仮想通貨とは言えないにせよ、一般的流通性をまるでもたないものだからである。ゆ

えに交換市場はなく、流動性がない。これをまともな通貨に育てていこうとすると、その

管理者は誰になるかとしづ解けそうにない政治的困難へ逢着しもする。一言で、言って、「無

理筋」の提案だ、った。

しかし世界の金融 ・通貨秩序をし1かに構想するにせよ、今後は北京を抜きに話を進ませ

ないと世の中に印象づけるうえでは、大いに効果を発揮した。とりわけ基軸通貨国米国に

対し、ジャブを繰り出したことにはなった。要するに北京の提案とは、経済学的検討の対

象であるよりは、対米ハラスメントと自己主張としづ政治算術の次元で論じるべきものだ

ったので、ある。

-アジア通貨単位とは

日本はその頃、麻生太郎総理(当時)が「ド、ルを支える」と言い続けたけれども、これ

とて同様である。すなわち経済的主張というより、米国への支持声明として政治的意図を

込めた発言だ、ったとみなすべきだ。ちなみに筆者は先述のとおり米国がこしらえ守ってき

た秩序に日本はあまりに多くを依存してきたと見るゆえに、麻生氏の同発言は間違ってい

なかったと考えている。

こう言うと、事情に通じた人々の中に、「アジア通貨単位(AsianMonet紅γUnit:A M  
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U) Jというものがあり、しかも北京ではなく、東京の経済産業研究所 (R1 E T 1 経

済産業省傘下)がつとにこの使用を推進しているではないか、すなわち日本もド、ル離れを

起こし、通貨体制構想、でアジアに軸足を移しつつあるのではなし 1かと、反論をする向きが

あろう。

RIETIの解説によると、 AMUとは東南アジア諸国連合 (ASEAN)に日中韓三

国を加えたいわゆるASEAN+3の各国通貨を加重平均して割り出す通貨単位で、計算

方法は、ユーロの前身に当たるECU(欧州|通貨単位)が用いたのと同じやり方だとしづ。

対象国は、中国が考える(そして鳩山由紀夫氏や小沢一郎氏の考えているらししす「米

国抜きの東アジア共同体Jとひ。ったり重なる。 ECUがユーロに変身したひそみにならう

なら、やがて東アジアに統一通貨ができるとしたら、これの延長となっても不思議はない。

そんなところから、日本も米国抜きのアジア通貨体制へ向けひそかに地均しを進めている

のではなし 1かと勘ぐる向きが現れてくる。

.AMUよりドルのブランド価値が大事

しかしAMUが帯びる目的とは、アジアに独自の尺度をひとつ持つことで、各国通貨が

そこから現実にどのくらい草離しているか、政策当局者に一目で分かるよう便宜を図ると

いう点に尽きる。一九九七年から九八年にかけアジア各国を襲った金融危機の反省に立ち、

域内諸国による相互監視態勢を整えていこうとする努力の一環に過ぎない。

本書は後にユーロに触れ、その本質を独仏不戦の体制固めをするところにあったと論じ

るけれども、今後中国としづ巨大勢力の伸長によって秩序がむしろ大きく流動化するアジ

アでは、統一通貨をこしらえるに必要な政治的意思それ自身に存在の余地がない。世上、

このことの原因を日中の相克に帰そうとする向きがあるけれども、むしろ中国ほどの巨大

国家が前例のない速度で台頭する場合、どんな秩序であれ安定しないと見るのが常識とい

うものだろう。

それでもAMUが価値の尺度として一定の地歩を得ていく(例えば債券発行をAMU建

てにするとか)過程はあり得るけれど、そこから通貨に変貌するには何か非連続の大きな

変化が必要で、現実には想定しにくい。

なお付け加えておくと、「信頼」とか「信認」としづ言葉でド、ルの力を称する場合があ

ることから明らかな通り、ドルも一種のブランド商品である。中国(やロシア、時として
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ブラジノレ)などのしていることは、ある強固なブランドのディスクレディット(信用失墜)

を図っているのだと考えればよい。当然、北京は長期的視野に立って今から布石を打とう

としているのであろう。こんな動きに日本がくみしなくてはならない理由、利益はともに

ない。

-日米EPAを急げ6

むしろ日本が追求すべきは、投資と貿易の流れを日米間で一層円滑にし、日米経済の補

完性をさらに増すことだ。質量ともにインパクトの高い経、新車携協定 (EPA)を、いち

早く日米間で結ぶべきだと考える。日本経済がまだ相当の勢力を保ついまのうち、取り掛

からなくてはならない。互いに譲り合ってこそ結ぶことのできる条約であるからには、わ

が方の交渉力がまだあるうちに進めるべきだろう。通貨に対する影響を併せ考えるなら、

サービス、金融における日米の高度な一体化をこそ眼目と心がけ、実現するものとすべき

である。

これを、日豪、日ニュージーランド、日印など二国間EPAを仕上げてそれらとつなぎ

合わせ、ネットワークの相乗効果が存分に生じるよう試みたい。政治的には、日本にとっ

て最もあらまほしい海洋民主主義国家群との連携を支える基盤となる。

-鳩山政権が逃した好機

実は日本と米国がアジア太平洋経済協力会議 (APE C)を順次主催するこ0-0年か

ら一一年にかけては、日米間でこうした長期の構想を練る絶好の機会だ、った。二0-0年

は、現行の日米安全保障条約を締結して半世紀の節目に当たり、象徴的にもよい機会だっ

た。鳩山政権が沖縄海兵隊基地移転を巡って自作自演の悲喜劇に没入し自縄自縛となった

がゆえに、千載一遇というべき機会をみすみす逃してしまったのはかえすがえすも残念で、

ある。

この先経済連携を進める場合、民主党の一部にある主張=米国抜きの東アジア共同体な

るものを志向することが有害無益であることも、もはや明らかだろう。そこに米国が加わ

らないのなら、日本が自由にできる戦略的空間は十分存在しない。日本の政治力とは、米

6これなどTPP交渉が妥結した現実を踏まえ、大いに修正の必要な箇所カもしれないが、既刊単著の審査を

願う趣旨から、やはり潔癖を重んじ、改めなかったことをお断りしておきたい。
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国の力を借りて倍増させっつ使うのが賢明なやり方と考える。米国覇権安定化策の一翼を

になう ことでもある。日本はあらゆる経済連携の枠組みに努めて米国の参加を求め、実現

させていくべきだ。

-インド洋の安定と、 ドルの地位

加えて、インド洋から太平洋にかけて米軍のプレゼンスを維持・強化するため、日本は

効果的な補完策を実施すべきと考える。

インド洋にあって、同方面の安全保障に戦略的位置を占める米軍の基地がディエゴ・ガ

ルシア環礁に存在する。横須賀に本部を置く在日米海軍の指揮下にある基地だ。このこと

は、日本に届く海上輸送路の安全を全体として在日米海軍がになっていることの象徴とい

える。元来の所有者は英国で、米国は一九六六年以来これをリースし使用してきた。この

契約が、実は玉O年後に当たるこO一六年に切れる。

インド洋に米国のプレゼンスを保つことは日本の国益とじかに連なり、米国の覇権維持

に不可欠で、あって、それがひいてはド、ルへの信認を補強するインフラをなすのであるから

には、日本は米国と同様の関心をこの環礁に寄せるべきだろう。インドや豪州、|を巻き込む

のもよい。

このように、米国の覇権を安定させ、 ドノレの地位を守りかっ強化しようとする場合、日

本にはいろいろとできる施策がある。迂遠なことでも手を抜くわけにし 1かない策が、その

気になりさえすれば多々考案できるはずだ。

但し、それには通貨の力をめぐる政Y台や軍事の相渉る領域に関する一種の勘を必要とす

る。ドルがし 1かにして今日の力を得たか、何度かの変貌についてその履歴を知っておく必

要がある。ド、ルを支える諸力の総合を、日本はいかに強めることができ、あるいはその逆

に弱めてしまう結果となるかについて、眼力を養っておく必要がある。以下の行文がその

ささやかな一助となることができるなら望外の幸いである。
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序章権力があって、初めて通貨がある

米国大統領選挙があっけなく終わり二00四年も押し詰まった一二月二O目、アメリカ

ンエンタープライズ研究所 (AE1)へある講演を聞きに行った。

朝方、摂氏で言うと零下-0度ほどまで、下がった寒さのせいか、それともテーマが今さ

ら聞くまでもない類のものと思われたのか、いつもに比べ聴衆の入りはいまひとつだった。

現れたのは共和党系圧力団体「成長のためのクラブ (TheClub for Grow出)Jを率いる

スティーブン ・ムーアである。筆者の分類では同じサプライサイダーと言っても、グロー

ノ〈ー ・ノーキスト(終章参照)などとやや一線を画す「古典的J論者だ。

古典的というのは議論の骨組みに、レーガン政権期に流行した「ラッファー曲線」がま

だ、残っているというほどの意味である。

歳入を極大化する税率点というものが必ずあり、現実の税率は往々にしてそれ以上だか

ら、減税はおおむね歳入に対しむしろプラスであることを示したのが、一九七0年代にこ

の議論を広めた経済学者アーサー ・ラッファーの名にちなんで、呼ばれるようになった曲線

である。

説明から察しられる通り、横軸に税率、縦軸に歳入を取ると、曲線は原点から正方向に

打ち上げられたミサイノレの弾道のような軌跡をたどる。

これを一九七四年一二月というからちょうど三O年前、財務省脇の「ホテル ・ワシント

ン」にあるレストランでラッファーがナプキンに描いて示した時、聞き入っていたのが若

き日のリチヤード ・チェイニー(現副大統領)と、当時はフォード政権のホワイトハウス

でチェイニーの上司だ、ったドナルド ・ラムズフェルド(現国防長官)だ、った…とここまで

は、今や伝説の領域に属すづ。

ムーアは「ブッ、ンュに強気j と題したパンフレット8の宣伝のためAEIに現れた。投

7 Jude Wanniski， "11蹴 丸Revenues，and the 'Laffer Cw-v刊nePuhlω1terest， Wmter 1978 
。StephenM∞τ色、 Bullishon Bush: How George W Bush s o..vnership Soci仰 WillMake America Stronger， 
ι紅由am，]¥在0.:Madison Books， 2004) 
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票日を数週間後に控えた時期に出版されたのだという-00ページ余りの小冊子はし 1か

にも党派色濃厚で、しかも今や証文の出し遅れとしづ感は否めず、共和党右派に近いAE

Iといえども、選挙から一月以上経った時期、これを題材に会場を埋めるのは難しかった

ものとうかがえた。

しかしただ一点を確かめに行った筆者には、十分過ぎ、る成果があった。それは、ラッフ

ァー曲線を用いて減税の効用を説き、株式投資が長期的に最も有益で、あることを述べて、

国民総株主化路線がし¥かに正しし 1か熱弁を奮う演者の口から、一度として「経常収支赤字J

の言葉が出てこなかった一事である。

実際、国内経済政策について多くを積極的に語りながら、対外ノくランスに関してほとん

ど寡黙を押し通すのは、共和党とその周囲のサプライサイダー(減税論者)たちに共通し

て見られる傾向といえる。この日、ムーアは再びその典型を示して見せてくれた。

ムーアによればブッシュ政権が二期目を終える二00八年までに、直接間接何らかのか

たちで株式に投資する国民の数は、政策のよろしきさえ得れば全体の八Oパーセントに達

する。国民総株主化といってよいこの路線に、株価押し上げ効果を持つ減税政策が加われ

ば、必ず国民生活は豊かになるとしづ。ムーアの議論とは、煎じ詰めたところそういう単

純な構成を取る楽観論だ。

本書は後に論じる通り、ブッシュ政権の強さをありのまま認めようとする。詳説は終章

に譲るとして、この政権をややもすると過小評価したがる米国内外メディアの偏向とは裏

腹に、二00四年選挙で、正統性を勝ち得たジョージ.w・ブッシュくらい、強力な政権を

率いる大統領は米国史にもざらにいない。

強し1政権なのだから、国内政策はムーアが言う方向に事実進むかもしれない。けれども

その結果として現時点で既に国内総生産 (GDP)比五~六パーセントとしづ未踏の領域

にある経常収支赤字は一向減らずに増え続け、強力な政権はまさしく強し 1がゆえに、ド、ル

という基軸通貨の耐久力を極限まで試す皮肉を演じることになる。

終章に述べた結論を先取りして言ってしまえばそのように要約できる。ちなみに二期目

のブッシュ政権を見る視角に興味のある読者は、共和党のイデオロギ一分析を含む終章か

ら読んでいただいて一向差し支えない。

米国に広がった f北京恐怖症j
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他方選挙後ド‘ル安が進行したのを受け、米国世論には「ヰヒ京恐怖症」が広がった。中国

の中央銀行がドソレ資産の購入をやめるか、最悪の場合手持ちドノレ資産を売却にかかるかし

た場合、ド、ルの暴落が避けられないと論じるものだ。新手の「チャイナシンドローム」論

である。

ネオコンサーバティブ(ネオコン)派機関誌の趣があるウイークリー・スタンダード一

二月六日号に載ったデイピッド・スミック筆「恐るべしJ9は、そのような論をなしたも

のとして典型だろう。ちなみにスミックは為替市場の予測を長年にわたって手がけ、日本

でもよく名の知られた人物である。

この議論は第一に、日本が持つ米国長短期国債の残高は中国のそれに数倍するにもかか

わらず、影響度から言うとはるかに小さい中国だけ論じて日本を等閑視する点、そして第

二に、あたかも日本はどんなに含み損が出ようとド、ル資産を買い渋ったり、売り浴びせた

りするはずがないと決めてかかっているかに思えるこ点で、日本も軽く見られたものだと

思わせてくれる性質をもっている。

これが一つや二つの記事に限られた偏向ならともかく、大多数に共通したものであるか

らには、米国人の中に、中国を誇大に描いて恐れたがる(さらに言えば、とうに勝負の決

着がついたと考えられる日本をとかく軽視したがる)心理的機制が働いていることを疑わ

ざるを得ない。新興挑戦者に対する、覇権国の防衛ヰ:能かと思わせるものだ。

かたわら米国は日本などとともに、中国に対して通貨・人民元を切り上げるよう迫って

いる。すなわちこれ以上のドル買い(人民元安維持)操作をせず、むしろ手持ちのドルを

放出するよう促しているわけで、このことと、中国がド、ル資産を投げ売りすることを恐れ

る心情とは、本来論理的に全く整合しない。

これは北京にしてみれば、米国が独り相撲を取って勝手に右往左往してくれているよう

なものである。その結果利益に浴するのは北京で、あって、通貨政策に関してこの先何をい

つ、どうするにせよ、あるいはしないにせよ、中国は思わせぶり一つで、米国を振り回すこ

とが可能になった。その一挙手一投足についた政治的価格を、米国が一方的に吊り上げて

くれたからである。

したがって北京が人民元政策を変えるのは、米国に、これを最も高く売りつけられる時

と場合を選んでのことと想定したい。

9 Oavid M. Smick，“BeAfraid:廿1erecould be nasty economic strrprise during the next four years"， The Tt台北ly
S(aχわrd，O巴cember6， 2004 
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中国はし 1まだに共産党が独裁を敷く、その意味で権力意思の貫徹する国であることを忘

れではならない。しかも人民元は、市場で自由に取引される通貨ではない。それゆえ人民

元の行方を左右するのは市場の力ではなく、共産党の意思であるということを、後の章で

は詳述しようとしている。それは通貨というものがもっ政治的意味合いについて、ある根

本の姿を教えてくれるものでもある。

昨今、通貨政策をめぐる裁量が中国人民銀行(中央銀行)の下に集約されたことを挙げ、

中国通貨政策の非政治化を言う論者がある。大局の傾向として間違ってはいないだろう。

けれども台湾問題を筆頭に、多々対米取引材料をもっ中国がこれだ、け値の吊りあがった通

貨政策を政治の用に供しないとしたら、むしろ指導者は愚策の答めを免れないところだ。

ここでレンズをぐっと広角にし、米国と中国の歴史的、地政学的位置を視角に入れる心

理操作をしてみるとどうだろう。

すると一方に、今が力の「大天井」圏にあって、この先しばらくすると、ことによって

は衰勢へ向かうかもしれない覇権国が見える。そしてもう一方に、世界の秩序をおのれに

有利な向きへと組み直そうとする情熱に駆られた新興挑戦者が見えないだろうか。

ちなみに日本はその狭間にあって自己を見失い、漂流する一一米国防総省が一九九九年

発表した「サマースタディ ・ファイナルリポート アジア二O二五円は、そんな将来像

を暗示していた。

権力を見て経済を忘れず、経済を見ては権力の動態を知ろうとする。通貨問題とは、そ

うした視点の往復運動によって初めてとらえることのできる何ものかである。…本書はそ

のようなモチーフによって著された。ド、ルと人民元の角逐は、米国と中国の覇権をめぐる

争闘の物語としてこそ記述されなければならない。

経済学の説明できない領域

市中にあふれる経済学教科書・参考書と本書とが接近法においてどう違うかを言うには、

後に見る「マサチューセッツアベニュー ・モデルJとしづ為替理論を材料に持ち出すのが

よい。

簡単には、「二割の円高を二年続ければ、経常収支ノくランスが二割改善する」として述

べられた、第一期クリントン政権が日本に対して使ったと見られる理論である。

10 Under Secr自 ryofDefense伊olicy)，1999 Swnmer Study Final R伊01'1.AS.lA 2025， Organized by the Advisor to 
the Secretary ofDefense for Net Assessment， 25 July -4 A ugtぉt1999， New POIt， Rhode Island 
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ここで経済学が説明できるのは、右にカッコでくくった中の「れば」以降についてだけ

である。円高の程度を変数とするモデルを作り、時間がもたらす「履歴効果」を加味して、

一国の貿易様態にどんな変化が起きるかを考えるのだろう。

しかし同理論の肝心要、原因に当たる部分は、「二割の円高を二年続けるJところにあ

る。ところで誰が、どうすれば、いったい二割の円高が二年続くのか。まさにその事実行

為はどのようにして生じるのかについて、経済学は何も語ることができない。

現実にも、日本が年々不況色を濃くしつつあった一九九O年代前半になぜ、史上最高値を

つける円高が実現したかについて、経済学はついに説明することができなかった。「経済

ファンダメンタルズ、から考えられる均衡点を大きく外れた行き過ぎ」だという、当時よく

見かけた叙述は、情景描写で、あって、理由の説明で、はなかった。

事実はといえば、「米国の強固な意思」がそこにあり、市場参加者がみなそれを前提と

して受け入れ、期待を実現する向きに行動したため、所期の結果が招来されたのだという

べきだ、った。

そのような流れによって、米国は自己の意思を実現できたという事情こそが、右にカッ

コでくくった「れば」以前の事実をもたらした原因である。事はここにおいて経済行為で

なく、権力行為だった。そして本書はこの権力と通貨の関係をこそ、主題にしようとする。

四八歳で第一作をものし、七五歳で生涯を閉じるまで旺盛な述作を続け国際政治経済学

に独自の学統を築いたスーザン ・ストレンジにならったといってはおこがまし過ぎるけれ

ど、政治と経済に視点の往復運動を欠かさなかったこの偉大なジャーナリスト上がりの学

者に少しはあやかりたいと思い、記してみたものでもある。

ニクソンショックから米国覇権は生まれた

ストレンジが強調していた通り 、通貨を考える場合歴史と政治学の視点がどれほど欠か

せなし 1かは、基軸通貨ド、ルを今日ある姿にしたのが市場の力でなければ、経済学で青写ける

現象によってでもなかったことから明らかである。

ド、ルは二度、米国権力の意思によって大きく変貌を遂げた。一度目は、第二次大戦末期

のブレトン ・ウッズ会議において。二度目は一九七一年の夏、大統領ニクソンの決断によ

って。

本書が後の章で、ブレトン ・ウッズ、会議に臨んだ、ジョン ・メイナード・ケインズの奮闘
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ぶりを詳しく見ようとするのは、英国の特権を剥奪しポンドからドソレへ基軸通貨を一気に

交代させようとした米国の攻勢に、抵抗空しく敗れてし 1く英国の姿をケインズが体現して

いたからにほかならない。

基軸通貨がどのようにして生まれたか、その原点を知っておくことは、通貨の本質を忘

れないため常に大切な作業であると考える。

通貨とは、強制通用力を伴って初めて通貨となる。権力があって、初めて通貨がある。

普段は見えないこの事実をまざまざ見せてくれたドラマがブレトン・ウッズ、会議で、あって

みれば、ここに立ち返る意味はし 1ささかも減じることがない。

基軸通貨とは世界に受け入れられる強制通用力を持つもので、その力の淵源は、経済学

の対象というより覇権分析の対象となるゆえんでもある。

ところで最新の研究によると、基軸通貨を手にしたその瞬間から、米国はある恐れに悩

まされ続けていたことが明らかである。結果として七一年の夏、「金 ・ドノレ交換停止Jに

追い込まれてし 1く米国の姿からは、通貨が安全保障と切っても切れない関係にあった事実

を垣間見ることができるだろう。

戦後史最大の事件というべきニクソンの決断以後、世界経済はすっかり姿を変じた。価

値を計る尺度それ自体一一基軸通貨ーーが変動する世になると、万物流転が当たり前にな

った。われわれが知る金融の世界が始まったのはこの時以来のこと。その歴史は、たかだ

か三分の一世紀を経てきたに過ぎない。

事実としてドルを切り下げる政策でありながら、ニクソンはそれを、米国を主体、日本

やドイツを客体とし、円やマルクを切り上げさせる強制力の行使として打ち出した。軽業

めいたこのロジックの車珂到は、当時ニクソンが考えた範囲をはるかに超えて、米国の覇権

を長続きさせるため計り知れない意味を発揮したと思われる。

それ以前、外国通貨当局がドルを持ち込み金に交換するよう求めてきた場合、米国に拒

む権利がなかった体制のもとでは、米国は経常収支赤字とそのストックである対外債務の

拡大に一定の歯止めを設けざるを得なかった。

金に対する取り付け騒ぎが外国通貨当局によって引き起こされる潜在可能性に、米国は

いつも怯えていなければならなかった。ここでは主体が外国通貨当局であり、米国は受身

の位置に立たされていたので、あって、覇権国にあるまじき姿だ、ったと言わねばならない。

それゆえ本書の立場としては、ニクソンショックによる「金 ・ド、ノレ交換停止Jを、一般
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に思われているように米国の弱さの表れとは考えない。当のニクソンがいみじくもあの夏

予見していた通り 11、金のくびきから離れてこそ、米国は誰の撃肘(せいちゅう)も受け

ない本当の覇権国へと成長していったので、ある。

ひとたび金とド、ルの交換可能性を封じてからは、主客ところを変えることが可能となっ

た。米国の経常収支赤字は増えその結果として対外債務は蓄積されたが、正すべきは米国

でなく、対米黒字を増やし続ける貿易相手国だというロジックに入れ替わった。

ニクソンショック当時の財務長官、ジョン・コナリーが言ったとされる有名な言葉「ド

ルはわれわれの通貨かもしらん、しかし問題は君らの方にある (Thedollar may be our 

currency but it's your problem吋j が象徴した論理によって、一九七0年代以来最も攻撃

されたのが日本だ、ったことは今さら言うまでもない。

その後日米間で進んだ経緯は、米国の覇権を維持するシステムに日本が不知不識のうち

深く組み込まれたことを物語っている。

米国覇権システムと日本

その結果には明暗がある。

第一に、初め韓国や台湾、香港、シンガポール、後東南アジア諸国連合 (ASEAN) 

各国に及んだ産業化の波は、このシステムがもたらしたものである。第二に周囲を急速に

成長する諸国によって包囲された中国が、「社会主義的市場経済Jなるものへ車云針し今日

ある姿にまで変貌したことも、同じシステムの達成としなけらばならない。

すなわちアジアの毛沢東主義を根絶やしにしたのは、このシステムである。今日ではイ

ンドも、同様の仕組みの中で本格的産業化へ向かおうとしているかの知くだ。しかし他方

では、日本におけるパフ、ル消長の物語も、同じ文脈において語られる必要がある。

ここでいうシステムとは、その心臓部において米国が常に過剰消費を続ける状態を内包

したものである。国内貯蓄に見合わない投資と消費を続けるので、米国の経常収支は常に

赤字になる。

11 金・ド、ル交換停止政策を打ち出すことを決めた一九七一年八月キャンフ。デ、ーピッド「合宿」の場で、ニクソン

はスヒ。ーチライターのウィリアム・サファイアに次のようなメモを渡した。「この政策の目的、効果は長期的に言

うと、ドノレを強くすることで、ある。弱くするのではないJoWilliam Safire，Bφre the Fall: An lnside巧ewof向

Pre-陥 tergate開 iteHo凶 e，(New York， NY.: Tower Publications， Inc.， 1975)， p. 523 
'" Paul VoJcker and Toyoo Gyohten， Changing Fo月間es:The World注Moneyant the 刀mαtto American 

Leadersh軌(NewYork， NY: Times Books， 1992)， p. 81 
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それによって禅益したのはアジアにおいて初めは日本だけだった。やがて同じように対

米輸出を伸ばすことによって、今日の中固までがすべて離陸を遂げた。

だから日本を盟主としてしばしば記述されるアジアの「雁行型j発展モデルは、一面真

理をついていたのだとしても、せいぜいのところ、産業化を推進する「プッ、ンュ」の一面

を語っていたものに過ぎない。「フ。ノレ」したのは、常に米国の過剰消費だ、ったからである。

経常収支赤字を埋め合わせるだけの対米資金流入さえあれば、これは全体を幸福にする

システムである。その後、米国は自国に資金が円滑に還流するよう黒字国を誘導しつつ

他方では受け皿となる自国金融市場の効率化に逼進した。

流れに淀みが生じた場合、米国で、は金利が上がって資産市場に損害を与え、下手をする

と米国からの資金の逆流が生じかねない。一九八0年代半ばまでの約一五年間はシステム

操縦法にまだ、不慣れだ、ったというべきか、米国の資企繰りは時として瀬戸際まで追い込ま

れた。

このころ同時に進んでいたのが、金融の自由化、国際化の掛け声のもと、ジャパンマネ

ーを効率よく米国へ導いていく仕組みづくりである。「日米円ド、ル委員会」の果たした役

割などを含め、このあたりは文献の豊富なところで、説明は類書に委ねたい。ここでは『昭

和六三年年次経済報告(一九八八年経済白書)~が、「六二〔八七〕年には対外証券投資が

二兆六千億ド、ルと実に五五〔八OJ年の八八倍にも達し」たと、驚きをもって述べている

ところだけ引いておこう。

証券投資のみならず、日米貿易摩擦が激化する中、米国の政治的圧力をしのぐ目的で、

自動車企業を始め日本企業の対米直接投資も八0年代以降本格化した。すなわちここに、

米国の過剰消費を支える日本発の資金還流経路がピ、ルトインされた。

けれども日本におけるバブルの消長は、米国への資金流入経路を細らせないため日本の

金利が必要以上に長く低めに抑えられた一点だけ挙げたとしても、日米二国間関係におい

てこそ理解できる国際的側面を持っていたことは指摘しておかねばならない。

筆者は一九九三年に出版したそノグラフ氾において、日本は自らバブルを倉Ij出すること

によって対米資金還流を積極化し、折柄軍拡を続けていた米国を金融面で支えたこと、そ

の意味で日本のバブル経済化とは、冷戦にとどめを刺そうとしていた米国の覇権を裏から

支える国際政治的意味合いを持っていたことを指摘したことがある。畢寛(ひっきょう)、

13 Tomohiko Taruguchi， Ja，戸別注banksand the "bubble economy" ofthe late 1980s， Center ofIntemationa1 Studies， 
Program on U.S.-Japan Relations， Princeton University (1993) 
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日本の株価は八九年暮れに最高値をつけたけれども、ベルリンの壁が崩壊したのはその直

前だ、ったわけだ。

九0年代に入ると世界中のマネーは米国株式市場やM&A(企業の合併吸収)市場へ向

かった。ここに米国経済は空前の活況を迎える一方、米国それ自体があたかも一個の投資

銀行となって、新興市場へ資金が流れる仕組みが築かれた。冷戦に敗北した旧ソ連と旧ワ

ルシャワ条約機構諸国の経済を最終的に解体したのは、このようにして成立したグローパ

ルな資金の循環で、ある。米国一極覇権がここに築かれた。

けれど、もブッシュ第一期政権の登場と軌をーにして、米国へ向かう資金はその性質を変

えた。再び重きをなすに至ったのはジャパンマネー、この場合はすぐれて公的筋のジャパ

ンマネーで、あって、為替相j戯住持のためなされた介入は、米国覇権システム維持のための

介入でもあったと見ることが可能である。

米連邦準備理事会 (FRB)の理事、ベン・パーナンキらが論文で、認めた通り、米国に

おける低金利の維持に、日本当局による介入は重要な役割を果たしたことが明らかだから

である140

すなわち日本こそは、いま見てきたような米国の覇権維持システムにおいて、最も忠実

なる随伴者で、あった。今や共同管理者であるとして、その自画像を自覚的に認識しておく

ことが必要であろう。

というのも、最近日本が進める軍拡路線はアジアにおける米国覇権を米国とともに維持

管理しようとの意図に立つものと見ることが可能であり、金融における米国一極覇権シス

テムの支持と、両者は同じメダルの表裏をなす関係にある。しかもなおこのように重層的

な日米補完構造に、当のわれわれ日本人自身、十分気づいているとは言えない現実がある

からだ。

基軸通貨ド、ノレ体制の行方

ニクソンショック以来三分の一世紀、旧ソ連圏のアウタルキー(自給自足)経済は消え

て久しく、グローバル資金市場は国境の垣根をやすやすと超えるようになった。米国は軍

事においてのみならず世界の経済運営においても、一極覇権を樹立したかの如くだ。

14 Ben S. Bemanke， Vmcent R. Reinhart， and Brian P. Sack， MonetaァPolicy Altematives at the Zero Bound: An 
EmpiricalAssessment， Finance and Economics Discussion Series， Divisions ofResearch & Statistics and Mon悶 q
Affairs， Federal Reserv巴Board，Washington， D.C.， 2004-48， p. 80 
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FRB議長、アラン・グリーンスパンが二00四年三月二日火曜日(米国東部時間)お

おやけにした見解は、まさしく米国覇権システムに寄せた凱歌として読むことが可能であ

る。

従前、ク守ローバリゼーションがどれほど進んでも、マネーはク。ローパルに動かない矛盾

(1フェルドシュタイン ・ホリオカ ・パラドックスJ)のあることが指摘されてきた。

マネーとそれを操る投資家は意外にも保守的で、決して教科書通り、裁定機会の極大化

を求めて自由に移動などせず、利益を多少犠牲にしても事情の分かった自国で運用しよう

とする。いわゆる自家偏向(ホームバイアス)のあることが矛盾を生む要因だとするのが、

これまで、の通説だった。

ところがグリーンスパンはこの演説において、金融市場が透明になり、情報技術が格段

に進歩した結果外国投資はもはや昔ほど恐れるべきものでなくなって、「パラドックスj

は消滅したと言つてのけた。

IGDPの玉パーセントにもなるマネーを外から入れ続けることなど、二0'"'-'三O年前

にはおよそ考えられなかったJかもしれない。しかし今ならそれが「巨額Jになっても、

案じる必要はない。「対GDP経常収支赤字の比率が二ケタを記録した例は先進国にあるJ

のだし、「米国は稀なことに、自国通貨で自国赤字を埋め合わせられるのだから、他国よ

り巨額の経常収支赤字を支えられる」のだとしづ。

これは筆者の知る限り、本章でこれまで「米国覇権システムJとして述べてきた仕組み

をおよそ臆面もなく称賛 ・正当化したとしづ意味で、他に類例を見ない立言である。繰り

返すがこの白星みの耐久性を、いまブッシュ政権と米国は試練に課しているというのが本

書の取ろうとしている立場である。

カネは天下の回りもので、あって、回る資金は世界で最も効率的な市場を獲得した米国へ

必ず落ちるのだから、経常収支の将来、基軸通貨ド、ルの行く末を案じる必要はともにない。

…グリーンスパン演説がなされたのは、米大統領選挙戦初期の節目となる「スーパーテ

ューズデイ」に当たる日だ、った。減税 ・拡張財政政策が少々続こうが恐れるに足りないと

言ったに等しいこの演説が含む政治性の露骨さについては、筆者は別のところで指摘した

ことがある150

15 谷口智彦「グリーンスパン演説の深読み斜め読み」、『タテ読みヨコ読み世界時評~(日本経済新聞社、二

00四年)所収。
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右の楽観論に対し、全体として慎重論を唱えようとするのが筆者が本書において取る立

場である。

いまアジアで中国を盟主とし、経済ブロックを作ろうとする動きが起きつつある。AS

EAN~こ中園、韓国、日本を加え、米国を明示的に排除した仕組みを制度化しようとする

ものがそれである。

また、アジアと欧州、|で共に進みつつある現象のうちこの際注視すべきは、域内九結型貿

易の深まりであろう。欧州、|の場合、新たに欧州同盟 (EU)加盟国となった中東欧諸国生

産物の最終消費地は、主としてEU内先進諸国である。アジアでは中国の購買力が、既に

日本を含めた各国経済を牽引しつつある。

このことは、 EUにおいては無論のこと、アジアでも資金の流れとひいては通貨体制に

影響を及ぼさざるを得ない。アジアに共通通貨を作ろうとする議論がやがて起きることを

視野に入れ、今から米国とドソレを正員として包含する枠組みを、日本は構想すべきだと考

える。

米国を排除する仕組みによって、日本の利益は保たれない。米国覇権システムの動揺に

よって最大の損失を被るのは、当のシステムに投じてきたコストの最も大きな日本となる

のは必定だからだ。

ドノレlこ代わる通貨がなかった時代とは違って、今日で、はユーロがある。グリーンスパン

が指摘する効率市場の重要さは否定すべくもなく、欧州金融市場が一体性を深め、運用市

場として米国に勝るとも劣らぬ魅力を得るにはまだしばらくの時間が必要だ。

けれどもユーロが準備通貨として、貿易決済通貨として、何よりも石油取引の決済に使

用される通貨として、ドルが戦後一貫して享受してきた独占的地位を切り崩そうとしてい

ることは疑いを容れない。

これにアジアにおける覇権獲得の機会を自ら倉リり出そうとしている中国で、し 1かに早計

とはし¥え人民元を「基軸通貨化Jする議論が王財L始めている事情を加えて見えてくる将来

図は、過去の単純な延長上にはない。

いまわれわれは、ドルと米国の覇権システムがかつてなかった挑戦に耐えられるかどう

か目撃しようとしている。日本の利益は、既得権益を持つ現存システムの安定に寄与する

ことにあると信じるものだが、今後の世界経済には安定の二文字を想定しにくい。推移を

冷瀞に見守るため、以下の論述に幾分なりとも役立つところがあれば筆者として望外の幸
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第一章 ニクソンショ ックと日本・序説

ーなぜ国際通貨制度論か

為替レートといえば金融機関のトレーディングフロアーが思い浮かぶ。単に外国為替と

いうなら両替のイメージだ。それが国際通貨制度、体制と称すると、とたんに多義的にな

る。

第一に、フロート制か固定制か、それともカレンシーボードといわれる制度なのか、一

国の通貨と基軸通貨の関係がどんなレジーム(制度)によって管理されているかをいう場

合がある。これが最も狭義の定義である。

少し広くなると、主要通貨相互の関係をしづ場合がある。さらに歴史的概念が入ってく

ると、金本位制なのか、金ド、ル本位制なのかといった議論が国際通貨制度の問題として語

られる。

通貨あるいは通貨制度の議論では概念規定がこのように多義となり得るのを承知のう

えで、これからの行文では『カジノ資本主義 ・ 国際金融恐慌の政治経済学~ (岩波書居、

一九九八年)以来わが国でも名を知られたスーザン ・ストレンジ (SusanS仕組ge)的な発

想を用いつつ、国際通貨制度というものを考えていくことにしたい。

最も平易に言うならそれは、経済を見て権力を忘れず、権力を眺めて経済を顧慮する往

復運動の視座を持とうと心がけることを意味する。

通貨とはあらゆる経済価値の基準である。そのことはいうまでもないとして、為替レー

トによって表される通貨それ自体の価値は、経済的理由だけによって決まるものではない。

また決まったためしがない。

例えば後の節で考察する人民元とドノレの関係は、入れ子構造となった権力の関係そのも

のである。ここで「入れ子」とは、米国と中国がそれぞ、れに内政の関心事を抱えつつ、国

家として対峠しあ うこ重の構造を指しており、ここにおける力関係の変動を読まずに人民

元とド、ルの将来について語るのは空疎であり、そもそもできるものではない。

国際通貨制度の考察がわれわれの興味を引き続けるのは、それがこのように、経済と権
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力(政治)の動的な係わり合いを最もよく示してくれる問題だからである。また日本は米

国との長し 1行き掛かりの中、それを自ら身をもって体験した数少ない国の一つでもあって

みればなおさらなのである。そしてストレンジら国際政治経済学のパイオニアたちは、ま

さしくこの点一一経済と権力の相互関係ーーに魅力を感じつつ、世界認識に新地平を開い

たのだった。

このような立場に立つならば、戦後世界を屈曲させた最大の事件として特筆すべきもの

は、他の何をも差し置いて「ニクソンショックJ以外ではあり得ないことになる。

ニクソンショックとはし 1うまでもなく、一九七一年の夏、当時のニクソン米大統領が全

米向けのテレビ・ラジオで演説し、金とドノレの交換を一方的に停止した「事件」とその余

波をし1う。

以下ではまず今後につながる問題意識を鮮明にしておくために、ニクソンショックを指

して戦後最大の事件とする理由に少し踏み込んでおこう。

確認しておきたいのは、通貨としづ経済生活の基礎が米固執政当局の一存によって大き

く変えられた事実であり、権力を見る視点を抜いては通貨であれその制度であれ、およそ

語ることなどできないという一事である。

その後本節は、まず二一世紀初頭の通貨体制論議において最大の争点となった観がある

人民元とドル、円の関係をとらえる枠組みを固めようとする。これも経済即政治、政治即

経済の両者相渉りあう様を見る格好のケーススタディとなるはずだ。

ただしその前に、二つ挿話を挟むことにしたい。一つはスーザン ・ストレンジの視覚が

し泊斗こ獲得されたかについての素描である。そしてもう一つは、ストレンジ的国際政治経

済学の発想が、とりわけわが国においてついに傍流たらざるを得ないのはなぜかという問

題への考察である。いずれも、日本からなぜポリテイカルエコノミーの目ぼしい業績が現

れなし¥かについての疑問に基づく道草となる。
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二戦後史最大の事件

一九四五年九月二日、重光葵全権ら日本代表団がポツダム宣言受託文書に調印するため

乗り込んだ東京湾上の米戦艦ミズーリ号には、ペリー提督が浦賀水道で、掲げたのと同じ古

い星条旗がわざわざ保管先の米海軍兵学校から取り寄せられ、飾られていた。

その日ミズーリが投錨したのはペリーの黒船が一八五三年に錨を下ろしたと正確に同

一地点であり、マッカーサー将軍を同艦に運んだ駆逐艦ブダキャナンは、ペリーの部下で日

本の土を初めて踏んだ軍人の名を取った船だった160

一見健忘症に見える米国はし、ざとし 1う場合、こういうことをする国であるらしい。相手

にとって屈辱の過去を思い起こさせるため、記念の品や日を選ぶということが時としてあ

る。

前節で言及した「ニクソンショックJを与えた問題のニクソン演説、 ITheChallenge of 

Peace (平和としづ挑戦)Jは、米国東部時間一九七一年の八月一五日に、全米向けテレビ・

ラジオ放送の電波に乗った。

正確に言うとこの日は ID-JデイJ(対日戦勝記念日)ではない。日本に勝利し太平洋

戦争が終結したのは、米国時間で言うと(一九四五年の)八月一四日だ、ったからで、ある。

なぜ8月15日だったのか

どうしてこの日が選ばれたのかには定説がある。ニクソンのスピーチライターだ、ったウ

ィリアム・サファイアが著したメモワールや、実務責任者としての立場にあった後の米連

邦準備理事会 (FRB)議長、ポール・ポルカーの回想、には、異同がない。

それによれば、米国時間八月一三日金曜の朝、ニューヨーク連邦準備委艮行外国為替課か

らワシントンの財務省に急報が入った。英国が約三O億ドルにのぼる手持ちドノレとの引き

換えに、金を要求してきたという知らせである(実際には保証約束の取り付けだった)170 

待ったなしだ、と思ったボ、ルカー(当時国際担当財務次官)の要請によって、国務省関係

者(へンリー・キッシンジャーはベトナムとの秘密交渉のため不在)を除く枢要な人物た

ちがワシントン郊外の公式大統領別邸、キャンプデービッドに招集され、世紀の「合宿J

16 James Bradley， F!yboys: A True StoηofCourage (New York， NY: Li仕le，Brown and Company， 2003)， pp. 
303-304 
17 Volcker and Gyohten， Changing For，仰 1es，p. 77 
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が始まった。財務長官のジョン・コナリーは休暇先のテキサスから呼びつけられたし、海

に出ていて間に合わなかった補佐官もいた。明らかに急逮開催されたことは明らかである

18 
0 

けれどもここに楽屋落ちのような話もあって、金 ・ド、ル交換停止を含む政策変更の大筋

は、ニクソン、コナリ一間で「六O日も前から決まっていたJ19というのである。そこで

ここからは、ポルカーの急報を受け関係者を招集した際ニクソンの脳裏をよぎ、ったかもし

れない想念に関し、少し想像をたくましくしてみる。

ニクソンショックの日とは、 ID-JデイJに当たった前日の土曜日に、全米で一六年前

の対日戦勝を回顧したまさにその翌日である。日本の場合は、日曜に例の「堪へ難キヲ堪

へ忍ヒ難キヲ忍ヒJとしづ終戦の詔勅を再び回想し、明けた翌日月曜に当たる。

米日双方におけるこの集合的記憶を助けに借りようとする意図が、大統領の胸中、あっ

たと考えることはできないだろうか。勝者がどちらかを再確認し、敗者は頭を高くするも

のではないと、知らしめようとする意図である。

演説をよく読むと、行聞にはその意図が惨出している。また後述の通り当時の新聞には、

財務省高官の注目すべき発言も伝えられていた。

演説では、雇用、投資優遇税制、所得減税、価格と賃金の凍結と、次第に大胆な政策を

明らかにしてし 1く。そしていよいよ「金・ド、ル交換停止」と 1-0パーセントの輸出課徴

金の導入Jとしづ真に驚くべき命令を述べた後、しめくくりとして述べられた次の一節に

こうあった一一、

「第二次世界大戦が終わった時、欧州そしてアジアの主な産業国において、経済はいず

れも破壊されていました。それら国々を独り立ちさせ、自由を守る一助にと、米国は過去

二五年間にわたり、一四三O億ドル〔五一兆四八00億円・筆者注〕の援助を提供してき

たのであります。われわれは正しいことをしたのでした。

しかし今日、もっぱらわれわれの助力によって、彼ら諸国は活力を回復しました。どこ

ろかわれわれの強力な競争相手となるに及んだのですから、われわれはこの成功をもって

膜すベしです。

しかし諸国がし¥まや経済的に強力になったので、ある以上、時は来たのであります。彼ら

18 Safire， Bゆrethe Fall， p. 509 
げ lbid.，p. 527 
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といえども、世界中で自由を防衛する負担の一部を、公平に担うべきなのです。

もはや為替相場は偏りのないものでなくてはならず、諸国の競争条件は、平等でなけれ

ばならない。そうしづ時が訪れました。なにゆえ米国が、このうえなおも、両の手のうち

一方を背中にくくりつけながらこれら諸国と競い合わねばならない理由がありましょう

やJ20 

演説草稿を起こしたのは、ニューヨークタイムズ名物コラムニストとして健筆を奮うウ

ィリアム・サファイアである。しかしサファイア自身の回想と、ボノレカーの回想がともに

記録している通り、実際にはニクソン自身の筆になったといってよいものだ、った。

サファイアのメモワーノレには、興味深い挿話が記録されている。日曜の朝まだき、午前

五時四五分、ニクソンは一人軒高の想を練って起きていた。口述筆記のテーフ。を持ってプ

ールサイドへ行くと、護衛の海軍将校が静かに泳いでいた。

いきなりボスが現れ驚いたのはこの将校である。録音テーフ。を持って行けと、ニクソン

に女性秘書の名を言われた彼は動転の余り、「イエス・マーム(イエッサーで、なく)Jと答

えたという 210

この年七一年とは、沖縄の施政権が日本へ返還される一方、佐藤栄作政権とニクソン政

権との聞に日米榔鰹擦が織烈を極めていた年である。日本車は西海岸を中心に洪水のご

とく増えつつあった。文中ニクソンが言う競争相手とは、文脈から推して日本を指すこと

は疑いを容れない。

さらに傍証としては、ニューヨークタイムズが八月一八日付で引用した「複数高官(匠

名)Jのコメントがある。それによると「金 ・ド、ル交換停止が主として狙うのは日本円で

ある。(金に対する交換比率をいじる形の) ドル切り下げでは、円の過小評価を正せない

と考えたからだ。輸入課徴金は、他国が通貨切り上げに踏み切らざるを得ないようする(テ

コの役目を果たす)ものだJ~ V ¥う。まるで徹頭徹尾、日本を狙ったものだ、と言っている

のと同じであることが嵩ミ解できるだろう。

速水優が著した手記は、同時期の前後を日本銀行ロンドン事務所にいた著者(前日銀総

裁)による臨場感あふれる証言を含んでいる。それによると、巨大な米国がその一挙手一

投足によって世界を揺るがす Ielephant in也eboatJなら、日本は Ian unusual animal in 

20 http://www.i∞.u-tokyo.acjp/-worldjpn/d∞uments/texts/JPUS/1971 0815.S 1 E.html/筆者訳
21 Sa五re，B幼児the Fall， p. 519 
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出eboatJだとしづ認識が、欧州、|金融当局者間にあったらしい22。

「日本は固定相場を円安に維持して、輸出をどんどん伸ばし外貨をためこんでいるJと

の批判23の中から生まれた批評だったというから、日本を狙い撃ちしようとする米国の意

図は一定の同情を得られる背景のあったことがわかる。

なおこの批判が、今日中国の人民元に対して寄せられつつあるそれと瓜二つであること

を後の説明のため、念乏買に留めておいてほしい。

ともあれ八月一五日としづ演説日の選択に、日本へ向けた暗黙の主張というより意図し

た当てこすりを含めようとした意図が、少なくともニクソンの胸中にはなかったかど、うか。

もちろん、この際確認しておくべきもっと重要な点は次の二つである。すなわち第一に、

この日を画期として、われわれの経済生活から不動の基軸が完全に失われたということ、

しかも第二に、それほど重要な意思決定であるにもかかわらず、大統領の一存によって実

行可能だったという点だ。

第一の点から見ていこう。

最も分かりやすい例で言えば、それ以前、一ドノレ二三六O円の固定相場が維持されてい

た時代に、日本の輸出企業は為替変動リスクを回避(へッジ)する手立てを講じる必要が

なかった。

-00ドノレの商品を売って手にで、きる円建て額は常に三万六000円だ、った。これは今

にして振り返ると信じられないくらい、安心立命の経営が可能な環境である。

ところが将来円高になり、ード、/レが例えば三00円になって、代金受け取りの際現実に

入手できる円建て金額が三万六000円でなく三万円になることが見込まれるなら、当該

輸出企業は金融機関との聞にオフ。ション契約を結ぶことによって、今から受け取り金額を

確定しておく必要が生じる。

ニクソンショックを称して戦後最大の事件と呼ぶのは、経済活動から「固定」の二文字

が追放され、代わるにもってして「変動」の文字が全局面を覆うに至ったのが、この時以

来のことだからである。

石油や小麦、大豆のようないわゆる市況商品が需給を主因として常に変動していること

は、人間の経済生活とともに古い。しかし教科書的定義によるならば「価値尺度」となり

22 速水優『海図なき航海 ・ 変動相場制-0年~ (東京経済新報社、一九八二年)、一七ページ
23前掲書一六ページ
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「交換手段」となって、また「価値の保蔵手段Jとなる世界の中心通貨それ自体が大豆や

石油と同じように変動するとしづ事態に、人類はここで(少なくとも貿易の進展によって

世界市場が形成されて以来)初めて直面した。

ノンシステムとし、う海図なき売却毎

なぜなら戦後築かれたブレトン ・ウッズ体制にれについては後述)においては、金が

ド、ルの背後にあってその価値を固定交換比率によって裏づけつつ、各国通貨とド、ルの聞に

は実態としての固定相場が維持されていたからである。 し1まやこの体制が放棄され、以来、

国際通貨体制はシステム無きシステム (non-可stern)、「海図なき航海J(速水優)を続け

ることになった。

ただし戦後システムには元来制度上の無理が内包されていた。世界の経済活動を最終的

に決済するのはドルで、あるから、その流動性は十分に確保されなければならない。つまり、

基軸通貨国米国は、経常赤字を生み出し続ける必要がある。ところがドルが米国手持ちの

金との対比で過剰に流通すると、 ドノレ自体の信用を損なう結果になる。

流動性か、ドルの信認か。一方を立てると他方は倒れるジレンマが制度に埋め込まれて

いたため、ニクソンが取った選択は早かれ晩かれ不可避のものだ、ったわけだ。イエール大

学の経済学者ロノ〈ート・トリフィン (Robe坑在自n)が早くも一九六O年にこれを指摘し

たことから、 トリフィン・ジレンマとして知られた矛盾である24。

ではシステム無きシステムにおいて、最も受益する者は誰だろうか。裏返せば、為替変

動というリスクが生まれて以来、ツケを背負い込まされてきたのは誰だろうか。それは自

国通貨によっては貿易の決済がで、きない、なかんずく石油や食物といった経済生活に不可

欠な商品の決済ができない園、すなわち米国を除くほとんどすべての国々である。

したがって最大の受益者は、基軸通貨を持つ米国ということになる。この点ロパート ・

ギルピンは、西欧諸国と日本が貿易黒字によるド、ルを溜め込む中、金との交換性を維持し

固定相場を保ったままなら米国がそれら諸国の意思に屈服せざるを得なくなる事態を見

越し、「自身の経済 ・政治活動における自由度を増すため、アメリカというヘゲ、モン(覇

権国)はブレトン・ウッズ体制をかなぐり捨てたのだ」と述べている25。

24 Robert Tri:ffin， Gold and the Dollar Crisis 

25 Robert Gilpin，刀zePolitical Economy 01 !ntemational Relations伊巾回ton，NJ.: Princeton Unjversity Press， 
1987)， p. 140 
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世界は以来、ますますもって elephantin the boat (前出)の経済政策に振り回されるこ

とになった。先取り的に言うなら、まさにこの制約から逃れるために欧州共通通貨は作ら

れたのだし、本書では後に「マサチューセッツアベニュー・モデル」としづ初期クリント

ン政権が採用した通貨政策を論じる際、この点が日本に対してもった意味合いについてよ

り深く見ることになるだろう(第六章、消えた円圏構想)。

管見するところ、東側経済ブロックの敗北も、ここにその淵源を遡れる。ノレーブル経済

ブロックがひとり局外に立って、価値尺度の固定した世界に生きることなどできなかった

からだ。ベノレリンの壁崩壊とそれに続いた共産圏の崩壊でなく、ニクソンショックを戦後

史最大の節目と見るのはこの理由による。

大統領の一存で、可能だった

さて世界にそれほど広範な影響をもたらした決断が、大統領による execu世veorder、す

なわち立法府の介入から免れた執行権行使という形を取って一方的になされ得たという

のが、次に注目すべき点である。

金・ド、ル交換停止としづ大統領の発表に際し、法律的・手続き的な正当性は一体どのよ

うに保証されていたのか。実はこの点に正面から触れた文献は内外で、あまり見当たらない。

今後一層の調査が必要である。ここではし1くつかの研究から事実の再構成に努めることに

するけれども、中でいちばん生彩に富む記述を含むのは、何といってもジョージ・シュル

ツとケネス ・ダムが著した一種の回顧録である26。

二人はいずれも、日本で名を知られた学者兼行政官である。ニクソン、フォード、レー

ガンと共和党政権三代に仕え、国務長官としてレーガン大統領とともにソ連を追い詰めた

のが、ンュルツなら、タ守ムは、ンュルツの行く先々に従った忠実な弟子格で、ブッシュ現政権

では二000-'"二000三年に財務副長官を務めた。

ニクソンショック当時、シュルツは予算管理局長官(一九七O年六月~一九七二年五月。

それ以降七四年五月まで財務長官兼大統領経済政策諮問委員会議長)として閣僚ポストに

あり、ダ、ムはシュノレツの下で、予算管理局国家安全保障 ・国際関係担当アシスタントディレ

クター(一九七一~七三年)を務めていた。二人とも、世紀の決断に至った経緯を現場で、

26 George P. Shu1民KennethW. Dam， Economic Policy Bのlondthe Headlines (New York， NY.: w.w. Norton 
& Company， Inc.， 1977) 
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見ていた人々である。

キャンプデーピ、ッドの懸念事項

決断は七一年八月一三日の金曜日、大統領別荘キャンプデービッドに経済金融に関わる

主要当局者を集めて始まった週末会議の中で、下された。そこで、参加者の思考を形作った重

要な要素とは、シュルツらの回想によるとおおよそ次のような点だ、ったことがわかる270

第一に、ド、ルの大幅な切り下げこそが到達目標だったが、一方的な切り下げは誰よりも

米国民にとって、米国の敗北として受け取られる恐れがあった。これは再選を狙うニクソ

ン政権にとって、是が否にも避けねばならないことだ、った。

第二にド、ルの金に対する公定交換比率が金一オンスに対し三五ド、ルと決められていた

体制において、ドルを切り下げるとは一オンスを例えば四0ドルにするというように、金

価格を上げるのと同じ結果をもたらす。

しかし公定金価格は大恐慌後に導入された一九三四年金準備法の定めるところだ、った

から、その変更には議会による法改正措置が必要となる。議会にかければ民主党がまさし

く右に述べた第一のポイントを突いて政権攻撃に走ると見込まれたのみならず、政権の意

図が天下に露見してしまう。

同様に、ブレトン・ウッズ体制に組み込まれていた「価値維持条項」によって、ドル切

り下げの折には世界室尉子などにその分を埋め合わせる追加出資が必要となる。これは予算

措置であるからやはり議会の承認が必要で、ますますもって不人気を煽る恐れが十二分に

あっ七。

第三に、ひとたび議会に漏れれば、世界中でド、ル売りと金買いの取りつけ騒ぎが起き、

ただでさえ底をつきかけていた米国の金準備は短時日のうちに消滅し、米国の敗北を満座

にさらすことになりかねない。これまた何としても避けねばならない事態だ、った。

ちなみにシュノレツらの書によると、外国中央銀行が保有するド、/レ資産は一九六六年末一

四九億ド、ルだ、ったものが四年後二三八億ドノレ、七一年七月末時点で三六二億ド、ルに増え、

八月一五日前後には四00億ド、ルに達していたのに対して、米国が持つ金準備は一オンス

三五ド、ノレ換算で一二O億ドルlこ過ぎなかったという(ちなみに今日、日本一国の外貨準備

だけで六000億ドノレを超えている)。

27 Shultz， Dam， Economic Policy Beyond the Headlines， pp. 113・118
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第四に、米国の敗北を、それとして感じさせない仕掛けを盛り込む必要があった。その

ためあえて滑り込まされたのが、一九六二年通商拡大法ならびに一九三O年関税法によっ

て2.8行政の裁量行為として認められていた政策、すなわちすべての輸入品に対して-0パ

ーセントの課徴金を課す措置である。(この際使われたのは対敵国条項だ、ったことをポル

カーは記録している2.90 ) 

自国通貨を「切り下げj ることと貿易相手国通貨を「切り上げ」させることの経済的意

味はまったく同じだが、切り上げを迫ることは受身でなく攻撃を意味する。脅しを有効な

らしめる切り札として、輸入誤哲敷金政策は案出された。当時の財務長官コナリーは前テキ

サス州知事で、「二丁拳伊しをぶっぱなすようなJイメージの持ち主だ、った。課徴金という

拳銃を構えて外国政府に切り 上げを迫ったその姿は所期の通り国民から支持を集め、ドル

の切り下げだ、ったにもかかわらず「園内では米国外交の勝利として受け止められ、大統領

とコナリーにとって政治的得点になったJ30としづ。

なお「銃口Jを真っ先に突きつけられたのが日本だ、ったことは、前に述べた通りだ。

第五に、ここが最も肝心な点だが、金とド、ルに公定交換比率を設け、ド、ルと他通貨を固

定相場としたうえ、外国当局からドルを売って金に換えようとする要求が来た場合米国は

これに応ずることを義務づけていたブレトン・ウッズ体制においては、米国は常に受身の

立場に置かれざるを得なかった。

これをまさしく一発逆転し、主客を転倒させることこそが狙いだ、ったので、ある。「自身

の経済 ・政治活動における自由度を増すため、アメリカというへゲモン(覇権国)はブレ

トン・ウッズ、体制をかなぐり捨てたのだJという前節で号|し¥たギルヒ。ンの評価は、この点

を指している。

いわゆる赤字国責任論は、金・ドル交換とし 1う世界経済の基軸を担う体制の管理者であ

りながら、インフレを高進させ(通貨価値を潜在的に下落させ)、貿易赤字を垂れ流す(貯

蓄不足・過剰消費の状態を続ける)米国の経済運営を厳しく問うものだ、った。

キャンプデーヒマッドの週末会議を経て日曜の夜全米向けに発表されたニクソン演説以

来、赤字国米国に責任はなく、正すべきは貿易黒字国であるとしづ黒字国責任論がみごと

28速水『海図なき航海』、 ・・ページ

j一9Vol 伽 a副n凶dG匂匂yo伽h凶1北蜘t除加E町叩nμ1

J却υShu叫u叫Il包andDam， Economic Policy B砂'ondthe Headlines， Second Edition， (Chicago，廿leUniversity of Chicago 
Press， 1998)， p. 1 17 
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に定着し、今日に至っている。続く時代に、この論理によって非難の矢面に立たされたの

が日本だったことは言うまでもない。

いわゆる「前川レポート」以来日本で国策となった内需拡大策は、七一年以前の世界な

ら本末車珂到と目された類の政策である。名物エコノミストの故・下キ打台が「悪いのはアメ

リカだ」と述べた31のは正論で、はあったが、米国はいわば確信犯だ、ったのであり、遅すぎ

た反論だったといえよう。

以上見てきた諸項目から明らかな通り、議会を関与させないところに政策の要請があっ

た。大統領の命令一つで実行できる政策でなければならなかった。それを可能にしたのが

一九三四年金準備法である。

ニューヨーク連邦準備銀行がウェブpサイトlこ掲げた説明32によると、同法は外国為替安

定基金を設けてこれを財務長官の裁量下に置き、為替相場の安定のため必要な金にまつわ

る操作のすべてを財務長官に委ねている。ニクソン大統領は八月一五日の演説において自

己の行為として金ドソレ交換の停止を述べたけれども、手続き的に言えば、それをなし得る

権限を集中して持っていた財務長官に命じてやらせるとし1う形をとったものと思われる。

大恐慌後に米国は、国民が持っていた金をすべて政府管理下に集中した。以後国民には、

金を持つことが許されなくなった。その措置を受け、金に関わる政策を財務長官に集中し

た経緯があった。これをニクソン政権は活用したわけである。

今まで述べてきた戦後世界最大の事件とは、特殊な行きがかりのもと戦前来残存した法

律がなければ実現し得なかったことがわかる。とまれ、ー米国大統領の決断として、世界

秩序を決定づけたとしづ意味ではこれに勝るものは今日に至るまでない。今後とも、恐ら

くないだろう。

これまでニクソンショックを今日的関心にひきつけながら振り返ってきた。この項の余

録として、一体日本にいたわれわれは、いずれ「その日」が来ることを全く予見できなか

ったのかどうかに触れた上、官頭の約束通りスーザン ・ストレンジに関する脇道を辿って

おこう。その後に述べる人民元問題の諸相は、以上に素描したニクソンショックに関する

諒解を経たうえでは、既視J惑をもって見えてくるはずである。

31下木村台『日本は悪くない ・悪いのはアメリカだj(ネスコ、 1987年)

32 h即://www.ny.丘b.orglabou出 efedlfedpoint/fi吋 14.html
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三日本にニクソンショックは見えなかったか

ニクソンショックとは同時代に生きた人には説明の必要がないことかもしれないが、波

状的に二度にわたった種i撃で、ある。これまで述べてきた八月のショックは実を言うと二度

目のそれで、一回目は正確にその一カ月前、やはりニクソンの電撃的発表によってもたら

された。

一九七一年七月一五日米国東部時間夜、ニクソンによってなされた訪中計画の発表がそ

れである。朝鮮戦争の仇敵であり、冷戦下封じ込めの対象とし続けてきた中国へ、米国大

統領が和解の旅に出るとしづ。真に驚くべき政策変更だ、った。にもかかわらずその内容は、

同盟国であり、米中和解によって最も直接的影響を受けるはずの日本に、事前には全く知

らされていなかった。

正面の敵であるはずのソ連ですらその日の朝伝えられ知っていたというのに、牛場信彦

~v任日本大使が当時のロジャーズ、国務長官から電話で、事前通告を受けたのは、発表寸前の

ことだ、った。牛場は直ちに東京へ電話、就寝中の佐藤首相を叩き起こしたが、その時には

既に米国メディアが発表される内容を伝えていた。

fアレックス、『朝海の悪夢Jが現実になったj

当初は、元駐日大使で沖縄返還、 1麟佐など直前の難交渉を手がけ、日本側に信頼を勝ち

得ていたウラル ・アレクシス ・ジョンソン国務省政治担当国務次官を東京へやり、佐藤首

相に説明させる案があったらしい。しかし'情報漏えいを恐れたニクソンとへンリー ・キッ

シンジャー補佐官とが、これをキャンセルしたのだという330

「アレックス、『朝海の悪夢』が現実になったJ一一。牛場がジョンソンの居所を探し当

て、電話口で、最初に言った言葉がそれだ、ったとジョンソンの回顧録は伝えている34。戦後

初期の~V長大使、朝海浩一郎はある日、米国が日本へ何も告げず突然対中政策を激変させ

たという夢を見たとしづ。これが外務省内に知れJ度り、そんなことが現実に起きては大変

だという心配から「朝海の悪夢」と呼ばれていたものだ。

3 James Marm，About Face: A HistOlアofAmerica s Cwio凶 RelationshijフwithChina，斤omNixon to Clinton 
(New York， NY.: Vmtage Books， 2000)， p.37 
34 u.アレクシス・ジョンソン、増田弘訳『ジョンソン米大使の日本回想・二・二六事件から沖縄返

還 ・ニクソンショックまで.~ (草思社、 1989年)二八七ページ
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こういういきさつとなった原因について今日の通説は、ニクソンとキッシンジャー、と

りわけ大統領自身の極端な秘密主義を挙げるものが多い。ジョンソン前掲書もその立場を

取っている。また沖縄返還交渉を佐藤の密使として担い、キッシンジャーと水面下で度々

交渉した故 ・若泉敬の回顧録35は、沖縄を返してもらったのに佐藤は働惟摩擦で、義理を欠

いたと、ワシントンの二人が佐藤に対して悪感情を抱いたらしいことを臭わせている。

ともあれ文字通り「日本の『頭越し，]Jに物事が進む生々しい恐怖を味わわされて、ひ

と月しか経っていない。そこに今度は世界経済を激変させる措置の発表が続いたのだから、

深い無力感を与える出来事で、はあった。

VOAを簡いてくれ

日本銀行エコノミストだ、った吉野俊彦36、大蔵省(当時)財務官を退官したばかりだ、っ

た柏木雄介37、それに速水優38はし 1ずれも、ニクソン、ンョック第二弾を聞いた時のうろた

えぶりをいきいきと伝えている。このたびは事の性質上、事前には米国内外の誰も通知を

受けていなかった。

全米に向けたニクソンの演説が始まったのは米国東部時間八月一五日の午後九時。日本

では翌日の午前-0時である。日本への第一報はその少し前、首相官邸にいた佐藤にロジ

ャーズ、長官が電話をしてきで伝えられた。前後して大蔵省へ出動したばかりの柏木のもと

へは妻から電話があり、ボ、ルカー財務次官から、今しがた家に電話があったとしづ。

佐藤が告げられたのは、大統領から重大発表がある、ついてはVOA(ボイス ・オブ ・

アメリカ)を聞いてほしいとしづ内容だ、った。官邸ではまず通訳を探すのに大騒ぎとなり、

ついで大蔵省でも、短波放送が入るラジオの前で聞き取りにくい音に必死で耳を澄ませる

珍光景が現出した390

寝耳に水だったというだけではない。金とドソレの交換を停止するところにこそ本質があ

り、 -0ノそ一セントの輸入荷敷金は言わば脅しの材料に過ぎなかったのに、日本ではむし

35若泉敬『他策ナカリシヲ信ゼムト欲ス~ (文芸春秋、 1994年)

36吉野俊彦『円とドル ・ 円高への軌跡と背景~ (日本放送出版協会、 1987年)

37柏木雄介『私の履歴書.~ (金高樹政事情研究会、 1987年、非売品)

38速水『海図なき航海』

39 田所昌幸 Fアメリカ」を超えたド‘ル ・ 金融クマローパリゼーショ ンと通貨外交.~ (中公叢書、中央

公論新社、二00一年)、一四七ページ、吉野『円とド、/レ』、一六四ページ、柏木『私の履歴書』、

-0四ページ
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ろ後者、すなわちブラフの方に関心を集中させる失態も演じられた。速水優による次の観

察は、この日のあることを予測できなかったのみならず、現実に直面してさえ本質を捉え

損ねた理由について示唆に富むものだ。

r [日本には〕 ドルとの一蓮托生という考え方が強く、 ド、ルさえもっていれば必要なも

のは買えるし、 ド、ル価値の減価にヨーロッパ諸国ほどの強し 1関心がなかったし、…円切上

げが必要となるとすれば、それこそ園内不況 ・輸出産業へのダメージにつながると〔考え

ていた〕。したがって〔ニクソン演説の〕パッケージの中では、ド、ルの交換性停止よりも、

-0ノぞ一セントの輸入謝敷金が、どれだけ日本の輸出産業に影響するかということに、よ

り大きな関心が払われていたのではないだろうかJ40。

また吉野の回想によれば、「所詮は円の切り上げの方向に行かざるを得ないとしづ意見

が、政府や日本重良行の内部になかったわけで、はありません。しかし、ニクソンショックに

至るまで、それは絶対極秘扱いで、外部に漏れないようなきびしい統制を受けただけでな

く、対外的には切り上げ反対であるとしづ線を、役職員とも一貫して主張するように申し

合わせていたJ41のだとしづ。

輸出競争力こそは日本経済にとって死活的に重要なものであるとし 1う固定観念は強固

で、あって、その弱化につながる円切り上げの可能性を見まい、考えまいとするあまり、あ

り得べき将来の可能性について思考をめぐらすこと自体を放棄していたことがうかがわ

れる。

後、一九九O年代にバブノレの清算を迫られた時再び顕著となるいわゆるオストリッチ症

候群は、この時もはびこっていた。舵鳥(オストリッチ)は危険に瀕すると砂に首を突っ

込み、周囲の状況を見まいとする。それで身を守れるのだと思っているとしづ。当時の日

本はまさしくそれだ、った。

歴史を後知恵によって裁くことには慎重でなければならないとしても、米国が金とドル

の交換を停止する事態を予見することは果たしてそれほど難しかったのだろうか。またこ

の先同種の政策変更がワシントンによってなされた場合、われわれは再びなすすべもなく

これに「ショックJを受ける以外ないのだろうか。

事実はといえば、七一年八月一五日に至る前史において、明らかな伏線は数々ヲ|かれて

40速水『海図なき航海上二六ー二七ページ

41 吉野『円とドル』、一六九-一七0ページ
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いた。本書では後にドイツと米国の角逐に言及することとなるだろうが、先行黒字国ドイ

ツがくぐった過程はそのような伏線そのものだった。

そのひとつひとつに目を留め予想されるシナリオを思い巡らす努力をしていれば、全く

予想できないことで、はなかったと考える。少なくともニクソン演説を聞いてなお、金・ド

ル交換停止としづ本質に思いが至らず、目先の輸出にとって打撃となる輸入課徴金ばかり

を気にするような失態は演じずに済んだはずだというのが、筆者の立場である。

ここには日本が抱える弱みが見て取れる。ひとつには情報に対する感度それ自体の鈍さ

であり、また常に最悪事態を想定して用意を怠らないようにしようとする戦略的発想の欠

如で、あって、今日にまでつながる問題であろう。

前述した通り、米国の金準備は外国のド、ル準備に比べて既にあまりにも不足していた。

求められるままドルを受け取り金を渡すというブレトン・ウッズ体制が米国に要求してい

た仕組みは、とっくに破産していた。この点に注目するならば、ニクソン演説は来るべき

ものがいよいよ来たに過ぎないと受け取られA尋たはずである。

以下ではその点にもう少し踏み込んでみよう。

柏木財務宮は fイ可かあるj と患ったが…

「不測の事態」に備えようとするニクソン政権の下準備(Con也1gencyPl出ming) は、

つとに一九七O年の秋口から財務省を中心として進められていた。例えばコナリー財務長

官が七一年五月二八日、全米造艮行家協会がドイツ・ミュンヘンで開いた国際コンファレン

スに出て次のように述べた時、鋭敏な観察者なら背後で何か大きな政策変更が準備されつ

つあることに気づかなければならなかったはずで、ある。

「われわれの金融システムは明確な、まさしくそこにある危機 (aclear and present 

也nger) とし 1うものに当面している。…柔軟性こそは欠くべからざるものである。 …米国

はド、ルの切り下げはしない。金の公定価格を変えることもしない。(はっきりしているの

は)もはや米国一国がこれほどの重荷を背負っていくとし1うことが、友情とか必要性、能

力のあるなしなどの議論によって正当化で、きなくなったということだ。…国際金融システ
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ムの安定を保ちたければ、われわれすべてがもっと協力するのでなければならなしリ 420

柏木財務宮はここに出ていた。そして「最近の通貨不安はヨーロッパの非協力が原因で、

ある。そんな国々を守る義務を米国は持たない。場合によっては欧州駐留米軍の引き揚げ

も考える」と述べたというコナリー長官の発言を伝えている。「ヨーロッパの銀行家を震

え上がらせるに十分Jなもので、「これはきっと何かあるに違いなしリと思って帰国した

が、「それが一カ月半後、例の一方的なニクソン声明として現実のものとなるとは、予想

しなかったj と率直である430

ド、ルを切り 下げないとコナリーは言っている。他方、金との公定交換価格もいじらない

と言う。しかも柔軟な為替制度を示唆している。これだけのヒントから導出できたかもし

れない解は、主要貿易相手国の通貨を一方的に吊り上げるよ うな秘策が準備されているの

ではなし1かとし1う推論であり得たはずだ。

しかも二国間ベースの貿易不均衡は日本との間で最も多く、七一年に入って以来日本製

の板ガラス、電子部品のフェライトコア、カラーテレビなどが相次ぎ米国によってダンヒ。

ングと認定され、課税対象とされていたこと、そして問題の会議の直前、五月九日にはド

イツとオランダが為替変動相場制に移行し米国に向けて一つの解答を示していたのに対

し、日本はといえば同月六日の大蔵省 ・日銀緊急協議で円切り上げ回避の方向を確認した

ばかりだ、ったこと44にかんがみると、「震え上がJるべきはむしろ日本の方だ、った。

テキサス人コナリーが述べたカウボーイまがいの脅し(軍引き揚げもあり得る)にした

ところで、その場の思いつきで、はなかった。会議に先立つ五月八日、財務省内で準備され

た「不測の事態Jと題したベーノξーは、米国が取るべき戦術を次の通り明確に列挙してい

たのである。

安手のブラフと片付けるのでなく、それほどの挑発をしてまで準備しようとしている政

策変更とは何かに、思いを致すことはできなかったものだろうか。それにしても以下の諸

項目には、ニクソン政権の選んだ戦法が明確に表されている。

42百leO伍ceofthe Histonan， US Depar加 entof State， Nixon-Ford Administrations，均lumeIII F ore記n

Relations， 1969-1976: Foreign Economic Policy 1969-1972; lnterη!ationa! Monetary Policy， 1969-1972 

(Washington， D.C.: United States Govemment pr由自宅O伍ce，2001)， Document Nol 155 

43 柏木『私の履歴書』、 -0三 --0四ページ

制矢部洋三、古賀義弘ほか編著 『新訂現代日本経済史年表j] (日本経済評論社、 2003年)
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(a)為替相場の危機は進むに任せ、米国は介入その他の行動を起こさない。

(b)いよいよ何か本格的変更が必要だとしづ意識が高まる頃合を見計らって、米国は自

ら望む解決策を提示する。

(c) その際、交渉力を強めるテコとするため、以下の方策について示唆する準備をして

おき、必要なら行使できるようにしておく。

(i)金との交換性の停止

(証)貿易制限策の実施

(i詰)われわれの目的行使にそぐわない外国政府の行動を妨害できる外交、金融

政策

(討)欧州、!ならびに日本における米軍プレゼンスの削減45

先立つこと半年近く、三月二二日にアルフレッド・へイイズ・ニューヨーク連邦、制庸銀

行総裁が受け取った内部文書 (TheOutlook for the Doll訂)は、「大統領の決断 (executive

decision)一つで一瞬にしてできるJ金 ・ド、ル交換停止とし1う政策を取るべきだと勧めて

いた460

八月になるとニクソン政権の準備はさらに進んだ。二日、大統領はコナリ一、シュルツ

予算管理局長官と何度か議論を重ねている。

金・ド、ル交換の停止とドルの変動相場制移行、そして-0パーセントの輸入誤司教金導入

という「ショックJの内容が固められたのは、まさしくその場でのことだ、った470

以上に述べたようなやり取りは、もちろん外部者が知り得るところで、はなかった。しか

し同じ月、六日には、議会上下両院合同経済委員会の小委員会から重要な報告書が公表さ

れていた。

このまま手を扶いていると、米国は金・ドノレ交換停止に時の勢いによって流されていく

と警告したものだ480 公刊文書のこれなどは、重要なヒントになり得たものと思われる。

それのみではない。六九年から七一年にかけては、議会、大統関守の双方で、米国の国

45百leO伍ceof the Historian， ibid.， Docurnent No. 152 
46百leO由民ofthe日storian，ibid.， Docurnent No. 151 
47

百leO伍ceofthe Historian， ibid.， DocurnentNo. 164 
48 Action Now To Strengthen the US‘

Dollar: Report of the Subcommittee on lntemational Exchange and 
Payments ofthe Joint Economic Committee， Congress ofthe United States， Together vvith Minori，砂Vzews
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際経済政策を根底から見直そうとする動きが盛んだった。「ハル・ノートj で名高い日米

開戦時の国務長官にちなんだ名を持つシンクタンク、「コーデル・ハノレ研究所Jがそのウ

ェブサイト (h匂 :jjWWVv.∞rdel1h吐linstitute.orgjrolejboard.h出札)で言うように、それ以

前にもまた以後にも、この時なされた調査を上回る規模のものは行われたことがない。

成果の一つは、「相互依存世界における米国の国際経済政策 (UnitedStates International 

Economic Policy in an Interdependent World) Jと題して七月刊行されたばかりだ、った。

1 BMのCEOだ、ったアルパート・ウィリアムズを委員長として大統領命で発足した諮問

委員会、俗称ウィリアムズ委員会のリポートである。示唆に富んでいた同書の内容に目を

留めた人も、どうやらいなかったようである。

こうした経緯を経た後、キャンプデーピッドの歴史的会議が八月一三日午後三時一五分

に始まる。すべての参加者に対し大統領は秘密保持のためゲストブ、ックにサインするよう

求めたから、会議には今日ソニーの社外重役を務めているピーター・ピーターソン(当時、

国際経済問題に関する大統領アシスタント、七二年一月から商務長官)も加わっていたこ

とがわかる。会議は翌々日、一五日日曜の午前一一時半まで続いた490

余談ながら、以上の記述から察しられる通り、米国はどこかで必ず政策の方向性を明ら

かにする国である。大統者斯守は沈黙していても、議会がある。ワシントンに数多く相生す

るシンクタンクの報告書は、政権の意向と全く無縁の、研究のための研究から生まれるも

のではない。公開情報を丹念に読んで、いけば、政権の動き、狙し¥1こ当たりをつけることは

決して不可能でない。今日われわれがその努力を十分行っているか、改めて反省してみて

もいいだろう。

同様に、事後的情報開示が最も行き届いている国でもある。本節で度々引用した国務省

の文書録にはホワイトハウスや国務省で、やり取りされた些細なメモ書きまで収められ、文

書のうち重要なものには学者の手になる懇切な解説がついていて、しかもインターネット

上ですべて公開されている。事前、事後の双方において'情報・政策の開示に劣る日本と比

べ、違いには際立ったものがあると言わねばならない。

49百1eO田ceofthe Historian， ibid.， Document No. 168 
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補論ー スーザン・ストレンジ最後のインタビ、ュー

筆者は奇しくも、一代で国際政治経済学の礎を築いたこの偉大な英国人女性学者に、英

国内外を含めいちばん最後にインタビューした記者となった。

一九九八年九月初めのことだったか、「病気でロンドンには出て行かれないの。あなた

がウチに来てくれるんだ、ったらJと言うから、オックスフォードから少し北へ行った街の

そのまた郊外、バッキンガムシャー州エイルズベリまで、クルマを飛ばした。

fマッド・マネーj を書き上げて

近くまで、行って迷い、電話で遡|買を聞き直した。そのせいだろうが本当に行き着いた時、

彼女は表の道路からよく見えるところまで、出て待っていてくれた。辺りはイギリスのどこ

にでもありそうな、ゆるゆるとした弧を描く丘に、羊の張り付いている光景である。

レンガ造りのどこか古い建て売りふうの感じがある家へ招きいれながら、「ここはロス

チャイルド、の土地なのよJ。問わず語りに話してくれる。

[" (フランクフルトのユダヤ)ゲ、ットーから解放されたら、突然自我が拡大したのかし

らね、イギリスのあちこちに土地を持ってることって言ったらJ。

「そこらにおすわんなさし¥J。玄関入って右、応接兼リビングのような暖炉のついた部

屋は、適度に散らかっている。読みかけの論文、ペーパー、そして本の類がそこここに三、

四種類。見渡していたら、盆にお茶のポットとカッフ。を載せて戻ってきた。動作がゆっく

りだ、ったこと、ソファーに腰をやたらと浅くかけ、体を寝かせるようにしていたことが記

憶にある。かなりの倦怠感にとらわれていたのだろうか。

Mad Moneyという本の最終校正刷りが出て、実物はもうすぐ書庖に並ぶとし 1う時だ、っ

た。前年夏以来世界を襲った金融危機の本質に迫ろうとした研究で、代表作『カジノ資本

主義』の繍肩としづ位置づ、けだ、った。それは初めエコノミスト誌の記者として働き、後に

日曜紙オブザーノくーのワシントン特派員となり、ホワイトハウス詰め最年少記者だ、った経

歴を持つ彼女ならではの、ジャーナリスティックな関心に駆り立てられた研究である。

「また descriptiveなものを書いてと言われるんだわねj。

ディスクリプティブ(叙述的)としづ形容詞を論文について言う場合、数式が使用され
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ていないという悪口を意味する。そして数式がなければまともな研究とみなさない社会科

学一般の風j朝を、ストレンジは嫌悪していた。嫌うとし 1うなら経済学者と政治学者を、と

もに同じくらい嫌っていた。経済学者は政治に、政治学者は経済に、「色気Jを示さない

ことが潔い学問態度のように言われている、その偏狭さがストレンジには理解できなかっ

た。

「その点日本の経済学者はまだしもましよ。アメリカの学者と違って、マルクスを少な

くとも読んではいるからね」

別れ際、くれぐれもお大事にと言うと、「どうかしら、もう癌が肝臓に回っているから」

と言っていた。そして本当にひと月と経たないうちに、七五歳の人生を終えることになる。

どうやら病気が深刻だということを遅まきながら知って、ロンドンに帰ってから手紙を

送った。何も用事がなくても、遊び、に行っていいか、じすると、紙に鉛筆でメモ書きし

たような返事が来て、無論結構だ、としづ。せっかくそう言ってくれたのに、結局その後

は一度も行かずじまいになり、言卜報に接した。

ストレンジの魅力は第一に、その人生にある。トロッキーの研究などで日本でも名の知

れたアイザ、ック ・ドイツチャーらと送った、エコノミスト誌での駆け出し時代。

そしてそのあとの米国特派員時代は、彼女のスタイルを決定づ、けた。論文はポイントを

突き明快をもって旨とした。一流の学者は常に一流のジャーナリストであるとしづ信念を

持っていた。

f構造的権力j とは

二度の結婚で玉人もの子をもうけた。学者になる道は一度、女致辰し過ぎるといって閉ざ

されている。一作目の単著はそんなだからやっと一九七一年、四八歳になって出したもの

である。

それからが並みの活動力でなかった。政治に偏重していた学問としての国際関係論にひ

とり新風を吹き込み、国際政治経済学といえる領域を独自に開拓した。全米国際研究学界

会長とすることで、彼女の業績に報いたのは米国である。ロンドン大学政治経済学部 ・大

学院 (LS E)では政治でも経済でもない、鶴 (ぬえ)のような学問だと中傷されたとみ

え、 LSEにあまりよい思いは持っていないらしかった。

第二は構想力の豊かさである。「構造的権力Jとしづ概念を彫啄したところに、学者と
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してのストレンジの業績は集約されている。権力には二種類ある、というのが彼女の考え

で、「関係的権力Jというものは、甲が乙をして、無理やり甲の意図通りのことをせしめ

る力をいう。

それに対し構造的権力とは、

「物事がどんなふうに起きていくべきか、決める力をしづ。国家が国家と、人間集団や

企業集団と、どんな関係を結ぶかその枠組みを形作る力をいうJ500 

例えば会計には、徹底的な透明度が求められるということは、今日時代の通念、となって

いる。投資家を重視する思想から生まれた考えだ。しかしドイツ企業と日本企業の慣行に、

もともとこうしづ通念につながる要素はなかった。株式を企業同士、企業と金融機関で持

ち合う習慣が続くうち、株主からの圧力は感じずともすむようになったからだ。

だがダイムラー ・ベンツ(当時)がニューヨーク証券取引所に上場したとき、あるいは

後にトヨタ自動車が同様にしたとき、ドイツと日本を代表するこの両社は、米国流の会計

基準に即して本国でしていたよりはるかに徹底した情報開示をせざるを得なかった。仕向

けたものは何か。米国が持つ、「構造的権力」であるとストレンジなら言うわけである。

このように、それが露骨な権力の行使であることを意識しないまま、させないまま、あ

る種の行為へと人を導いてしだ枠組みというものが世の中にはある。そうしづ枠組みの中

にいったん入れてしまえば、後は当人たちが自発的に求められる行動を取ってくれるから、

あえて力を行使する必要すらない。まさにそんな枠組みを作り、維持する力こそは、スト

レンジの言う構造的権力であるわけだ。

このように定義される構造的権力は経済のグローノ勺レ化とともに真価を発揮し(相手と

一対ーの関係を結ぶ中で行使される権力でなし 1から、参加者がいくら増加してもよしす、

人の認識枠組みそれ自体を縛ることによって最も安価に目的を達成できるとし 1う意味で

は、英語メディアが世界を覆う状態に適合している。すなわち、現代アメリカ権力を分析

するフレームワークとして極めて説明力に富む概念なのである。

初めに「ストレンジ的」見地を獲得したいと述べたのはこのような意味においてのこと

だ、った。米国が持つ構造的権力によって、現行の国際通貨制度は支えられている。一方を

抜きに他方を論じることはできず、その逆も真だ。また人民元問題とは、台頭する中国が

50 Susan S回 nge，States and Marlats: An Introduction to Intem訓仰σ1Political Economy (New York， NY: 

B出 ilBlackwell， Inc.，I 988)， p. 25 
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構造的権力を獲得しないうちに、米国の構造的権力下へ中国を編入させようとする試みの

一環であるととらえることができるわけである。
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補論二 日本と国際政治経済学

ポリテイカノレエコノミー(政治経済学)の研究となると、日本には英米に比し、業績が

少ない。浅学ならではの恐いもの知らずで、そんなふうに断定してみることにしたい。

だし 1たい、学問の名称、からしてなじみが薄い。大学ではどこの学部で教えるだろう。経

済学部、政治学部のどちらにも、しっくりとは収まらない。念のためいうなら、樋渡展洋・

東京大学社会科学研究所耕受たちの研究や、夫折した財務省官僚 ・戸矢哲朗氏の業績で、

青木昌彦・経済産業研究所所長(当時)・スタンフォード大学教授が絶賛した作品目、また

その名も『大蔵省統制の政治経済学~ 52など、ポリテイカルエコノミーを標梼した研究は

徐々にその数を増やしてはし1る。

日本に政?経済学がない理由 ・その一

昨今の大学改革を受け、ハーバード大学ケネデ、イスクールのように行政、外交、経済政

策が相互に乗り入れる分野で修士号を出す大学院を新たに作ろうとする動きは今後加速

する(東京大学、早稲田大学、慶慮義塾大学ほか)から、スーザン・ストレンジ型の研究

はこの先次第に活気を帯びてくるかもしれない。

しかし、日本という国が戦後自ら国際秩序を作る主体で、あったためしがなく、秩序や新

たな体制となると常に外から与えられ、受身でこれに対し続けた「れる ・られる国jであ

ったことに恐らくは起因して、少なくともこれまでのところ、国益と国益が衝突する分野、

軍事力が担保になっているような問題、へゲ、モニー(覇権)を形作る要素が何かを論じる

領域では、研究業績が空白である。

国際金融、なかんずく国際通貨体制の問題は、まさしくこの空白部分、すなわちヘゲモ

ニーの確立や変貌との関連においてこそ論じられるべき問題で、あって、わが国の研究業績

は自然、貧弱にならざるを得なかった。

ヘゲモニーとは何か

51戸矢哲朗『金融ビッグパンの政治経済学j](東洋経済新報社、 2003年)

52真樹勝『大蔵省統制の政治経済学j](中央公論社、 1994年)
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ただしマルクス経済学者には、ここへの関心を払おうとしてきた系譜があり、しかもそ

れは日本に限らない。

そもそもヘゲ、モニーとしづ言葉、もとは「ギリシャ語の『へーゲスタイ』で、ある国家

や都市による他の国家 ・都市にたいする支配を意味していたJ53らしいが、これを現代社

会科学へ導入したのは、イタリア共産党創立メンバーで、その後投獄されたアントニオ ・グ

ラムシ(AntonioGramsci， 1891-1937、邦語文献で現在入手可能なのは『グラムシ・セレ

クション ・平凡社ライブラリー392~ と『知識人と権力一歴史的 ・地政学的考察 ・ みすず

ライブラリー~)である。

ムチや制裁をふるわなくても、現代社会は構成員の自発的な帰依心を動員することで、

「同意に基づく支配Jをすることができる。そのように仕向けていく力のことを、グラム

シは「イデオロギー的ヘゲ、モニーJと呼んだ。死後発見された膨大な獄中ノートに書き残

されていた概念である。

支配・被支配の構造を理解しようとするマルクス「主義的」動機を共有する学者は、「主

義者j であるなしにかかわらずポリテイカルエコノミーの向きへ流れていった。スーザ

ン・ストレンジが日本の経済学者を「マルクスを少なくとも読んだことがある」からまし

だと評価していたのは、こういう事情を踏まえてのことだ。

米国学界にはどうやらマルクス「主義的J研究者を居辛くさせる雰囲気があるとみえ、

勢い彼らの流れ着いていくカナダの大学には、こうした研究志向を持つ一群の学者が育っ

た。

例えばグラムシからの引用を豊富に含みつつ、米欧日三極委員会(三極の政治家、経済

人、知識人が年一度集まり当年の問題を議論しあう場。日本の独占は近年放棄され、他の

アジア諸国からも参加者を集めるに至っている。閉鎖的クラブ制であることから外部の憶

測を招きやすい。日本における事務局は山本正氏が理事長を務める日本国際交流センター)

について興味深い研究54をものした者もある。

宮本に政治経済学がない理由・その二

53片桐薫編『グラムシ ・コレクション.平凡社ライブラリー392J](平凡社、 2001年)、二七八ペ一
、/

54 Stephen GiIl， American hegemony and the Trilateral Commission (New York， NY.: Cambridge University 
Press， 1990) (邦訳は遠藤誠治訳『地球政治の再構築・日米欧関係と世界秩序』、朝日選書)
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したがって日本でも、ドル体制の由来や変化、今後の通貨体制などに強し 1関心を払って

きた研究者は、マルクスが述べた貨幣論の延長から接近した(奥山忠信 ・埼玉大学教授)

か、一九七0年代に左翼論壇で流行した多国籍企業批判の延長からド、ル体制論に目を向け

たか(松村文武・大東文化大学耕受、向書ー・立命館大学教授、山本栄治・甲南大学教授・

故人、ほか)、あるいはフランスの「レギュラシオン学派Jの影響から始めたかなど出自

はいろいろでも、日本共産党の影響下にあった者を含め、マルクス経済学を何らかの基盤

として出発した人たちが多い。

しかしそれは結果として日本の学界主流に、権力と経済的現実を複眼でおさえようとす

る視覚(本稿が「ストレンジ的」と呼んでいるような)を持った研究態度そのものを、「あ

ちら側」の傍流とみなす傾向を植えつけたように思える。

日本で研究者は、何らかの学会に属さなければ耳哉にありつくことさえできないけれど、

政治経済学を名称に掲げた横断的な学会はない。ポリテイカルエコノミーの学会であると

自ら名乗る札織はあるにはあるが、正式名称を「経済理論学会」といい、実はマルクス経

済学者の集まりである。これと、以前はその名も「理論経済学会j といい、さすがに紛ら

わしいのか一九九七年以来「日本経済学会j と科ですることになった近代経済学者の集まり

とは;ご多分に漏れず疎外しあう不毛な状況が今なお続いている。

以上から察しられる通り、日本でポリテイカルエコノミーの業績が育たない第二の、そ

してより切実な理由は、志したとたんいわゆるマル経の範曙に分類されてしまい、マルク

ス経済学の講座数が激減中の今や、若い研究者はほぼ淵哉をあきらめざるを得なくなって

しまうところに帰結する。

事実上の徒弟制度を頑なに守り、同系交配(英語で言う inbreeding)によって師匠から

弟子へ職を世襲してし、くわが国学界の閉鎖性が残る限り、この事情がそう簡単に良くなる

とは思えないが、これ以上の分析は手に余る。

ただし本節の最後に、タコツボ的な学界のギルド制が日本ほどひどくなく、同じ大学の

出身者からは基本的に教員を取らなし¥(つまり inbreedingしなし¥)習慣が確立した米国で

は、さすがマルクシストは冷や飯を食わされるかもしれないが、そうでない限り自由な研

究が展開された当たり前の事実を指摘しておきたい。

そこからは自ずと、米国の力が奈辺に由来するか考えようとする態度が育ち、ポリテイ

カルエコノミーの古典的業績がいろいろと生まれた。経済史から出発したチャールズ ・キ
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ンド、ルパーガーssを嘱矢とし、ロパート ・ギルヒ。ン ・プリンストン大学名誉教授S6らに引

き継がれ、発展を見た一連の流れには豊かなものがある。

55 Charles P. Kindleberger， A Financial History of腕 stemEurope (New York， NY.: Oxford University Press， 
1993) 

Charles P. Kindleberger， World Economic PrimaC)ノ':1500-1990 (New York， NY.: Oxford UIUversity Press， 

1996) (邦訳は中島健二訳『経済大国興亡史・ 1500・ 1990~ 上下巻、 岩波書庖)
56 Robert Gilpin， War & Change in World Po/itics (New York， NY.: Carnbridge UIUversity Press， 1981) 

Robert Gilpin，刀72Po/itical Economy of Jntemational Relatiol1S) 
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第二章人民元をあえて経済から見ない

一人民元と中国共産党

本書では官頭部分で、人民元とド、ノレの関係が入れ子構造となった権力の関係そのもので

あること、「入れ子」とは米国と中国がそれぞ、れに内政の関心事を抱えつつ国家として対

峠しあうこ重の構造を指すもので、ここにおける力関係の変動を読まずに人民元とドルの

将来について語るのは空疎であり、そもそもできるものではないことを述べた。

またストレンジを紹介した節で、人民元問題とは、台頭する中国が「構造的権力j を獲

得しないうち、米国の構造的権力下へ中国を編入しようとする試みの一環としてとらえる

ことができることも指摘しておいた。

以上の視点に肉付けし、近年盛んに議論された(されつつある)人民元の切り上げ、な

いしその「自由化」があり得るのか、あるとしたらどんな前提が整った時の話となるのか

を見ておくのが以下での課題である。

ただし予想をしてみようというのではない。むしろ後発固として先例を見ない発展を遂

げている中国の、どこが特異なのかをわきまえ、人民元問題がその中国の特異さとどのよ

うな関係に立っかを理解しようとすることの方が、一時の変化を予測することなどより応

用の利く視角を与えてくれるように思う。

最初に確認しておかなければならないのは、ことは経済問題でなく、あくまで政治問題

だという案外見過ごされがちな事実である。

人民元は中国の外と十分な接点を持っていなし1。旅行者の便宜を図るため、二00三年

暮れから成田空港などで円と人民元聞の両替ができるようになった。また中国の周辺園、

例えばモンゴルやベトナム、ラオスやカンボジアでは、二000年代に入り両替に問題が

ないばかりか、人民元がじかに流通するようになっている。商庖が、人民元での支払いを

受け付けているとしづ。しかし中国の非居住者が人民元を持つことにはいまだに厳しい制

限がある。これが破られない限り、人民元の流通は自由化されたとはし 1えない。

ではだれがいつ、どのような判断のもと、自由化に踏み切るかを考えれば、ことが政治

問題である事情を理解できょう。踏み切る主体は中国共産党政府で、あって、国益に照らし

た政治判断となるわけである。
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エコノミストはこの問題に関しておおかた、通貨発行量やインフレ率との関連で論じよ

うとする。後に見るとおり、この視点はもちろん重要だ。なお中国では中国共産党を単に

中共といい、特段のイデオロギー的意味合いを込めなし 1から以下でもこの便利な用法にし

たがうことにするけれど、中共にとってそれらはどれほど重要な視点でも、あくまで数あ

る懸念事項の一部をなすに過ぎないものだ。

では中共にとって、案じるべき問題とはどのように序列づけられているのだろう。それ

を知ることが、人民元の将来を見通すうえで決定的に重要となる。

ところでどの政府にとっても、自らの持てる権力によって制御可能な問題しか「問題J

として浮上しない。よい例はロシアと中国の核戦力に対する日本政府の態度である。効果

的な政策手段・抑止力を自前で、は何一つ持てなし 1から、もっぱら米国に判断を委ね、米国

が提供する核の傘に入ることでよしとしてきた。モスクワと北京の核のボタンは、潜在的

にどれほど問題でも、日本政府にとっては問題として現れてこない。

中共にとって何が問題かを考えることはしたがって、中共とはどのような権力を持つも

のかを見ることと同義になる。人民元問題は、中共への考察抜きに論じることができない。

三つの数字で、人民元の先を読む

五年と-0年、そして三億人。さしあたりこの三つの数字を手がかりに、中共の問題関

心を序列づけられなし、か考えてみたい。

五年とは、人民元自由化を促す外圧が顕著に高まった二00三年から数えて五年後、二

00八年までの期間を指す。つまり北京がオリンヒ。ツク競技大会を開催するまでの時間で

ある。

ところで…、

各国選手団をプラカードで先導したのが防衛大学校生で、ファンファーレを奏でたのは

陸上自衛隊音楽隊、蒼宵に五輪を描いたのは航空自衛隊浜松基地所属ブソレーインパルスF

八六Fジェット戦闘機で、五輪旗を入場させたのが海上自衛隊員という開会式は、東京五

輪が一九六四年の日本において持った意味を見事に暗輸していた。それが内外に向け屈辱

の歴史を埋葬し、当代の達成を慶賀する一大デモンストレーションで、あったのなら、二0

0八年北京オリンヒ。ックが中国にとって持つ意味もまったく同様であろう。

日本が日本人のため雪(そそ)ごうとした汚辱が一九年前の敗戦で、あったとするなら、
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中国の場合それは、自国を半植民地状態におとしめた一八四二年南京条約以来の、近代の

総体である。一六O年の欝積を晴らそうというのであるから、国威発揚といってもなまじ

なことでは終わらないはずだ。

ところが仮に人民元を巡る状況に変化がない場合、外国観光客は使い残しの中国通貨を

自国へ持ち帰ることができない。北京国際空港の出国ロビーには、両替を求める外国人旅

行者が長蛇の列をなすだろう。しかも今日と同じ規制がまだ維持されていた場合、外貨か

ら人民元に両替した際の伝票現物を提示しない限り、逆の両替に応じてもらえない。その

現実を出国時に初めて知り、両替を拒絶されでもした日には、同じ長蛇の列はたちまち罵

声に満ちることだろう。

北京五輪が持つ上述の特殊な歴史的意義に照らし、外国人旅行者をこのように丸ごと敵

に回しかねない仕組みを維持したままでいいとは、中共なら決して考えないはずである。

したがって二00八年に至る以前いずれかの時点で、非居住者の人民元保有を自由化して

おくことが絶対に必要となる。東京の大手重良行に人民元を持ち込んで、いつで、も邦貨と交

換できる状態を作っておくことが必須となるわけで、それが「五年Jとしづ時間の持つ意

味である。

古いが経験不足の毘

1-0年」は、過去を眺めた場合の尺度である。中国経済の本格的離陸をどの時点に求

めるか諸説はあるものの、外資導入にもとづく輸出指向型工業化という路線が確実に定ま

った時とするならば、一九九二年一月郵小平が実施した有名な「南巡講話」の時点とする

のもむ長当注ヒころ記。

これを受け翌九三年九月開かれた第一四期中共党大会で「社会主義市場経済」論が初め

て鼓吹されるに至ったとしづ意味でも、この前後に本格経済建設の起点を置いていいだろ

う。すると、中国は 1-0歳そこそこ」ということになる。

この点は存外忘れられやすい。中国は一方で非常に古い国であるが、国際的な経済秩序

に本格参入して以来、まだ-0年足らずしか経ていない新参者である。日本の場合通貨、

金融市場を巡る米国との交渉にそれでも長い経験を築いてきたけれども、中国には蓄積す

るほどの経験がない。

今後人民元を巡って米国相手の交渉にたびたび、臨むこととなる中国が、実は急に体を大
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きくした-0代の若者同然であるという視点は持っていて損になるまい。中共当局者とい

えども、自信に満ちているわけではないと推定できる。

二~三億人の騒が必要

次に「三億人Jとは、今後一O年程度の問に農村を離れ、都市に流入することが見込ま

れる労働人口を指す。見積もりには諸説あり二億ノ¥から玉億人程度まで、の幅がある。二億

人と少なく見積もった場合で、さえ、米国の全人口に匹敵しょうかという数の雇用を、新た

に都市において作らなければならないことを意味する。

言うまでもなく、中共にとってこれこそは最大の関心事で、ある。政権の成功失敗は、今

後一O年、都市で二~三億人分の雇用を創出できるか否かにかかっている。

このことを主変数とするなら人民元問題はその関数に過ぎない。尻尾(人民元)の方で

犬(雇用創出)を振り回すような事態が現出することは、中共としては極力避けようとす

るであろう。ここからは一応、輸出競争力を高めに維持する為替相場、通貨制度を、可能

な限り引き伸ばそうとするであろうとの結論が導かれる。

沿海部工業地帯で輸出競争力の高い産業となると、多くは外資である。外資の投資を誘

引し続けるためにも、人民元は安い方が望ましいとの判断も引き続き働くであろう。

本来は通貨が三種類必要な国

鳥轍的に眺めた場合、中国とは本来、単一の通貨で管理のできる国ではない。アフリカ

最貧国経済とアジア中進国レベルのそれとが奥地、沿海部に分かれて同居している国が中

固なので、あってみれば、中央委艮行と通貨が沿海部、内陸部、奥地の経済実態に応じそれぞ

れ三つあって初めて釣り合いが取れる。すなわち今日の人民元相場は沿海部輸出産業にと

ってこそ割安かもしれないが、内陸、奥地経済にとってはまだはるかに割高なのである。

ただ、し最近になって、人民元は安ければ安いほどよいと言っていられなくなった。輸出

大国を目指した中国は必然の結果として、輸入大国ともならざるを得なかったからで、ある。

一般に、直接投資受け入れ国は、投資元からの輸入を顕著に増やす傾向がある。貿易は、

投資の後を追う570

57 Dennjs 1. Encarnation， Rivals beyond Trade: America versus Japan in G.わbalCompetition (1出aca，NY.: 

Comell Uruversity Press， 1992)は、 この点をいち早く指摘したもの。
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それというのは工場を建てるなどして生産能力を出先に新設した場合、当初必要となる

工作機械など重量級の資本財はもとより、基幹部品などを中長期にわたって送り続けなけ

ればならなし 1からだ。中国は投資元各国との間で今まさしくこの関係にあり、輸出高が増

える裏側で輸入高を同様に増やし続けていくことが予想される。

またある種の一次産品に関して、中国は既に世界最大の輸入国となりつつある。二00

三年は、綿花、鉄鉱石、用船価格など国際市況商品価格が、史上初めて中国の需要によっ

て大きく振れた年だった。例えば二00四年一月一五日付日本経済新聞朝刊一面の記事に

よると、「鉄鋼生産を急速に拡大する中国が原料の鉄鉱石の輸入を増やし国際需給がひっ

迫しているJことを背景として、鉄鉱石指標銘柄の「マウント・ニューマン」乾燥品粘淑

新価格が、前年度比一八・六二パーセント と大幅に上昇している。

このような原料・一次産品価格の上昇を中和するため、自国通貨を高めに誘導すること

は得策であるとの認識がこの先徐々に広がっていくだろう。

中共としては人民元安と高め誘導との以上みたような利害得失をにらみ、まずは対ドル

レートの切り上げを図るか、それとも「通貨バスケットJの導入などにより「レジームJ

の切り替えを図るかするであろう。資本取引の自由化という最終段階は、さらにその先に

なるだろうが、いずれにしろ高度に政治的判断となることは改めて確認するまでもない。
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二人民元の特異なふるまい

人民元は世にも常識破りの通貨である。経済学者なら誰もが当然こうなると思う方向に、

動かない通貨だ。

「バラッサ・サミュエルソン理論(仮説)Jという多くの国を説明する際当てはまり、

日本の高度成長期について特に説明力の高かった理論が、中国と人民元を相手にすると全

く歯が立たない。園内賃金の上昇、ひいては物価の騰貴が、中国の場合極めて起きにくい

ためである。

高成長国では、インフレが起きやすい

中共が権力を独占している事情は、ここにも濃厚に影を落としている。中国を見る際カ

ギとなるのは、ダイナミックな成長軌道を歩み続ける経済において、人的資源となるとそ

の配分はいまだにかなりの程度政府の手中にあるとしづ矛盾に着目することであろう。こ

の点こそは、他のすべての発展事例から中国を際立たせるものである。

韓国、台湾、シンガポール、あるいはそれに続いて経済成長へ向け離陸したタイやマレ

ーシアにとっては、人的資源の質や投入量を政府が統制することなど思いも及ばないこと

だ、った。いま中国を追し1かけつつあるインドにも、到底真似ができない。

まさにこの一点において、中国経済発展のパターンは他の先行事例(後進事例を含めて

も)のどれとも似ていない。繰り返すなら、この特異さが中共一党独裁に由来するもので

あってみれば、 中国の場合権力構造を念頭に入れない限り通貨論議も成り立たないわけで

ある。

パラッサ ・サミュエノレソン理論 (Balassa-Sarnue1son出eory) とは簡単に言うと、エレ

クトロニクス産業と理髪居の違いに着目したものだ。前者は「貿易財産業」である。こち

らは国際競争に探まれ、技術革新を取り入れることによって生産性を年々上げてし 1く。

他方、理髪庖に代表されるのは、園内市場だけを相手にする産業(非貿易財産業)で、

こちらは生産性が上がりにくい。例えば一人の理髪師にさばける客数が、二倍になること

はない。

後発国の経済では、両者間に生じる生産性格差が大きく開いていく。先進国産業の技術

を模倣しノウハウを取り入れることによって、後発国における貿易財産業の生産性は君、カ
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ーブをf郎、て上昇する。中国のように工場建設や合弁としづ形態で直接投資を日本や米国

から積極的に呼び入れ、じかに技術移転を受けている場合ならなおさらだ。

世界に売る商品には、世界市場の価格がつく。その値段で売れる商品を作る後発国の貿

易財産業では、生産性が上がる代わり、賃金も上がる。

さてここが肝心な点だが、普通は水が低きにつくように、非貿易財産業でも賃金上昇が

起こる。人の移動を阻めないなら、労働についた価格の間で裁定が起きるからだ。タクシ

ー料金も散髪代も、貿易と何ら関係がなくともやがて上がってし 1く。

結果はいうまでもなく、全般的な価格の上昇、すなわちインフレである。

ここで、為替が変動相場制だ、った場合、インフレを相殺するように為替レートが上昇する。

固定制ならその出口が阻まれるから、園内物価の上昇が続き、貿易財産業の競争力を殺い

でし、く。いずれの場合にも、貿易財価格÷非貿易財価格とラフに考えることのできる「実

質為替レート」は上昇してし1くわけだ。

以上のような動きを、パラッサ (BelaBalassa)、サミュエルソン (Pa叫 Samuelson)と

いうこ人の学者がそれぞれ一九六四年に定式化したものを「パラッサ ・サミュエルソン理

論」と呼ぶわけである。

そして一定年齢以上の読者は実体験にもとづき想起できるように、これは戦後日本の高

度成長期に起きた現象について見事にあてはまる。ニクソンショック以前、為替は一ドル

三六O円に国定されていた。しかし国内は常にインフレで、実質為替レートは上昇し続け

た。

いったん変動相場制となると、その後は円高一辺倒で、ついに一九九五年、八O円を割

るまで高進したのは記憶に新しい。なおこの間、日本における非貿易財価格は理論の通り

に上がり、いわゆる「内外価格差J(日本圏内の価格が高すぎる)問題を生んだ。

通説の当てはまらない中毘

ところがバラッサ ・サミュエルソン理論は、近時多くのエコノミストが指摘し始めたよ

うに(関志雄氏、伊藤隆敏氏ほか)、中国ではどうやら成り立たない。

「中国のインフレ率は、一九九六年に八パーセント…を記録した後、一九九七年には、

二・八パーセントまで急落、その後、マイナス一 ・四パーセント(一九九九年)と0・七

パーセント(二00一年)の聞というレンジで推移している。二00二年もマイナス0・
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八パーセントという『デフレ経済』で、あった。高度成長とデフレとしづ組み合わせは、パ

ラッサ ・サミュエルソン仮説の想定外の事態であるJ

伊藤隆敏氏(東京大学先端科学技術研究センター教授)はそのように述べ「一定の賃

金で無限の(正確にいうと一二億人まで)労働供給があるとすると、この仮定は成立しな

し¥Jとしたうえ、その場合中国の影響力次第では、むしろ世界価格を中国レベルに引き下

げる力が現れる可能性に言及している。 「つまり、中国は世界にデフレを輸出しているこ

とになるJ580

香港出身のエコノミストで、独立行政法人経済産業研究所を舞台に旺盛な中国経済研究

を続けていた関志雄氏(現野中、丁資本市場研究所シニアフエロー)もほぼ同意見である。

「中国の場合、バラッサ=サミュエルソンの仮説に反し、高成長を遂げているにもかか

わらず、人民元の名目為替レートが圏内と米国のイ ンフレ率との格差以上に減価しており、

実質為替レートも大幅に下がっているJ

「これは、中国が農村部に数億人もの余剰労働力を抱えているため、貿易財部門におけ

る生産性の上昇が必ずしも実質賃金の上昇につながっていないことを反映していると考

えられるJ590 

すなわち、普通なら起きると先に述べた「水が低きにつく」全般的な賃金上昇が、中国

では起きていない。

経済学者の説明では中途半端

経済学者なら、ここで考察を終えることが許されるのかもしれない。

しかしほとんど「無限j と言うか、「数億人Jと言うかはともかく、膨大な余剰労働力

があると指摘するだけでは、なぜ中国に顕著なインフレが起きなし 1か(実質為替レートが

切り上がらなし1か)の説明として十分とはいえない。

なぜならその場合でも、理屈のうえでは次の二通りが考えられるからである。

ア 人の移動を厳しく制限し、農村部の余剰労働力を顕在化させない。

イ 反対に、なんの制限も課さず、農中すから都市への移動を自由とする。

アの措置に成功すれば、戦後日本がまさにパラッサ・サミュエルソン理論の言うとおり

58伊藤隆敏「中国元は切り上げるべきか(下)J (日本評論社『経済セミナーj]2003年 12月号)

59関志雄「なぜ人民元の切り上げが必要なのか」経済産業研究所ウェブpサイトにおける「中国経済

新論J所載 (2003年5月 12日掲載、 h叩://www.rieti.gojp/userslchina-吋p/030512worId.h加)
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国内に生産性格差を生じた結果、「経済の二重構造Jをもたらしたと同様、中国国内には

今以上に極端な所得水準の差が生まれるだろう。その半面、デフレを輸出していると非難

を浴びることにはならない。都市部の物価は順調に上昇するだろうからである。

逆にイを選択すると、都市部の賃金水準は今よりはるかに下へ振れる。乏しきを分かち

合う姿となって所得の平理主化が進むかもしれないが、スラム化した都市では社会不安が醸

成されよう。この場合実質為替レートはし 1っそう低下を続けることになる。

結局アでもイでも、持続可能な成長シナリオは描けなくなる。伊藤氏や関氏のように指

摘しただけでは、現在の中国で、上のアも、イも実際に起きていないのはどうしてかとい

う問いに答えたことにならない。

ここにおいて、中共の役割を考慮、に入れる必要が生じる。筆者は中共とは「世界最大の

人事部」であると考えている。節を改めて、その点を見ることにしよう。中共が、アとイ

のちょうど中間に当たる狭い道を、独特の制度を用いて歩もうとしている様を見ることに

なる。
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一 人民元安を支えた「世界最大の人事部J

中国には二種類の人聞がいる。都市戸籍を持つ者と、農村戸籍しか持たない者と。

前者が「一等市民」なら、後者は「二等市民」である。出自によって明確な差別がある

ことは、農村戸籍の者が都市へ出た場合に生じる次のような事実が証明している。

農村生まれというだけでこれだけの差別

農村戸籍しか持たないものは、

*最低賃金制の適用対象にならない。

*企業の採用面接を受けることができない。

*子供を公立学校へ通わせる際、高い学費を支払わされる。

人はだれを親とし、どこで生まれるか自ら選ぶことはできなし 1からこそ、出自による差

別は基本的人権に著しくもとるものとされている。

ただ農村に生まれついたというだけで、これだけの差別を同じ国民から受けねばならな

いシステムがいまだに維持されている。このことは、中国の成長が与える明るいイメージ

とし1かにも裏腹な、影の側面であるかに見える。

しかし上に挙げた項目が、いずれも都市定住に対するデ、イスインセンティブとなってい

ることに目を向ける場合、別の考察に導かれる。例えば似た仕組みは、世界中の国がもっ

外国人処遇法制に求めるといい。

国民でなければ得られない権利と福祉の数々から、外国人は明示的に排除されている。

一定の在留期間が入国査証(ピザ)において課され、同期間を許可なく超えていっこうと

する者は、不法残留とされ国外退去を強制される。別に在留資格が限定され、そこで許さ

れた以外の活動に従事することは不法行為とされる。

仮にこのような「差別」を何も課さなければ、先進国にはたちまちにして途上国からの

移民が殺到することだろう。

中国の都市 ・農村間の差別がまさしくそれである。上のようなデ、イスインセンティブが

なければ、高賃金を求める農村人口の流入を妨げることができない。

農村出身者は普通、地元政府機関のあっせんによって集団として都市に上り、多くは機

関監視のもとで一定期間下層労働に従事する。その聞に蓄えた貯蓄を懐に彼らが地元へ戻
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ると、後を襲って再び農村出身者が上ってくる。そして賃金は、再び最低線からのスター

トとなる。

この循環が保たれてきたことは、前節で触れた「アJと「イ」の中間を中国が歩める理

由を説明するものだ。

都市はおかげで労賃が一定期間ごとに最低線へ復する自動安定化装置を装備している

ようなものだから、コストプッシュインフレの危険を回避することができる。反対に、農

村人口の奔流にさらされ、価格水準がとめどなく切り下がる事態を招かずにもすむ。いわ

ゆる「し 1いとこどり」が可能になっている。

通貨価値の文脈で言い換えるとどうなるかは、もはや説明を要しないだろう。パラッ

サ ・サミュエルソン理論は中国において沈黙し、実質為替レートは上がらない。人民元に

対する上昇圧力は、なかなか顕現しないことになる。

中国は一九九0年代初め、沿海部都市を先行離陸させる国是を採った。豊かになれる者

を先に豊かにさせ、その余禄を根気よく奥地へ回していく以外、全体としての発展を志向

するシナリオは描けないと考えた。

事実それ以外、中国の取り得た選択肢はなかっただ、ろう。圏内に最貧困同様の経済を抱

えた中国には、内なる南北問題がある。時間をかけて都市の富を地方へ及ぼせていくには、

人を戸籍によって二分し、農村戸籍保持者を外国人労働者同然に扱うことが必要だった。

彼らの「本国送金」は、長い目で見た場合最も効果的な所得再配分機能を果たすわけであ

る。

ところで、強力なディスインセンティブは、逆に用いると有力なインセンティブになる。

中国における「農村戸籍Jと「都市戸籍」の使われ方には、まさしくその図式を見てと

ることができる。それは通貨=人民元の地位に、どう意味的な連関をもつだろう。それを

考えてみるのがここでの課題となる。

中国経済発展の一つの特徴は、対外借入依存度が著しく低いということである。また、

外国からの直接投資を途上国としては空前の規模で受け入れつつ成長してきたというこ

とだ。

下に掲げた表はJETRO (日本貿易振興機構)上海事務所のウェブサイトから取った

ものである。これによれば、対外債務残高は外貨準備残高の六割に満たない。デ、ット ・サ

ービス ・レシオ(表の注参照)を始め、どの指標をとっても、中国の対外資金ポジション
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は極めて優良であることが見て取れる。

表16 中国の対外資金ポジションの推移:1998~~2002年

項目

外貨準備残高 I 1.450: 2.864 

対外債務残高 I 1.460: 1.457 1.701 1.685 

〈中長期債務) I 1.287: 1.327 1.195 1.156 

〈担期信務) I 173: 131 506 530 

外貨収入 I 2.076: 2.796 : 2.994 3.654 

月間平均騎入額 I 117: 203: 246 

名目GNP I 9.297: : 11.566 : 12.511 

対外債務/名目GNP I 15.7 13.5 

対外債務/外貨収入 I 70.4 46.1 

デット・サ』ピス・レイシオ I 10.9 7.9 

短期債務/対外債務 I 11.9 31.4 

外貨準備/対外債務 I 99..3 1 101 .~ t J13:.2 L 194.7 L_J69.9 

月間輸入/外貨準繍 I 8.1: 8.9: 11.3! 9.6 : 8.6 

注) 2001浮から対外債務の統計は新方法に移行された。また、デット・サービ

ス・レイシオは中長期信務の元利支払い及び短期信務の利息支払いの外貨収

入に対する比率。

出所:Ii'中国統計年箆.!I(各年版〉より作成。

対外借り入れが少なく直接投資の受け入れが多いというこの両者が表裏の関係となっ

ていることは、逆のケースを考えてみると諒解できる。

外からの投資がないか、極めて少なければ、インフラ整備を含め何事をするにも国内貯

蓄に原資を頼るほかない。それでは発展が急な場合、間に合わない局面が出てこよ う。そ

の場合、外からの借り入れによって経済建設をまかなわなければならないこととなる。日

本の高度成長がちょうどそれだ、った。

中菌が借金と無縁な理由

例えば東海道新幹線は、世界銀行からの借り入れなしに建設できなかったフ。ロ、ジェクト

として有名である。

世界銀行東京事務所のウェfサイトが伝えるところによると、世銀は一九六一年五月、
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総工費三八00億円の新幹線計画に対し、八000万ド、ルの融資を認めている。

五三年から六六年というわが国高度成長の基盤固めがなされた重要な時期、世銀は日本

に対して合計三一件、八億六二00万ド、ルの融資を実行したとしづ。

ここで当然にも持つべき疑問は、上海国際空港を始め第一級のインフラ建設をそれも短

時日のうちに進めながら、なぜ中国は対外借り入れに多くを依存することがなかったのか

ということである。

日本はというと成田空港へ滑走路一つ増やすにも二O年以上を要するというのに、中国

は成田などよりはるかに立派な国際空港を三年足らずでつくってしまう。時間の速さも比

較を絶しており、首を傾げざるを得ない。

実はこれらの点も、中共が世界最大の人事部であるという事情を考慮、に入れなければ理

解することはできない。中共は戸籍制度を最大限援用することによって、インフラ建設の

コストを金銭、時間の両面で著しく低く抑えることができるのである。

これが途上国一般の例と異なり中国が例えば世銀に頼らずに済む要因の一つをなした

とするならば、事は通貨の話にもなってくる。対外借入依存度が抑制されたままなのであ

るから、人民元はそれだけ、外からの圧力によって左右されずにすむわけで、ある。

以上の行文でおよその事情は察していただけるだろうが、農村戸籍を持った住民をいっ

せいに立ち退かせ、ダムであれ道路であれ、建設することは、日本でかかる時間や手間に

比べた場合およそ造作もないことだ。都市戸籍を与えるといえばそれでよい。一夜にして

「一等市民Jの地位を得られるわけだから、抵抗はまずない。

二つの戸籍をアメとムチよろしく使い分けてきた効果がし¥かに甚大だ、ったかは、「都市

化率」を調べた研究によって裏書されている。経済が伸びると、農村人口は都市へ移動し

人口比が変化する。そこを見たのが「都市化率Jで、これには多くの国の実績から一定の

傾向線(トレンドライン)が浮かび上がる。

ところが中国はひとり「傾向線よりもかなり下に位置し、その都市化率が相対的にきわ

めて低い…。これは、中国に特有な事情、すなわち農村戸籍制度によって農民たちを農村

に『閉じこめてきた』ことによる」旬。

ω中兼和津次『経済発展と体制移行.~ (シリーズ現代中国経済 l、名古屋大学出版会、 2002年)、四

四一四五ページ
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都市住民に詳絡な人事ファイノレ

一方、都市で住民を立ち退かせるにも「人事部jは威力を発揮する。都市戸籍の授与を

ちらつかせることがインセンティブとして機能しない場合、代わりに登場するのが「桔案

(とうあん)Jと呼ばれる人事ファイルである。

最近出たある教科書は梢案を「就職、労働契約の締結、社会保険事務、出国手続き、国

家公務員への登用などにおいて不可欠Jなものとして説明している610

これがどれほど詳細を極めたものかは、実地に見ていないので確かなところがわからな

い。一説によれば小学校時代の成績表まで綴じ込まれているとしづ。鉄棒の「逆上がりJ

ができたかどうかまで書かれている、というのはし 1かになんでも誇張だろうが、学校時代

の記録はもちろんのこと、職歴、職場における勤務評定の仔細な点に至るまでことごとく

記述され、記録されているようだ。

人口の巨大さを思えばにわかに信じられない話と思われるかもしれないが、少なくとも

今日まで、中共はこの制度を維持してきた。推測の域を出ないけれども、当初はブノレ、ジョ

ア、ブ。チブルジョア、プロレタリアート等々、いわゆる出身「成分j を区別し記録する、

暴力革命政権ならではの必要から整えられた制度ではなし 1かと思われる。

とまれ、梢案に傷がつくことは人生に深刻な影響を及ぼすことだから、だれも好き好ん

で政府に楯突こうとはしない。立ち退き要請には黙々と従うわけである。

二00三年春、イラク戦争開始を目前に控えた時期の世界各都市は反米デモの洪水に見

舞われた。日ごろの米中関係から考え北京や上海でも少しは群集が街頭に繰り出しただろ

うと思いたいところだが、一切何事も起きなかった。同時期、有力国の中で反米デモを一

度も経験しなかった恐らく唯一の実例は中国である。

背後に桔案がある。人事ファイルに汚点を残したくないと考えるなら、だれもデモにな

ど出ようとはしない。裏返すと中共が黙認するかまたは奨励するデモになら、それが対中

共批判に転じない限りにおいて、参加することは梢案を痛める結果をもたらさない。反日

デモはこれに相当すると思われる。

以上本節では中共が「世界最大の人事部Jであることが、計画通り経済発展を進めるう

えで効果を発揮してきた事情をみた。それがひいては借入依存度の低さにつながり、人民

61丸川知雄『労働市場の地殻変動~ (シリーズ現代中国経済3、名古屋大学出版会、 2002年)、二二

0ページ
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元を外からの影響に対し守る結果をもたらしていることも石窟忍できた。

ただし人事ファイルに傷がつくのを恐れるネガティブな動機にせよ、あるいは都市戸籍

が欲しいという前向きのインセンティブによるにせよ、それだけで、人は長年住み慣れた土

地家屋を捨てるものだろうか。当然起き得るこの疑問に答えるには、中共が持つ他の二側

面を検討しておく必要がある。

中共は「世界最大の人事部」であるだけではない。実は「世界最大の地主Jであるとと

もに、「世界最大のアセットマネジャーJでもある。経済建設の総コストを低く抑えるう

えで、これらの側面は無視できない効果を発揮してきた。節を改め、概観しておくことに

しよう。
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四 人民元体制の行方

二00四年二月一一目、周小)11・中国人民銀行総裁が人民元について次のよ うに述べ、

世界の注目を集めた (中国で中央委良行に当たるのが中国人民銀行で、 総裁は「行長」と呼

ぶ)。

周氏はまず、「人民元は『基本的に』合理的で均衡の取れたレベルに留まるだろうJと

述べた。この含みを持たせた前振りに続けて明言したのが、「中国は、人民元為替レート

の決定メカニズ、ムを一層改善していく Jということだ、った。

具体的には「今年中」にさまざま施策を打ち、「為替管理の強化向上、企業や居住者が

外貨を用いることに対して課した規制の緩和、さらには資本勘定において人民元が自由な

交換性を持つ方向で、の改革Jを進めていくと明らかにした。第一点目はともかく、他は明

らかに、内外の障壁を低め、人民元を市場にさらしてし1く政策である。

七カ国財務大臣・中央銀行総裁会議 (G7)が米国フロリダ州で聞かれ、名指しこそ避

けたものの日本と中国を念頭に置きつつ、「為替レートの柔軟性を欠く国」に「さらなる

柔軟性」を求める声明を採択して閉会したのが、二月七日のことだ、った。

前から予定されたものだ、ったのか、その直後、北京は経済 ・金融担当幹部を招集した秘

密会議を開催した。周氏の発言はそこで述べられたもので、異例なことには、中国の公式

メディアがそれをいっせいに報じた。

寸車の動きはし1かにも早い。

筆者は中国の現状を、「強権によって強権を排するJ不可能事を可能にしようとする過

程にあるとみている。これまでの行文で、中共には人民支配の制度的装置が種々備わって

いることを概観した。本節では前節を受け、中共を「地主」とも、「アセットマネジャーJ

とも定義できることを見る手筈になっている。

ただいずれにせよ、中共はこれら持てる独占的権力を十全に活用しつつ、何を目指して

いるかといえば自由な市民社会の実現なのである。絶対権力を持つ集団が、自らの権力そ

れ自体に対し安楽死プログラムを作動させているようなものだから、前代未聞のパラドク

スであり、人類史上例をみない実験である。

その成否は誰にも読めない。はっきりしていることは、少なくとも当面振るえる権力は

一切の外部的抑制から自由であるゆえに(民主主義体制ではなし 1から)、時として極めて
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迅速な結果をもたらし得るということで、今度示された一連の政策変更は女引固の実例とな

る。

背後にあっただ、ろう要因のうち、金融 ・経済政策を考えることは次節の課題としたい。

いわゆる通貨・金融政策の有名なトリレンマ(三つの目的を同時には達成できないという

こと)を紹介する中で、考察することになる。

ここではその前に、政策変更をもたらした政治的要因を考えておきたい。度々強調して

きた通り、人民元問題を扱うに当たって何より大切なことは、これが経済問題である以前

に政治問題だという点を忘れないことだ。

政策変更を生んだ政治的背景

アクター(登場人物)の思惑を整理してみよう。

中国に対し人民元レートの切り上げと、変動相場体制への移行を促した米政権には、大

統領選挙の年ならで、はの国内政治要因があった。雇用統計の改善が思うに任せない中、中

国を主犯扱いする論調が高まったから、ここで北京に圧力をかけるか、少なくともかける

形を見せてやれば、政権にとって失点にはならないという事情がそれである。

米国連邦議会付設委員会の一つに、構成メンバーが対中強硬派揃いで有名な「米中経済

安全保障再検討委員会J(U.S.-China Economic and S配 urityReview Cornmission)なるも

のがある。二00一年米国を同時多発テロが襲って後、米中が急協丘するに及んで、一時

期ほぼ休眠状態となっていた組織である。

ところが大統領選挙が目前に見え始めた二00三年中盤以降、活動を再開し、失業の悩

みが深いサウスカロライナ州などから中国怨嵯の声を集めるなど、世論形成を活発化させ

た。こうしづ議会世論の手前、ブッシュ政権としては仕事をしているところを見せねばな

らない。

他方のアクターである中国は、為替論議が盛り上がった二00四年一~二月の段階で、

憂慮、すべき問題を抱え込んでいた。三月二O日に予定された台湾の総統選挙である。現臓

の陳水肩総統は選挙に合わせて「公民投票」を実施することとし、台湾へ向けた中国のミ

サイル配備に「ノー」の声を集める方針を選んだ。

四年後、再び台湾で総統選挙が予定されている。これは北京五輪イヤーに当たり、北京

は台湾に対し国際世論の手前、強硬策に出られまいとの読みが台北にはある。そこで事実
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上の独立宣言などをされては中国としてたまったものでなし 1から その一里塚に当たる

「公民投票」を、何としても阻止したい。

そのため中国には、米国の歓心を買わねばならない事情があった。米国はこれにある程

度応え、台湾に対し「動伏変更には反対であり、台湾の独立は支持しなしリことを再々伝

達した。これまで、になかった踏み込みぶりである。

ともあれ米国に借りができた形の中国は、通貨体制論議であまり杓子定規なことを言え

ない立場に置かれたわけである。ちなみに台湾問題の重要性たるや、中共指導者の頭の中

では通貨問題などと比べようがないくらい高い。妥協が許されない領域である。

このように、米中双方が政治的思惑・制約を抱えた中で片方が圧力をかけ、他方がそれ

に応えた図式になっている。ワシントンは北京から政策変更を引き出したと、これを得点

に挙げられる。北京はよくできたことに、台湾が念頭にあって踏み込まざるを得なかった

妥協とは、表向き気取られずにすむ。次節で少し詳しく見る通り、園内金融情勢の顧慮か

らだけでも説明はつくからだ。

f大地主j で fアセットマネジャーj

いままでの行文では、人民元安を支えた構造要因を見てきたつもりである。「バラッサ・

サミュエルソン理論Jが予定しているような実質為替相場の切り上げが、中国でなぜ起き

なかったかとし1う疑問を手がかりとして、労働コストを低位に安定させる仕組みの柄主に

眼を向けた。

それが戸籍であり、独特の人事ファイルで、あることを示した。このようなロジックを使

って中国と人民元を説いた例は恐らくほかにない。しかし管見によれば、人民元問題くら

い、政治学的手法と経済学的接近のどちらか一方を使うだけでは十分その姿をとらえられ

ない問題もほかにない。

さて順序としては、中共が世界最大の地主であり、アセットマネジャーで、あることを説

明すべきところへきた。ただしこの両側面が人民元にど、んな意味的連関を持っているかは

にわかに明らかではない。

恐らくそれらは、外国企業の中国内再投資コストを安く抑える効果をもたらしたと思え

る。さもなければ、利益の本国送金が自由にできない(為替管理制度のため)中で、中国

がこれほど外国から直接投資を集め、まさにそれをコメとして伸びることは不可能だ、った
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だろう。資本取引の自由化を求める外国からの圧力がもっと早くから高まり、人民元の自

由化スケジュールははるかに前倒しとなっていたと想像できる。

とまれ中国に、私人と私企業の私有にかかる土地は一片もない。

「所有権」とし¥う概合、自体、土地に関しては未整備である。あの広大な国土のすべては、

社会主義教科書が説く通り「全人民所有」とされたままである。ようやくにして中国では

民法の整備が始まり、私有財産を保護する方向へ向け法制整備が進められようとしている

ものの、こと土地に関しては依然として何ら手付かずである。

ということは、中央ならびに地方の中共に、その処分は委ねられていることを意味する。

取り引きされる土地資産は、消滅時効っきの利用権に過ぎない。中国で土地取引とみら

れている現象のすべては、定期借地権取引のようなものである。中国で人が立ち退きに抵

抗しないのは、人事ファイルに汚点を残すのを恐れる以前に、本源的な意味でだれも土地

を「持ってj はいなし¥からである。

中共は極論すれば好きなように土主血利用計画を立てられ、ひとたび計画を発表するやい

なや、無から有を生むことができる。なぜなら誰のものでもあるゆえに価値のつけようも

またなかった土地が、アナウンスメントがなされた瞬間、「利用権J価格を発生させるか

らである。

利用権を売れば実収入が中共蜘守へ入り 、それを当てにし資金調達もできるようになる。

資産負債両建てのバランスシートが、瞬時にできる。このような能力を持った地上で、唯一

の統治来品織が、中共である。これが中共を「世界最大の地主Jと呼ぶゆえんだ。

他方のアセットマネジャーで、あるとは、地主として土地利用計画を独占しているところ

から自ずと派生する性格である。

外国資本にどう高く「利用権」を売るか、常に腐心している来te.i織が中共なので、あってみ

れば、これをアセットマネジャーと呼ぶのが適当であろうということだ。

その任務には社会不安を未然におさえ、外国資本に安定した環境を提供するところまで

含まれる。二度と再び「天安門事件」の類の大騒擾を引き起こしてはならず、そのため中

共は「才当案Jを活用もすれば、当の天安門広場には、タクシー一台停車できないよう官憲

の目を行き届かせているのである。
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五国内金融政策と人民元の行方

人民元について考察を始めた最初の部分で、中国経済の現状からすると、為替は安けれ

ば安いほどいいとばかりも言っていられなくなったことを示唆しておいた。

中国自身、直接投資を受け入れ続けたことの帰結として輸入大国となり(直接投資は必

ず投資元から投資先への輸出増大を促すから)、輸入物価高を防ぐには、人民元はむしろ

高めの方が好都合であることを述べた。

やり過ごしてきた問題が園内金融政策への影響である。そして中国当局に人民元政策の

変更へ向け真剣な討議を促すものがあるとすれば、この点こそはその要因として最も大き

し1ものである。

国際金融のトジレンマ

一般に為替制度を選択する際、国際金融のトリレンマと呼ばれる制約が桐生する。この

ごろでは国際金融や通貨制度に関する概説書の多くが、決まって論及するようになったポ

イントだ。

下に掲げるのは闘志雄氏の論考から取った図62で、三つの政策目標を同時達成すること

はできないこと(トリレンマ)を示している。二つを選び取ることはできるが、残り一つ

はどうしでもあきらめざるを得ない。

なぜこうなるかの理論的根拠はし 1わゆる「マンデル・フレミング・モデ、ノレJにある。た

だしこれについては多くの教科書に説明があるので割愛したい。筆者が見た範囲では、香

西泰、加藤隆俊63などがよく噛み砕し 1た解説を試みている。

62闘 志 雄 iWTO 加盟で金融開国を迫られる中国一危機は回避できるか一」

(h即://W¥νw.rieti.gojp/userslc凶la..:吋p/021111world加 n、2002)

63香西泰『円で見る日本経済 ・為替レートの変動を考えるためにJ](実務教育出版、 1990)

加藤隆俊『円 ・ド、ル・元為替を動かすのは誰か.J](東洋経済新報社、 2002)
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全面的資本規制

金融政策 / ¥ 

長

完全変動ノ日本

相場制
自由な資本移動

香港 ¥包定相場告IJ

図にある通り、日本のように完全変動相場制(当局による大規模市販ト入を伴うとはし 1

え)を採用すると、自由な資本移動と独立した金融政策を選ぶことができる代わり、為替

の安定は犠牲にするほかない。

香港はカレンシーボードといって、米ド、ルとの完全な固定相場制を選んでいる。この場

合、金融政策は米国当局のそれが自動的に波及するので、主体的に動かす対象でなくなる。

ただし自由な資本移動と為替の安定は達成可能となる。

中国が選んでいるのは、資本移動を完全な統制下におくことによって、ドソレとの関係を

固定する道だ。この場合理屈としては、金融政策の独立と為替の安定を得ることができる

けれども、資本移動の自由は当然ながら捨てざるを得なし、(図では作成者(関)によって、

中国も日本の方向〈徐々に移ってし1く可能性が示唆されている)。

挑戦される f世界最大の人事部j

ただ、し現在中国が直面している悩みとは、厳密に言うとこの古典的トリレンマが想定し

ていたものと微妙に違う。

資本移動はなるほど厳格に統制されている。が半面、直接投資としづ形態で流入する資

本は一貫して奨励されてきた。

二00三年上半期という短い期間をとっても、その額は二六九億ド、ル(約三兆円)とし 1
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う巨額に達した64。いわば入る一方で、出の著しく少ない状態である。

また貿易黒字の累積によって、外貨が順調に増えてきた。さらに人民元の対ドルレート

を固定するため、当局が続けてきた大規模な市動ト入がある。

これらの結果として、中国には国内総生産の実に二五パーセントを超す外貨準備が蓄積

されてしまった。日本の場合世界最大の外貨準備を持つとし、っても同じ比率で-0ノミーセ

ントに達しているに過ぎなし¥から、中国の突出ぶりは顕著である650

二00二年から二00三年一一月までの期間だけをみても、中国の外貨準備は二O八O

億ドル(約二二兆五000億円)も膨張している660

これでは上掲の三角形が言う理屈とは異なり、金融政策への影響を阻めなくなる。パラ

ッサ・サミュエルソン理論が仮に中国で、妥当していたら、外貨準備の増大というコインの

裏側にあるマネーサフ。ライの増加によって、中国経済は深刻なインフレに見舞われていた

だろう。すなわち、金融政策の独立性は奪われていたはずである。

前節までに見た人口移動制限措置のためであろう、顕著なインフレは今までのところ起

きていなし 10 しかし見方を変えるなら、中共が享受してきた「世界最大の人事部」として

の能力が、増え続ける外貨準備とそのもたらしたマネーサフ。ライの増加を前に、挑戦にさ

らされていることを意味する。中共指導者にとってはあまり予想してみなかった展開で、あ

ったに違いない。

&4 Martin Wolf，“Revaluation， f10at or a change to出epeg?" Financial Tzmes， 13 February， 2004 

65関志雄「なぜ人民元の切り上げが必要なのか一日本のためでなく中国自身のためである-J

(http://www.rieti.go.jp/users/china-吋p/030512world.htm、2003)

“Wolf， ibid. 
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さらに、入れるだけ入れて出るのを許さない式の資本移動規制には、そろそろ限界が訪

れつつある。この規制があるため外国資本は中国子会社と自由に資金を移動することがで

図15 人民元の為替リスクヘッジ方法
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きない。また別掲の表67にみられる通り、人民元を絡ませた資金取引をした場合、満足な

為替リスクヘッジ手段がない。

これらのことは進出企業にとって深刻な問題で、あるから、時とともに資本取引規制撤廃

を求める内外圧力は高まってくるものと想像できる(なお表は Webサイトからの貼付で

あるため、「筆者Jは真家氏を指し、また表についた番号は本稿と無縁である)。

真家陽一氏はまた、「中国人民委良行の研究論文によれば、〔対ドル人民元レート〕変動幅

の拡大は現行の0・三パーセントから当初は一~二ノ守一セントに拡大し、二00五年まで

には五・ Oパーセントへの拡大を目指すとの意見もある。つまり、この間に少しずつ変動

幅を拡大し、緩やかに人民元を上昇させ、二00七年以降に完全な変動相場制へ移行させ

るというのが一つのシナリオとして考えられる」と指摘している。あり得る方向であろう。

67真家陽一「人民元レート問題についてJ 、『ジェトロ上海ニューズレター~ 2003年日月 4日

(http://wwwje仕o.gojp/china/shanghailjp/s叩portcenter/data_ example/foreign _ currency/nnb.htm1) 
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やはり問題は中共か

ただしトリレンマのトリレンマたるところは、中共のお家芸というべき「し 1いとこ取引

は、徐々にせよ市場にさらされることによって難しくなるという点にある。

自由な資本移動を許す場合、園内金融機関が健全で、なければアジア金融危機型のモラル

ノ¥ザードと、ひいてはシステミックリスクを誘発しやすくなる。かといって、国営が主体

の主要委艮行を健全化するには、その背後にある国営企業の整理が不可欠である。事はここ

で、再び政治問題となる。

また中国が資本移動の自由化に踏み切れない真因を、「自己不信」に求める説明もある

ことを紹介しておきたい。

中共指導者、高官の中には、子女を驚くほど早くから海外へ送っている者が多い。「中

学から送るのは早すぎるといって、いつもいさめているんですJと筆者に語ったさる高官

の血縁者もいた。

狙し¥は彼らなりの、リスク分散である。すなわちいざとしづ時に備え、一族の中からア

メリカやオーストラリアで根を張れる者を育てておき、いつでも財産を移せるようにして

おくわけだ。

資本逃避をできるとなったら真っ先にするのは中共高官だ、と、当の高官たち自身が実感

をもって信じている。資本取引自由化がおいそれとできないのは、まさにそのためだとい

うのである。

一種の逸話的説明に過ぎないけれど、広範に信じられた説明は、真偽はともかくそれ自

体が政治の制約要因となる。ここが最大の懸念事項だということは、案外そう間違ってい

なし 1かもしれない。

[補遺] 右のように記して約六年を経た二0-0年春の時点で、土地所有構造は基本的

に変わっていない。物権法制はようやく導入され始めたが、難題の土地に関する物権法の

整備はいまだに手付かず。戸籍制度もそのままである。が、農民の聞に不満が蓄積してい

ることは、中国社会に一大不安定要因をもたらし中共にも徐々に対応を強いつつある。そ

の行方はなお見えない。他方で大規模な金融緩和は資産価格に顕著なバブルを生み出した

と考えられている。社会制度と金融の両面において軟着陸を図るのは次第に難事となりつ

つあるかにみえる。
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通貨の政治性立早第

グルジア通貨は対ド、ル固定

この章で、は以下数節にわたって、通貨の政治性を考えることにしたい。

二つの目的がある。後の行文で、ブレトン・ウ ッズ体制を今日の視点で振り返るととも

ドル体制の将来を読みたいと考えている。またユーロと円それぞれのブロックについ

て見取り図を作りたい。それら作業の基礎をなすものとして、通貨が「単なるJ経済事象

でないとしづ本稿で繰り返し示してきた政治経済学的視角を、ここで改めて強調しておく

必要を感じる。それが目的の第ーである。

第二には、今しも世界の水面下においてなまなましい政治性を帯びた通貨の暗闘が繰り

広げられつつあるとの認識を、事前に読者と共有しておく目的がある。暗闘はドルとュー

ロの間で、あるいはロシア通貨ノレーブルとドルの間で、静かに進行している。南北アメリカ

大陸全域が、ドル圏になると決まったわけで、もない。今世紀、世界を支配する通貨は何か。

評決はまだ、下っていない。

このような認識のもと、今回から次回にかけ扱う通貨は日ごろ我々がめつたに目にする

(出所

ht旬:jjwww.banknot，白.∞mjge.h回 )

リ 紙幣グルジアのラ

グツレジア通貨こそは、国家とは通貨に時とし

て外交意思を託すものであるとし¥う事実を雄

弁に語っている。経済合理性などは、場合によ

って等閑に付せられることがあると言い換え

てもよい。

大コーカサス山脈の北にロシアをいただき、

機会のないグルジア ・ラリである。

2 

~ t雪

之子
三 ~宮高

西に黒海と、南辺には西からトルコ、アルメニ

ア、アゼルバイジャンと接する位置にある国が
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クマルジアだ。かんきつ類や茶葉、へーゼ、ルナッツの栽培を主たる収入源とする農業国であ

る。資源は満足にない。約五00万の人口中、五四パーセント以上は貧困線以下の暮らし

を続けている。

旧ソ連崩壊とともに一九九一年四月九日独立を勝ち取ったものの、このような経済実態

の貧しさからして、ひとり立ちできる国ではない。しかもク。ルジアといえば、独裁者スタ

ーリンの生まれた地である。ロシア軍はいまだに駐留している。ロシアとの聞には、切ろ

うとして切れない因縁がある。

輸出先上位はトルコ(二三パーセント)、イタリア(一二・ーパーセント)、ロシア(一

一・四パーセント)。輸入先ではトルコ(一五 ・六パーセント)、アゼルパイジャン(一一・

二パーセント)、米国(九・九パーセント)としづ順番である680

以上の簡単な叙述から諒解されるように、通貨に対してグノレジアが心がけるべき点があ

るとするならまずはユーロとの安定であろう。次いでロシア ・ルーブルとの安定的関係を

志向しなければならないはずである。

実際にそうなっているか。調べてみて、むしろそれら諸点がきっぱり犠牲に供されてい

るのを知ることができた。

グソレジアの通貨ラリが自らを縛りつける相手として選んだのはユーロではない。ロシア

のルーブルで、はさらにない。米ド、ルで、ある。ここに通貨の政治性は、その典型的表現を得

ている。

二00四年三月初旬時点で、ード、ルに対するグル、ジア ・ラ リの為替相場はー ・九五であ

る。一年前は二 ・二二、二000年の-0月は一 ・九七だった69。

fラリj はドノレをいつも見ている

公定レートは適宜上下させられ、いつも一定というのではない。しか

別表・ドノレを自国内で流通

させている園、地域

アメリカン ・サモア

ブリティッシュ ・パージン

68 htや:!!www.odci.gov!cia!publicationsl危ctbook/geosl gg.h加吐
69 http://www.geres.ge!currency!rates.html?lang=en 
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諸島

東チモール

エクアド‘ル

エル・サルパド、ル

グアム

グアテマラ

マーシャル諸島

ミクロネシア連邦

北マリアナ諸島

パラオ

パナマ

プエルト・リコ

タークス・カイコス諸島

ノ〈ージン諸島

表)70。

しグルジア中央銀行は、相場を決めるに当たって常にド、ルを引

昭、している。最近ではードソレが約二ラリといったところで、こ

のようにドルとの関係を重んじているところが本質的に重要

である。

そもそも一九九五年秋、現地語で、マネーを意味する「ラリ j

としづ通貨が新しくつくられた時、交換レートはド、ルとほぼパ

リティ(一対一)となる一ドル一・三ラリ程度から出発した。

初発時点でソレーブノレやドイツ・マルク(当時はユーロ発足以前)

でなく、ドルとの関係をあくまで基準としたところに、グノレジ

アの意思が明示されていた。

自国通貨にドルとどのような関係を結ばせるかには、幾段階

かがある。

まず、ド、ル自体を自国通貨として流通させる場合がある。主

として中米地域の小国と、太平洋の島興国に見られる例だ(別

次にはカレンシーボード制をとる場合がある。最も有名なところでは一九八三年以来続

いている香港の例があり、一九九一年四月一日から二00二年一月六日まで維持されたア

ルゼ、ンチンの試みがある。

ド、ルを「アンカー(碇)通貨j とするカレンシーボード制をとる国にはほかに、パミュ

ーダ、ケイマン諸島、ジブチがある九最後の例、ジブチは昨今米中央情報局 (C1 A) 

のさかんな関与がうわさされるなど、まことに興味深い考察対象をいろいろ提供してくれ

るので、新たな節を後に起こすことにしよう。

次にいわゆるベッグ制がくる。ペッグ (peg) とは一般に釘や栓をしづ。日本語では野

営テントを張る時、飛ばされないよう地面に打ち込む杭をベッグとそのまま呼んでいる。

これから分かるように、ド‘ルとの交換レートを何らかの手段によって固定している場合

70 ht中:グwwwcia.gov/cia/publicationslfactbookl五eldsl2065.html
71 h叩://users.erols.comlku汀ency/in仕o.htm
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をし 1う。以前の節で詳しく眺めた人民元が、ドルとの関係では今日最も典型的なベッグ制

をとる通貨である。

そして最後に、変動相場制を建前としながら、現実には強し 1管理の下でド、ルとの相場が

ほぼ一定になるよう運営している場合がある。一ドル三・七五リヤルの水準を維持し続け

ているサウジアラビアがそれであり、ク守ルジアもこの範ちゅうに入る。

濃淡に差があるとはいえ、これら諸国は米国との関係を最も重視し、通貨をその表現手

段としている。例えば香港がカレンシーボードをやめるとしたら、それは米中覇権闘争に

おける米国の敗退を象徴する事件となるに違いない。

なぜ、 ドノレとの関係を冨定するのか

それにしてもどうして、ク、ルジアはルーフ、ル、ユーロでなく、ド、ルを仰ぎ見ることにし

TこのTミろうか。

人口約500万人の国グルジアに対する直接投資額で、は、米国からのそれが目下のところ

最大である72。グルジアから見れば、 ドル ・ラリ間に為替変動リスクを取り除いておくこ

とには明確な実利がある。

ただしそれだけで説明の尽くせるものではない。ここに至ってわれわれは、米国の新世

界戦略に踏み込まざるを得ない。

一つのキーワードは「石油ノそイプラインJである。次節では「九 ・一一」以後米国がと

った中央アジア戦略一一対ロシア包囲戦略一一の中にグルジアを位置づけた後、最近急速

に冷却化し、「∞，1dpea回」とも「∞01warJとも呼ばれるに至った米ロ関係を概観してお

こう。その後ジブチという、ある意味で、はグルジア以上に通貨の政治↑生をなまなましく教

えてくれるケースを取り上げることにする。

72 h即:!/www.bisnis.doc.gov/bisn.is/bisd∞/0310ggfぬht.h加
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二米国のユーラシア戦略と通貨

前節までの流れを受け、クマルジアから話を始めることにしよう。なぜならグルジアで、二

00三年一一月起きたいわゆる「蓄積(ばら)の革命」は、米国や、米国で投機家として

最も有名なジョージ・ソロス氏が、背後で演出したといっていいものだ、ったことが時を経

るにしたがし1明らかとなってきたからである。

あくまでも通貨を巡る議論を行うのが本書の主旨だから、政治・軍事の向きへ深入りし

過ぎることは避けねばならなし1かもしれない。しかしここでは、ある通貨がド、ルとの関係

を重視し近隣国通貨との間柄を等閑視する場合、それは力のバランスを巡るなまなましい

葛藤の反映であることを書いてみようとしている。

極端にはどんな場合があり得るかについて、「革命」が、それも米国主導で起きたとい

うグルジアの例は、一考を促す好個の材料を提供してくれる。なお同種の事例を見ておく

ため、日中戦争下における通貨の暗闘についていずれネ前命を立てて紹介してみたいと考え

ている。

加えてここでの問題は石油である。後の章で青虫れることになるだろうが、ドルの覇権を

支えてきたのは次の一点、すなわち世界中でド、ルのみが石油を買える通貨だ、ったという一

事である。グルジアをケースに取り上げることは、「ドル ・石油本位制」を支える政治(米

国)の意図や動きを見るに格好の教材となるとし 1う事情もある。

グルジアはパイプラインの呂廊

グルジアはそれ自身、決して天然資源に恵まれた国ではない。化石燃料の供給は総じて

ロシアに頼っている。

この関係をロシアは戦略目的に用い、供給の途絶をちらつかせるかまたは実地に途絶え

させるかして、 トピリシ(グルジアの首都)に対する支配的影響力の保全を図ってきた。

冬ともなれば電気が止まり、ひもじいうえに寒い思いをさせられるのがグルジアではほぼ

年中行事化しているようだ。

このことはしかし、グルジアが世界のエネルギー安全保障と資源戦略において価値の低

い国であることを意味しない。

事実はまったくその逆である。グルジアは、パクー(アゼ、ノレパイジャン)など一大油田
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を擁するカスピ海と黒海を結ぶ回廊上にあり、黒海をまたいで「西側」諸国に向け聞いた

窓である。パイプラインの敷設地として、石油輸送の頚動脈に相当する位置を占める国に

ほかならなし 1からだ。

グルジアはまた北大西洋条約機構 (NATO)加盟国のトルコと接している。

英BP、米資源探査大手UNOCAL、それに日本の伊藤忠商事などが連合を組み現在

建設中の全長一七六0キロメートルに及ぶパイプラインは、パクーとトルコの地中海岸港

湾都市、ンェイハン(シリア国境に近しすを結ぼうとするプロジェクトである。

このパイプラインがグルジアを通る。バクー・トピリシ・シェイハン

(Baku-Tb出si-Ceyhan)、または頭文字を取ってBTCと称されるパイプライン計画は、

総投資額二九億ドノ]/73。環境問題などが障害となり遅れ気味とはし 1え、完工目標年は二0

0五年とされている。

石油を黒海経由で運ぼうとすると、ボスポラス海峡を抜けなければならない。狭過ぎて

超大型石油タンカー (VLCC:Very Large Crude Carriers)が通れない海峡である。石油を

追加的に-000万トン、それでも同海峡を通じて地中海側へ出そうとすると、その都度

中型タンカー延べ八00隻が必要となり、海峡は文字通りのボトルネックとなる。 BTC

計画に大きな期待がかかるゆえんだ。

以上からうかがえる通り、パイプライン通過固として重要性をいや増すグルジアが再び

ロシアの衛星国となるか、ならないまでも民族的分間修争力を抱え国家の体をなさなくなっ

たのでは、「西側Jにとって安全保障上憂慮すべき事態となる。

ちなみに石油専門家の一致した見方によるならば、パイプラインにとって最大のリスク

は工事技術上のそれではない。通過国の政治的動乱である。石油を流し続けることの合理

性を解さないような政権・集団の暴走するリスクこそが、真に恐れるべきものとしづ。

グルジアの安定とロシアからの独立がなぜ米国にとって国益に関わる問題と認識され

るのか、以上で大まかな見取り図を得ることができた。

ここにおいてグルジアの通貨ラリが、常にドノレを引照することの政治的意味合いが浮か

び上がってくるだろう。ドルに自らを縛り付けられたラリが何かを語っているとするなら

ば、それはグルジアの意思で、ある。再びクレムリンの膝下(しっか)にひざまずくことは

73 htやゾiwww.caspiandevelopmentandexport.com/ASPIBTC.出 P
40億ドノレとしづ見立てもある。 htや:llwww.wws.princeton.edu/-wws401c/l 9981b北u-ceyhan.htmlを参

昭
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しないという意思であろう。

ところがこれを、グルジアに仮託した米国の意思であると解釈することができそうなの

である。

シェワルナゼ政権が腐敗によっていずれは倒れると予想される状況下、国内が内戦状態

に転じること、またその機に乗じてロシアがグノレジアを事実上の保護国にしようとするシ

ナリオだけは避けたいと考えた米国が、いわば予防的に現政権打倒に動いた。

極めて親米的な開明政権とすげかえ、かついかにも、内発的・民衆主導的な政権転覆で

あるかの外観を作るのに成功した…。どうやらそれが二00三~O四年にかけ起きたこと

のようだ。

アルポニア

鳩:・・闘 F臨時告し肘J

医WA・猛反の延期幸おすすめレますJ

堅手詰Ji滋院の白同検討して下さいJ

:三3f十分注意して下さいJ

(h均 :jjwww.pubanzen.mofa.go担jinfojinfo2.ぉp?n田 n=2003T304&filen町田=2003t30

4_1.gif 外務省の海外側充安全情報はこのように、グル、ジアが事実上の内戦状態にあるこ

とを示している)

f蕃醸の革命j は米国主導だった?
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二00三年一一月二二日、グルジアでは議会選挙と大統領辞任を求める野党勢力が国会

と大統領府を占拠した。この昨警備に当たっていた兵士の銃口に、若者の手によって一輪

の蓄積が差し込まれた。「蓄積の革命j としづ名はそこに由来する。

旧ソ連で、ゴ、ルパチョフ書記長の右腕と してペレストロイカ (改革)外交を担い、後グル

ジアで長期政権を率いていたシェワルナゼ大統領は、翌二三日あっけなく辞任に追い込ま

れた。

野党・国民運動党党首として反対派を束ねたミハイル・ニコラエヴィチ・サーカシピリ

氏は一躍国民的英雄となり、続く一月四日の選挙で、九六パーセントとしづ圧倒的支持を得、

正式に大統領となった。

サーカシビリという人、六七年一二月生まれ、三六歳と若い。ウクライナのキエフ大学

を出たあと米コロンピア大学で法学修士号、ジョージ・ワシントン大学で博士号を得た。

一九一九年創立の老舗法律事務所、パターソン・ベルクナップρ(Patterson，Belknap， Webb 

& Tyler、ニューヨーク)に所属していたこともある。

開明派というより、米国の「ポスターチャイルド」、または「ヒ。ンナッフ。ボーイ」とい

う匂いを漂わせる経歴であり、人物である。

一月二五日、コウリン・パウエル米国務長官はサーカシピリ氏の大統領宣誓就任式に参

列し、米国は引き続き支援を惜しまないことを明らかにした。二00三年、米国はグルジ

アに一億一O四O万ドノレの援助を与えた74が、二00四年にそれを一億六八00万ドルに

増額することを約束したらしい750

米ロ聞に立つ冷たいさざ波が、ようやく誰の目にも明らかとなったのはこの頃である。

パウエル国務長官がグルジア訪問を先にし、モスクワへ立ち寄るのを後にした76のみな

らず、ロシアでイズベスチヤに寄稿し対ロ批判を公然と口にしたことは、現下の米ロ関係

が「冷たい平和」としか呼べない状態になったことを多くの人に気づかせた770

長官によれば、「ロシアは民主化しつつあるが、三権分立ができていない。政治権力は

74米国務省htや://www.SUlte.gov/p/eぽfrlslfs々9486.htm

75プラワダ(ロシア)Web英語版h即://news合omrussia.comlwor凶2004/01l26/52030.h加 l

76 こうしづ順序について米国外交は自覚的である。クリントン大統領は東京をバイパスし、北京へ

直に向かった。ブPツシュ政権要人たちはこれに対し、主要目的地がたとえ北京でも、儀礼的にせよ

東京にまず立ち寄る方針を堅持した。
77 Cold Peaceo r Cold War Jならぬ rC∞lWarJと呼ぶ向きもある(米国のロシア専門家StephenCohen 

による。Dφnse(監Security，2003年 9月 5日所載インタビュー)
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法に十分服していると言えない。報道の自由など市民社会を成り立たせる重要な要素がで

きていなしリのだとしづ。すべてその通りなのだとしても、言わずもがなのことばかりで

ある。

他方サーカシビリ大統領は一カ月後の二月二六日、訪米してジョージ・ブッシュ大統領

と会談した。このように経過をかいつまんで、概観しただけでも、米国の肩入れぶりになみ

なみならないもののあったことが諒解できょう。

実際ここに至るまでには米国の重層的な関与があり、まさしくそれが米ロ関係冷却化の

大きな原因となっていた。一連の経過において決定的となったのは、「九 ・一一」の後、

テロリスト掃討を助けると称し、米国がグノレジアに対して軍事顧問団を送ったことである。

ジョ ージ ・ソロスの登場

ここで話を少しさかのぼらせる。米国がグルジアにどう「重層的Jな関わりを続けてき

たか、アウトラインだけでも見ておきたい。

ワシントンがグルジアの戦略価値を再発見したのは、冷戦終鷲から数年たった一九九O

年代半ばのことである。バクー油田を擁するアゼノレパイジャンと西側巨大石油資本が、初

めて「世紀の契約(Con凶 ctof由eCentmy)Jを結ぶに成功したころのことだ。

ズピグニュー・ブレジンスキー氏(カータ一政権の国家安全保障担当大統領補佐官)が

九八年-0見に出した警TheGrand Chessboard: American Primacy and Its Geostrategic 

Impe~α的自は、米国の目を改めてユーラシア地方に向けさせた功績をもっ。

そして九九年一O月トピリシを訪れたブレジンスキー氏は、同年一一月-0日付ウオー

ルストリート ・ジャーナルで、こう述べた。

r (ロシアがグルジアを再び属国化しようとすることは)米国にとって憂慮すべき話に

なろう。グルジアがロシアの属国となれば、ロシアの力は既にモスクワの従属国となって

いるアルメニアに一気通貫する。アゼ、/レバイジャンと中央アジアは西側陣営から切り離さ

れ、モスクワはパクーと黒海を結ぶパイプラインを政治的支配下に置くことができるよう

になる」

相前後して米国国防長官による史上初のグルジア訪問(九九年八月)があり、 UNOC

ALを始め米国石油企業の関係者がさかんにグルジアから中央アジア、アフガニスタン周
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辺を訪れるようになる780

九七年九月時点で既に、ブッ、ンュ(父)政権で国務長官を務めたジェイムズ ・ベイカ一

氏は「米国カザフスタン協議会」会長 (honor出γ=無給)の地位にあり、「米国アゼノレパ

イジャン商工会議所」の無給顧問にはベイカ一、ブレジンスキー両氏のほか、ニクソン政

権の国家安全保障担当大統領補佐官へンリー・キッシンジャー、現ブッシュ政権で、副大統

領を務めるリチヤード・チェイニ一、ブF:y 、ンュ(父)政権で、大統領主席補佐官だったジョ

ン ・スヌヌの各氏が名を連ねていた79。

ここで登場するのが投機家にして慈善事業家のジョージ・ソロス氏であり、彼の財団

Open Society Institute (本部ニューヨーク)である。

同財団の一九九七年版年次報告書によれば、オープン・ソサエティー・グルジア・ファ

ウンデーションは九七年、グルジアで合計二六九万ドノレを使っている。メディア環境の整

備や関係者の教育、非政府札織三O団体の支援などが目を引く 800

そしてその驚嘆すべき成果は、カナダ紙Globeand Mail二00三年一一月二六日付のス

クープ記事によって知られるところとなった810

同紙のスクープ記事によれば、ジョージ・ソロス氏の財団は二00三年二月、グルジア

人活動家(ボケリアという姓の三一歳男性)をセノレピアへ送り、同地で抵抗軍動(Otpor)

の指導者に会わせた。

同年夏、財団のカネによって今度はセルピアからグルジアへやって来たO中orの関係者

は、三日間、 -000人を超すグルジア人学生を指導した。

いずれも、セルピ、アの独裁者、スロボダン・ミロセヒ守ツチを平和的示威行為によって倒

したノウハウをグルジアへ移転させるためだ。そして蓄積(ばら)の革命において主導的

役割を担ったのは、上に出てくるボケリアなる人物がつくった札織だったとしづ事実があ

る。

グローブ、 ・アンド ・メイル紙はまた、ソロス氏の資金が反政府系テレビ局の支援とデモ

を指揮した一群の若者へも向かった(動員費用だろうか)と記したうえ、サーカシピリ氏

78 Peter Slevin，“World Oil Giants Eye War-tom Afghanis包n"，1he Seattle Tzmes， 21 September， 1997 
79 ibid. 

80 Open S∞Jety In託jtute，Building Open Societies: Soros Fo朋 dationsNetwork 1997 Rそport，pp. 43-45 
81 Mark MacKinnon，“Georgja revo比carriedmark ofSoros"， Globe and Mail， 26 November， 2003 
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は二00二年、ソロス氏からじきじき「オープン・ソサエティー貰」の授賞を受けたと書

く。

シェワルナゼ氏がこのような動きを知らぬはずはなく、同記事によれば一再ならずソロ

ス氏とその財団を非難したうえ、財団事務所へ配下の愚連隊を差し向け物理的危害を与え

たことまで、あったらしし、820

Jはめられたj

ソロス氏は普段、ブッシュ現米政権への批判を隠さない。共和党政権の急進保守主義に

対抗するため、二00三"'0四年にかけては米国でシンクタンク新設に動き、ラジオ局を

新たにつくろうとするなど様々な方策を実地に講じもした。ところが国益がかかる問題に

なると、左右の差は超越される。ク、、ルジアがまさにそうした事例で、あったようだ。

というのは、グノレジアで、二00三年一一月二日に予定されていた議会選挙を公正に実行

するよう、シェワルナゼ氏はブッシュ政権から度々警告を受けた後、遂にブッシュ大統領

自身から引導を渡されたとし1う事実があったからで、ある。

総緯を述べた報道を総合すると、ブ、ツシュ大統領はまずジェイムズ・ベイカー(元国務

長官)という、ンェワルナゼ、氏にとっての旧友をトビリシへ送り、説得を試みた。公正選挙

をするよう複数の要人83をさらに送って圧力をかけたうえ、選挙直前の-0月末には自ら

書簡を送った。これがいわば、最後通牒だ、ったと思われる84。

「はめられた (Someonehad a plan) Jとそう述べて、シェワルナゼ氏は早々に引退す

る85。それ (someone)がソロス氏を指すものだ、ったか、あるいはブッシュ政権のことだ

ったか。両者はいずれにせよ、ンェワルナゼ氏の目には一体に見えたことだろう。

できないことがあらかじめ明らかだ、った公正選挙の要請は、米国にとって政権すげかえ

をもたらす口実に過ぎなかった。強大な米国の意思を前にしては、シェワルナゼ氏は用意

された出口を粛々と出て行くほかなかったわけで、ある。これは二00三年に起きた、日本

であまり報じられることのなかったもう一つの「政体変更 (regimechange) Jだった。

82以上“Gωrgiarevolt canied mark ofSoros"， Globe and Mail， 26 November， 2003による。
83 クリントン政権で駐ロシア大使を務めたストロープ ・タルポット、共和党有力上院議員のジョ

ン・マッケイン、それに元統合参謀本部議長ジョン・シャリカ、ンュビリの各氏。 PeterSJevin and Susan 

!3. GJasser， "At the Turning Point， No Allies"， Washington Post， 25 November， 20∞03 
: P恥et侃t白叫e

Oavid Ig伊na油6加u民s丸，巳“‘古Su山cc民esおsin Ge叩or昭.gia"，mωhingto仰nPost， 2 January， 2004 
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アメリカ化プロジェクト

以上にやや深入りして述べたクマルジアにおける一連の出来事は、中東欧から、コーカサ

ス、中央アジアというユーラシア地方までを視野に置いて進められつつある「アメリカ化

プロジェクトJ86の一環として位置づけることができる。

これら諸国の通貨がドルとどのような関係を持つかは、このような広い文脈に置いてこ

そ理解できるという点を、本書では繰り返し強調してきた。

アメリカ化プロジェクトなるものに厳密な定義を与えるかわり、いまその主な因数を試

みに分解しておくと、それはおよそ次のようになるのではないか。

ア ロシアからの切り離し=政治の民主化と、経済の市場化、ロシア軍の追放

イ 対テロ戦争への巻き込み=米軍の進駐

ウ NATO (北大西洋条約樹帯)への招鴨=加入に必要なノ¥一ドルを超えさせる軍民支

援

グルジアで、は、新政権の下アとイが本格的に実行されつつある。アゼ、ルパイジャンで、

また中央アジア各国で、程度に濃淡はあれ、やはりアとイが試みられている。

ウとは当面の到達目標で、あって、ここまでをこなした成功例が、例えば一九九九年三月

NATO入りしたハンガリ一、チェコ、ポーランドであり、二00二年一一月加盟を許さ

れた、バノレト三国(ラトピア、エストニア、リトアニア)、スロバキア、ブルガリア、ノレ

ーマニア、スロベニアの七カ国である。

イラク戦争に先立つ時期、米国批判をやめない独仏を「古い欧州、IJと呼んだ、ラムズ、フェ

ルド米国防長官が、「新しい欧州IJとしてその親米姿勢を称えたのはまさにこれらの国々

だ、った。

ところで「九・一一J以降、ロシアの「柔らかな腹」に当たる中央アジア各国は、下表

にある通り相次いで米国の軍事プレゼンスを受け入れた。

ウズベキス|カノレゼ・カーナパド軍用基

タン |地を米軍に提供

86 この用語自体は白石隆氏(京都大学東南アジア研究センター教授)による。
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ピーター ・ガンシ空軍基地

を米軍に提供。 1年契約ほ正

キルギスタ 長あり)だが、スポーツジ

ン ムなど米軍関係者の長期滞

在を前提にした施設をキル

ギスタン政府が建設

タジキスタ 60人程度の米軍給油要員

ン を受け入れ

米空軍機上空通過を認めた
カザフスタ

ほか、三基地を使用に供す
ン

用意ありと表明

(出所:M紅白aBrill01co吐，“Cenせa1Asia"加問ch訂 dJ. Ellings and Aaron L. Friedberg， 

et.al.， ed.， Strαtegic Asia 2002-03: Asi，αn.i併ershocks，Seattle， Washington， The National 

Bur回 uofAsianIt白earch，2002， pp. 248-249) 

グルジアはこの例に属さない。早くも一九九九年四月二九日、米軍の特殊部隊「グリー

ンベレーJがトビリシ入りし、ク、ルジア軍近代化へ向けて「訓練と装備プログラム(Georgia

Train and Equip Program) Jを始動していた事実があるからである只

グルジアにはパンシキ峡谷という、チェチェンの難民に加えアル・カイダに近いとされ

る勢力が身を潜めている場所がある。「九・一一j後には、この地図にすら満足に載って

いない地が注目を集め、進行中だ、った「司11練と装備フ。ログラム」に米国は一段と力を注ぐ

ようになった880

事実上、軍事顧問団を常駐させたに等しい。さらに米国は、ロシア軍がグルジアから早

期に撤退するようさかんに要求している。上掲アとイのプログラムは、着々と実行に移さ

87“Green Berets to Anive in Thilisj"， Prime News (Geo屯ia)，12 March 1999.“Republic ofGeorgia: Global 
~artner in Anti-Terror War"， American Forces Press Service， May 15，2002 
。o httpプ'/www.counte甲山ch.o唱/Ieupp0529.html
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れたといえる。

しかしグルジアとはロシアから見た場合、米国にとってのメキシコにも比すべき場所と

戦略性を持つ国である。ロシアは、その地で政権交代が米国の手によって準備され、遂に

実行されるに及んで、受忍限度をはるかに超えたと考えるに至る。それが米ロ聞に Icold

peaceJ ないし IC∞lw:訂 Jをもたらす直接的契機の 1つとなった89。

米国防総省広報によれば、「訓練と装備プログラムJに米軍が投じた金額は合計六四0

0万ドソ]AO。邦貨にして七O億円以上と、決して小さくはない金額である。その一部は、

米国軍需産業に落ちた。あるいは外国軍育成コンサルタントとしづ、米国ならではの驚く

べき業態の企業にも落ちる91。

上述ワのNATO加盟としづ最終ハード、ルを超えるには、各国軍とも装備を近代化する

のみならず、米軍との運用互換性を持たねばならない。これはハード、ソフト両面で、米

国軍事関連産業に確実な商機をもたらしている92。グルジアでははしなくも、その初期の

姿がうかがえるわけだ。

それにしてもグルジア側の利点は何かと、ここまで読まれていぶかる向きがあるかもし

れない。

パイプラインを敷かせることは、通過料金収入とし 1う安定財源を国庫にもたらす。前節

で見たBTC構想、を実現させることは、グルジアの利益にかなう。

また、前節に掲げた地図が示す通り、グルジアは多くの分離勢力を抱えている。しかも

それら勢力とロシアの結びつきは強い。対抗上、米国の力を必要とするという事情もある。

これに対して米国は、今まで見てきた通り、カス回毎沿岸資源の頚動脈に当たるグ、ルジ

アを自らの影響圏に入れておきたい。周辺からロシアの力を削いでおきたい。軍事プレゼ

89 もう一つは、自社株を米国巨大石油資本に売り、極東ノそイプラインを政権の意向にかかわらず中

国へ向け敷こうとしていた石油企業ユーコスの社長を二00三年秋逮捕、同社を事実上国有化した

ことである。石油という最も重要な資源を今一度国家の統制下に置こうとする意思の表れと言え、

中央アジア、ユーラシアに地歩を築こうとしている米国に対する牽制ないし防衛だったと見ること

ができる。
90‘'Rumsfeld Visits GeorgiaラAffirmsU.S. Wish百latRussia Honor lstanbul Accords"， American Forces Press 
Service， December 5， 2却O∞Oω3.

) 9引l全米各地軍事施設誌i砂Rに拠点を持つCωub比i必cD民e喰尚fたb伽et出ns民eAp附pμ凶lica凶atio加i泊悶Oαns活sとUし1う企業(伍h社句p下μ.ゾ汐/ρIW¥ν刊w.cωub比iにc.∞m凶nげ1ν/乃
がそれ。Webベ一スの左翼系ニユ一スサイトh即://ρ'/w附 ww.w悶 sw附 s.ω.必略O

グ、ルジアにCu山l巾biにCが入り1、米国防総省と結んだ三年間一五00万ドノレの契約によってグツレジア軍近

代化を助けていることを伝えている。

92 http://www.cubic.comlcorpllnewslpr/2003/Cubic_MSPO_News加 nlは、 CubicがNATO新加盟国のほ

とんどで、業務を請け負ったことを記している。
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ンスを強化し、再びグルジアがロシアの属国とならぬよう、先手を打って政体を変えさえ

したわけである。

オセロ盤の一辺を自分の色に変えた米国の手が、果たして賢明な一手だ、ったか審判が下

るには長い時間が必要となろう。ただし確実に言えることの一つは、米ロ関係はこうした

経緯を経て明らかにこじれたとし 1う事実である。

そして世に言うド、ル覇権とは、われわれが普段考える以上に、入念かっ微細にわたった

対外介入の維持を必要とするものなのだとしづ考えに導かれる。ラリがドルをいつも仰視

する背景には、これだけ轄鞍(ふくそう)した文脈があり、米国の関与があったことを知

ることができた。
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三世界最古のカレンシーボード

「カレンシーボード」の「ボードJとは、役員会をボードという場合と同じ意味をもっ

ている。元来、中央委良行と別個に、通貨(カレンシー)を発行する目的だけを帯びて活動

する札織をカレンシーボードといった。

ただの紙切れに過ぎない紙幣に通用力があるのは、かつてなら紙幣は最終的に金との交

換を約束されていたからだ、った(金本位制)。管理通貨制度となった今で、は、発行当局(多

くの場合国家)が法的に通用力を強制している。それを信用させることができるかどうか

は、文字通り国家の信認にかかわっている。

一九九O年夏・東ベノレリン

余談にわたるが、このことで筆者には忘れられない経験がある。

一九九O年六月の東ベルリンは、東西両ドイツ通貨の統合を目前に控えていた。必要な

取材が終わり、西側にあるティーゲ、ル国際空港へ移動しようと地下鉄の駅へ向かっていた

ら、白タクに呼び止められた。

当時の東ドイツを走っていた大衆車「トラパント」の助手席に乗り込んではみたものの、

果たして間違いなく届けてくれるか心配だ、った。ハンドルを握る男は、ものの半年と少し

前、「壁J崩壊前なら、西側に足を踏み入れたことさえなかったはずだ、からで、ある。

英語を上手に話すので素性を尋ねると、東ドイツ中央政府産業省に勤める国家官僚だと

いう。仕事がなし¥から、午後はアルバイトでタクシーをやっているとのこと、空港までの

道はとっくにそらんじている様子だ、った。

そして無事飛行場へ着いた時、思いついて、使い残しの東独マルク紙幣をみな手渡した。

東独が国家として立派に宿主していた時代ですら、東独マルクを日本へ持ち帰ったところ

で円と交換することはできなかった。持っていても仕方がなかったからである。するとそ

の時、高級官僚兼アルバイト運転手の彼はこう言った。

“Thank you. But all也isis going to be just a bunch of paper in two weeks." 

「ありがとう。あと二週間でみんな寿氏切れだけどなJ…。

革命の女闘士「ローザ ・ルクセンブルクコの肖像などをあしらった紙幣は、し 1かにも紙

幣らしい装いを保つてはいるけれど、もうじきただの紙切れになる。紙幣の信用とは国家
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が保証しているもので、国が消えてなくなるなら紙幣も一片の紙片にならざるを得ない。

単純だが、滅多にお目にかかれない真理を目撃できた瞬間だった。

カレンシーボードの政治性

通貨とはこのように、しょせんはフィ クション(虚構)に過ぎない。そこに目をつぶら

せるだけの信用力を具備しない政府は、金本位制が消滅して久しい今日でも、何か上位の

価値保蔵物を準備しようとする。それとの交換性・交換比率を法律によって保証すること

で、自国通貨の信用を裏書きしようとする。

いま言った「上位の価値保蔵物」に信用力のある外国通貨を用いること、そしてそれを

準備通貨として貯えた額に見合う分量だけ、国内に出回らせる独自通貨を発行させること

一一。そうしづ制度が、今日普通に言う意味でのカレンシーボード制である。

したがって、ここで当該国の対外認識が最も象徴的に表れるのは、準備通貨としてどの

国の通貨を選ぶかの判断になる。

香港の場合、それはいまもって米ドソレだ。香港はド、ルを準備通貨とするカレンシーボー

ド制を保持し続けることによって、日々の投票行動をしていると見ることができる。

米国に対し信任の、中国にはいまだに不信任の、一票を投じ続けていると考えられる。

北京には、はなはだ面白くない話であろう。また以前触れた通り、香港がこの制度を廃止

するとしたらそれこそは、米中勢力関係の本質的転換を意味するわけである。

現存世界最古のカレンシーボードは、実は「アフリカの角(つの)Jに小さな一角を占

めるジブチにあった。一設置年は一九四九年までさかのぼる。
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カレンシーボード制とは要するに、信用の低い通貨発行当局が、強大国の通貨を実体と

してその化身をつくろうとするものだから、歴史的にまず植民地で広まった経緯がある93。

ジブチの場合、一八九六年以来フランスの植民地で、完全に独立したのはようやく一九七

七年のことだった。
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(出所:ht旬:jjwww.s也te.govjpjafjcijとりj)

ところがジブチはカレンシーボー ド制を始めた当初から、それ以前半世紀にわたって属

してきた仏フラン圏を抜け出し、準備通貨としてドソレを選んだ。以来一貫して、ド、ルを準

備通貨とする制度を続け今日に至る。公定交換比率は一ドルに対し一七七 ・七二一ジブ

チ ・フランで、これも一九七三年以来全く変わっていない940

なぜこのような経緯となったか知ることはできないが、し 1かにも不自然な選択である。

93 Y. C. Jao，“OfPegs and Boards"，刀zeAsian Wall Street Journal， 2 September， 1997 

94 http://usemb出 sy.s匂te.gov/djiboutilwwwhdjiinfo.h加!など。
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公用語は今もってフランス語で、あって、ジブチは長らくフランス外人部隊に基地を提供し

てきた。旧宗主国との関係には、今に至るまで深いものがあるからである。

だが今日となっては、すべてはまるで計算づくで、あったかに見える。なぜそう言えるか、

以下に要素を抜き出してみよう。

ア ジブチの地理的戦略性 別掲地図からうかがえる通り、紅海の南端、狭い海峡に面

する場所にある。その戦略性は、石油の通り道を拒(やく)する意味ではスエズ運河に匹

敵する。紅海北端のスエズ運河をおさえるなら、ジブチも手中に入れておかねば一貫しな

い。大英帝国にとってのジフ、ラルタルにたとえられる。

イ テロ支援国家への管制拠点対岸のイエメンは周知の通りアル・カイダ勢力の温床

となってきた。やや北西対岸にはサウジアラビアがある。「九 ・一一Jテロの主犯を生み

出した国だ。さらに南のソマリアは、内戦に介入した米軍とクリントン政権をさんざんて

こずらせた国である。ジブチの位置は、これらすべての諸国に対する管制拠点となる場所

にある。

ウ 人口玉O万人前後のジブチには、海運中継地点となるジブチ港関連ビジネスのほか

産業が全くない。海の安全とし1う公共財に依存せざるを得ない経済である。海洋の安全を

提供し、保証しているのは、米国とその海軍である。

エ そして米軍は「九 ・一一J後、自然環境こそ不寛容でも米国に対し極めて寛容なこ

の国を、一大前方展開拠点として便利に使うに至った。国連系のウェフゃ版ニュースが伝え

るところによると、二00三年初め、米軍は特殊部隊一八00人をジブチに上げ、恒久的

な施設に収めて今日に至っている95。

同じニュースは二00三年-0月末ジブチのイズ、マイル ・オマール・グエレイ大統領に

インタビ、ューし、米軍が来て以来新規に生まれた雇用は-000人で、経済的思恵には大

きなものがあると言わせている960

95 h仕pプ八刊明irinnews.orglprint.出p?ReportID=37927

96 h叩://www.irinnews.orglprint出 p?RepOl由=37528 閉じインタビューで同大統領は聞き手に向かい

「アメリカ軍の基地が一度できて、取り壊されたのを見たことがありますか、フィリピン以外で。

だから米軍はここ(ジブチ)にずっと長い間いるもんだと思いますよJと言っている。こういう認

識が一般的なのだとすると、前節までに見た米軍の中央アジア、ユーラシアに対する展開がロシア
などにどう受け止められてし、るかを示唆するものでもあろう。
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(出所: ht甲:jjwww.b紅lknot田.∞mj)

ここに掲げたのはジブチ中央銀行が発行するジブチ・フラン紙幣である。カレンシーボ

ード制によって、これの通用力は、一七七・七二一対ーの比率で交換されるドルlこよって、

全面的に担保されている。

発足当初こそ不自然さの否めなかった同制度は、今日では逆に、いとも自然にみえよう

というものだ。
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回 戦争と紙幣・通貨が戦うとき

通貨の政治性について、これまでグルジアやジブチとしづ普段われわれの目に触れない

例を材料に見てきた。米国とロシアの見えざる角逐や米国の世界覇権戦略は、これら辺境

通貨によくその表現を見出すことがある。

通貨が身にまとう政治性は、戦争状態において最も典型的に表れる。通貨はそれ自体が

戦無差行手段とされ、しばしば砲弾以上の破壊力を秘めた武器に転用される。

歴史はこの点においてエピソードに事欠かない。また時間的・空間的に遠い例を探す必

要もない。通貨と通貨が戦った典型例は日本自身の近現代史にあり、朝鮮戦争の過程にあ

る。

それらを跡づけ最も旺盛な業績を残してきたのは多国井喜生(たたい・よしお)とし¥う

在野のー研究者である。今では姿を消してしまった日本債券信用安良行がまだ日本不動産銀

行といった一九六三年に同行へ入り、一貫して企画畑を歩きながら資料的価値の高い著作

を幾冊もものした人だ。

旧日債銀はわが国植民地の二大安艮行、朝鮮重良行と台湾委艮行の残余資産を承継してできた

委艮行である。勤務先安良行のルーツを歴史家の目をもって遡行することが、おのずと多国井

氏の関心を旧満州や中国における円の興亡へと向けた。日債銀は消えてしまったが、多田

井氏の業績はこれからも時の風雪に耐えるだろう汽

戦争とは fシニョレッジj の争い

ここに戦争当事国甲と乙があり、それぞれ通貨AとBを発行していたとして、甲はBの、

乙はAの信用を落とそうとする。通貨価値の下落、すなわちインフレを引き起こし、相手

国経済を破壊しようとする。

ただしこれはむしろ中長期的な達成目標で、あって、より直接的 ・短期的なZ齢、は相手の

物資調達能力を破壊するところに求められる。

97 多田井喜生氏の数ある著作でいま最も簡便に読めるのは『朝鮮重畏行 ・ ある円通貨圏の興亡~ (P 

HP新書、 PHP研弼庁、二00二年刊)。氏が主筆となって編纂した大著『朝鮮針子史~ (東洋経

済新報社、一九八七年刊)を基に読みやすくまとめたものだ。同氏にはほかに、編纂者となって作

った『占領地通貨工作~~阿片問題』としづ浩輸な資料集(し 1ずれもみすず書房、「続・現代史資料」
シリーズ)があるほか、『大陸に渡った円の興亡(上、下U(東洋経済新報社、一九九七年)など
の著書がある。
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甲が自分の通貨Aで、乙はBで物資を手に入れようとしている場合、通貨価値の下落は

物資調達能力の低下に直結し、戦争遂行が困難となる。そこが狙し 1だ。

この点は通貨が持つもう一つの本質的要素「シニョレッジ」へと、思いを導かせるもので

ある。戦時下の通貨戦争とは、シニョレッジ同士のなまなましい戦いにほかならない。

「通貨発行益」と訳されることの多い iseigniorageJ は、「封建領主Jを意味するフラ

ンス語 iseigneurJから派生した。中世欧州では諸侯が貨幣を鋳造し、コインの額面金額

と含有金属原価との差益を収入とした。そこでシニョレッジには、コインの場合を強く連

想させる「貨幣鋳造益」とし 1う訳語もある。

通貨の大半が預金通貨となり、現針重貨は紙幣が主体となってコインは補助貨幣に過ぎ

なくなった現代で、も、シニョレッジの意味は変わっていない。日本の場合一万円札を一枚

刷るのに、紙代や印刷代を含め原価は二O円程度しかかからない。その差額、九九八O円

がシニョレッジとなる980 米国は国家歳入の三パーセント、イタリアとギリシャは-0パ

ーセントをシニョレッジによって得ているという 990

ただしこれは券面に記された金額がその紙幣の購買力を正確に表す場合の話で、あって、

一万円と印刷された紙幣を出しても玉000円でしか通用しない場合、シニョレッジは半

減する。

軍事勢力が長く園内に割拠した場合、各勢力が発行する通貨や軍票相互の問で実際に起

き得る事態である。その際には、自らの紙幣ないし軍票によって物資の調達を図ろうとす

る軍当局の購買力も半減することになる。

戦時下の通貨戦争がこのように戦争遂行能力それ自体の破壊を狙ったものとなる以上、

98厳密には中央主lHf貸借対照表上、一万円分の新たな負債性調達に見合う資産(国債など)が立つ。

その資産が上げる運用益と、紙幣発行コストとの差額が当面の差益となる。しかし時間軸を長期に

取ると差益は九九八O円に近づく。

これが政府の発行する通貨の場合、右に述べた複式簿記上の制約にとらわれなし 1から、出しただ

けそのまま発行益になる。日本では硬貨がこれに当たるが、補助貨幣としてその役割は微々たるも

のに過ぎない。本節で述べるシニヨレッジとは、中央t畏行の発行する通貨の場合としてより、かつ

ての軍票、もっと遡ると藩札などに典型的な、政府発行通貨として理解すると分かりやすい。

99 Lany A11en， Encyclopedia of.A必ney(New York， NY: Checkmark Books， 2001)， p. 250なおPatriciaS. 
Pollard， "The Creation ofthe Euro and the Role ofthe Dollar in International Markets"， Federal Reserve Bank ofSt 
Louis， Septernber/October 2001， pp.27-28によると、一九七三~九九年まで、米政府が受益したシニヨレッジ収入

は毎年平均八七億ドルにのぼり、これは中央政府歳出のーノ守一セントに満たなかったとしている。
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偽造紙幣が使用されることすら稀で、はなかった。すなわち甲のA紙幣から通用力を自Ijぐた

め、乙がA紙幣の偽札を大量に散布しようとすることである。偽造紙幣によって乙が甲の

戦略物資を自ら調達するなら、乙は甲に対して二重の打撃を加えることができる。

f阪田機関j と日本が手がけた f杉工作j

甲を中華民国政府、乙を旧日本陸軍とすれば、それがまさしく一九四O年前後の中国で

繰り広げられた「杉工作Jの構図になる。

担当したのは今日ほとんど忘れ去られた阪田誠盛(さかた・しげもり)という人と、そ

の率いた特殊工作班「阪田機関」だ。阪田の関係者が上梓した F阪田機関」出動ス・知

られざる対支諜報工作の内幕』に、一連の経緯が活写されている100。

それによると杉工作とは「日本の陸軍登戸研究所長の篠田大佐〔中略〕の下で、第三科

長の山本主計少佐〔中略〕が中心となって、内閣印刷局、凸版印刷株式会社〔中略〕、そ

れに巴川製作所の協力を得て、極秘に偽造した中国の法幣を中国内で大量にパラ撒くこと

によって、〔中略〕中国に大インフレを起こさせて経済を壊滅させ、戦争が出来ないよう

にして、早期に和平に持ち込むこと」だ、ったm。

散布工作を担ったのが阪田機関で、あり、阪田は「その紙幣でアメリカを中心とする海外

からの援蒋物資を買い占めることによって、一つには、偽造法幣を大量にパラ撒く、二つ

には、偽造法幣で日本が不足しているガソリン等を買い付ける、つまりただで戦争をする、

l∞熊野三平 wr阪田機関」出動ス ・ 知られざる対支諜報工作の内幕.~ (展転社、一九八九年)。同書

が掲げる阪田誠盛の略歴を引し、ておく。「明治三三年〔一九00年、筆者補注、以下同〕、和歌山県

田辺市に生まれる。幼名、文吉。昭和三年〔一九二八年〕、北京民国大学卒業。同五年、参謀本部

調査班に勤務。輸送機材の調査に携わり、同六年、その報告書が『満蒙の新交通政策』として上梓。

同年、関東軍参謀部に勤務(尉官待遇)、満州国自治指導部訓練所(後の大同学院)の教官も兼任

し、満州、|の政治と交通政策を講義。同八年、軍需品輸送機関「阪田組」を創設。三年でその業務は

満鉄に引き継ぐも、新たに株式会社を発足させる。同一二年、日支事変発生と同時に参謀本部に復

帰(佐官待遇)。同一四年、松機関(機関長岡田芳政少佐)が編成され副任。この間、対重慶経済

謀略の目的をもって資本金一億円の誠達公司など三社をおこし、大陸に五三支庖を設置。同二O年、

松機関長拝命(勅任)。勲二等叙勲。この間、中国の戦争孤児のため多数の孤児院を建て、学校を

創り中国人の子弟を教育。同年八月、中国引揚に際し、日本国の歳出総額を上回る個人資産をすべ

て中国に残す。戦後、蒋介石の大陸反攻を支援して海烈号事件を起こすが、無罪判決。朝鮮戦争で

はマッカーサ一国連軍司令官を援助して仁川上陸作戦に寄与する。以後、幅広く会社経営に携わる

も、晩年不遇のうちに同五O年二月死去。J

101 前掲書p.52
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という一石二鳥を狙ったJものだ、ったらしし 11020

阪田は上海闇世界の巨魁、杜月笠(とげっしょう)の協力を得て重慶の蒋介石政権と交

易を結び、物品購入に問題の偽造紙幣を用いた。阪田が売る商品の代金は正規の法幣で受

け取るので、交易はマネーロンダリングの効果を帯び、一石三鳥となったようである103。

しかし蒋介石の背後には、杜月笠などよりはるかに巨大な後ろ盾があった。いうまでも

なくそれは英米両国である。

次節ではJonathanKirshnerの研究104に拠りながら、中国を舞台に繰り広げられていた

日本対英米の通貨戦争を概観し、日本敗戦間際の上海に流れた紙幣をめぐるある噂を紹介

したい。ただしその前に、朝鮮戦争開戦当初の秘史に触れておくことにしよう。全体とし

て、通貨が持つ政治性が際立って見えてくるはずである。

102 同前

103前掲書p.276、なお杜月笠は当時蒋介石の右腕だ、った。上海の別邸は、戦後「東湖賓館」として

長らく外国人用招待所として使われた。

lωJonathan Kirshner， CL抑制cyand Coercion:刀lePolitical Economy oflntemational Monetar;ノPower
(p巾ceton，NJ:計百回:tonUniversity Press， 1995) 
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五 北朝鮮対大蔵省、または日米通貨戦争

多田井喜生氏が記録した「通貨の戦争」を巡るエピソードのうち驚くべきものの一つは、

朝鮮戦争勃発直後に日本を巻き込んで起きた手に汗を握るドラマである105。

一九五O年六月二五日、北緯三八度の南北軍事境界線を越え南侵した北朝鮮軍は、ソウ

ルで、韓国銀行を襲撃した。

韓国銀行とは旧朝鮮重良行資産を継承し発足した中央委良行である。業務を始めたのはその

二O目前のことに過ぎない。北朝鮮はこの銀行の地下金庫から、戦争遂行上欠かせない、

ある重要な戦略物資を奪い取った。

当分の間「韓国銀行券」とみなし、紙幣としての通用力を認めていた旧「朝鮮銀行券J

のうず高い山、そしてその印刷原版である。

これが北朝鮮の手中に落ちた以上、韓国経済は徹底的に破壊されることが決まったも同

然だ、った。北朝鮮は未発行の紙幣をばら撒くことで、兵枯維持に必要な物資を意のまま徴

発できる。新規印刷紙幣まで散布して、韓国経済を収束しようのないインフレに突き落と

すことすら、侵入軍には可能になるからである。

このうえは一刻も早く、朝鮮重艮行券の流通を禁じ、新たに韓国重良行券を刷ってそれへ切

り替えさせなければならないというのに、当時韓国政府の全機能は半島南端の釜山に追い

詰められていた。もちろん新紙幣の印刷などできる状態ではない。

そこで米軍当局は、韓国生尉子券の印刷を日本の大蔵省印刷局(当時)に命じた。多国井

氏が『大蔵省印刷局史』から引いた部分を再引する。

極度の機密保持上、場外作業に出すことはできず、しかも当局の経常的製品の作

業計画の変更が許されなかったので、韓国重良行券の製造はほとんど徹夜の突貫作

業とならざるを得なかった。用紙は王子工場四台と小田原工場の二台の抄紙機を

全運転し、印刷は滝野川、小田原、市ヶ谷の三工場の全平版部門を総動員して、

百円、千円両券種あわせて八億四千二百万枚を(昭和)二五年度末までに、残り

千円券二千万枚を二六年五月までに無事引渡しを完了した。この緊急作業が当初

105 多国井喜生『朝鮮銀行 ・ ある円通貨圏の興亡~ (PHP新書一九三、 PHP研弼庁、二00二年)、
二四六二五七ページ
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し1かに寸刻を争うもので、あったかを滝野川|工場の例について述べれば、まず図案

作成に着手したのが七月一日で動乱勃発後六日目で…六日から平版部門は連続徹

夜作業となり、七月一二日に第一回納入六00万枚を行ない、ついに一四日には

第一次割当二千万枚の納入を完了した106。

引用が述べているのは、事柄の性質からして戦争への参画行為に等しい。これが連合軍

施政下で、なかったら、「集団的自衛権」行使に当たる、いや当たらないと、やかましい話

になっていたかもしれないくらいの情景である。

もちろんここで確認しておきたいのは、紙幣は時に砲弾の力をはるかにしのぎ、最も重

要な戦略兵器にさえなり得るとしづ事実である。ただし、その「兵器」の製造を旧宗主国

に仰くやほかなかった歴史の皮肉を知る人は、今日の韓国にほぼ皆無である(日本製の韓国

銀行券に rprinted in JapanJとは書かれていなかった)。

通貨が f政治的メディアj になる時

本章執筆のため資料を集めていて、一種の伝承物といえるストーリーに出会った。

日本降伏間際の上海で、ユダヤ人の聞に流布していた話というものである。

上海租界では英系の香港上海重良行(現HSBC)を始め、日本の横浜正金重艮行(のちの

東京重良行)など内外委艮行がこぞ、って重良行券を発行していた。何種類もの紙幣が入り乱れて

流通し、互いに信用力を競っていたハイエク的状況は、それ自体が興味をそそるものだ。

ただしこの際紹介したいのは、南京を本拠とする在兆銘政権の中央委尉子(r中央儲備(ち

ょび)重良行J)が発行した二00ユアン紙幣の中に、あるメッセージがひそかに刷り込ま

れていたという話である。

英文大文字で ru、S、A、CJ、そして r1945J としづ数字が、目立たないよう刷られて

いた。それはつまり、 rUSAが1945年、来る (Come)Jとしづ意味なのであると 107。

証拠写真として掲げられた図(別掲)を見ても、判読はつかない。真偽のほどは確かめ

ようがなく、それゆえ一種のアーバン・フォークロア(都市伝承)とみなしてよいものか

と思われる。

lω 前掲書二四九ページ、ならびに日本樹子調査局『通貨研究資料(一九) 朝鮮・琉球貨幣概要』

(日本委畏行、一九六九年八月)、一二七 ー一二八ページ

107 h巾://www.rickshaw.or&.chinese_monetary_sy批 ml.h加
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だがもし本当だ、ったなら、通貨が「政治的メディア」として、重要な情報伝達に用いら

れた稀有の実例ということになる。それも、ほかならぬ親日政権の紙幣が、 「抗日戦終結

近し」を伝えたという皮肉な事例になる。通貨の政治性について論じてきた本章になら、

加えてよいエピソードと思われた。

蒋介石の通貨を支え続けた米英

前節で、中国を相手に戦った当時の日本が贋金づくりまであえてした実例を紹介した。

けれども以下にみるように、当時の蒋介石政権は米英両国から手厚い金融支援を受けてい

fこ。 日本が蒋介石サイドのヤクザを巻き込みつつ進めた撹乱工作など、 しょせんは表層的

効果しか持ち得なかったに違いない。

ここからの記述は主として、ジョナサン・カーシュナーという米コーネル大学助教授の

興味深い研究叫に依拠しつつ進めていくことになる。

108 Kirshner， Currency and Coercion， 
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時代は日本が対米英戦に踏み切る前、一九三0年代後半のことである。日本はまだどち

らり国とも明示的には戦争を始めていない。しかし中国大陸での戦いは既に「代理戦争」

となっていた。この辺り、当時日本でどうとらえられていたかはともかく、ワシントンと

ロンドンは蒋介石の向こう、正面にはっきり東京を見ていた。

戦いは「通貨の信用Jを巡って繰り広げられた。米英が守ろうとしたのは蒋介石国民政

府の通貨であり、日本は逆にその信用と購買力を奪おうとしていた。

当時の中国は世界に比類のない銀保有国で、英国財政顧問の指導による「幣制改革Jを

一九三五年一一月実施するまでは、銀と紙幣との交換を保証した銀本位制を採用していた。

ここで銀を国外に流出させるなら、中国通貨の信用はそれだけ落ちる。英国の専門家が

戦時中に書いた本によれば、日本は銀の密輸出を積極的に奨励していたという 109。

またカーシュナーによれば、その前年米国で成立した鋪毒入法の結果、国際釘面格が高

騰していた。ただでさえ、紙幣を銀に換え、さらにそれを売却しようとする動機が中国人

の間で高まっていた∞。

英国政府は同年九月、サー・フレデリック・リース=ロス山を東京経由中国へ送って財

政 顧問とし、一一月三日、銀廃貨の幣制改革を実施させる(同日は

htゆ:jjwww.回 len也rhome.∞mj町cjによって調べたところ日曜日である。相場が閉まって

し、る日を選んだものだろう)。

銀を政府に集中させるとともに、通貨を金や銀の裏打ちを持たないペーパーマネー(無

制限法貨)としたこの措置は日本の機先を制したもので、「日本の計画はひとまず封じら

れたJ112
0 

これ以後中国通貨は米ドルと英ポンドに対する一定交換比率を参照する管理フロート

制となり、戦いは、為替市場を舞台としてその信用を巡る攻防へと転換する問。

lωE.M. GulI， British Economic Interests in the Fi.αr East (lntemational Research Series，百leIn副知teof 
Paci:fic Relations， Royal Institute ofIntemational Aff担rs)，(London， UK: Oxford Universi砂Press，1943)， p. 
157 

110 Kirs加leζCurrenのJand Coercion， p. 51 

川英国上流人士に多い二量生

112 GulI， British Economic !nterests in the Far East， pp. 157-158 

113 r十一月三日、国民致府は突知として幣制改革を行い、中央、中園、交通三重尉子の重良行券を無

制限法貨とし、銀の国有と対米積出により、対英一シリング二ペンス半の確定基準対英為替本位制

を樹立したJと、土方音『横浜正金釘子(戦前円の対外価値変動史)j] (著者自費出版、一九九九年)

は書いている(二一一ページ)0Kirslmerによれば、英米両通貨を参照するものだったらしい。なお

土方はこれを昭和一三(一九三八)年のこととしているが、誤りである。
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一一月の銀廃貨に先立つて、中国は-0月U7校大使にある命令を出していた。時の米国

財務長官へンリー・モーゲンソー・ジュニアに会って「一億オンスから二億オンス、中国

手持ちの銀を買ってくれ」と要求することだ。引き換えに得るドル(と金)を、中国通貨

防衛に必要な介入資金とするためである叫。

岩波書庖版『近代日本総合年表』によって前後の事実をみると、幣制改革から五日後の

一一月八日、日本の「駐華大使館付武官磯谷廉介少将、国民政府の幣制改革に反対し、華

北現銀輸送防止に実力発動を百辛せずと声明」している。「銀固有令に基づき外国重良行に対

しても手持銀の引渡しを要求」喝してきたのを、阻止しようとしたものだ。

その翌日、九日土曜日には、「外務省、中国幣制改革およびリース=ロスの対華共同借

款等に反対を非公式に声明Jした。英国の意図や、それを受けて通貨防衛を進めようとす

る中国の動きが、さすがに当時の日本にも見えていたようである。

横浜正金量良行、為替相場へ出動

実際、翌週が明けた月曜の一一日、世界の為替相場が開くや否や、日本は外為専門委良行

だ、った横浜正金重良行を使って中国通貨を売り浴びせる大規模オベレーションを発動して

いる。

これが米国要路の意見を大きく動かしたらしい。継続中だ、った米中交渉は打開され、米

国は直ちに、中国から銀五000万オンスを買うことに同意した。

買入価格は市場実勢を大きく上回るもの。そして、為替安定化基金の原資として中国政

府に売り払われた米ドノレと金は、そのままニューヨークに留置された。つまり基金は物理

的に米国へ置かれ、しかもその介入オベレーションは、米国の助言の下で実施されること

になった凶。

このとき、中国を代理戦争の場として、日本と米国は正面から戦う布陣になっていたわ

けである。真珠湾攻撃に先立つこと六年としづ時だ。

一九三四年から、日米戦争が始まる四一年までの八年間、米国が中国から買い入れた銀

の量は合計で五億七一八O万二000オンス(一万六二一0トン強)、当時の購入金額に

114 Kirs加er，Currency and Coercion， p. 52 

115 土方前掲書、 p.211

1 16Kirsher，CZ抑制cyandC印刷on，p.53 
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して二億六二六六万ドノレ強lこ上った。

円ド、ル為替相場はこの頃-00円が約二九ド、ル117 (ード、ルが約三・四五円)だから、米

国が中国から買った銀の総額は邦貨にすると九億円以上になる。これはその前後で日本が

あげた貿易黒字の最高額、一九三九年における六億五八00万円泌をゅうに上回る。規模

のほどがうかがえよう。

しかもニューヨークに置かれた基金は当初こそ為替介入にその用途を厳しく制限され

ていたものの、じき軍事費として使われるようになった。つまり米国は中国から銀を買う

ことで、対日戦争を文字通り支えていたわけである。

ここから英国が再び登場する。委阿呆有大国だ、った中国に売るべき銀がなくなったとき、

助力の手をのべたのが英国だ、った。

先にも用いた岩波版の年表、一九三九年三月八日の項に、「英国、中国と法幣安定借款

(-000万ポンド)協定調印Jとして王尉もるのがそれである。

カーシュナーによれば、英国はこれに先立ち度々米国を説得し、対中借款を英米共同で

実施しようと促している。米国がついに首を縦に振らなかったのは、コーデ、ル・ハル国務

長官が「日本を刺激する」と考えたからという問。あるいは既存の法律でできた銀購入の

場合と違い、議会の承認を得なければならない事情で、もあったものか。

ともあれ三月の協定でできた枠組みとは、中国重艮行、中国交通告尉子としづ国民政府側銀

行に、香港上海針子、麦加利銀行ロ0の英系針子を加えた四行が、香港に新設された基金へ

-000万ポンド皿を英国政府保証付きで貸し付けるというもの。そして基金の運営には、

主として重良行から二人の代表が出て当たるというものだった問。

ここまででほぼ本質をつかまえられたと思うので、この後の変遷については割愛したい。

本質とはつまり、一九四一年一二月八日の開戦より何年も前から、日本と米国、英国は、

117吉野俊彦 『円とドル・円高への軌跡と背景j](日本放送出版協会、 1987年)、七六ページ

118 中村隆英『昭和経済史j](岩波書居、 1986年)、一一一ページ

119 Kirshner， Currency and Coercion， p. 56 

120 ピクトリア女王の勅許を得て一八五三年、 のちに百1eEconomist誌を始める JamesWusonによっ

て創立された百四Charterl吋 BankofIndia， Ausむ-aliaand China。一八五八年以来上海のバンド地区に居

を構え、香港上海銀行(現HSBC)に次いで、有力な英系室尉子だった。一九六九年、百eS凶 dardB釦 k

ofBritish SouthA針caと合併し、今日の S凶 dardCharteredとなる。同行は、今も香港で紙幣を発行

している三針子の一つ(他は中国鈎?とHSBC)。

121 当時の為替相場で邦貨に直すと一億七一00万円余りとなる。

122 Kirshner， Currency and Coercion， p.57 
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見えない戦争を始めていたということである。当時米国政府が中国に送った財政顧問の言

葉を引きつつカーシュナーが言っているように、米国、英国からの支援がもしなかったな

ら、中国経済の抵抗力は失われていただろう。歴史は違ったものとなっていた。

見えない戦いの舞台は中国一ーというより、そこで流通する紙幣であり、また為替市場

だった。通貨は戦争の具となり、その意味で最も高度の政治性を持ち得るということにつ

いて、これほど具体的説得力に富む実例はない。日本自身が経験し、おおかた忘却の彼方

に葬った事実である。
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第四章 ブレトン ・ウッズ体制とは何だ、ったか

一 ニューハンフ。シャー州のリゾート地

先に通貨の政?合性について章を起こしたところで、ブレトン・ウッズ、体制を今日の視点

で振り返るとともに、ドノレ体制の将来を読みたいと述べた。またユーロと円それぞれのブ

ロックについて見取り図を作りたいとも記しておいた。

それら課題のうち、まずブレトン・ウッズ、体制とはつまるところ何だ、ったかを、これか

らの数節を使って再検討してみたい。

われわれは、米ニューハンフ。シャー州にあるリゾート地の名を冠して呼ばれる同体制に

対し、一種座りの悪い立場を続けながら生きている。

座りの悪さとはブレトン・ウッズ、体制というもの自身、消えてしまったのか、まだ生き

残っているのかわからない体制だというところからくる。消えてしまったものはなるほど

大きいけれど、残ったものも今日世界の経済に多大の影響力を発揮しつづけている。

したがって今後の見取り図も曇りがちで、再興すべき体制なのか、ますます壊れていく

のを黙って見送ればそれで、よい類のものなのか、なかなかすっきりとは割り切れない。

l
 

l
 

l
 



ブレトン ・ウッズとはどこにあるのか

ニューハンフ。シャー州の東端、ほぼメーン州、!と接する辺りに、標高一九一七メートルの

ワシントン山がある。ブレトン・ウッズとはその山懐に抱かれた一帯だ。上の写真123に見

えるホテルとゴ、ルフ場以外、何もないところである。

周辺地域は、独立前の一七七二年、英国王名代として支配権を握っていたジョン・ウェ

ントワースとしづ人物によって植民地(米国)側へ払い下げられた。ウェントワースがイ

ングランドのヨーク、ンャーに持っていた屋敷と付属領を fBrettonHallJと言ったことが、

この地のブレトン ・ウッズと呼ばれることになった由来という1240

これは歴史の小さないたずらだ‘ったといえよう。なぜなら後の節で見るように、その一

七二年後ここは英国の覇権に終止符を打つ現場となったからで、ある。

ワシントン山ホテル CTheMountWぉhingtonHoteDとし1う変哲のない名をもった建物

が建てられたのは一九O二年。鉱山と鉄道で財産を築いた実業人の建てたホテノレは、開業

と同時に当代最高のリゾートホテルとして有名人を数多く集めたようだ。

それなら一九四四年の七月、連合国四四カ国と中立国のアルゼンチン代表を招いて国際

会議を開こうとした際、ここが選ばれたのは自然な成り行きだ、ったわけである。

ロビーにつながる主会場の名前が、当時既に同じものだ、ったかは定かで、ない。しかし戦

後国際金融体制の要をなす金ドル本位制は、 その名も「ゴールド ・ルームJと呼ばれるこ

の部屋で構想、された。

ちなみに二00四年四月現在、最も安い部屋になら一三0ドルで泊まれるようだ。塔屋

のスイートルームなら七七五ドル。

123 Courtesy ofηleMountW，出hingtonResort at Bretton Woods 
124 h仕p://m阿部hington.com/ho凶information/index.cfinつeditid=37 
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ー あの年の夏を振り返る三つの視角

ブレトン・ウッズ会議を現代の我々が六O年を経て振り返ろうとする場合、いたずらな

訓詰学に陥らないためにはあらかじめ視角を定めておくことが必要である。

ここでは以下の三点に集約させてみることにしたい。

第一に、ジョン・メイナード・ケインズをいま一度よみがえらせてみたいと思う。ケイ

ンズは英国財務省を代表してブレトン・ウッズ会議に臨み、「パックス・ブリタニカj の

光さを最後まで絶やすまいと試みた。難交渉は緊張を強し1たから、心臓病を悪化させ、偉

大な経済学者の寿命を縮めたといわれる。ケインズは一九四六年、六三歳になるのを待た

ずに死んだ。

幸いにロパート・スキデルスキーとしづ歴史家の手になる詳細を極めた伝記町が、当時

のケインズを今にいきいきと伝えている。それらによりつつ、一九四四年七月の情景を少

しだけ再現してみることにしよう。

そうしようとするのは一つには、国益を賭けた会議に偉大な頭脳が臨んで演じた一編の

人間ドラマがそれ自体興味をひくからである。ノルマンディーに連合軍が上陸して間もな

い時期のこと。戦後秩序を組み上げる一大国際会議が開かれ、日独伊枢軸がそこではもう

敗れたことになっていようとは、日本ではおよそ想像すらできなかったときのことである。

そんな時期にケインズが何を考えていたのか、彼我の意識の懸隔を思うと興味は尽きない。

しかしそればかりではない。ブレトン・ウッズ体制一一ひいては戦後国際金融秩序の著

しい相教とは、ケネス・ダムが指摘したように「事件ではなく、人間の手によって、戦時

下に戦後世界を構想した人々の力によってJ凶作られたという点にある。人からのアプロ

ーチが有意義となる事情もあるからだ。

ノ号ックス ・ブリタニカからパックス・アメリカーナへの覇権交代は、驚くべきことに交

渉会場において実現した。もちろん背後には、英国と米国の聞に生まれた力の圧倒的格差

という事情があった。それにしても覇権国の入れ替わる歴史的瞬間がリゾートホテルのフ

ロアにおいて現出したとは、後にも先にも他に例がない。

125 Robe口Skidelsky，John Maynard Keynes:防lumeThree Fi幼tingforBritain 1937-1946ιondon， UK: 
Macmillan， 2000) 
凶 KennethW. Dam，刀7eRules of the Game: Rφrm and Evolution in the lnternational Monetary勾Jstem
(Chicago， Il:刊eUniversity of Chi凶 goPress， 1982)， p. 71 なお著者ケネス・ダムはブ"'/シュ現政権で当
初財務副長官を務めた。
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そこで第二に、交渉に臨んだ英米双方の主張と構想を眺めておこう。ケインズと、米国

財務省のハリー・デクスター・ホワイト双方の言い分をトレースすることとなる。彼ら個

人の論点に着目するとしづ意味で、第一の視角を延長させて得られるアングルである。

国際通貨基金 (IMF)、世界重良行 (IB RD=国際復興開発銀行127)が、対日戦のま

だ戦われているさなか、どんな働きをするものとして考えられていたのか、制度の原点を

振り返ることともなるだろう。

すると第三には、現代に生きるブレトン・ウッズ体制の意味を考えておかなくてはなら

ない。

前節で我々がブレトン ・ウッズ、体制に対し、どこか座りの悪い印象を抱いていることを

指摘した。制度は滅びたようで、実は姿を変えながら生き残っている。 IMF・世銀体制

の今日的役割の概略をつかみ、六O年続いた制度の耐久力を測っておきたい。ところで本

稿の関心事はあくまで通貨とその興亡である。この先通貨体制がどうなるか考えるうえで、

ドノレが基軸通貨となったその出発点における姿を見ておくのは損にならないだろう。

ケインズがパーティー会場へきた

七月一日に始まった会議はほぼ所期どおりの成果を収め、二二日土曜には打ち上げの夜

会が大宴会場で催された。

ケインズは一人、遅れて会場へ入った。顔には疲れがにじみ出ている。普段以上に綾慢

な動きで主賓席へと歩み寄るのを、集まった数百人はしわぶき-ったてずに見つめている、

と、誰言うともなく一人また一人立ち上がり、遂に会場全体が起立しケインズが無事席に

つくまで、見守った。

やがて宴も終えようというとき、促されて立ったケインズは次のように述べている。

「我々 はし 1くつもの異なる種類の課題を同時にこなさなければなりませんでした。経済

学者にふさわしい課題の脇には、重艮行家に、または政治家に似つかわしい問題がありまし

た。ジャーナリストやむしろプロパガンダを事とする人々がになうべき課題がありました

し、法律家が当たるべき問題と、一国の指導者こそが向かし、合うにふさわしい課題があり

ました。そればかりではない、預言者か、占い師に任せたいものまで、あったと私は思いま

127世界重良行=η1eWorld Bankとはあくまでも俗称で、主としてIBRDならびにIDA(国際開発協会)の集合名

詞として使われている。世界銀行としづ名称の機関があるわけではない。
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す。 それらを全部、同時にやってのけねばならなかったので、ありますj

大西洋を航海しアメリカへ向かう船上に、ケインズはプラトンの新版を持ち込んでいる。

演説は、古典と聖書からの引用を随所に散りばめたものだった。終わるやいなや、会場は

拍手でさながら割れんばかり。ようやく潮が引くように静かになったと思ったら、今度は

大合唱がつづいた。

“For He's a Jolly Good Fellow"の歌で、ある。誕生パーティーで"HappyBi吋ldaytOYou" 

につづけて歌ったりするから、英語国民ならほとんどだれもが歌える歌だ…。

(三回繰り返し)For He's a Jo11y Good Fellow， 

Which nobody can deny. (三回繰り返し)

For He's a Jolly Good Fellow， 

Which nobody ean deny. 

(三回繰り返し)

We won't go home until morr由19， (三回繰り返し)

百11daylight do也 appe紅. (三回繰り返し)

We won't go home until morr由19，(三回繰り返し)

百11daylight doth appear. 

(h:tto:/ /web.u凶 let.at/toscherf/Kinder/Jol1vgood fellow.h回で聞くことがで

きる)

一番の歌詞はケインズ礼賛に、二番は連日連夜、深更までつづいた会議のシャレに、工ラ

まずしてなっている。

録音機のない時代だから、会議には大勢の速記者が張り付し 1た。参加者同士の連絡には

紙切れに書き付けたメモが使われ、それをボーイスカウトたちがホテルを走り回って届け

た。今ならメールで、すむところである。

妻リディアは心臓に爆弾を抱える夫の健康を案じ、夕食後にはケインズを自分たちの部

屋(一二九号室)に縛りつけ会議に出そうとしなかった。もっともバレーダンサーのリデ

ィアは自室でさんざん稽古をしたらしい。隣のスイートにいたへンリー・モーゲンソー米

財務長官(会議全体の議長)の妻を、それで不眠に陥れている。
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三週間続いた会議の期間中、ケインズが目をとおした書類はおよそ千種類。ロンドンの

財務省に出した長文の電報は、百通ちかくにのぼったとしづ。

たかが会議で体を悪くするとはなかなか信じられない。が本当に、体を壊して不思議で

ない会議だ、った。インドやエジプト、欧州、|の小国や、それに中固まで、がなにか米国に意見

したい場合、イギリス代表団を頼ってくる。自国の始末だけ考えていればいいのでもなか

った。

というとケインズは無私の奉仕精神で尽くしたかに聞こえる。事実そうだ、ったのだとし

ても、二大分科会の一方、 IBRDに関する会の議長を割り振られたケインズの仕事振り

には悪評ふんぷんたるものがあった。倣慢不遜だとしづ。

スキデルスキーは別の論文で、こう書いている。「その雄弁ぶりは言葉づかし吐いい知性

のきらめきといい格別なものだった。しかしアメリカ人に接するとき、あるいはアメリカ

人のことをしゃべるとき、ケインズの倣岸さ、無礼さときではこれもまた格段のものがあ

ったJ1280 

ところが事実はというと、米国の圧倒的国力を背景にしたホワイトの方が一枚上手だ、っ

た。ケインズをくだんの分科会議長としたのはホワイトである。本来最も重要な、通貨体

制を議論する分科会は自ら差配することにし、ケインズをていよく敬遠したわけで、ある。

小さな分科会はいくつも開かれ、各国代表に議長職が割り当てられはしたものの、書記

役はすべてアメリカ人であり、ホワイトの部下だ、った。全体を仕切っていたのは米国であ

り、財務次官補だったホワイトだ、ったので、ある。

128 Robert Skidelsky， "Keynes and the United States" in Wm. Roger lρuis， ed.， Adventures with Britannia: 
Personalities， Politics and Culture in Britain (Au到n，TX: Unive巾tyofTexas Press， 1996) p. 194 
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「マネー敗戦」の屈辱味わった英国とケインズ

ブレトン・ウッズ会議に関して今なお真に驚くべきことは、事前の準備が米国において、

「真珠湾」とほぼ同時に始まっていた一事である。当時の日本人には想像を絶する事実で

あっただ、ろう。

一九四一(昭和一六)年の一二月、日本は緒戦の戦果に沸き返っていた。三年八カ月先、

惨めな敗北に見舞われようとは、当時日本の誰もが予見していなかった。

それに対して、へンリー・モーゲンソー米財務長官がハリー ・デクスター・ホワイト(当

時財務省金融調査局局長)に「連合国間安定基金 (Inter-AlliedStabilization Fund) Jの青

写真を書くよう命じたのは、早くも一二月一四日。「真珠湾」からちょうど一週間が経っ

たばかりの日曜日のことだ、ったロ9。これは後に、国際通貨基金 (IMF) となる紘織であ

る。

ちなみに大事な命令が日曜日に下されることは、恐らく珍しい事態ではなかった。米国

人エリートが戦時下し、かによく働いたかに関しては、多くの証言がある。前節ではケイン

ズがブレトン・ウッズの会議中、体を壊すほど働いたことを記したけれど、これなどもデ

ィーン・アチソン(当時国務次官補、 トノレーマン政権で、国務長官)にかかると大幅に割り

ヲ|かれてしまう。

すなわちアチソンの回想録によると、「ほぼ四週間というもの会議は終日開かれ、深夜

に食い込むことさえしばしばだ、った。ケインズはこれを『全く信じ難し寸重圧と思ったよ

うだが、我々の基準で言うと別段異常なことで、はなかったJ130というのである。

会議それ自体が、対独、対日戦ともなお織烈(しれつ)を極めていたそのさ中に開かれ

たものである。つまりは四四年七月 の時点で、米英ら連合国側は勝利をあらかじめ見越し、

戦後国際金融 ・経済秩序を論じていたことになる。そのための準備に至っては、対日戦が

始まるや否や開始されていたわけである。

なぜ準備がこれほど早かったのか。そこにはすぐ後に見るように、覇権の交代を巡る大

西洋をまたいだ深刻な角逐があった。

ロ9岩本武和『ケインズと世界経済j](岩波書居、 1999年)、二四九ページ、本間雅美『世界重良行の
成立とブレトン ・ウッズ、体制j](同文館出版、 1991年)、三三ページ
130 D悶nAcheson， Present at the Creati目on:My J令arsin the State D々partment(New York， NY: w.w. Norton 
&Coづ 1969)，p. 83 
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日本にはかろうじてUボートで、伝わった

そしてこれらの進展は、短波放送の受信さえ一般には禁じられていた当時の日本で、ほ

とんど全く知られていなかった。断片的な情報に接し得たのは、日本銀行関係者などわず

かな人々に限られたようだ。これについて吉野俊彦(当時日銀)の述↑妻31によるならば…、

「終戦直前の日本室長行ベルリン駐在参事は(中略)昭和十八年三月のケインズ案、四月

のホワイト案をはじめとして、その後の国際通貨改革案論議の過程をドイツ側の情報をも

とにしつつ、しかも独自の解釈を加えて詳細な報告書にとりまとめJていた。

それを「ドイツと日本との聞を連絡する最後の手段」となったUボート(ドイツ海軍潜

水自齢に託し、日本へ向け送ったのだとしづ。

Uボートはインド洋あたりで日本側「イJ号潜水艦とでも落ち合い、書類はそこで手交

されたものか。英米主導で進む戦後構想について我が方の知る手段といっては、当てにな

らないこんな方法以外なかった。また仮に十全な情報を入手できていたところで、自陣営

の敗北を前提とする戦後プランなど、当時の知的環境の中まっとうな研究対象にできたと

は考えにくい。

彼我の聞に当時栴主した、自信や客観情勢の認識、情報量や秩序構想力などもろもろに

おけるこの圧倒的な開きをどう評したものか、適切な言葉を見つけるのはむずかしい。底

知れぬ力を秘めた相手を敵に回し、勝ち目のない戦いを、自らの置かれた状況が見えない

ままよくも戦ったものだ…。まず大方は、そんな感懐を抱くことだろう。

英冨は f二重の敗戦j を経験した

ところでこの表現が、実はそのままケインズと、当時の英国に当てはまる。我々から見

て興趣の尽きないのはまさしくこの点だ。

ケインズはいわば落日の大英帝国が喫した「マネー敗戦Jの前線指揮官であり、「敗軍

の将」だ、った。米国の覇権と正面から激突し、粉砕された一点において、英国と日本の当

時の位相は実のところ、かなりの程度重なり合っているのである。

コーデ、ル ・ハル米国務長官は日本から見れば、「ハル ・ノートJとしづ最後通牒を突き

つけた人であり、「悪玉」であろう。しかしケインズ、と彼の同時代英国人の記憶にあるハ

131 吉野俊彦『戦後金融史の思い出Jl(日本経済新聞社、 1975年)、 p.25
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ル像が、それでは好もしいものだったかといえば、事実はその反対である。

なぜならハルとは彼ら英国人にとって、大英帝国に引導を渡した男にほかならなし、から

だ。しかも時を選ぶによりにもよって、英国がナチス・ドイツに対し自由と民主主義の孤

塁を守り、戦いをつづけて疲弊の極みに達した機をとらえ、その力の剥奪に乗り出したと

し1う1交滑な策士である。

日本は、ハルと米国の力にこそ敗れたかもしれない。しかし英国は、 ドイツに飢車新泉上

まで追い詰められ、国力を費消しつくしたうえ、頼りとして面を向けた米国に、残る力の

大半を奪われた。その意味で、「二重の敗戦Jを忍んだとすらいえる。耐えがたきを耐え、

忍びがたきを忍んだと、彼らも言いたし¥かもしれない。

日本は戦後、八0年代に、再び米国の金融覇権に対し挑戦するかにみえた。しかし初め

は八五年「プラザ合意J以後の円高によって、後には自身がっくりだしたパブ、ルを整理し

損ねた結果として、戦わずして敗れた感がある。

九0年代、日本自身の「マネー敗戦」が言挙げされる時代となり、米国との関係におい

て、 日本は再びケインズ時代の英国と似た立場に立ったのだ、と見られなくはない。とすれ

ばケインズとブレトン ・ウッズの行きがかりを振り返る試みに、やはり同時代性が出てこ

ようというものである。

武器を精一杯高く貸し付けた

米国がし1ち早く戦後通貨 ・経済秩序の構想、に取り組めたのは、何も米国指導者の眼力が

人一倍遠くを見通せるものだ、ったからなのではない。背後には、米国の覇権確立を狙うに

千載寸置の好機がきたとする判断があった。

それは英国を潰そうとする明白な動機に駆られたものだったことを、第一に指摘しなけ

ればならない。

「英国を潰すj と語弊を省みず述べたのは、米国が解体しようと狙っていたのは大英帝

国の閉鎖的貿易システムであり、それが本当に解体された暁、「英帝国の経済的な武装解

除J132に等しいものとなるのが必定だったからである。

しかもその方法たるや、まさしく懐に入ってきた窮鳥を締め上げる体(てしすのものだ

った。対独戦を戦わせるため必要不可欠な武器を現物貸与するかわり、恩に着せる形で、

132 田所 ~rアメリカJ を超えたドル』、三五ページ
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英国が持っていた特権を剥奪しようとするものだ、ったからである。

英国が孤立無援となった四O年の状況を見て、同年の選挙で当選したローズベルト大統

領が打ち出した「武器貸与法」には、米国の「父祖の国」を助ける名分の裏に、大英帝国

の支配構造を地上から一掃しようとする不動の意思が含まれていた。

I Lend-Le出eActJ とし 1って、貸す代わりに借りるのであること、その両者が相殺関係

にあることが米国民に一目で分かるようにした国法律が、四一年の三月米国連邦議会を通

過した。名前からすぐには察せられないが、これが武器貸与法である。

当時の米国では、大西洋無着陸横断飛行 u翼よ、あれがパリの火だJ)で名を馳せたチ

ャールズ・リンドパーグを急先鋒として、対外不介入 ・孤立主義者の勢力が強かった。ロ

ーズ、ベノレトは全米向け炉辺放送で「隣家が火事ならホースを貸す。鎮火したら返してもら

うJというたとえ話を持ち出している134。対外不介入勢力の手前、「貸すJのであると、

あくまで、も強調する必要があったので、あろう。

下院に提出された武器貸与法の法律番号は、わざわざ選んで「一七七六」号としている

明。言うまでもなくアメリカ合衆国独立・建国の年号だ。かつての宗主国を助けてやる法

律に、こうしづ番号を与え面当てをやりたがるところが米国にはたしかにある。本書冒頭

ちかくで、糊監ミズーリの投錨地が、ペリー按督が黒船のため選んだ場所と同じだったと

記したのを思い出される読者もあるだろう。

武器貸与法は今日米国人の学ぶ歴史において、同盟国英国に対し取った寛大な援助策と

して描かれる。また、英国にほぼ青天井の援助を約した結果、米国は事実としてドイツと

交戦状態に入ったと説明する場合もある。この稿で依拠している戦日寺外交を扱った大学学

部生向け教科書頃を見ても、記述はそんな調子だ。

[焼け太りj 狙った米国

しかし「隣家の火事」とし¥うローズベルトが使った比輸を受け誇張を恐れず言うならば、

米国は明らかに「焼け太り」となるのを狙っていた。

133レンド、リースはすぐ後に見るように、2間合を貸す(レンドする)のと引き換えに、英国が持つ西大西消毎軍

基地を借りる(リースする)のと対になってしも。そこからこの名前がきた。日本で明確になされることの少ない
この点の指摘を、筆者はフ、ルッキングズ研究所の長老、リンカーン・ゴードン氏に負う。
134 RobertA. Divine， The Reluctant Belligerent 2ed: American Enηmω WorldWar 17(NewYorkラNY:
Newbery Award Records， Inc.， 1979)， p. 109 
135 Divine， The Reluctant Belligerent 2ed， p. 110 
136 Divine，刀leReluctant Belligerent 2ed 
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武器貸与法が考案される端緒とは、英国首相チャーチルが米国に対し、五0'"六O隻の

駆逐艦を貸し与えてくれ(レンドしてくれ)るよう頼んだところからきている。独Uボー

トの攻撃から英国商船隊を守るためだ。

当時外相としてチャーチルに仕えたアンソニー・イーデンの回想によると、米国は当初、

代償として英国領西インド諸島全部を寄越せと求めた。それが通らぬとなると、「英国が

ヒトラーに支配された場合、英国の残存艦隊は北米海域に移動する」のを条件として持ち

出した。

英国の士気にかかわるとチャーチルはこの後者もはねのけたが、四一年三月、米国で武

器貸与法が成立したのにやや遅れ、英国はニューファウンドランド島、パミューダ諸島、

ならびに西インド諸島における基地使用権(リース権)をすっかり米国に譲り渡している

切。これ以来大西洋の制海権は、米国が握ることになり今日に至る。

しかしこれすらも、米国から見て本丸で、はなかった。それでは米国は、何を狙っていた

のだろう。節を改めて、ケインズが「ハノレ氏の狂気じみた提案Jと呼んだ内容を検討して

みよう。

137 以上三段落は、次のサイトから。 httpプルww.spartacus.schoolnet.co.uk/2v-..明flendle出 e.h加
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四 ケインズはナチス愚展、ホワイトは共産党シンパ

ここで主人公たちのプロフィールを、もう少し彫りの深いものにしておくことにしよう。

前節でわれわれが「敗軍の将」と呼んだケインズの場合、大層なドイツ最贋(びいき)

だ、ったことが知られている。

ダンケルクから屈辱の撤退(一九四O年五~六月)をして以来、欧州大陸はヒトラーの

手に落ちていた。 ドイツ空軍にロンドンを焼かれ、海軍には輸送路を寸断され、四一年六

月に独ソ戦が始まるまでの英国は孤立無援、飢五締泉上をさまよっていた。絶望的な状況に

ありながら、ケインズがそれでもドイツ最展だ、ったとは、にわかに信じられない話であろ

つ。

ドイツとの戦いで、最も損害を被りながらも耐えたのは、英国人である。そしてその事

実は対米関係において正当に反映されるべきである一一。ブレトン・ウッズへと連なる一

連の交渉へ臨むに際し、ケインズがこういう考えを堅持していたポとなれば、奇異の念は

いよし¥よ強まる。

けれどもフランス人嫌いの反動として、ドイツ人を憎からず思う心性が、一般に英国人

にはある。幼いころケインズにはドイツ人の乳母がついていた。そんな原体験も無視でき

ない。加えて生まれたときから切っても切れない関係にあったケンブリッジ大学の関係者

には、実をいうとドイツのゲ、ツチンゲ、ン大学に対する抜きがたい劣等意識があったという

139。

このあたり、われわれにはあまりうかがい知ることのできない、英独聞の親和力を思わ

せる。

戦前、英国以外の国にあるすべての都市のうちどこよりも英国的だ、った街は、オースト

ラリアのメルボルンなど、で、なくドイツのハンブルグだ、ったと、オランダ人の文芸批評家イ

アン ・ブ/レーマは書いている。ヨットクラブに競罵場があるこの街では、子供にイギリス

風の名をつけ英国の寄宿学校へ送るとし¥う慣習が、富裕階級の聞に広くみられたものらし

し11400

ヒトラー自身、常に英国との「ノルデ、イツク(北方)J同盟を希求し、彼の第三帝国で

138 Skidelsky， John Maynard Keynes: Fightingfor Britain 1937-1946， p. 338 

139 Skidelsky，“K叩 1esand the United States"， in Adventures with Britannia， p. 186 

140 1an Buruma， Voltaire:S Coconuts 01' Anglomania in Europeμndon， UK.: Phoenixヲ2000)，p. 15 
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は、ゲーテやシラーより、シェークスピアがより多く好んで上演されたという驚くべき実

態もあった叩。

このような文化的背景に置いてみた場合、ケインズが戦後経済再建策のヒ ントを当初ナ

チス・ドイツの構想から得たという事情も、さほど突飛には感じられなくなる。これはっ

とにスキデルスキーなどが指摘し、わが国で、は岩本武和氏が近著叫で、強調した点である。

ケインズはナチス提案に賛成した

一九四O年七月二五日、パリにいたナチス ・ドイツの経済相ヴァルター・フンク (Wal由er

F国1k)は「欧州|経済新秩序j と題して演説、ここにおいて、第二次世界大戦終結後をに

らんだ経済秩序に関する最初の提案がドイツによってなされた。

欧州全域に固定相場制度を確立させ、中央決済機関をベルリンに置くとしづ構想、である。

「ベルリン」を 「ロンドン」と読み替え、固定相場制度なるものを「ポンドを主体とし

た」としづ限定っきのものとするなら、これはケインズにとって、わが意を得たりといえ

る提案だ、った明。

当時のケインズには、放怒(ほうし)な資本移動こそが、大恐慌後の経済混乱に輪をか

けたとする認識があった。アンチ自由放任の考え方である。

そしてフンク提案にある「決済機関」とは、国同士の商取引の最終収支尻が持ち込まれ、

ネッティング(相殺決済)される場のことである。すなわち民間主体個々がばらばらに、

外国為替市場を通じた為替取引によって決済するので、なく、公的当局同士による、集中振

替決済とし、う方法が想定されている。

国内市場に例を求めるなら、手形の集中決済所という、通常は中央銀行によってまかな

われている機能に似ている。ケインズは、まさしくそのような意味での世界的中央銀行が

必要だと考え、決済通貨として「バンコーノレJなるものまで想定していた。ただしこの点

は、ホワイト案とケインズ案を比較する後の行文で再び触れることとしよう。

それでも一点だけ補足しておくならば、上に述べた意味における「クリアリング(清算)J

機関の提案は、現代に意外な形態をとってよみがえっている。一九九七~九九年にかけて

141 B町 uma， Voltaire s Coconuts， p. 70 

142岩本『ケインズと世界経済』、その第七章

1 ~ 3 前掲書、 p.219
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起きたアジア金融危機が短期資本の激しい流出入を一つの原因としていた事実を踏まえ、

マハティール・マレーシア首相(当時)の提案したものがそれだ。

ムスリム諸国という同志的信頼の持てる国同士で清算協定を結び合い、貿易取引の最終

収支尻を、金(ゴールド)によってなそうとするアイデアである。実物としての金でなく、

ノくーチヤルな金 (re-goldJまたは re-dinarJ)を、実物と一意対応する形で作り出し、そ

れを決済通貨とする仕組みが想定されている。実現性はともかく、ドノレ体制からの離脱を

志向する提案としては革新性を失わない。

ケインズに戻ろう。

国際取引の自由放任主義に対する深刻な懐疑に加え、当時の彼には、米国の経済運営に

対して抱いた不信の念があった。

「ただ口先だけで金本位制を維持していた最後の国〔米国〕で金の非貨幣化が行なわれ

たのであり、黄金の仔牛に代わってドル本位制が祭壇の上に安置されたJ1判

とする、有名な対米批判がケインズにはある。世界に対して流動性を供給すべき立場に

あった米国が、流入しつづける金を「不胎化Jし、信用拡張の任を果たさなかった-ーそ

の結果世界経済をデフレーションに陥れた一一ことへの批判である。

このような轍を踏まないため、いったいどうすれば世界はドルに振り回されないで済む

かを、ケインズは考えた。

「英国の平和(パックス・ブリタニカ)Jを譲るまいとする帝国主義的心性にかけて、

ケインズ、は人後に落ちなかったという問。 ドノレ支配から総じて自由、しかも英国に世界経

済運営の責任が重くのしかかることもないというシステムこそが、ケインズの理想とする

ものだ、った。

リトアニア移民のユダヤ人は露点共産主義者

もちろんそんなムシのよい構想は、米国によってもろくも打ち砕かれる。

ここで、ケインズのライバルについて見ておく必要がある。ドイツ最買のイギリス人を

打ち負かしたアメリカ人はというと、こちらはソ連最買の、隠札共産主義者にほかならな

かった。

l判ケインズ「貨幣改革論J(中内恒夫訳)、宮崎義一・伊藤光晴編『ケインズ・ハロッド~ (中公パ

ックス世界の名著69、中央公論社、 1980年)所収、二九一ー二九二ページ

145 Skidelsky， "Keynes and the United States"， in Adventures VIノithBritannia， p. 186 
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ジョン・メイナード・ケインズとハリー ・デクスター・ホワイトの聞に共通点を見出す

のは難しい。強いて挙げるなら両者とも倣岸な性格で、あったこと、時として鼻持ちならな

いほど横柄で、攻撃的な態度を示したことくらいだろう。

一方が経済学の歴史に残る大学者ならば、他方はその単なる読み手にすぎない。ケイン

ズは細身の長身、鼻にかかったいかにも貴族的な発音の英語を駆使したのだ、とすると、ホ

ワイトは小太りの短躯。七人兄弟の末っ子で、米国移民二世である。英国風のエリート主

義には、生来反発を感じていた前。

ホワイトは一八九二年、ボストンで生まれた。日本の歴史でいえば、日清戦争が始まる

二年前である。

両親が、帝政ロシアにおけるユダヤ人迫害を逃れリトアニアから米国へ移り住んだのは、

そのわずか七年前のこと開。ホワイト自身、ヨーロッパの古さに対し生理的反発を抱きつ

つ成長したに違いない。

ちなみにホワイトの上司だったモーゲ、ンソー財務長官もユダヤ人だ、が、当時米国の高級

リゾートホテルは、ユダヤ人の逗留を拒む場合が少なくなかった(食事の禁忌を理由とし

たものか)。泊まれるところを探して行き当たったのが、ブレトン・ウッズにあったワシ

ントン山ホテルだ、ったとの説がある時80

それはともかく二六歳のとき結婚した相手の女性もロ、ンア人だ、ったというホワイトには、

帝政ロシアを倒した共産党政権こそは、理想に近づこうとする政体だと見なす信仰があっ

たようだ。ハーバード大学で終身教授となれずウィスコンシン州の小さな大学べ移った前

l“Skidelsky， John Maynard Keynes: F.留htingforBritain 1937-1946， p. 240 

147 Ibid. 

148 田所 Wiアメリカ」を超えたわレ』、四五ページ。ところで夏のワシントンは酷暑と湿気で有名

である。「ワシントンで、だ、けはJ会議を開かないでくれと、ケインズはホワイトに懇請した。だ、っ

たら「メーン州かニューハンフシャー州で探せJとモーゲンソーは言い、ブレトン ・ウッズが選ば

れた (Skidelsky，John Maynard Keynes: Fi留htingforBrit，αin 1937-1946， p. 339)。

ホテル側で、は夏休みの繁|亡期まで、と期限を区切って貸したもので、七月二一日には出なければな

らない約束だった(品id.)。また一九四四年は大統領選挙の年である。ローズベルト民主党政権に

は、ブレトン ・ウッズを選挙の好材料としたい思惑があった。

六月後半に会議を開いたのでは、折から予定されていた共和党大会と時期的に重複し、メディア

の関心を得られないと考えたモーゲンソーにとって、会議を開けたタイミングは唯一、七月上中旬

だけだ、った。 同月二O日にはローズベルトを大統領候補に再指名する民主党大会が予定されており、

それまでに会議を妥結させておけば、外交の勝利として宣伝できると考えたからである(田所Wiア
メリカJを超えたりレ』、 四五ページ)。
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後には、ロシア語を学び、ソ連の中央計画経済体制(ゴスプラン)について研究した形跡

がある149
0

そして事実、米国共産党の地下札織に政府機密文書を流すスパイ活動をしていた。だか

らホワイトの場合、戦後し、わゆるマッカーシイズムと赤狩りが全米を覆う空気の中で、過

大なストレスからであろう、心臓を傷めてしまう。原因は別でも、ブレトン ・ウッズ、で、雌

雄を争ったケインズとホワイトは、ともに心臓病で戦後間もなく死んでしまった。

ケインズが亡くなったのは一九四六年。ホワイトはまだ玉O代半ばの若さだ、ったが、そ

の二年後の四八年に後を追った。死んだのは同年の八月。議会下院の非米活動委員会で、

厳しい質問を潜り抜けた直後のことである。

その委員会で「もっとも執劫にホワイトに質問を繰り返したのが、二三年後の一九七一

年にド、ルと金の交換を停止してブレトン・ウッズ、体制を葬り去ることで通貨外交の歴史に

もその名を刻むことになる若き日のリチヤード ・ニクソンで、あったのは、単なる偶然にし

ても歴史の因縁で、あったj と、田所昌幸氏は指摘している巧0。

アンクノレサムはジョン ・ブノレを栓致殺害した

少しのつもりがずいぶんと回り道をしてしまった。前節の最後に述べた通り、ケインズ

が「ノVレ氏の狂気じみた提案 (theluna甘cproposals of Mr. H叫l)Jと呼んだものは何かに

ついて、検討しようとしていた。

それは一言にして言うならば、英国が受け取った「ノVレ・ノートJだったといえる。

日本の受け取った「ノVレ・ノートJ(四一年一一月二六日発出)が、中国・インドシナ

から 日本の軍隊・ 警察力の全面撤退を求めるなど、大日本帝国の対外権益を一挙に剥奪し

ようとするものだ、ったとするならば、英国が受け取ったそれは、当時の英国で「アンクル

サムがジョン ・ブルを連れ出して殺す計画J151と見なされた。

大英帝国が築いた交易システムを、破壊し尽くそうとするものだ、ったからだ。

ここから先、具体的な内容の検討には、再び節を改めるほかない。ただし問題意識だけ

はここで再言しておこう。

149 Skidelsky， John Maynard Keynes: Fightingfor Britain 1937-1946， p. 240 

150田所 wrアメリカJを超えたドル』、 p.68

151 本間『世界重良行の成立とブレトン・ウッズ体制』、一四九ページ
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それは第一に、米国の戦争目的が経済的動機によって強く貫かれていたことを確認する

ことである。

この文脈では、英国と日本は前にも述べた通り、米国に対して同じ位相に立っている。

ともに、帝国主義的交易システムを奪われ、米国が対日「ノVレ・ノート」で明言した「領

土 ・主権の不可侵、内政不干渉、通商上の機会均等、国際紡争の平和的解決j を原則とす

る世界に組み込まれたからだ。

第二に、それと不即不離な形で、ド、ルが基軸通貨の座に押し上げられた経緯を確かめて

おくことだ。

以上の二つは、それぞれ英米聞における武器貸与の取り決めと、国際通貨基金 (1MF) 

の協定において、具体的な条文となって結実した。

この点は着目に値する。

複数通貨のうちある通貨が多数取引主体から選好され、決済や支払い準備の機能を提供

する唯一の通貨(基軸通貨)となる過程は、自然淘汰のそれであるかに思われがちである。

ビデオテープ規格の場合に、市場参加者の選択が集積し、「ベータマックスJが捨てら

れ iVHSJが選ばれたのと同じように、一つの通貨が基軸通貨となる過程とは、 defacto

な、すなわち「事実としてのJ選択の結果であるかにみられることが多い。

けれどもことド、ルがさ辞由通貨となった過程に関する限り、事態はそのように、「自然的」

推移を辿ったので、はなかった。会議の結果生まれた条文によってdejureに、すなわち初

めから確固たる法源に裏打ちされて、基軸通貨ドルは誕生したのである。

米国が第二次世界大戦に託した少なくとも一つの目的は、これを権力的に実現するとこ

ろにあった。そしてブレトン ・ウッズがその舞台となったことは、いまさら繰り返すまで

もない。
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五英国の覇権が終わった日

先に本章の課題として、ブレトン・ウ ッズ交渉に臨んだ英米の主張と構想を、ケインズ、

ホワイト双方の言い分をトレースしながら振り返っておきたいと述べた。また国際通貨基

金 (1MF) と世界重良行 (1B RD=国際復興開発室良行)がどんな働きをするものとして

考えられていたのか、制度の原点を振り返っておきたいとも記しておいた。

だが以上の課題をこなすには、一九四四年夏を振り返るだけでは不十分である。英国が

米国に対し「マネー敗戦」を喫するに至った事情を知るには、そしてケインズが、退潮著

しい祖国の栄光を守ろうと最後の抵抗をどのように示し、あえなく挫折したかを知るため

にも、米英対立の根因を三O年代初めにさかのぼって見ておく必要がある。

三0年代初頭とはし 1うまでもなく、大恐慌のさなか、主な国々がブロック経済確立へ向

け動いた時期である。

欧州、|の対米輸出は二九年の一三億ド、ル強からわずか三年後の三二年、三億九000万ド

ルに縮小し、米国の対欧輸出も同期間、二三億ドノレ強だ、ったものが七億八000万ドルへ

激減した。二九~三四年の問、世界貿易額全体は六六パーセントも縮小している巧20

スムート・ホーリ一対オタワ・ システム

こうした事態を招いたのは、米国におけるスムート・ホーリ一関税システム

(Sm∞t -Hawley Tariff Act，一九三O年)と、英連邦 ・植民地諸国を対象としてつくられ

た帝国特恵関税システム=オタワ協定システム(三二年)にほかならなかった。

一ーといういきさつを、われわれは一般常識として知っている。そしてこの場合、英国

と米国は、互いの政策について阿昨(あうん)の呼吸のもと、承認 ・納得づくで、あったか

の印象を、無意識のうちに抱いてはこなかっただろうか。

持てる者がブロックをっくり、持たざる者、つまり日本などは排斥・差別されたという

被害意識から歴史を見れば、米英はあたかも同類で、あったかに見えて不思議はない。事実

そう考えたからこそ、日本はそれへの反発として南方進出や円ブロック圏成立へ向け動き、

ひいては対米英戦争へつながる路線にはまり込んでいったのだった。

しかし現実の米英は、およそ一枚岩などで、はなかった。緩やかな利益共同体ですらなく、

152 httpプiwww.s包te.gov/r/pa/ho.泊nelidl17606.htm
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ワシントンとロンドンの聞にくすぶっていたのは、一つのあからさまな敵対感情である。

三二年、オタワ会議153でつくられた体制によって、大英帝国は「情緒の帝国 (anempire

of sentiment) Jから「通商政治同盟 (acommercial and poli世calunion) Jへ脱皮した154と

いわれる。以来大西洋の両岸をはさんで、貿易戦争、通貨切り下げ戦争は蛾烈に戦われて

いた。

切り下げられたポンドによって輸出競争力を増した英国製品は、ついに米国の裏庭とい

うべき中南米諸国に市場を拡大した明。ここで留意すべきは、ワシントンから見た場合、

中南米市場に侵入する外勢として、英国とドイツは同列に見えたということである。

前節で青虫れた国家聞の貿易収支尻を相殺決済する清算同盟は、とりわけドイツがその拡

大に熱心で、あって、三四年九月末、ナチス ・ドイツの経済相シヤハトは「為替清算協定の

集大成Jとなる「新計画」を発表している断。

かつ、その延長上に、ナチス ・ドイツは中南米諸国と同種の協定を結んでいった。 ドル

決済網に対する露骨な挑戦で、あったということができ、米国はこれに脅威を感じたという。

米国には r1 B RDJ構想、に先立ち「米州銀行構想Jのあったことが知られているが、

「米州釘子構想Jは、このようにして浸透してくるマルク決済システムから、中南米ドル

圏を防衛する目的を帯びたものだ、ったといわれる巧九

一方スキデルスキーが言うように、「一九二0年代から三0年代を通じて続いた経済面

での競合は、米英両国関係を冷たいものにしていた。三0年代も半ばとなると、大恐慌以

来の雇用問題を解決する一助として、米国人の目は貿易の拡大に向けられるようになる。

ところがそこで自の前に立ちふさがっていたのが、英国の帝国特恵関税システムで、あって、

そのおかげで米国製品は差別されていた」ポ。

例えば米国製タバコ、米国製自動車は、高率関税のおかげで、英国市場へ入っていけない。

これらに憤憩を抱き、オタワ協定を「米国の通商に深傷をおわせるものJ159と見なし、大

153 同年七月二一日~八月二O日、カナダのオタワで開かれ「オタワ協定Jをもたら した。英国が

呼びかけ参加したのは、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、南アフリカ、アイルランド
(以上「自治領J) とインド、南ローデ、シアの植民地協定加盟国間相互の関税を低くし、域外製

品に対する関税を高くするのが骨子。
154 Skidelsky， John Maynard Keynes: Fightingfor Britain 1937-1946， p. 187 
155 Ibid 

156 岩本『ケインズと世界経済~ p.二二三ページ
157岩本前掲書二二三ページ
158 Skidelsky， John Maynard Keynes: Fightingfor Britain 1937-1946， p. 92 
159品以， p. 188 (a grievous injury to US commerce) 
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いに反発していた者こそはノVレ国務長官で、ある。

「気質として、説教師的Jな、徹底的自由貿易主義者だったハルの自伝を読んだスキデ

ルスキーは、「ヒトラーが犯した最大の罪は、まるで、通商面で、のそれだ、ったと、ハルは言

いたげである。しかも英国が犯した罪たるや、それ以上に極悪だと言わぬばかりである」

160との印象をもったという。ノVレの人物描写として興味深い。

三四年、ハルの指導力によって生まれた互恵通商協定法は、関税に関する交渉権を議会

から大統領に付託するものだ、った。以来米国はこれを武器とし、外国政府に関税ヲ|き下げ

を迫ってし¥く。

これこそは今日、大統領に通商交渉の権限を与える「ファストトラック(ブ'/シュ現政

権となってトレード ・プロモーション・オソリティーと呼ぶようになった)Jとして生き

残っている制度の原型にほかならない。

日本が対米貿易摩擦において米国に幾度となくこの伝家の宝刀をちらつかされ、窮地に

立たされたことはなお記憶に新しい。ところがその元来の目的とは、英国を追い詰めると

ころにあった。

このようないきさつだ、ったので、欧州、|で戦争が起き、英国が孤立すると、米国はこれを

千載寸置の好機ととらえたわけである。その場合、困窮した英国を支える武器貸与協定は、

英国から特権を剥奪するため十二分に生かすべきテコであり、格好の武器であると見なさ

れた。

すなわち米国には、進行中の戦争に託した経済目的があった。財務省の場合それは英国

の金とドノレ準備を我が物にしようとする野心であり、ハルが率いる国務省の場合は、帝国

特恵関税システムを破壊することだった血。

それにひきかえ、英国では首相のチャーチル自身が、経済的関心を全く持たない人物だ

った。明確な目的を持つ者、持たない者の差たるや、じき決定的になってし 1く1620

ケインズがつきつけられたらvレ・ノートj

米国から英国へ武器を貸与する協定を結ぶに際し、「考慮、事項j として示された文章を

見て、ケインズは「ハノレ氏の狂気じみた提案jだと声を荒げたのだ、った。四一年七月二八

lω Op.cit. 
161 昂idp. 126 

162 Ibid p. 126， p. 137 
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日のことである。

それはもし守るなら、オタワ協定でできた特恵関税システムを、こと米国商品に限つて

は無効とせざるを得ないものだ、った。また通貨の自由な切り下げを許さない内容を含んで

おり、経済運営の自主権すら剥奪されかねないと予想された。しかも守らない限り、米国

から英国への武器貸与は実現しない。まさしく最後通牒というべきもので、英国が突きつ

けられた 「ノVレ・ノー ト」であると呼びたいゆえんである。

仮に英国が米国製品を全く輸入していなかったのなら、「ハノレ ・ノートj の必然性は理

解できなくはない。事実はといえば、英国の外貨準備は対米輸入代金支払いのため急速に

減少しつつあった。 三九年末五億四五00万ポンド、あった英国の外貨準備は、 年二億ポン

ドのペースで減少していたという 163。

英国が支払い準備に不足するなら、巡洋艦を何隻か南アフリカにやり、金(ゴールド)

をごっそり持ってくればいいとする意見さえ、当時の米国にはあったとしづ 1640 r同盟国J

に対する態度とは考えにく い、仮借のないものである。

ケインズがどう批判しようと、米英の力の差にはし 1かんともしがたいものがあった。「ハ

ノレ ・ノートJは結局、ほぼそのままの形で米英 「相互援助協定J第七条向に反映される。

この協定が締結された四二年二月二三日こそは、米国が英国の通商覇権を力ずくでもぎ取

った日と して、記憶されるに値するだろう。

尚 昆id.p. 93 

1ω Ibid. p. 102 

165原文を掲げておく。 下線部が、とりわけ問題となる個所。

ARTICLEVll 

In the白laldetermination of the bene自tsto be provided to白eUnited States of America by the Government of 
the United K.ingdom in re加rnfor aid fumished underthe Act ofCongress ofMarch 11， 1941，出etermsand 
conditioos thereof shall be such出 notto burden cornmerce between the two coun出es‘butto oromote 
mutuallv advanta史郎us民 onomicrelations betw田nthem and the betterment ofwor1d-wide economic relatioos. 
To出atend， they shal1 include provision for agreed action by the United States of America and the United 
K.ingdom， open to participation by all other countries of like mind， directed to the expansion， by appropriate 
intemational and domestic measures， of production， emplo戸nent， and the exchange and consumption of g∞ds， 
which are the matβria1 foundations ofthe liberty and welfare of all peoples; to the elirnination of all forms of 
discriminatorv tr回加lentin intemational commerl印‘ andto出ereduction of包ri:ffsand 0白er回 debarriers;釦 4
in genera1， to the attainment of all the economic objectives set forth in the Joint Declaration made on August 14， 
1941， bythe President ofthe United States of America and the Prime Minister ofthe United K.ingdom. 

At an early convenient date， conversations sha11 be begun between the two Governments with a view to 
determining， in the li酔tof goveming economic conditions，出ebest means of attaining the above 由 ted
o切削vesby their own agr田 daction and of seeking the agreed action of other like-minded Govemments. 
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それからブレトン・ウッズ会議へと推移するうち、ホワイト、ケインズの両者が幾度も

改稿した戦後金融体制論の詳細を追うことは、ここでは避けたい。あまりにも煩墳になる

からである。

ただし両者の提案を素描する前に、二点補足しておきたい。

ケインズが、ホワイトの案文を初めて見たのは四二年七月のことだ、った。ホワイトの未

定稿は、このとき二つのノレートを辿ってケインズのもとに届いている。うち一つのルート

が、たまたま当時米国にいたサー ・フレデリ ック ・リース=ロスを通じてのものだ、った。

見覚えのある名前ではなかろうか。三五年一一月、中国で銀廃貨の「幣制改革」を実施し

た人物として、以前の章に現れたことのある人だ。

第二に、いざ会議がブレトン・ウッズ、で、始まり IMF、IBRD設立の方向が固まると、

ケインズはその少なくともいずれか、できれば両方の本部を、ロンドンへ置くよう強く訴

えたとしづ 166。けれども結果としては、一顧だにされなかった。

というのも、たびたび述べてきているように、英国の金融・通商覇権をこの際完全に破

壊しようとする狙し1が米国にはあったからで、ある。

ポンド経済圏が、 ド、ノレで、換骨奪胎された

ケインズが英国案として四三年四月発表した「国際清算同盟」案は、その直後ホワイト

が発表した「連合国国際安定基金J案に結局敗れてしまう。ブレトン ・ウッズ会議におい

てIMF協定は、米国案を骨子として結ぼれることになった。

基軸通貨交代のド、ラマに引き付けられる限りにおいて、双方の意味合いをさらっておく

こととしよう。

英国案は前に触れたとおり、世界の手形集中決済所のようなものをつくろうとするもの

だ、った。各国公的当局の持ち込む収支尻を相殺させあう場所である。その際の決済通貨と

して、パンコーノレ均なる新通貨を創設することが予定されていた。

ここで一時的な残高不足の場合、加盟国は当座貸越(オーバードラフト)を受けること

ができるとされていた。つまりこの「清算同盟(クリアリンクマユニオン)Jは、信用創造

機能をもっ銀行とまったく同じになる。ケインズの考えていたのが世界の中央委良行だ、った

l“Skidelsky， John M.伊1ardKeynes: Fightingfor Britain 1937-1946， p. 346 

167英語のbank(銀行)に、フランス語のor(金)を組み合わせた造語。岩本『ケインズと世界経

済』二二九ページ

132 



と、しばしばいわれるゆえんだ。

かといって、彼が高遁(こうまし¥)な理想を追求していたかに思うのは早計である。

天才の相貌は常に多面的で、あって、ケインズの場合、百戦錬磨の交渉者としての顔があ

ったことを忘れてはならない。提案の趣旨も、日本におけるケインズ研究の泰斗、伊藤光

晴が言うとおり、「アメリカに対してイギリスの利益を一方的におし出しているJ168もの

だ、った。その意味で、露骨に利己的なものだ、ったからだ。

英国は外貨準備の払底に悩み、戦後対外赤字をつづ、けてし 1かねばならないことが容易に

予見されていたけれども、ケインズ案による限り、「金、外債〔としづ外貨準備〕なしで、

つまりバンコール預金の創設で、ある程度の輸入を続けることができるJ169。

パンコール口座を開くのに、元手はいらない。新設機関は、加盟国から出資金の拠出を

求めないものとなる。それなら米国の抜きん出た経済力は反映されず、つまりは英国の退

勢も映し出すものとならない。

一一それがケインズ提案のうまみで、あったが、ブレトン ・ウッズ、会議で、つくられること

になった国際通貨基金(IMF)は、およそ似ても似つかないものとなった。

ホワイト案を基礎とする IMFは何よりも、拠出に基づく機関である。出資割当額は、

戦前の貿易額を基礎として算定することを求めたケインズの「最後の抵抗」を入れず、各

国の金保有高、国民所得額を基準とすることになった。

出資割当額は投票権の大小につながる。米国の覇権を反映するものとなったわけで、ケ

インズと英国は、完膚なきまで敗北したわけである。

また当時の大問題は、ポンド、決済圏m各国にだ、ぶついたポンド残高をどう始末するかで

あった。そのことの詳しい理解は当面の行文上必要がないけれど、ホワイト案が次のよう

な方法で問題解決を目指していたmことは看過することができない。

それは IMFに、ポンドの債権債務関係をワークアウト(建て直し)する役割を務めさ

せるものだ、った。いま英国とインドを考えてみると、英国はインドに対しポンド建て債務

168伊藤光晴「ケインズの思想と理論」、中公パックス世界の名著69巻『ケインズ、ハロッドj(中

央公論社、 1980年)九三ページ

169 同前九四ページ

170英国が金本位制を再倒見した後、ポンドと自国通貨をベッグする国が自然発生的に現れ事実上の

ポンド圏をなした。英国を宗主国とする各国のほかアルゼ、ンチン、ポルトガル、スカンジナピア各

国のほか、わが日本も含まれていた(岩本『ケインズと世界経済』二八0ページ)。

川岩本前掲書、二八九ページ
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を、インドは英国にポンド、建て債権を持っている。一時に取り立てられたのでは、英国が

破産することが目に見えている。

この場合、英国にとって必要なのは、短期債務を長期化する (し 1まふうに言うならデッ

ト・デット ・スワップ)ことだ。他方債権者サイドにとって望ましいのは、減価しつづけ

る通貨の債権を、安定した価値を持つ通貨にスワップすることである。

そこで基金は英国とインドの間に介入し、インドからポンド建て・英国向け債権を買い

上げ、代価をド、ルで、支払う。英国はインドに対する債務(短期)から解放され、代わりに、

基金向け債務(長期)を負うことになる。

このように見た場合、関係者は「三方一両得」であるかのようだ。ケインズもそう思っ

て喜んだらしし ¥172。ところが既に気づかれたとおり、この仕組みにはポンドの膨大な流通

量をそっくりドルに入れ替えてしまうマジックが隠されていた。ケインズともあろうもの

が、内包された重大な意味合いに、本当に気づ、かなかったのだ、ろうか。

インドはこの仕組みを利用することによって自動的にポンド経済圏を南倒見し、次の瞬間

ドル圏へ入る。新たに手にしたド、ルは新規購買力で、はあろうけれど、その商品購入先は、

ド、ルで、ある以上当然にも米国へ向かう。

つまりこの仕組みこそは、英国に救いの手を述べるように見せながら、ポンド経済圏を

ド、ルで、換骨奪胎しようとするものにほかならなかった。本章で何度か述べてきたように、

ポンドからド、ルへの基軸通貨の交代は、「自然に」起きたのではない。米国が周到な仕掛

けをして「奪取Jしたものである。 ド、ル基軸通貨体制は、権力的につくられた。その際の

「敵」、英国は打ち負かされ、米国は戦争目的の一つを達成したのである。

基軸通貨が交替した日

ジョン ・ブルはなるほどアンクルサムに、喜んで連れ出され、そして殺された。

米国が戦争目的とした「固定為替相場制、通商の拡大、自由で公正な貿易体制Jは、ブ

レトン ・ウッズ、体制を導く原理となった。

ポンドからドルに、基軸通貨が移動した日には明確な日付がある。それはブレトン ・ウ

ツズ、会議が「ワシントン山ホテルjで始まって 1週間経ったばかりの、一九四四年七月八

日のこと。

172 同前
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IMF協定草案「第四条第一項」に、ある改正が加えられた。英米間の合意によって事

はスムーズに運び、他の参加者たちはそのことにほとんど気づきさえしなかった問。

けれどもこの改正は、ブレトン・ウッズ、体制の骨格をなした点で、最も重要なものだ、った

といえる。金との先換性を「ドノレだけにJ保証することにしたのが、この修正四条一項に

ほかならなかったからだ。

この条項によって dejureに、すなわち明確な法源に支えられた形で、 ド、ルが基軸通貨

となったことを強調したのは山本栄治(故人)である。やや長くなるが山本の著書から重

要な個所を引用しておこう 174。

「当時、スターリング・ブロックの通貨・金融 ・貿易の結びつきは強固であり、ポンド

はその基軸通貨で、あった。 ドルはその背後に巨額の金と対外投資能力をもってはいたが、

国際的信用制度としづ世界システムをもたない地域通貨にすぎなかった。「ドル本位制」

論者は基軸通貨ドノレの形成の根拠を、民間の国際取引需要から発生するワーキング・バラ

ンス論に求める。だが、基軸通貨ド、ルの民間供給メカニズ、ムは〔中略〕、アメリカ対外投

資システムが解体したまま再建されておらず、制度的に確立していなかった。

つまり、ド、ルは民間の対外投資、貿易金融どちらのルートからも、ポンドと交替して直

ちにグ、ローパルな国際通貨に発展するといった展望はもてなかったので、ある。

基軸通貨ドルが形成されていったのは、 IMF協定が明記した統一的な固定相場制を維

持するために各国が金平価ではなくドル平価を選択し、ドノレを介入通貨・準備通貨として

使用したからである。つまり、固定相場制こそがド、ルが地域通貨からグローバルな国際通

貨へと発展する最も重要なノレートで、あった。

基軸通貨ド、ルの形成は、「ドル本位制j論者が主張するように、民間レベルで、の国際取

号|から上向していったので、はなく、ドル平価維持のため通貨当局が介入するといった公的

レベノレから下向して民間レベルで、の国際取引へ波及していったのだ、と考えられる。その意

味において、 IMF協定は第二次大戦後のアメリカによる金独占と英米間の力関係の逆転

の下で、ポンドからド、ルへの基軸通貨の交替を制度的に先取りするもので、あったと言えよ

うJ(改行を増やしてある)

ここで山本は、 ドルはそのままでは、スターリング・ポンド(英ポンドをこう呼ぶ場合

173 Skidelsky，JohnMaynard Keynes: Fightingfor Britain 1937-1946， p. 361 

174 山本栄治『基軸通貨の交替とド、ル ・「ド、/レ本位帝!JJ研究序説J(有斐閣、 1988年)一五一ページ
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がある)に取って代わって基軸通貨になれなかったと言っている。基軸通貨の交代は「下

から」、つまり市場メカニズ、ムにそった自然の流れとして実現したものでなく、「上からj、

制度によって強制的に実現させられたものであるとする。

それを実現したものが IMF協定第四条一項だったので、あり、新しい基軸通貨はリゾー

トホテルのフロアで生み出されたのだ、った。
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六 ほとんど 「戦死」だ、ったケインズ

イギリス経済の戦後の苦痛は、まだケインズを解放しなかった。一九四五年八月一四日、

日本の無条件降伏が伝えられた。と同時に、アメリカは武器貸与法にもとづく援助をすべ

て中止した。大西洋上、イギリスに向かいつつある食糧にも、直ちにこれが適用された。

イギリスは、アメリカからの借款なしには食糧その他の支払ができず、破産しなければ

ならなかった。戦争の勝利は、同時にイギリス経済の石皮綻で、あった。やむなくケインズは、

九月、アメリカに渡り、借款の交渉にあたり、三カ月かかって三七億玉000万ドルの借

款を得てイギリスに帰る。

そして四六年三月、アメリカでの国際通貨基金と世界重艮行の倉Ij立総会にイギリス代表と

して出席してアメリカと渡りあい、アメリカの自己中心的態度に失望しながらイギリスに

帰り、帰国後間もなくの一九四六年四月二一日、サセックス州テイルトンのかれの山荘で

心臓麻症で倒れた。六二歳で、あった明。

以上、伊東光晴からの引用はケインズの最期を述べて過不足がない。それでもあえて二

点付け加えることにしよう。

第一に、基金と銀行の本部を物理的にどこへ置くかは、この期に及んでなお英米間対立

の焦点をなす案件だ、った。

どちらかまたは両方をロンドンへ置くことに、ケインズは初め執着した。これがほとん

ど一顧だにくれられなかった事情は先に述べた。いずれの機関とも米国に置かねばならな

いとする米政府の主張を受け入れたケインズが、次に抵抗線としたのは「ワシントンでな

く、ニューヨーク」に置くべしとするものだ、った析。

ケインズ案によれば基金とは、限定的与信機能を持つ決済機構で、あって、それ以上のも

のではない。つまり技術的・非政治的柄主だから、米国国家意思の僕(しもベ)とならな

い意味合いを明示するため(世界銀行ともども)非政治的都市に本拠が置かれるべきだ、っ

た。米国案によってで、きた青写真はずいぶん違ったものとなったが、ケインズは依然、ニ

ューヨークを主張したわけである。

175伊藤光晴「ケインズの思想と理論」、中公パックス世界の名著 69 巻『ケインズ、ハロッド~ (中

央公論社、 1980年)九五ページ、適宜改行を加えてある。
176 Skidelsky， John Maynard Keynes: Fig，加:ngforBritain 1937-1946， pp. 465-466 
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それに対して米国はあくまでワシントンに両方を置くよう主張、しかも旭織・人員とも

重量級の機関とする路線を打ち出した。結局はこれが通り、ケインズ、の努力は再び水泡に

帰した。

第二に、ケインズが最後に書こうとしていた論文は、そのタイトノレを「ドルは希少とな

るか (Willthe Dollar Be Scarce?) Jとし 1った1力。ここにはケインズが、ブレトン ・ウッズ

体制に当初から随伴していた問題をいち早くつかんでいたことが表れている。それは本稿

の第一章第二節、「戦後史最大の事件 ・ニクソンショックjを扱ったところで略説した「ト

リフィン ・ジレンマ」とかかわる問題である。

次節以降ではまずブレトン・ウッズ体制はどうして崩壊したかを改めて考える。日米の

少壮学者が打ち出した斬新な解釈をそれぞれ織り込みながら、ニクソンショックに至る過

程を改めてふりかえっておきたい。それは日本が米国の正面に登場するはるか以前、ドイ

ツと米国の間でどんなつばぜり合いが繰り広げられていたかを明らかにするものとなる

だろう。

次に IMF、世界銀行の今日的役割との関連で、「ワシントン・コンセンサス」としづ

一連の経済イデオロギ一体系を紹介してこの章を閉じることにしよう。

それはともかくケインズの最期はほとんど戦死だ、ったというほかない。軽い心臓発作を

起こすことはブレトン・ウッズ会議の最中既にあった。 IMF、世委艮創立集会に参列した

あとに乗った鉄道列車で、大きな発作に見舞われ、食堂車に寝かされたこともあった1780

激務が災いしたのは疑う余地がなかった。その都度ほとんど奇跡的に回復を見せたけれ

ど、不帰の人となった瞬間はまったく痛みを覚えなかったようだ。

英国の戦後はみじめだった

本章では米国を軸にして太平洋の西側と大西洋の東側からワシントンを眺めてみた場

合、日本と英国が置かれた立場は意外に近かったことを示そうとしてきた。帝国主義の権

益を奪われるか大幅に弱体化され、ともに「マネー敗戦」を被った。

戦後は米国の力なしに立ち行かなかった点も、日英で共通している。そしてそのことは、

177 Ibid， p. 459 
178 Ibid， p. 468 
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ロンドンと東京で著されたそれぞれの「経済白書」にみられる、偶然とはいえない類縁性

に表れている。

わが国で俗に経済白書と呼ばれる政府年次経済報告は、最初の原型を「経済実相報告書」

といい、一九四七年七月四日刊行された。敗戦祖国の惨状を畳み掛ける名調子でしるし、

「国の財政も、重要企業も、国民の家計も、いずれも赤字」明と述べた同書を執筆したの

は、当時まだ三O代前半だった大来佐武郎(故人)とハーバード仕込みの経済学者都留重

人だ、った。

大来の回想によれば、「その年(一九四七年)の二月…私が外務事務官をやめて浪人し

たころ、イギリスのアトリー労働党内閣が『エコノミック・サーベイ』を発表した。これ

がイギリス政府の最初の『経済白書』である。私はさっそくこれを手に入れて読んだ。そ

こには経済情勢全般の分析と必要な政策の概要、予算編成の基本姿勢などが詳細に報告さ

れていた。『日本でもこういう仕事ができないものか』と思ったJ180 

筆者(谷口)の手元にあるのは一九四八年版EconomicSurveyである。大来が参照した

「サーベイJの、恐らくは一年後に出された白書だ。それなら事態は、英国においてなん

ら改善の方向に向かっていなかったことがよけし¥明らかとなる。四八年版「サーベイ」は

冒頭、次の事実を包み隠さず述べているからだ。引用しておくことにしよう。

「一九四八年において予測が難しい要因の中で最たるものは、米国が欧州復興計画に沿

って援助を実施するかどうかである。また実施されるとして、どんな形でかJ

「本書は英国が今の消費レベルを続ける限り、年央までに金とドソレの準備高が危険な水

準まで低下することを示している。…仮に米国からの援助がなかったとすると、既に極め

て低水準の消費をし 1っそう切り詰めなければならなくなる。今のレベルを維持するためだ、

けでも米国の援助が必要不可欠であるj 出

米国に助けを求めることが全編を貫く基調となっている。率直といえばきわめて率直で

ある。そうしたトーンも、「実相報告書」にそのまま採用された感がある。

179経済安定本部(旧経済企画庁の前身)W経済実相報告書(附経済緊空止す策)j]一九四七年七月四

日(大蔵省印刷局一九七O年一一月写真複製版)五ページ
180大来佐武郎『東奔西走 ・私の履歴書j](日本経済新聞社、 1981年)七八ページ
181 Economic Surveyfor 1948 (London， UK:，日sM司esty'sStationery 0缶ce)p. 3 
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七銀行学派vs通貨学派

米国での難しい交渉と長い船旅を終え英国に降り立ったケインズと、取り巻いた新聞記

者の間で交わされたというやり取りが今に伝えられている。

「ケインズさん、あんたは英国を、アメリカの四九番目の州にしちゃったってもっぱら

の噂です。ほんとなんですか」

アラスカ、ハワイが連邦入りし州となるのは一九五九年のことだから、当時のイギリス

が合衆国に組み入れられるとしたら 「四九番目」の什!となる計算である。ケインズは聞か

れてあっさり、こう答えたそうだ。

「ああ、そうしづ幸運には恵まれないねJ182 

一一ずいぶんと皮肉がきいている。確かにケインズが存命中の米国経済は戦争で、かえっ

て「焼け太りJし、巨額の貿易黒字を半永久的に続けるのではなし 1かと思えるほど、その

強さを誇っていた。

しかしブレトン・ウッズ体制が築いた金ドル本位制の失墜する時は、だれもが予想しな

かったほど早く訪れた。一九七一年まで、四半世紀余り「も」もったと言うことはできょ

うが、制度の欠陥はっとに五0年代以来、取りざたされていた。また制度が崩壊してから

の時間は、既に三O年を超えているわけである。

この点に関して、「し1ずれぷ断定は避けられなかった。ブレトン ・ウッズ、体制には基本的

な制度上の欠陥があったからだJと見るのが、少なくとも今日まで世界の学界において通

説となっている。

ところがこれに対して異を唱え、し、わゆる「制度上の欠陥Jにもかかわらず、ブレトン ・

ウッズ型のシステムは長続きさせられたし、これからもさせられるとする注目すべき説を

唱える日本人の学者がいる。これだけでは論争のどこに新味があるのかわからないだろう

から、本節では以下、 両説のいうところを概観しておきたい。

なぜならこの議論には、一九九0年代末~二000年代初頭の日本で金融の「量的緩和」

政策がその是非を巡って論じられた折見られたのと、極めてよく似た問題対立の構図が表

れているからだ。その意味で今日的関心をひくからである。また同じ議論は、将来ドルに

182 d∞. Ing. Jan 1叫 DrSc.，“AMessage合omlρrdKe戸1esofTilton"， BIATEC， No. 4， 2002 (Bratislavaヲ

Slovak.ia， National Bank of Slovak.ia) p. 21 
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代わる基軸通貨を供給する国(例えば日本つ)が現れた場合、その国は「赤字を続けるべ

きか」という問いとなって、再びやかましく論じられるだろうからである。

トリフィンのジレンマ ・再考

ここで改めて取り上げる必要があるのは、俗に「トリフィン・ジレンマ」と称される問

題である。標準的教科書でどう説明されているかは脚注に譲る183とし、一言をもって要約

するなら、それは次のようにし、うことができるものだ。

「基軸通貨は基軸通貨国の国際収支赤字によってのみ外国人に供給され、その国際収支

赤字は型由通貨の信認を低下させるから、基軸通貨の供給量(対外供給残高)拡大と儒忍

維持とは両立しえなし¥J184 

ドル来氏幣を刷ることは世界経済の規模拡大のため欠かせないが、刷れば刷るほど赤字の

「垂れ流し」になって、 ド、ルの信認、に疑問がつくという話である。「善意の篤志家(アメ

リカ)が自らの首を絞めているJといった、ある種の擬人的イメージをよびおこす説だ。

基軸通貨国にひとたびなってしまうと、自国通貨でモノを買うことのできる特権(シニ

ョレッジ)を手にするかわり、国際収支を黒字にすることが道義的に難しくなる、という

説へも発展し得る。さりとて今日の米国のように累増する赤字を出し続けていては、再び

ド、ルの信認問題が持ち上がってくる。

圏内金融問題に置き換えた場合、これは「マネーはし¥かにして作られるかJとしづ問題

とよく似ていることに気づかれないだろうか。

183 ポーノレ・クルーグマン(とモーリス・オブストフェルド)の教科書 (PaulR. Krugman and Maurice 

Obstfeld， Intemational Economics:百1的 ryand Policy， Second Edition， (New York， NY.: Harper<ごollins

Publishers， 1991)p. 535)は次のように述べている(翻訳は筆者)

一九六O年に出てよく読まれた本の中で、イエール大学経済学者のロパート・トリフィンはブレ

トン・ウッズ、体制が内包していた根本的問題に関心を喚起した。すなわち「信認問題」と呼ばれる

ものである。 トリフィンが同書を著した当時、米国のドソレ準備は、米国が外国中央委艮行に対し負っ

ていたドル債務を上回っていた。しかしトリフィンが気づいたように、各国中銀の準備通貨需要は

時とともに増加し、そのドル準備総額は、やがては米国の金準備をしのいでしまう。

米国は中銀が持ち込むドノレlこ対し一オンス三五ド、ルの平価で、金に交換することを約束していた

わけだが、中銀がすべてしりせいに金ド、ル交換を求めてきた場合、もはや交換の義務を満たせなく

なってしまう。

信認問題が生まれるのは、ここからである。 ドノレが「金と同じくらい価値がある」と思えなくな

った中銀は、それ以上ド、ルをためることを望まなくなる。手持ちのド、ルを金にかえ、システムを潰

してしまうかもしれないのである。

1 84 松井均『銀行原理と国際通貨システム~ (勤草書房、 2002年)、三二ページ
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二000年前後、日本国内でデフレが進行しつつあったとき、デフレは「マネタリーな

現象」であるとして185、大方のエコノミストがマネーの総量を増やす政策を取るべきだと

主張した。

そこから先の議論が分かれた。信用創造のタネ銭(ベースマ不一、ノ¥イパワード、マネー)

を供給するのは中央銀行だから、日銀が主体的にマネーを増やすべきであり、また増やす

ことができるとする説(民間エコノミストの大半)と、企業など民間経済主体の経済行為

によってマネーが増えるので、あって、重艮行セクターはそれに受身で応じるに過ぎないとす

る説(銀行・日銀エコノミストの多く)とに、学派は二分された。

結局経済学的にはなんら決着がつかぬまま、実態として日銀当座預金にれがし 1わゆる

ベースマネーとして、信用創造のタネ銭になるものとされる)残高に目標を置く「量的緩

和J政策が選ばれ、長く続くこととなったのは周知のとおりである。

そして国際通貨論の文脈に置き換えると、いったい基軸通貨国は、主体的にマネーを供

給する立場なのか(金などタネ銭の供給による樹原的発行)、それとも世界経済活動の反

映として決済需要をまかなうため出動する(短期貸付けによる派生的発行)受動的柄主な

のか、あるいはまた、せっせと赤字を出し、基軸通貨をばらまく国であるほかないのか、

という問いになる。

こうした議論の相似性に気づいた数少ない学者の一人が、民問委l&1子勤務を経て学界に転

身した松井均氏(東京国際大学耕受)だ、った。小島清、村野孝といった斯界の大御所(ト

リフィンの主著『金とドノレの卸幾』の共訳者)を相手に批判を試みる松井氏の業績は、い

ずれも論争的で、読んでいて飽きさせることがなし1860

その松井氏によれば、 トリフィン以来信じられてきた「流動性ジレンマ論」とは「誤謬

(ごびゅう)の学説J187にほかならない。「第二次大戦後の米国に国際収支節度から逸脱

する絶好の理論的口実を与え、今日なお多くの研究者が国際通貨問題の本質および解決方

向を見誤る原因となっている点で、流動性ジレンマ論の弊害は極めて大きかったJ188と、

手厳しい批判の対象となる。

185マネーの量によって左右される問題であるとして、ということ。

186 同前書

187 同前書、一四0ページ

188 同前書、一六六ページ。赤字はまるで利他行為とみなされるから、ということだろう。
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通説を真っ向批判する松井均氏

「たとえば小島氏は、基軸通貨米ド、ルが米国の経常収支赤字のみによって世界に供給さ

れ、しかもそれが基軸通貨制なかんずく単一基軸通貨制の制度的必然で、あったと考えてお

られる…。これは、国内金融にたとえて言うならば、『国内で最も大手の市中銀行が毎期

の損益計算書において営業赤字を記録しなければ預金通貨は市中に供給されA尋なし寸と主

張するに等ししリ(強調は原著者)189 

このようにして批判される小島説を含む通説とは基軸通貨の「タレ流し発行J説という

べきもので、市中安艮行の比輸を用いる松井氏の語法に従うと、

「市中銀行が従業員に給与として預金通貨を支払ったり、自ら営業用に消費した電気や

電話・テレックスサービスの代金支払いとして電力会社や電信電話会社に預金通貨を与え

たり、株式・不動産の購入代金として相手に預金通貨を支払ったりすることをさす。これ

と同様、基軸通貨のタレ流し発行とは、基軸通貨国の居住者が自ら正味で、行なった輸入の

代金支払し 1や対外利子支払いや非流動世海外資産購入の代金支払いとして、つまり基礎収

支赤字の代金支払いとして、基軸通貨を他の国々の居住者に与えることであるJ(強調は

原著者)190ということになる。

学説史上「通貨学派Jとしてくくられるこれらの考え方に対し、松井氏が依拠する「銀

行学派」とは、「近代的な金融市場における通貨発行の一般的・典型的な順序としては、『ま

ず預金通貨が発行され、その後で現針重貨(ハイパワード ・マネー)が発行される』ので

あり、その逆ではなし¥J191としづ立場をとる。

持ち込まれた手形が長良行によって割りヲ|かれ、持ち込み企業の預金口座に融資相当残高

が増えたとき、預金通貨は作られるので、あって、教科書が言うように、中央委尉子によるベ

ースマネーの創造からトッフ。ダウンで作られるものでない、としづ立場だ。

この立場を国際通貨論に及ぼした場合、基軸通貨国は、ちょうど流動性(決済資金)を

供給する市中重良行と同じように、短期融資や貿易信用供与によって、世界経済の成長に必

要な成長通貨を十分供給することができる。基軸通貨国自体は、重艮行が営業黒字を稼ぎ続

189 同前書、一五六ページ

l卯同前書、一五五ページ

191 同前書、一四八ページ。なおこの立場は重良行実務者から圧倒的支持を受けるものの、金融論の

標準的教科書によって鰐見し続けられているものである。経済学にどれほど満足な合意が少なし 1か

を典型的に示す事例の一つだ。
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けていられるのと同様、「経常収支および基礎収支」に赤字を計上しなければならない必

然性はどこにもない、ということになる。

「短期資本収支」の動態こそが、十分な基軸通貨を供給できているかどうかに関して問

題となるので、あって、経常収支とか、直接投資などからなる長期資本収支、ならびに経常

収支に長期資本収支を加えた基礎収支192が、必ずいつも「赤字でなくてはならなしリわけ

ではないというわけだ。

松井氏自身の結論的定言を引用すると「基軸通貨制とりわけ単一基軸通貨制で、あっても、

基軸通貨国が国際収支節度を守り、…基礎収支を均衡ないし黒字に保ち、派生的発行(短

期貸付け)によって基軸通貨を対外側合すれば、盛由通貨の官邸時と対外供給量拡大と

は両立可能であり、ジレンマが生ずべき必然性は存在しなしリ 1930

ドイツを守ってドイツに取られる

通説を攻撃する新説とはまことに歯切れのよいもので、松井氏の議論もその例に漏れな

し10

松井氏の論法は単純化して言えば、銀行のバランスシートを見る眼をもって基軸通貨国

を見ようとするものである。「マネタリーJな視覚に限って物事を見ようとするもので、

その限りまことに切れ味がいい。「室畏行学派J自体のもつ魅力といってよい。

この立場に立てば、基軸通貨国の国際収支赤字は必然でない。むしろ黒字を稼ぎながら

でも、短期貸し付けなどの経路を活用することで世界に流動性を供給できることになる。

けれども松井説に大いに触発されたらしい新進の山本美樹子氏がそれでも指摘せざる

を得ず湖、また Fr叩 cisJ. Ga吋n (テキサス大学オースティン校LB]スクール准教授)

もその出世作で当然のように述べている明通り、ブレトン・ウッズ、体制の持続性について、

マネタリーな説明で尽くそうとすることには限界がある。

一国が対外不均衡を拡大させたとしても、雇用を悪化させるような引き締め策は民主制

192 1基礎収支」とし¥う項目自体は、今日の国際収支統計には荷主しない。秦忠夫、本田敬吉『国

際金融のしくみ~ (有斐閣、 1996年)、七八ページ参照。
193松井『銀行原理と国際通貨システム』一五九ページ
194 山本美樹子「基弄由通貨体制のサステイナビリティと単一通貨制度」、嘉治佐保子、細川範之ほか

編『経済学の進路・地球日寺代の経済分析~ (慶謄義動て学出版会、 2004年)所収、一六三ページ
195 Francis 1. Gavin， Gold， Dollars， and Power: The Politics oflntemational Monetary Relations， 1958-1971 
(ChapeI HiII， NC.: The University ofNorth Carolina Press， 2004)， p. 21 
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国家において取りにくい。解決策は得てして選挙民に受けのよい通貨の切り下げか、保護

主義的な輸入制限措置となりやすい。

ブレトン・ウッズ制度が生み出した固定為替制度、金ドノレ本位制度が崩れざるを得なか

った真因はここにある。松井氏のいう「国際収支節度」は、残念ながら来illJ織化された労働

者が大量に存在する園、政体では、手Ijかなくなりやすい。

すなわち本質はまたしても、経済問題であるのと同等またはそれ以上に、(この場合雇

用という)政治問題だ、った。

松井説に立つ限り、米国は基礎収支を健全に維持しながら大し吋こ重尉子機能を発揮するこ

とによって、世界に成長・決済通貨を供給する基軸通貨国としての責任を果たせたかもし

れないとしづ見解に導かれる。ニクソンショックは、避けられたかもしれない。

しかしこれはあくまでも机上の仮説に過ぎない。実社会で政策を生み出すのは経済理論

でなく、世論とその動向に敏感な政治家である。そして「銀行学派J的立場からみてどん

なに偏向していたのだとしても、流動性ジレンマ論は当時の米国指導者たちの間で、広く信

じられていた。

それどころか、米国の国際収支赤字ゅの原因を米軍の過剰散開に求め、「ドル防衛か、

西側陣営防衛かJとする二者択一型の議論さえあった。米国が赤字を垂れ流さざるを得な

い原因は、ソ連の脅威から西側を守るため利他的軍事出費を5齢、られているからだと、こ

の議論は主張する。

ここにおいて、本書第一章に記した点が想起される。コナリー財務長官(当時)が七一

年五月二八日、全米造艮行家協会がドイツ・ミュンへンで開いた国際カンファレンスに出て

なしたとしづ発言内容を、本書では柏木雄介財務官(同)を引きながら「最近の通貨不安

はヨーロッパの非協力が原因で、ある。そんな国々を守る義務を米国は持たない。場合によ

っては欧州駐留米軍の引き揚げも考えるJというものだ、ったことを述べた。

こうした脅しは、ニクソンショックの直前になっていきなり持ち出されたものではなか

ったわけである。ド、ルの拡散と米軍の散開を同列視する見方は、アイゼンハワ一政権以来

間国際収支赤字といっても、どの赤字を指すのか、経常収支なのか基礎収支なのか、取り方によ

って意味合いは一変し得る。そこをあえてぼかしたままにする知的怠慢が、「流動性ジレンマ」論

者の通弊だと松井氏は論難する。しかし政策を決めるのは細部に関する知識に乏しい世論と、その

圧力を受けた政治家だとしづ本文中の立場に立つ限り、このあたりの議論を厳密にすることに大き

な意味は認めにくい。
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米国の中に脈々と維持されていた。その点を明確に示してみせたのが、 FrancisJ. Gavin 

の大きな功績である。

守ってやっているドイツにむしり取られているとする被害者意識で、あって、米国がこれ

では、 ドイツも早々にマノレクの切り上げに動かざるを得なかったわけだ。

日本には長い間、自分たちの失敗に終わった円切り上げ引き伸ばし策との比較において、

早めに切り上げた(一九六一年と六九年) ドイツの判断を英断として称える雰囲気があっ

た。ほめるのは別段無害とはいえ、これはまったく無邪気に過ぎ、る評価だ、ったといえよう。
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八 ニクソンショックは、やはり完壁に予測可能だ、った

本書は最初の章で、ニクソンショックを戦後最大の事件で、あったと位置づけ、日本では誰

もがこれを予測できず、あたかも青天の露震(へきれき)であるかに受けとめた事実に対

し疑問を投げておいた。

ニクソンによる一九七一年夏の決断とは、本当に何の前触れもないまま、予測すること

が困難な「ショックJとして現れたものだ、ったのかという問いである。

新しく公開された政府文書・資料を博捜してフランシス・ガピンがまとめた研究によれ

ば、それはやはり、「およそ誰をも驚かせるようなシロモノで、はなかったJ197としづ結論

になるようである。

そう言えるのはどうしてかという問いに答えようとしたのがガピンの研究であるから、

詳しくは原書に当たってもらうほかない。だが明らかにされ、強調されているのは、米国

の前途に重くのしかかっていた(と少なくとも米国人指導者が考えた)次のような「問題

の連鎖Jである。

米国悩ませた f需題の連鎖J

国際収支が赤字を続ける→外国、殊にドイツやフランスに、余剰ド、ルがたまる→これを

金に両替しろと言われれば、米国は拒むことができない→米国の金保有量は減り続け、悪

循環をもたらす。

すなわち金の裏打ちを失い、価値の下落したドルを手放そうとする動機が高まる→米国

の金は一層流出する→ド、ルの投げ売り動機がさらに強まる、とし 1う悪循環である。

流れを食い止めるには国際収支の悪化という根因を是正しなければならない→ドイツ

に置いた米軍の六個師団こそは金食い虫で、あって、それを撤収すれば国際収支は黒字に転

じる→だがもし欧州から米軍が撤退すれば、ドイツが核武装に踏み切るのを果たして止め

られるだろうか。ドイツの核化とは、先の大戦による成果を空無化する事態で、なんとし

ても避けなければならない…。

このような出口のない思考の堂々巡りに、アイゼンハワ一、ケネデ、イ、ジョンソンの各

大統領は例外なく取りつかれていた。一一これはまったく新しい歴史の解釈で、あって、著

197 Gavin， Gold， Dollars. and Power， p. 185， p. 188 
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者自身の意識しているとおり 198、米国内外の通説を震捕させるに足る。

例えばアイゼ、ンハワ一政権期は、米国が隔絶した経済力を享受しつつ、他方ではやがて

深刻化する社会の亀裂がまだ目立たない「凪(なぎ)Jの時期としてとらえられてきた。

明るい色彩によって描かれることが少なくなかった。

画家ノーマン・ロックウェルの描いた豊かで幸福なアメリカがそこにあったと、長らく

思われてきた時代である。

しかしそれがソ連を相手とする核戦争の生々しい恐怖によって縛られ、いくつもの諜報

機関を生んだ時期で、あって、「準戦時体制Ji軍事ケインズ主義」明の時代でもあったこと

を、最近の研究は明らかにしつつある。

ガピンの業績は、同じ米国の不安を経済運営、特に国際収支管理の側面から活写したも

ので、われわれはここに描き出された焦慮し、苦悩してもがく米国の姿に驚かざるを得な

し可。

正面に立ちはだかるのがソ連としづ強敵だとすれば、ド、ルの拡散(金に対する請求権の

拡散)と金の流出を招来する国際収支の悪化としづ問題は、常に陰画のように米国指導者

の背中にへばりっき、悩ませ続ける問題だ、った。ケネディはそれで「パラノイドjになり

200、ジョンソンは「最大の問題といったら、ベトナム以外では国際収支J201だ、と言ってい

る。

経済だけから見る者に見えず、政治史や、国際関係からしか見なかった者にもつかむこ

とができなかった、問題の轄鞍(ふくそう)がここにとらえられている。国際収支の悪化

とドイツ核化の恐怖とは、一見何の関係もなし1かに思える。しかし大統領たちの思考回路

の中で、両者は不即不離だ、った。為政者から見えただろう問題群をなるべく忠実に再現し

ようとしたところに、着眼の妙がある。

金の代わりにウラニウム?

ともあれブレトン・ウッズ以来、 ドルのみに金との交換性を与えたところから、すべて

198 Ibid.， pp. 197-202 

199 古矢旬『アメリカニズム ・ 「普遍国家j のナショナリズム~ (東京大学出版会、 2002年)二三二

ページ。同書の「反共主義Jを扱った章を参照百戦後米国をつくった見えざる手は、実はソ連だ、っ
たとし、う知見が説得的に述べられている。
2∞Gavin， Gold， Dollars， and Power， p. 94 
201 Ibid.， p. 117 
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の問題は発生した。これがあるばかりに、米国はいつ誰が、 ドルを金と交換しろと言って

くるか脅え続けていなければならない。

ここで金に対するドル平価を切り下げる選択は、米国の敗北宣言となるゆえにできなか

った。のみならず、それは世界的な通貨切り下げ競争を招き、通商の途絶から、一九三0

年代型の恐慌、ファッショ化路線の再来に至ると信じられていた。これも半世紀近くを経

た今、過剰な反応だ、ったと言うのはやさしい。が、大恐慌世代に属する大統領たちは心か

らそう信じていたというのである2020

残された中で最も根底的な解決策とは、 ドノレと金の交換を停止し、固定相場制を廃止し

てしまうことである。言うまでもなくニクソン大統領が一九七一年八月に宣告した道だ。

ところが次のような事実を、われわれは今日に至るまで知らずにきた。

金の流出がドルの信認を揺るがすことに関しては、早くもアイゼ、ンハワ一大統領が悩ん

でいた。アイゼンハワーは「金のかわりにウラニウムを準備資産とする」アイデアを述べ

たことがあるという 203。

またケネデ、ィ政権当時、大統領経済諮問委員会委員長だ、ったジェームズ ・トーピン(後

にノーベル経済学賞受賞。「トーピンの qJで有名)が「ドルの金に対する平価を決めてい

るのは神様ではない。憲法でもない。いまそれを変更したからといって、世界がそれで終

わるわけではなしリと言っていた204。

下って一九六六年、ジョンソン政権のとき、連邦、制庸理事会 (FRB)の国際金高闘が

極秘裏に作った報告書に盛り込まれていた「プランXJは、米国公的筋による金の売買を

停止し、ドル平価を変動制に変えることを勧めたもので、五年後の政策を大筋で先取りし

たものだ、った205。

そして一九六八年三月一七日には、「アメリカ政府は外国の政府と中央委尉?との聞に関

しては、ートロイオンス=三五ド、ルの公定価格で、金の売買を続けるが、…金市場に金を供

給することはやめるとしづ声明J206を出し、金ドソレ交換性を完全な「フィクションJ207に

202 Ibid.， p. 174， p. 201 
203 Ibid.， p. 49 
加Ibid.，p. 98 
205 Ibid.， p. 169 

2凶吉野『円とドソレ』一五0'"'-'一五一ページ わが国でニクソンショックの到来に「ショックJを

受けず、「来るべきものが来た」と思った人が一人いたとしたら、それは同書の著者吉野俊彦氏で
あろう。当時日銀から国際交渉に度々出かけ、金価格の高騰を目の当たりにした同氏は「もはやブ
レトン・ウッズ‘通貨体制を長く続けることは無理J(前掲書一五三ページ)との印象を六八年前後
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してしまった。

一方で金ド、ル平価維持のため金市場に介入しないと言っているわけで、金の高騰=ド、ル

の暴落を放置すると言っているに等しい。そのことと、他方で掲げる公的当局間の公定レ

ート維持としづ政策とは、到底両立しなし 1からである。

とまれ、ここまでの経緯をイ丸線として、ニクソン「ショック」は現出した。ガビンが言

うとおり、それは完全に予見可能なもの、と言って言い過ぎなら、起きても決して驚くべ

きではなかったものだったわけである。

そしてこの間-0年あまりにわたって最も「痛めつけられた」と言ってよい国は、前節

の終わりで触れたとおりドイツだった。

f埋め合わせj強要されたドイツ

「オフセットJ合意というものを、ドイツは米国との間で結ばされていた。オフセット

とは埋め合わせるとしづ意味で、これは文字通り、ドイツの黒字を米国からの武器購入で

相殺するとし、う約束である。

貿易黒字を稼いでド、ルを入手するのは民間経済主体で、米国から武器を買うのは財政主

体(政府)である。理屈が通らなし 1かに見える。しかしマクロの貯蓄・投資バランス論か

らみれば、全体としての貯蓄超過(黒字)を政府セクターが貯蓄不足となることで「オフ

セット」しようとするもので、没論理とばかりも言えない。しかもこれとそっくりのロジ

ックによって、日本が後に公共投資の増加、拡張財政へ押し出されていったことは記憶に

新しい。

実際、米国からする攻撃の矛先は、ニクソンショック以前ドイツに集中し、ようやく七

O年代になって日本へ転じる。多少図式化し過ぎるきらいはあるものの、ドイツが受けた

圧力の厳しさを思えばこのように述べて間違いになるまい。また日本の場合、ひとつには

当時の神業的為替管理が奏効し、国際収支はほぼ均衡路線を続けていたことがしばらく矢

面に立たずに済んだ理由となった。黒字基調が定着するのは七0年代以降のことで、六0

年代まで日本はド、ルをあまり溜め込んではいなかった。

一一黒字分だけ必ず武器を買えといって迫られ、財政事情など持ち出し難色を示そうも

既に抱いていた。

207 Gavin， Gold， Dollars， and Power， p. 182 
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のなら、「米軍を引き上げる。それでもいいのかj と脅される一一。それが、ドイツが忍ん

だ対米関係のパターンだ、った。当然国内では不人気で、そのため失墜した政権(エアハル

ト)もある。

有名な「マーシャルフ。ランJは、 ドルを撒布(さんぷ)することによって欧州に購買力

を創出し、ひいては米国製品の販路を築こうとしたもので、必ずしも利他的なだけの政策

だ、ったので、はない。だが一般には、米国の寛容と無私の精神を象徴する援助と見なされて

いるだろう。けれどもドイツから見ると、言葉は悪いが「だから落とし前をつけろ。武器

を買えJと常々迫られる口実となっていた2080

米軍の駐留費用を負担しろ、それができないというなら、兵器を買え。間違ってもドル

を金と替えようなどと思ってはならなし ¥209…。ガピンが記録したこれら対独圧力の数々は、

し1くつかの示唆を含んで、いる。例えば日本政府は後に、米軍駐留経費の過半を「ホスト国

支援策」または「思いやり予算」として負担し続けるにいたる。

また、なぜ日本政府・日本委艮行は伝統的に金を買わなかったのか。そのため、金の準備

資産に対する比率が日本の場合極端に低いのはどうしてなのかという聞いには、こう答え

ることができそうだ。「ドイツにドル・金交換を禁じた米国の圧力に政府・日銀が恐れを

なし、考えてみようともしなかったJからである一一。

{補遺] 本田敬吉・秦忠対肩『柏木雄介の証言・戦後日本の国際金融史~ (有斐閣、一

九八八年)にはこの点に直接触れたくだりがある。それによると、一九六一年ごろ、当時

在ワシントン日本大使館に勤務していた柏木氏は米国財務省日材E当官から「最近日本は

金を買っているようだがそれは好ましいことではなしリと言われた。理由は日本が米国輸

出入室良行など公的金融機関からの借款を受け取りながら、他方で金を買うのは「アメリカ

のカネでアメリカの金を引き出すことと同じ」だというもので、それ以来「カネを借りら

れなくなるのが怖し、から金を買えなかった」。日本は結果として金保有国として発言権を

勝ち得るに至らず、「ブレトン・ウッズ、体制末期の、金とド、ルをどうするかとしづ最重要

課題の討議にも実質的に参加できなかったJのだという(同書四五ページ)

208 Ibid.， p. 33など

2ω Ibid.， p. 166 
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独仏接近からユーロの登場へ

けれども「米軍の撤収」という、冷戦下には事実上選ぶことのできなかった選択肢をテ

コとして持ち出さざるを得なかった米国の足場は、もとより磐石ではなかった。守ってや

っているはずのドイツに、頭こそ下げないにしろ、「ド‘ルを売ってくれるな」と頼み続け

なければならないというのも、理不尽な話で、はあった。

こうしづ矛盾を一気に解決したのがニクソンの政策だ、ったわけだ、が、これ以上の記述は

第一章に対する屋上屋となるのを恐れる。金とドルのくびきを断ったことで、米国は少な

くとも金の捕囚でなくなったとだけ言っておこう。黒字国一一こと もあろうに圧制や支配

から「解放」してやった当の国々ーーから、 ドル売り金買いの脅しをかけられる恐れがな

丈f主つTこ。

一方このように対独圧力をかけ続けたことは、結果としてドイツをフランスに接近させ、

独仏の和解と今日のパリ・ベルリン枢軸形成につながる路線を加速させたと思える。

ドイツに輸出で稼いだわレはあっても、敗戦国であるゆえに、政治的正統性はない。フ

ランスには当時、ド、ルもあったが、何よりド ・ゴールの旗印があった。対米独立路線の旗

手としての正統性があった。 ドイツはこれに「威を借る」ようにして接近する2100

その結果欧州の経済統合は常に独仏を軸として進められ、ついに共通通貨ユーロを生み

出すまで、に至った。今後の研究成果に待たねばならないが、アイゼンハワー以来三代の大

統領に叩かれ続けた経験はドイツに消せない記憶を残し、ドル離れへと駆り立てていった

と見てそう間違いにはならないのではないか。

米国から追い詰められたドイツは、隣国であり旧敵であるフランスとの同盟を強化する

ことに利益を見出した。「周囲に友人を持たなしリとして、日本人を批判したがるドイツ

人は少なくないが、彼ら自身の選んだ外交路線がどんな政治的打算に基づくものだ、ったか、

考えてみることは無駄ではあるまい。

最後に歴史の類推として、米国との関係において、当時のドイツ、フランスに相当する

のは、今日の日本と中国であるかもしれないと指摘しておきたい。かつての独仏がそうで

あったように、今日の日中両国は、米国に対して世界最大のドノレ債権をもっている。

日本はドイツの歩んだと似た道を選び、米国から距離を置いて、北京としづ大陸政治の

中心へすり寄ろうとするのかどうか。
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米国の当局者たちは、ド‘ル債権を対米交渉材料に使おうとして結束した独仏の例211を思

い起こしながら、あり得べき日中の接近というシナリオを想定しているだろう。

北京はといえば、アジア共通通貨としづ構想を時折観測気球のように打ち上げている。

強固な二国間関係を十]破することに利益を感じる勢力は、必ず多国間の枠組みを対置しよ

うとする。これが日本と対する時、北京の決まって選ぶ政策で、ある。

このようにアジアを舞台とする通貨のさや当ては、欧州|でそうだ、ったように、必ずや地

政学的、軍事的意味を濃厚に帯びてくることは確実である。
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九 日本と IMF.世銀体制

「私は、日本は IMF・世銀のおかげで戦後の経済運営がうまくいったと思う」と、ニ

クソンショックの当時財務官だ、った柏木雄介は書いている2120

「まず第一に、 IMF協定による固定相場制の原則に従い、わが国は一九四九年に設定

された一ドル三六O円とし 1う平価をスミソニアン会議まで一度も変更することなく守り

抜いたが、そのことが圏内経済運営の discipline(規律・引用者注)を維持する働きをし

た。

第二に、外貨不足に陥って IMFから借入をすると、政策運営の改善要求(し 1わゆるコ

ンディショナリティ)がつけられたが、それは負担というより、むしろそうした要求をつ

けてもらうことで圏内の経済運営を正しい方向に戻すことができた。

日本はずいぶん IMFのお世話になって経済成長を達成したわけであるが、そのお礼と

いうか、現在では日本は IMFに対して非常に協力的で、資金面のみならずいろいろな面

で、支援を行っている。世銀のほうもまったく同じで、世銀から金を借りることで公共投資

を進めることができた。

毎年大蔵大臣が IM F総会にいくときの仕事は、一億ドノレか二億ド、ルか世銀から金を借

りてくるということに非常に大きなウェートがかかっていた。それほど日本は外貨資金に

欠乏していた。

ところが、経済が回復し発展するに従って、一九六六年七月の東名高速道路東京一静岡

聞の建設のための日本道路公団の借り入れを最後に、日本は世銀から卒業し、今度は世銀

に金を貸して、世銀を通じて発展途上国の支援を活発化した。要するに日本は世銀に対し

てもお礼奉公するような立場になった。日本は、 IMF・世銀というこつのブレトン ・ウ

ツズ、機関をよく利用して、自らの回復と成長を図っただ、けで、なく、世界にも大いに貢献し

てきていると自負していいと思うj

ブレトン ・ウッズ機関vs霞が爵官僚

優等生の自画像といった趣のある回顧で、あって、それ自体が忘れられかけた歴史の証言

212 ブレトンウッズ、委員会日本委員会編位l世紀の国際通貨システム ・ブレトンウッズ、委員会報告』

(きんざい、 1995年2月刊) 七ページ 引用に当たって段落分けを増やした。
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となっている。

明示的にこそ述べられていないが、以上の引用に隠されたいまひとつのメッセージとは、

経済運営の衝に当たった官僚札織の優秀性に対する深し 1自信である。

コンディショナリティはじめ、課せられた拘束衣を迷惑物ととらえるのでなくむしろ逆

手に取って、マクロ経済運営を過たなかったこと。なけなしの借財を高速道路や(ここに

は触れられていないものの)新幹線といった大規模インフラ事業に投じ、経済力の基盤整

備をやりおおせたこと一一。

それらが可能だ、ったのは、献身的で無私、長期的視野を持った官僚集団があってこその

ことである。資源の配分に当たって、私(わたくし)するところの少ない公平な統治組織

があって初めて可能だ、ったので、あり、誰にでもできる話で、はなかったと、言外に言わんと

しているかに読み取れる。

実はこの直覚的な自己認識は、ブレトン・ウッズ機関が持っていた思想的偏向に対し重

要な修正を加えるものだ、った。それが本節で述べようとしていることである。

市場にはある逆説がついて回る。それは次に述べる二つの命題がはらむ緊張関係として

表すことができる。

第一に、政治権力の介入は多くの場合、市場が本来持つ自動調節機能や資源再配分機能

をゆがめがちである。機能する市場から、政治や官僚絶織はなるべく距離を置き、手を引

いておくのが望ましい。

ところが第二に市場とは、その初期において自然発生的に生まれるものではない。誰か

が育てて守り、強くしてし、かねばならないもので、あって、国家以外その任に当たるものは

ない。

以上の図式的関係において、第一の点を強調するのがブレトン ・ウッズ、機関に根深いあ

る思想的偏向で、あって、これを「ワシントン ・コンセサスJとしづ。そして第二の側面を

重視したのが、柏木の引用に見られたとおり「お礼奉公Jを始め徐々に発言力を強化して

いった日本政府だった。

以下本節ではこの対立を描写したい。それはブレトン ・ウッズ体制としづ戦勝国のつく

った戦後秩序に対し、敗戦国日本からする初めての、そして本格的な異議申し立ての試み

だった。ただし本稿全体の流れにおいてはあくまで傍系の挿話であるから、詳述は控えよ
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うと思う 2130

f/j¥dな政府J論の延長上

「ワシントン・コンセンサス」とは、し 1かにも権力的響きを持つ言葉で、ある。ケインズ

が固執したように IMFや世銀がニューヨークにあったとし、両機関の指導原理が仮に

「ウオールストリート ・コンセンサス」と呼ばれていたのだったらどうだったか。市場の

力を重視する考えだと思われこそすれ、権力づくの傾向を感じさせることは少なかったに

違いない。

ところが幸か不幸かブレトン・ウッズ、機関が双方ともワシントンにあったことから、そ

の指導車合、が「コンセンサスj と呼ばれてみると、そこに米国の意思や権力の反映を見た

くなるのは当然のなりゆきで、あった。

「ワシントン・コンセンサス」とはもともと、国際経済学者ジョン・ウィリアムソン(John

W山田nson)が一九八九年、論文の中で定式化したものだ。八0年代を通じ先進国金融機

関と IMF・世銀をともに動揺させた途上国累積債務問題との取り組みの中、「最大公約

数J(ウィリアムソン)と呼べる-0項目の政策を抽出できるとしたものである。

「金利の自由化Jや「民営化j、「規制の撤廃」とし¥った項目はどれも、上述した第一の

点、すなわち市場の自動調節機能を存分に働かせることを狙った政策だった2140 r規制撤

廃と自由化の『十戒~J 2巧である。

経済に対する政府介入を正当視した「ケインジアン ・コンセンサスj に対し、「政府介

入はなければないほどよしリと打ち出したもので、レーガン、サッチャーといった米英の

指導者が進めた)¥0年代の新保守主義イデ、オロギーを濃厚に帯びていた。

213 この点詳しくは拙稿「ワシントン・コンセンサスの呪縛 一九九0年代アジア金融の問題軸J、

中尾茂夫監修『日本経済再生の条件.~ (筑摩書房、二00三年三月)所収を参照。

214他の項目は次の通り。財政規律の確立、政府支出を、成長促進的な方向、基盤劃庸的方向に振

り向ける、税制改革、為替制度自由化、貿易の自由化、直接投資受け入れ、所有権保護制度の確立

の七項。

215谷口前掲論文、九0ページ
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-0 日本とワシントン・コンセンサスのかかわり

「規制撤廃と自由化の『十戒~J として語ることのできるワシントン・コンセンサスが、

ウィリアムソンの論文において命名・定式化されたのは、前節で、見たとおり一九八九年の

ことだった。

ベルリンの壁倒壊に象徴される東側共産陣営の瓦解と重なったこの年以来、冷戦の終駕

とし 1う事実は、その後数年の国際環境を規定してし 1く。

米国は、冷戦に勝利した「平和の配当」を求める利己主義的傾向へと転じた。イデオロ

ギ一対立にこそ勝手Jjを収めたものの経済力では衰退を続けた事実が改めて米国人自身の

注目を浴び、冷戦システムにただ乗りし果実をむさぼったとみなされた日本は、「敵Jと

は言わないまでも、正面のライバルと見られるにいたった2160

ここから一九九五年夏、円ド、ノレ為替レートがード、ノレ八O円割れの史上最高値をつけるま

での五~六年間は、省みるに日米間の経済摩擦が最も織烈を極めた時期である。

その反動として、「米国からの独立」を求める心情が強まった時期としてとらえること

もできょう。 rNOと言える日本」であるべしとした石原慎太郎217、日米安保条約の改廃

を求めた江藤淳218ら保守派の論客は、「脱米入亜Jの路線を顕揚した。小沢一郎が政治家

として「日本改造計画J219を発表、米国追随一辺倒を脱し「普通の国Jとなる道を唱えた

のも、この頃のことである。

日本経済は九O年二月初めて本格的株価崩落を見て以来、後に一四年続く停滞の入り口

へ差し掛かりつつあったけれども、中国は開放経済へ転じたばかりで日本人の視野にまだ

入ってきていない。アジアの盟主をもって、自他とも任じていられた時期でもあった。

このように、今振り返るとものの数年に過ぎないけれども、日米の再叡支、日本の自立志

向、アジアにおける競争者の不在というしてつかの傾向が重なり合ったご、く短い期間をと

216駐日米国大使としてミスター外圧の異名をとったマイケル ・アマコスト氏の著書名は当時の雰

囲気をよくとらえていた。MichaelH. Arrnacost， Friends or Rivals?: 1恥 lnsider:S Account of Us. -Japan 
Relations (New York， NY: Colwnbia University Press， 1996) 
217 盛田昭夫との共著~NO(ノー)J と言える日本一新日米関係の方策(カード)~ (カッパ・ホームス、

光文社、一九八九年)
218 江藤淳は 『日米安保で本当に日本を守れるか ・新しし、同盟は可能か，~ (PHP研究所、一九九六

年)において「日米安保体制が、過不足なく日本の国益に合致していた時代は、既に不可逆的に過

去のものとなった」と述べている。
2 19 小沢一郎『日本改造計画~ (講談社、一九九三年)
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らえて、ワシントン ・コンセンサスへの批判の矢が、東京から放たれたので、ある。

日本が放った批判の矢

まず紹介すべきは次のような問し 1かけだろう。

「…輸入自由化が性急になされた場合、経済発展を一段上に推し進めていくうえで必須

の産業は果たして育つのだろうか」

「輸出産業が育つまで、暫時国内産業を保護下に置くことは、必要ではなし¥か」

「世界銀行は金融セクターの改革に関し、あまりにも市場メカニズ、ムに重きを置きすぎ

てはいないか。優遇金利で融資を行うある種の開発室良行を持つことは、むしろ福祉を増進

する上で大切ではなし1かJ

「民営化にはそれなりの前提条件が必要で、効率一点張りはし 1かがなものかj

これらはし 1ずれも、海外経済協力基金 (OECF、現在、日本輸出入室艮行と統合し、日

本国際協力量尉子)が「オケージョナルベーノ宅一第一号」として発表した論文220から抜き出

したものである。

一見して明らかなように、市場の開放と市場メカニズ、ムの貫徹、規制の撤廃を求めたワ

シントン・コンセンサスに対し、主として性急さをとがめるとしづ形式によって、批判を

加えたものである。

今読み直すと批判の口ぶりにどこかおじけたところがある。しかしこれですら、当時は

内外の関心を大いに浴びた。およそ日米関係に関心を持つほどの米国人は、みな日本がこ

のような批判をなしたことに驚きを隠さなかったものだ。

当の日本側もこれが前代未聞の椿事となることを十二分に予想し、「世界重良行の主要な

る出資者の一員」という資格をことさらに強調することで、批判の正当性を自己弁護しよ

うとしていた2210

前節では市場と政府の緊張関係に触れ、「市場とは、その初期において自然発生的に生

まれるものではない。誰かが育てて守り、強くしてし¥かねばならないもので、あって、国家

以外その任に当たるものはなしリとしたのが、アンチ・ワシントン・コンセンサスの日本

の立場であることに言及しておいた。

11B GECRISS1Aes REiα'ted to the World Bank's Approα'ch to Structural Adjustment: Proposal拘mαMajor
P町 'lner(Tokyo，Japan: OECF， 1991) 
221 上引のペーパー副題に見られるとおりである。
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OECFペーパーは「保護行政の正当イヒ」、「政策金融の妥当性j などを強調することに

よって、この立場をより具体的に述べたものだ、ったということができる。

私するところの少ない目配りのきいた官僚機構は、経済発展の初期において必要であり、

し1きなり粗放な市場の暴力にすべてをまかせてはならなし 1一一。

といいたいわけで、言ってみればこれこそは、ワシントン ・コンセンサスに対置させる

べく持ち出された「霞が関合意Jだった。

通産省(当時)に始まりその後大蔵省(同)や厚生省(向上日本主艮行から外務省まで

中央官庁のほぼすべては、接待 ・金銭絡みの醜聞に見舞われる。エリートの無謬(むびゅ

う)神話は完膚なきまで破砕される。ペーパーはまだそんな事態が起きる以前に出された

ものだから、その意味でも歴史的な限定性を色濃く帯びたものだったといえる。

加えて指摘しておく必要があるのは以下の二点である。

世界銀行は日本からの批判を無視しなかった。当時世銀で、チーフエコノミストを務めて

いたローレンス ・サマーズ、(後、クリントン政権で財務長官)はジョゼフ・スティグリッ

ツ(後、ノーベル経済学賞受賞)ら経済学者を札織し、東アジア経済発展のパターンを精

査させた。その結果が著名な『東アジアの奇跡~ 222となってまとまった。霞が関合意は同

書において、ある程度までその正当性を承認されたといってよい。

第二には、ワシントン ・コンセンサスから再針した経済秩序をアジアで、っくり、日本円を

そこでの「基軸通貨」とするプランとも、夢ともつかぬアイデアが、この時期からの数年、

日本ではさかんに論じられたことである。

第一の点を含めたワシントン ・コンセンサスと日本との行きがかりについて、本稿では

前にも述べたとおりこれ以上深入りしない。第二の点については、本節の内容を発展させ

後に第六章「二 円の国際化と「ア太会」とし 1う柄主」で詳しく触れ直したい。

ただしこれまでの叙述から、米国の圧力に対する反発力が国際通貨体制において一つの

基調をなしてきたと言うことは許されるに違いない。

早くも戦時中、武器を貸与しながら米国が目指していたのは、英国から基軸通貨特権を

剥奪することだ、った。戦後ドイツは、米国の一貫した圧力のもと、米国製兵器を購うこと

で黒字を還流するよう迫られた。

m 世界釘子著、海外経済協力基金開発問題研究会訳『東アジアの奇跡・経済成長と政府の儲叫(東

洋経済新報社、一九九四年)
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これらの米国からする圧力が、やがて欧州、|を統一市場、共通通貨の樹立へと向かわせる

一つの力で、あったとするならば、日本も九0年代半ば、円高によって苦しめられた末、「円

圏」を作ろうとする向きへ傾いた。

そこで本書では残りのパートを用い、まずユーロの歴史性を眺めておこう。その後アジ

ア通貨圏の将来を展望し、最後にド、ル体制の将来に関し悲観的な術撒を行っておくことと

なるだろう。
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第五章ユーロ体制の将来

ーユーロ登場の意味

初めにユーロの本質を IMADJであるとしてとらえておきたい。

MADとは冷戦下の核抑止理論、「本目互確証破壊=Mu加alAssuredD自国lctiOllJを指す。

核ミサイノレによる第一撃を被り首都機能を破壊された例えば米国は、それでも北極海深

くに樹立する原子力潜水艦から発射する第二撃によって、モスクワを同様に破壊すること

ができる。すなわち相互の破壊が石信正的であることから、核は実際には使えない兵器とな

った。恐怖の均衡を指す状態をMADと呼んだのは、よくできたシニカルなシャレである。

国際通貨ユーロについて、なにゆえ核抑止のドクトリン(教義)が当てはまるというの

だろうか。

それはユーロに関する法体系の中に、「出口j が用意されていない事情による。

すなわちひとたびユーロを採用した国がどうすれば脱退できるか、明示した規定がない。

同様に、追放条項もなし1から、好ましからざる会員を追い出す手続きも定められていない

223
0 

体制選択をした場合の非可逆性一一、原状復帰はあり得ないという点こそは、ユーロに

関して最も注目すべき点である。平たく言えば、一度入れば永遠なのである。「足抜け」

することを、全く想定していない制度なのである。

直ちに予想される反論とは、しょせん人聞がつくる制度なのだから「絶対Jはあり得ま

い、例外などその気になればつくれるだろうというものである。

理屈の上では正しし¥かもしれないが、それではドイツやフランスがユーロを放棄すると

は、どのような状況を想定しての話だろうか。

例えばドイツがユーロを放棄したがっているとしづ噂が少しでもたつや否や、ユーロは

国際通貨市場で投げ売りされ、価値を暴落させるだろう。それはすなわちドル、円の暴騰

を招来するはずで、一言で言うと国際通貨システムのメルトダウンへとつながりかねない。

言い換えればシステムと無理心中するのでなければ、ユーロを捨てられない。相互の完

全なる破壊が確証されているわけだから、ユーロとはあたかも冷戦下のMADの知くだと

223 "Monetary Unionぉ ap巴nnanentcommu凶句，basedon the rule oflaw" EMU陥 tchNo. 52 (July 23， 1998， 

Frankfurt， Deutsche Bank Research) 
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言いたいわけである。

ユーロを放棄しギルダ一、リラといった元の通貨に戻すのは、既投下資金 (sunkcost) 

の大きさとの見合いで見てあまりにも釣り合わない事業となる。費用対効果の観点からし

ても、現実には取り得ない選択だろう。

しかしそのことが、ユーロ体制に「出口」が用意されなかったことのすべての理由なの

ではない。

同様に、出口を持たない手続きの体系、その意味で時間の無限|主を想定した体系がない

か探っていくと、交戦国間で戦後に取り結ぶ平和条約がそれに当たることに想到する。

平和条約にも、「出口j はない。当たり前だが、かくかくしかじかの場合において両当

事国は再び交戦状態に入るということを規定した条項は、平和条約において準備されない。

平和条約が破られる場合とは、平時が終わる時であり、システムが道連れにされるときで

ある。

実はこの隠輸に、ユーロの登場した事情が語り尽くされている。結論を言うならばユー

ロとは、 ドイツとフランスを永遠に縛り付ける制度である。

独仏恒久和平条約体制一一。それこそがユーロが体制としてもつ最も顕著な相教だ、とし1

うことは、何度強調してもしすぎることはない。
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二 ユーロで変わる欧州債券市場

一九九九年一月一日ユーロが登場して以来時間が経過する とともに、明らかになってき

たこ とがし1くつかある。事柄の重要性に準じていまそれらを摘記してみると次のようにな

るだろう。

第一に、基軸通貨の交代はし 1まもって観察されていない。

第二に、第一の系(コロラリー)として、基軸通貨が ドルからユーロへ変わるためには、

言い換えると主たる国際決済通貨がユーロとなるには、何よりもユーロによって石油を買

うことができるようにならなければならない。いま我々は「石油・ド、ノレ本位制Jと呼ぶべ

き体制に生きているからである。

ただし第三に、石油 ・ドル本位制に対してこれまでにない挑戦が加えられつつあること

も事実である。石油 ・ドル本位制なるものをどう定義すべきかを含め、次節以下へこの点

に絞った考察を挿(はさ)みたい。

第四に、ユーロに規模と範囲のメリットを持たせるため欠かせないと目された英国の加

入が、一向に実現しようとしない。

この点は英国内外の人々にとって、予想を裏切る展開だ、った。

九七年五月長年の保守党支配から政権を奪還したトニー ・ブレア率いる英労働党は、ユ

ーロ加盟を公約に掲げていた。英国景気と欧什頃気の兼ね合いなどを測りつつ、最も有利

な条件で加入することを標楊し、事前に国民投票を実施する手はずを明確にした。

しかし一体ユーロに入る日がくるのかどうか、時を経るにしたがって、むしろその日は

来ないとする懐疑論が強まりつつある。英国の動向については後にまとまった説明を補う

ことにしよう。

第五に、これらの事情にもかかわらず、国際通貨としてのユーロの地位は漸進的にせよ

向上しつつある。

その点を最もよく示すのは、ユーロ債券市場の拡大と効率化であろう。今日では米国国

債市場の規模を、ユーロのそれが凌駕したのみではない。各国国債市場を分断していた通

貨の垣根が取り払われた結果、ポルトガルの国債とフィンランドの国債を同列に比較する

ことが可能になった。

例えばアイルランド国債の場合、非居住者の保有率はユーロ導入前の九八年わずか二二
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ノそ一セントに過ぎ、なかった。ところが五年後、二00三年には七五パーセントに及んでい

る2向。フィンランド国債についても傾向は同様である。居住者の同国国債保有率はO二年

の三八パーセントがO三年には二三パーセントへ落ち、ユーロ圏外国投資家がフィンラン

ド国債を持つ率は同期間、三一パーセントから四一パーセントに増えている2250

国の数だ、けあった通貨が一つになるとは、物差しが一本になるのと閉じことである。面

倒な計算をしなければ比べることのできなかった欧州諸国間の価格比較が容易にで、きる

ようになると、それまで、見えなかった投資対象が見えるようになる。アイルランド、フィ

ンランドといった弱小国の国債市場が非居住者から流動性を呼び込み、底の深いものとな

ったのはそうした事情による。

224 MTS Group，刀zeEur，中eanGovemmenl Bond Market: A Single Market withび1iqueSegJηents (London， 

UK: Euro MTS Ltd.， 2004)， p. 47 
225品id.，p. 33 
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三米ロ「冷たい平和j の中で

前節に述べたとおり、ここでは「石油 ・ドノレ本位制」とはどのようなもので、それがし 1

まユーロとの関係でし 1かなる挑戦に面しているかを見てみたい。

いま述べた意味での「挑戦」に震源地があるならば、それはロシアのエカテリンブルグ

である。ニコライ二世とその一家が銃殺され、ロマノフ朝終駕の場所となった史実によっ

て名高い。ウラル山脈のふもと、その先はシベリアという欧州最東端の都市からドルへの

挑戦を起こした動因は、モスクワとベルリンの急椀丘だ、った。そしてキーワードは石油で

ある。

基軸通貨は還暦を迎えた

改めて振り返ってみると、一九四四年七月、米ブレトン・ウッズ、において純金一オンス

が三五ドルと定められ、外国通貨当局が持ち込むド、ルをこの比率で、金に交換することを米

国が約束した時、ド、ルは価値の標準原器になったのだ、と言える。各国通貨はそれぞれドル

との聞に事実上の固定相場を維持する仕組みとなり、ここにド、ル基軸通貨体制が成立した。

下って七一年夏、本書が出発点に据えたエピソード=rニクソンショックJが起き、金

とド、ルの交換は一方的に停止された。

それによって、戦後経済に「第二幕」が開けてからの経緯は多言を要しない。例えば金

融派生商品(デリバティブズ)がこの後登場し、リスク回避技術が発達したのは偶然では

ない。時間や空間を超えて余所へ移さなければならないほどのリスクなど、固定為替相場

がもたらす静かな環境では栴主しなかった。

そのようにすべてが変動する時代となったかに見えながら、この間ド、ルの地位のみが不

動だ、ったとは、考えてみると驚くべきことである。ただの紙切れに過ぎなくなったドルが

それでも基軸通貨であり続けたのは、結局のところどんな事情によるものだったのか。

通貨とは、価値を計る尺度であるとともに、価値を貯える手段であると経済学の教科書

には書いてある。一ドルが三六O円から-00円近くになったこの間の歴史は、ドルがい

ずれの定義に照らしても失敗通貨だ、ったことを示していよう。

ところが通貨にはもう一つ、モノを買うための交換手段であるという肝心要の働きがあ
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るっそして世界には、 ド、ノレでしか買うこと ができず、かつそれなしでは生活が成り立たな

い石油という商品があった。

石油との排他的 ・独占的交換性一一。

ド、ルが世界の基軸通貨で、あり続けたゆえんは、結局のところここに帰着する。それなら

今ドノレ体制への挑戦者が狙し 1を定めるのも、まさしくこの点となることに不思議はない。

「金 ・ド、ル本位制」は七一年に終わった。今問われつつあるのは、それに代わってこの三

分の一世市首涜いてきた「石油 ・ドル本位制」 の余命である2260

ワシントン ・リヤド密約とは

アメリカと、世界最大の産油国サウジアラビアとの聞に暗黙の約束(1ワシントン ・リ

ヤド密約J)があるとの説を聞くことがある227。「密約jである以上、項目を列挙するすべ

はない。内容には論者によって異聞がある。けれども公約数的な解釈を、次のようにいう

ことはできる。

すなわち「ワシントンは、サウド王家に安全保障を提供する。リヤドは引き換えに、米

国国益の増進を心がけるJ

CIA出身のロパート・ベアというアメリカ人が書いた近刊書228や、米系石油会社アラ

ムコの歴史とイブン・サウド・サウジ初代国王の一代を記した本229などはどれも、密約の

原型を一九四五年二月、ヤルタ会談直後に持たれた米サ頂上会談に求めている。

スエズ運河北口へ停泊中の米巡洋艦「クインシー」上で開かれたローズベルト大統領と

イブン・サウド国王の極秘会談は、第二次大戦後のサウジを守るのはイギリスでなくアメ

リカだという点を含め、互恵関係を進める包括合意を生んだ。

226未見ながらAgnとsBenassy血 dPierreDe凶 y-Fownier，“CompetitionAmong the World's Dominant Currencies 

Since Bretton Woods Coll叩S吋."Unpublished man田 cript， Cen甘efor lntemationaJ Economics (CEP町，Paris， April 

1994は、石油価格はドノレ建てで、表示されてきたものの、実際の石油取引決済通貨としては、英ポンドが一九七

四年まで使われたと述べているらしい。本文の問題意識を動かすものではないが。

227典型的には高橋靖夫の著作。『金、復活! 二一世紀の米世界戦略とは~(広済堂出版、二00一年)ほか
228 ロパート・ ベア著、柴田裕之訳『裏切りの同盟・アメ リカとサウジアラビアの危険な友好関係』

(NHK出版、二00四年) 一四四~一四七ページ

229 An出onyCave Brown， Oil， God， and Gold:百leStory of Aramco and the Saudi K.ings (New York， NY.: 

Houghton Mifflin， 1999)， p. 117。アラムコは後サウジに接収される。しかし発端は米国の石油会社に

ほかならなかった。
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これは後に、アラブ諸国が共産勢力から攻撃された場合、アメリカは求めに応じて必ず

軍事介入するという「アイゼ、ンハワー・ドクトリンJ230へと発展する。

石油販売代金はドルでしか受け取らないというサウジの約束231一一石油・ド‘ル本位制の

主柱ーーとは、もしあったとしたら、元来このように冷戦下のパーター取引として生まれ

たものである。

それなら冷戦が終わって久しく、パレスチナ問題とイラク戦争を巡って中東産油諸国に

反米感情が広まった今、古い密約は反故にされそうなものである。

事実、「悪の枢軸」と名指しされたイランは石油販売代金をユーロで受け取りたいと口

にしたことがある。イラク戦争後はサウジも同様の意向だとは、消息筋の話として始終取

り沙汰されるところだ。

イスラム金融の中心をもって任じるマレーシアには、イスラム諸国間の貿易収支尻を金

で決済しようとしづ構想すらある。収支尻だから、石油取引は当然含んだアイデアである。

マハティーノレ前首相の着想で、初めは同氏に一流のブラフであるかに見えていた。ところ

がマレーシアは、この構想に前首相引退後も彰L着している勾20

けれども石油代金の受け取りを本当にドル以外の通貨へ切り替えた実例は、歴史を通じ

てたったの一国一一サ夕、ム・フセインのイラク以外にない。

イラクは二000年九月二四日、石油代金として今後一切ド、ルを受け取らないと表明し

た。当時のイラクは国連を通じてしか石油を売れない。その国連が一カ月後の-0月三O

目、イラクの意向を受け入れることにしたから、この時初めて石油・ドソレ本位制に小さな

綻びが生まれた。

fロシア産原油をユーロ建てにJ

アメリカではあたかも大統領選挙直前の時期である。権力空白期を狙った露骨な嫌がら

せで、ブッシュ大統領が就任早々イラク攻撃を決意していたとしたらこれこそその引き金

になったとする説がある。俗耳に入りやすいせいか、口にするのは必ずしも陰謀史家ばか

230 Ibid.，p.217，p.219 
231 実務的にはこれは、サウジがニューヨークのマネーセンターバンクに開いた非居住者ドル預金

口座を決済口座として指定、ここ以外で石油代金の決済をしようとしないことを意味する。
232 ちなみにこの構想の決済スキームは、ケインズがホワイト案に対抗し提案した決済同盟と酷似

している。収支尻の相殺決済に用いられる金を、バーチャルな、つまり現物でない、「巴-goldJr e-dinar 

(dinarとはムスリム諸国で広く用いられた通貨の名称)J とするアイデアもある。
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りではない。

つまりそれほど事柄は機微にわたるのだから、二00三年-0月九日、プーチン・ロ

シア大統領が次のように無造作な発言をしたのには世界中が驚いた。

「我々は、ロシア産原油の輸出をユーロ建てとする可能性を除外していない。ヨーロツ

パの貿易相手国は(そうなれば)面白いと思うのじゃなし 1かJ

後に触れる通り、石油代金の決済通貨を変えることは見かけほど簡単でない。しかし今

度ばかりは、アメリカに対する嫌がらせと片付けるわけにし 1かなかった。

フ。ーチン氏は首相だ、った一九九九年の-0月、フィンランドのへルシンキでEU(欧州

連合)諸国首脳と会談に臨んだ、折まったく同じ提案をしたことがある。

当時の動機は、アメリカへの対抗意識だ、ったかもしれない。単一通貨ユーロが発足した

ばかりの年で、へノレシンキの会議で、は安全保障面で、の露欧協力も論じられた。

しかし近年、殊に「九・一一Jの後はロシアがアメリカに歩み寄り、弾道弾迎撃ミサイ

ノレ (ABM)制限条約を巡ってぎくしゃくしていた従前の関係を、プーチン氏自ら大きく

改善していたはずだ、った。再び米露関係、に、我々には見えにくい冷風でも吹き始めていた

のだろうか。

それをひとまずえ措いたとしても、プーチン提案には一定の経済合理性が含まれている。

第二にヨーロッパ諸国にも、これに呼応する素地がある。そして第三に、どうやらドイツ

を味方につけたとしづ大層な自信を背にしたうえでの提案であるということが、次第に明

白となった。真剣な検討を要する提案であることが、誰の自にも明らかとなったので、ある。

アメリカ離れと矧虫急接近

本書は既に何度かグルジアや中央アジアにおける情勢の変化を見てきた。しかしここで

改めて振り返るならば、ロシアは一言で、言って、アメリカの攻勢が受忍限度一杯まできた

と感じている。いわば裏庭と隣家をともに、軍事的に抑えられたと見ているからだ。

裏庭とは中央アジア諸国であり、グルジアで、ある。ここに対する米国のかかわりかたは

これまでの章で見てきた。

他方隣家とは、旧ワルシャワ条約機構の成員だ、った東欧諸国で、ある。二00四年三月二

九日、バルト三国とブノレガリア、ルーマニア、スロパキア、スロベニアの七カ国が北大西

洋条約機構 (NATO)入りを果たし、 NATO前線はとうとうロシア国境に達した。
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これを米国が主導したゆえに起きた現象と理解するのは、欧州、他ロシアにおける共通認

識である。これら諸国の加盟には米国議会に対する工作が必要で、そのため活躍したのが

有名な「ネオコン」人士だ、ったことも知られている。

日本から見えにくいだけで、米露関係は「コールド・ウォー(冷戦)Jとまでは言わな

いにしろ、「コーノレド ・ピース(冷めきった平和)Jとしか言いようのない状態に後退して

いた。

以上の背景に置いてこそ、プーチン政権が今遂行中のエネルギー政策を理解することが

できる。 ドイツに対する急協丘の動機を知ることもできるだろう。

石油と天然ガス事業に関する限り、国家の独占を再び強めようとするのが最近のロシア

が選んだ政策である。米系石油資本に株式を売却しようとしていた大手石油会社ューコス

の社長を昨秋脱税容疑で捕えたのは、その典型的表れだ、った。

石油と天然ガスを代表とする地下資源はロシアにとって虎の子の輸出産品で、あり、国力

の源泉である。米国の攻勢に押しまくられないためには、これへの統制を再び強めておく

以外ない。

対す虫親和政策は、この延長上に自ずと出てくる。ロシアの資源を買う上得意はヨーロツ

パ各国、なかでも経済規模が最大のドイツであるからで、プーチン氏がドイツ語をよく話

すこととは直接関係がない。ちなみに大統領のドイツ語は、もちろんKGB時代に鍛えた

ものである。

二00三年一O月九日、プーチン大統領が爆弾提案をした席には、首脳会談を終えたば

かりのシュレーダー・ドイツ首相がいた。

ところは官頭に記した通り、ヨーロッパ最東端の街エカテリンブルグだ、った。

0三年だけで、プーチン、シュレーダーの両首脳は合計七回会っている。 0四年三月二

O日、プーチン氏は圧倒的支持を得て大統領に再選された。シュレーダー氏は四月二日モ

スクワへ行き、再任後の大統領に初めて会う外国首脳となった。

この時シュレーダー氏は「七割以上もの支持を得られるリーダーなど、あなたのほかに

し1ったい誰がいるでしょう」と露骨なおべんちゃらさえ言っている。

まさしく蜜月で、それは露独問の貿易が今日一八五億ドル(二兆円強)を超え、ドイツ

はロシアにとって世界最大の貿易相手となったことの表れだろう。ロシアが外国から受け

入れた直接投資のうち、 ドイツ発の残高は一八パーセント、 -00億ドソレを超していて、
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これまた最大である。

中国はO一年、 WTO(世界貿易機関)入りを果たしたというのに、ロシアはこれから。

加盟へ向けた運動の力強し¥支持者とロシアが頼むのもドイツである。

とはいえO三年一O月の会談が中でも格別のものだ、ったことは、「エカテリンブルグ精

神j としづ新語を生んだところに表れている。二国間関係の主導現念を作った場として理

解されているようなのだ。

オセロゲームめいた戦略意図

ロシアには、今やNATOメンバーのリトアニアとポーランドに挟まれたカリーニング

ラードとしづ飛び地がある。哲学者のカントが生まれ、旧名をケーニヒスペルグというこ

の地はドイツ人にとっても因縁の場所だ。昨年暮れには、ここからベルリンに向かう旅客

鉄道が再開された。

この措置はエカテリンブルグ、会談の成果で、路線はじき東へ伸び、当のエカテリンブル

グがベルリンと直結する日も遠くないとしづ。もはや含意は明らかである。ウラル山脈ま

でをヨーロッパ・ロシアとするならば、その全体がベルリンと強く結ぼれる象徴でなくて

なんTミろう。

アメリカと冷たい平和を続けるロシアは、今ドイツと熱烈な関係を結ぼうとしている。

恐らくそこにはオセロゲームめいた、戦略的意図がある。 NATOへ入りアメリカに忠誠

を捧げる「新しいヨーロッパJを、東西の「古いヨーロッパJが結んで挟撃しようとでも

いうような。

エカテリンブルグ会談で、はまた、今秩ドイツのハンブノレグで、予定されている首脳会談へ

向け、安全保障面で、の協力を含めた中長期の戦略青写真を双方の共同作業によって策定す

ることが決まっている。エネノレギー協力に関しては、別に企業を巻き込んだ会議を開くこ

とも決まった。

このように、会談が独露双方にとって持っていた意義を探れば探るほど、ほかならぬそ

の席で石油 ・ドル本位制への挑戦がなされた意味合いには軽視できないものがあったと思

わざるを得なくなる。

もっとも、ボーノレを投げられたドイツは態度を明らかにしていない。といって球は無人

のコートに落ちたのではない。
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EUのエネノレギー担当コミ ッショナ一、ロヨラ・デ・ パラチオ氏はっとにO三年六月、

「ユーロはし 1っか、石油決済通貨としてド‘ルに取って代わるかもしれなしリと述べていた。

アメリカ・エネルギー省長官と会談する中で出た発言である。

同月、ヨーロッパ議会の経済金融委員会はヨーロ ッパ中央銀行 (ECB)に対し「エネ

ルギーなど一次産品をユーロ建てiこするJ議論を支持するよう求めていた。

エカテリンブルグの露独首脳会談に居合わせたヨーロ ッパ委員会議長のロマノ・フ。ロデ

ィ氏は、 プーチン提案が飛び出したと同じ記者会見で質問に答え、 EU加盟国がO四年に

一五カ国から二五カ国に増えるのを踏まえると「輸出入双方向を同じ通貨建てにする方が

便利に決まっているJと述べている。

極めつけは通貨の番人、ウィム ・ド、イセンパーグECB総裁(当時)の発言だろう。プ

ーチン提案が出て数日後にモスクワを訪れた折、「口、ンアがユーロで石油を売るのは理に

適っているかもしれなしリと、中央委良行家にしては踏み込んでみせた。そしてそこには、

ユーロを司る人ならではの自信なしとしなかったはずで、ある。

ユーロの地位、向上中

ロシアを始め産油国の悩みは、ドノレという弱し、通貨を石油代金として受け取り、ヨーロ

ッパという5齢、通貨の経済圏からモノを買わざるを得ないところにある。石油代金自体が

上がり手取り金額が増えたうまみは、このせいで減殺されてしまう。

中東産油国、ロシアを含む新興ヨーロッパの対外輸出入関係を相手地域別にみた統計に

よれば、対EU比率はそれぞれ二六・八パーセントと五一 ・ーパーセント。対アメリカ比

率の一二 ・六パーセント 四・八パーセントをはるかに上回っていて、輸出入双方をユー

ロ建てにするメリットが確かに認められる(数字は一九九九~二00二年平均、 ECB調

ユーロ通貨圏相手の商取引が増えれば、準備通貨の構成にも影響が生じる。

国際通貨基金の統計によると、全世界の準備通貨に占めるドルの割合は、二000年の

六七 ・五パーセントから二00二年に六四 ・玉パーセントへ三パーセント低下した。ユー

ロは逆に、一五 ・九パーセントが一八 ・七パーセントとなって、二 ・八パーセント増えて

いる(円は五 ・二パーセントが四 ・玉パーセント)。

ロシア中央委良行に至っては、ユーロ準備の比率をこの二年で-0ノ守一セントから二五パ
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一セント以上に上げ、何事か、明らかに備えている。

ロシアは今、日量玉七O万バレノレの石油を輸出している。それがユーロ建てになる場合、

石油価格を計算に入れると、全世界でド、ルは毎日二億ドル近く無用になる。

。三~O四年にかけて日本が為替市場で続けた円売りドル買い介入は、それだけで日割

りにすると四億ド、ルに上ったから、二億ドルは巨額というべきかどうか。

この際肝心なのは、 ドノレが一つのネットワーク商品である点を考慮することだろう。ネ

ットワークには独特の増殖法則がある。三者の聞にできる回線は三本に過ぎないが、参加

者が一人増え四人になるだけで、その聞を結ぶ回線は六本と倍になる。

減るときは逆に、ネットワークは同じ急激さで、縮小する。ロシアはその引き金を、引い

てみょうかと言っているわけだ。

本節のおしまいに、二点指摘しておきたい。

以上の議論に石油の専門家は必ず異を唱えるだろう。石油取引市場は、数ある商品取引

マーケットのうち最も豊かで流動性に富んだ市場である。すべての取引がドル一本ででき

る自由さが基礎にある。

経済学者はそこを、特定通貨の取引コストと受容性を引き合いに説明しようとする2お。

調達・売却にかかる手間や費用が最も小さい通貨が取引決済手段として採用されやすく、

その結果多種取引の決済用通貨として受容される程度が高まり、地位を一層強化するとし1

うわけだ。通貨のネットワーク外部性を違う角度から説明しているようなものである。

また、主たる商品取引所を持つ国の通貨が使われるのはおのずからなる選択で、あって、

米国に石油の取引所が残る限り、石油決済の主要通貨としてド、ルが地位を失うことはない

とする説もある234。

いずれにしろ、別通貨を導入し、ドルが生み出し保証しているメリットを削し¥でしまう

経済的利益は乏しい。それゆえ筆者も、石油 ・ド、ル本位制が「経済合理性だけでJ、何か

別物に変わると考えているわけではない。

しかしそれを言うならば、ユーロの成立にそもそも十全な経済合理性はなかった。ヨー

ロッパに単一通貨がで、きたのは、二度と戦争しあうまいとする独仏の強し¥政治的意図があ

233 Philipp Hartrn釘叫“百leFuture ofthe Euro as卸 lntemationalCw党 ncy:A Transactions Perspective" London 
SchooI ofEconomIcs Financial Mαrkets Group争ecialPapers， November 1996 
234 Patricia S. PolIard，“The Creation ofthe Euro and the Rol巴oftheDolIar in Inteπlational Markets"， Federal 
Reserve Bank ofSt. Louis， September/October 2001， p. 22 
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ったからである。後述する通り、行き掛かり上この情念を共有できない英国は未だにポン

ドを捨てきれずにいる。そしてプーチン大統領、シュレーダー首相ともに、経済合理性で

動く動物ではない。

その意味で、プーチン大統領があえてした提案は、石油 ・ドノレ本位制にとってかつてな

い深刻な挑戦たるを失わない。

そして、仮にこの挑戦がなかったとしても、毎日一五億ドノレ以上の資金不足状態にある

米国がドノレの地位をこの先保てるか、疑ってかかるべきだとし 1うのが二点目である。

FRB (連邦準備理事会)のグリーンスパン議長はO四年三月二日の演説で間接的なが

らここに触れ、国境の敷居が低まりカネはますます効率的市場八集まるようになったのだ

から心配には及ばないと述べた勾5。

アメリカの資企繰りは大丈夫と言うわけである。ところで資金繰りに心配がないと財務

責任者がしづ企業は、実のところ不安を抱えているのが大概だろう。プーチン大統領は恐

らく経済的合理人である前に政治的動物だから、この辺りの臭覚には鋭いものがあったに

違いないのである。

[補遺} 二0-0年初め、ギリ、ンャの財政樹定をドイツやフランスの手で欧州内的に解

決することが遂にできず、 IMFに(すなわちワシントンに)助力を仰がざるを得ないこ

とが明らかとなった。ユーロは欧州経済の構造的不均衡をよりよく表すため「ユーロに下

位補助通貨をっくり、(ドイツなど)北方圏で通用する通貨と南方圏(ギリ、ンャやポルト

ガル)に合う通貨の二種類に分けるべきだJ(M訂出 Taylor，フィナンシヤルタイムズ紙

三月二二日付)などとすら言われるていたらくとなった。

他方、シュレーダー氏の後を襲ったメルケノw虫首相はロシアに対し慎重な姿勢に転じた。

ロシアも刺し込まれてばかりだ、った立場から反逆、旧衛星国家群で影響力の再建に取り掛

かった。ウクライナなどでは既に一定の成果を収めている。

235谷口智彦『タテ読みヨコ読み世界時評Jl(日本経済新聞社、二00四年) 二四0-----二四五べ一
、ノ
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四 ポンドが消える時は来るのか

英国でユーロ導入を公約に掲げたトニー・ブレア労働党政権が華々しく登場してから、

既に七年以上が経過した。ガンのような重い病気の場合ですら、手術をした後丸五年経っ

て再発しなければ治癒したとみなされる。七年実現しない公約は、その伝でいくと、事実

上放棄されたと見ていいのかもしれない。

ブレア労働党内閣のゴードン・ブラウン蔵相は、政権に就いて約半年後の一九九七年一

O月、議会に対してユーロに関する(欧州通貨同盟ニEMUに関する)基本方針を明らか

にした。その後一貫して維持された政策である。

それによれば英国は、まず別表ーのような方針を堅持したうえ、別表二にある五項目の

テストにすべて合格点を与えられるとみなされた場合に初めて、ユーロ採用の可否を問う

過程へ移行する。

そこでは初めに議会の意思を問い、可と出た場合最低四カ月の準備期間を置いたのち、

国民投票に付されるゆ。「政府と議会、それに国民投票を通じて国民としづ三者が、すべ

て是認した場合に限って、英国はユーロに加入するJ237 

236Euro Preparations umL T弘1Treasury， Euro P1i句parations:What you need 10 /mow (リーフレット、
h即://www.euro.gov.ukleuropreparations.出p#で、夕、、ウンロード可)
237 Ibit. 
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別表 I4つの基本原則

l欧州単一市場における単一通貨とは、もしうまくし、けば欧州、|ならびに英国を原則と

して利するものである。通商、コストの透明化、通貨の安定とし、った面で有用だろう。

2英国国政の根幹にかかわる問題は英国自身で決めるべきもの。しかし EMU加盟

が国益にかない、加盟の条件が明確で暖昧さを持たず、また加盟について大衆的支

持がある場合、たとえ英国国政の根幹を揺るがす問題とし 1えども常にほかより重要と

なるわけではない。

3 EMU加盟を可とする明確で暖昧さのない条件が存在するか否かは、英国財務省

意思決定フ。ロセス上、国民投票を不可避の前提としているところからみて、国民投票結

果は単に参照対象となるだけでなく、拘束力を持つものとみるべきだろう。つまり否と出

た場合は政府決定が覆される。それは現政権に対する不信任の表明と、事実上同じ意味を

持つだ、ろう。それゆえ国民投票で過半数の賛成票が得られる点によほどの自信が持てない

限り、政府は何かの理由を見つけては、「五つのテストに合格できなしリと主張し続ける

と思われる。

まさしくそれこそは この七年間ブレア政権の続けてきたことだ、った。何事につけこれ

ほど時間をかけてしまうと時の勢いを失ってしまう。ユーロが室長行開通貨として発足して

以来、二00四年一月一日現在で、五年経つ。紙幣とコインが導入され目に見えるものとな

ってからでも三年を経過した。
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別表2加盟の可否を判断する 5つのテスト

l英国民やほかの人々が恒久的に、ユーロの単一金利体

系の下問題なく暮らせるとみなせるだけ、景気循環、経済構

造の両面で英国経済は欧州、|のそれと同一化してしもか。

2何か問題が起きた場合、英国自身で対処するため十分

な柔軟性は柄主するか。

3英国圏内へ投資することを考えてしも企業にとって、良

好な条件がもたらされるか。

4EMU加盟は英国金融業、なかんずく、ンティのホーノレセ

これだけ入らずにきて痛痔を感じないものなら、今後とも入らないでいいではなし¥かと

考える向きが増えたとして、何ら不思議ではない。「入らなければパスに置いてし¥かれる」

式の、脅迫の説得手法は、既に効力を失った。代わって積み上げられてきたま国拠とは、「置

いてし1かれた」結果、むしろ英国は栄えたことを示してさえいる。

そのことをよく表すのが、次に掲げるいくつかのグラフである。

図1外国株式扱い高シェア(2003年)

!日英国

1・米国 11 

l口ドイツ 11

国 |
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図2外国為替扱い高シェア(2001年4月)
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図ーと二は、ロンドン(シティ)こそが世界で最も国際化した金融市場であることを示

す証拠といえる。外国株式の扱い高で見てロンド、ンはニューヨークを凌駕している。外国
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図3 落ちないシティの市場シェア

f争 及 、bJ.令、i ザ ザ ボームy
今帯、母~.ì\

キゃ争 φ
青少 青少 青少と 青少

為替扱い高となると、ロンドンはニューヨークに倍する市場、ンェアを持っていることがわ

かる。外国為替に関しては日本(東京)の健闘が目立つ程度で、フランスやドイツの地位

はいずれにせよ著しく低い。

さらに図三によれば、ユーロ導入のはるか以前、一九九二年と、導入後の二00一年を

比べた場合、シティのシェアは重要な指標のすべてで、ほとんど不動。外国為替扱い高に至

つては、むしろ増加しているのを知ることができる2380

圧倒的多数の賛成票を集められない限り、英国政権はユーロ参加の可否を国民に問うこ

とはしないだろう。では実際のところ、肝心の世論はどう推移しているかを見たものが次

のグラフである。

238 グラフはし、ずれも IntemationalFinancial Services， London， ed.， lntemω;onal Financial Markets in the 

UK， Mの2004(London， UK.: IFSL， 2004)， p. 2による。
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、I詠む会さも手拭斜ケみ勺級学浪。込字会事ヤ込ゲ

]四n

• Vote 
mtto 
join 

In a referendum， would you vote to join出eSingle European Currency， 
the Euro， or would you vote not to join? 

(ht旬://川内T.lcmr白 earch.∞.uk/reviews/2004/ goldm組合achs-ch訂包.ぉp)

図にある r1 CMJとは、英国で最も有名な世論調査会社。グラフは同社が米系証券会

社ゴールド、マン・サックスと共同で、ユーロに関する一般認識の変遷を見るため四半期ご

とに実施してきた調査の結果である。調査は最低でも、 -000人の成人男女に口頭で意

見を聞いたものとし 1う。

質問はずばり、「し 1ま国民投票が実施された場合、あなたは欧州|単一通貨ユーロに参加

票を入れますか、不参加票を投じますかJと問うたものだ。

図の始点は、ユーロが導入された一九九九年一月。以来、紙幣、コインの流通が始まっ

た二00二年一月前後に不参加票の比率(一番上の折れ品開が幾分下がり、参加票のシェ

ア(真ん中の線)が増えているものの、不参加を掲げる人の比率は一貫して玉Oノ々 一セン

トを割り込んだことがない。

むしろ最近になればなるほど、不参加票を入れるとする人が趨勢的に増えているのがわ

かる。一般に公表された結果で最も新しいのは二00四年一月のものだが、参加すべしと

する人は二割に減り、すべきでないとする人は七割をうかがう勢いである。こんな状態と

なればもはや、英国では圧倒的多数が一貫してユーロ導入に反対していると言い切ること
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が許されるだろう。

英国は fヨーロッパj なのか

日本から観察していると、英国に根深い欧州不信のありょうをなかなか理解することが

できない。

「あなたはアジア人か」と聞かれた場合、日本人の多くは理屈ではそうだと答えながら、

どこかにそぐわない感情を抱くことだろう。日本人の心理的地図において、アジアとはあ

たかも、台湾南方洋上のどこかから始まる地域の呼称であるかにみなされているフシがあ

る。

英国民とヨーロッパ概念は、ちょうどこれと瓜二つの関係をなしている。いわば、頭に

心がついてし 1かない。ヨーロッパとは英国民の心理的地図においてあくまで大陸欧州を指

すもので、ア・プリオリに(元から無前提に)自分たちを含むものではないのである。

ユーロとは先に述べたとおり、独仏の恒久的和平を確かならしめるためにこそ作り出さ

れた制度だ、った。退出条項をもたないところに、「和平条約Jとしての象徴性がよく現れ

ていることも以前に触れたとおりだ。

ところが英国民から見た場合、二O世紀とはもっぱらドイツの野心に振り回され、独仏

間の敵対関係に巻き添えにされた時代である。独仏双方が今後仲良くするのは結構な話な

のだとしても、自分たちがそこに関わらなければならない必然性について納得がし 1かない。

たとえていえばこんなところだろうか。乙と丙とし¥う隣家二軒が、今後争いをやめるた

め、家計を一つにしようとしている。甲としては、争いをやめるという乙と丙本来の目的

を共有することができないか、またはする必要を自ら認められないので、乙丙から家計統

合に参加を促されても素直に賛成することができない…。

英国保守党の論客で、ユーロ導入反対を年来掲げてきた下院議員のジョン・レッドウッド

によれば、高齢骨と結婚を繰り返すため自ら国教会を建てローマ教皇と断絶したへンリー八

世こそは、初代「ユーロスケプティック」だった239としづ。

英国型民主主義において、政治の行政に対する優位には圧倒的なものがある。これに対

し欧州では、選挙民の統制が十分及ばない密室の中、「ビューロクラット(官僚)Jならぬ

239 John Redwood， our CL抑制c.y， OurCo閉 め)(London， UK.: Penguin Books 1997)， p. 17 rユーロスケ

プティックJとは直訳すると欧州、|懐疑論者。ドイツやフランスが導入する諾制度に反対するか多く

の留保をつけ、英国の独立を第一に考える人々をしづ。
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「ユーロクラ ットjが細かい規則を作り続けていると英国民の多くはとらえている。その

結果として、英国の代議制民主主義が空洞化しかねないとする不信が英国にはある。

いわゆる狂牛病を生んだ英国牛の肉を、 欧州が買 うかどうか。刑事犯に対する扱いは英

国において他の欧州諸国よ り概して厳しし、が、この差をどうするのか。 政治的・感情的に

欧州と英国を分かつ溝は、いまだに深くて広い。

ポンド抜きでユーロは進む

この分で、は英国のユーロ参加は五年単位の長さで先送りされるとみる。北海油田の枯渇

とロシア資源に対する依存度の高まり、さらに前の節で、扱ったように、「石油 ・ド、ル本位

制」が崩壊するか否かといった諸点に応じ情勢は変化しようけれど、本節の問いにいま暫

定的回答を示すなら、ポンドが消える日は「ここ当分来なしリということになるだろう。

歴史的にみた場合、英国が今日ほど自己像の混乱に悩まされたことはかつてなかったと

思われる。ヨーロ ツノ効ユら距離を置くとして、それでは米国へさらに近づくべきなのか。

英国の歴史家ポール ・ジョンソン (PaulJ ohnson)はかつて、英国全体としてアメリカ合

衆国の一州になるべきだと論じたことがある。その場合人口比からいって、どんな大統領

も英国の票と意向を無視できなくなるというのだが、これはもちろん一種の「頭の体操」

に過ぎない。

むしろ対イラク戦争に関して米国に唯々諾々付き合ったかにみられたことがトニー ・ブ

レアの人気を失墜させたことにうかがわれるとおり、米国から距離を置くべしとするのが

英国の多数意見であろう。

また、ユーロを受け入れないばかりに欧州勢から loddman out (仲間に加われない変

わり者)J として扱われる問にも、生活百般にわたる規則、規制は欧州、|で作られ、 ドイツ

やフランスは共通憲法の制定から外交政策の統一、共通軍事札織の樹立へと日程を消化し

ている。戦争においては戦いの行われる戦或を決め、戦場を設定する力のある者が勝ちを

収めるとしづ。ほとんどの規則づくりにおいて守勢と受身に回る英国は、勝ち目のある戦

し1を続けているとは言いがたい。

一言にしていえば、米国、欧州|に挟まれどちらの影にも影響を受けざるを得ず、どちら

からの信頼も十全には得ることができない憂欝な立場にある。そして既に言うまでもない

ことながら、欧州を中国や中国ならびにアジアと言い換えるなら、英国が置かれた環境は
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そのまま近未来の日本のものでもあるだろう。その意味で英国は日本にとって何かと参照

すべき対象であり続ける。
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第六章消えた円圏構想

ー マサチューセッツアベニュー・モデル

筆者が本稿執筆時点で属しているブノレッキングズ研究所は、ワシントンのマサチューセ

ッツアベニューに面している。市内北西にあって夜遅くまで一定の賑わいを見せるデ、ュポ

ンサークルに近い。

通りを挟んで目の前には、通貨体制と為替相場への言及が多く一時期市場を動かす男と

まで言われたフレッド ・パーグステンが主宰する国際経済研究所(II E)がある。ガラ

ス張りの新しい建物だ。

すぐ西へ隣接しているのはカーネギー平和財団。ここには外交問題評議会が事務所を構

えるほか、雑誌 ~ForeignPolicy ~の編集部がある。さらに通りの斜め向かいにあるのはジ

ョンズホプキンズ大学の高等国際問題研究大学院 (SAIS)である。マサチューセッツ

アベニューのこの辺りは、ワシントンにおけるシンクタンクの一つのメッカとなっている。

マサチューセッツアベニューはもうーカ所、マサチューセッツ州ケンブリッジに通って

いる。この町にはハーバード大学、マサチューセッツ工科大学 (MI T)のほか、同じ通

りに面して全米経済研究所 (NBER)がある。米国経済学研究の最高峰に位置し、ノー

ベル経済学賞受賞者を-0人以上輩出してきた研究機関として名高い。

ワシントンとケンブリッジ双方に通る同名の道に面して生息する経済学者たちの問で、

もはや常識と化した考え方であるとして、当時MIT耕受だったポーノレ・クノレーグマンが

1 I Eから出版したパンフレットで「マサチューセッツアベニュー・モデル」と命名した

240考え方が、本章最初の取り掛かりとなる。

政策向きの学説

経済学者がモデ、ルと柄でする以上、一定の数式をもとにし、詳しい検討に耐えるものに仕

上げている。しかし本「モデノレ」はその単純さ、覚えやすさに鞘数があり、政策として採

用されやすいという目立った性質を備えていた。

それというのも、要約的に言うなら次のように記述することのできるのがこのモデルだ、

っTこjpGである。

240 Paul Krugman， Has the Adjustment Process Worlad? Policy Analyses in Intemational Economics 34， 
(wぉhington，D.C.: 1991， !nstitute for Intemational Economics) 
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二Oパーセントの円高を二年持続させれば、日米間の経常収支不均衡を二Oパーセント

減らすことができる。

モデルが発表されたのは、一九九一年のこと。ちょうど大統領選挙が始まる直前に当た

った。クルーグマンが民主党政権成立の暁、大統領経済諮問会議 (CEA)委員長の座を

欲しがっていたことはその後周知の事実となった。あるいはこの学説は、クルーク。マンの

就職志願書代わりのようなものだ、ったかもしれない。

結局翌年の選挙で勝利を収めることになるクリントン陣営は、経済を最大の課題として

選挙戦に臨んだ (Itis the economy，坑upid!)。中で最もやかましく論じられた経済問題と

は通商を巡るそれで、当時日本は米国にとって、正面の敵とし 1える荊主だ、った。

日本という国は個別品目ごとの交渉をしようとも、あるいは直前まで、ブ、ツ、ンュ(父)政

権がしていたように貯蓄 ・投資バランス自体を変えようとする構造的アフ。ローチを取ろう

とも、決して対米黒字を減らそうとしなし¥厄介な前主である。

けれども為替を二割円高にし、 二年その水準で維持できたなら、日本国内の産業構造が

これに適応するため変化せざるを得ない。この「履歴効果」によって、日本の輸出偏重型

産期曹造は変わり、対米黒字(米国から見た場合の対日赤字)は減っていくとしたマサチ

ューセッツアベニュー ・モデルは、対日政策の切り札といえる政策だ、った。

事実、政権発足後にCEA入りした II E研究者のマーカス ・ノランドは筆者の問いに

答え、 「大統領は九二年の選挙期間中から，繰り返し為替理論の説明を受けてきたJと述

べたものだ2410

f尻尾が犬を振るj とした理論

この学説には、いくつかはっとさせる新鮮味があった。

犬が尻尾を振るのでなくて、尻尾を振れば犬は動くのだと見直したのがその最たるもの

Tミ。

比B命的な言い方がかえって回りくどかったかもしれないが、通説は主→従の)1贋序をつけ

241 谷口智彦「ード、ノレ一二O円は許さず。『数値目標』棚上げは一時の凪、新為替理論掲げ不動の円

高政策JW日経ビジネス』一九九四年一月一七日号、一二ページ
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次のような論じ方をする。国内の貯蓄と、投資・消費のバランス→貯蓄過小の場合、経常

収支赤字→通貨安。

あくまで、国内の貯蓄投資バランスが主(犬)で、あって、為替相場の動態はその帰結(尻

尾)であるとするのが通説だったわけだ。

ところがマサチューセッツアベニュー・モデルは、為替相場を変化させ、しかもその変

化を維持させることができたなら、大元の構造が変わると論じた。立論の向きが逆だ、った

わけである。

またこのように論じる以上当然ではあるけれど、クルーグマンは「為替レートの変化は

貿易不均衡是正に有効で、必要だ。貿易の変化と為替レートの変化の関係は安定しているJ

との立場を打ち出した。ここで言われている両者(貿易と為替)の関係がそれほど内在論

理的に緊密かについても、従前明確には理解されていなかった。

ところでマサチューセッツアベニュー・モデ、ルが政策になり得ると初めから考えられて

いたとしたら、首を傾げなければならない。為替相場を動かすのはあくまで、も市場で、あっ

て、対日制裁などという生々しい期待を込めた政策を発動するのに為替を武器に使うこと

はできるはずがない。

為替とは心理である

そう考えるのが当時の通説で、あるいは今日もまだそのように思う向きが少なくなし 1か

もしれない。しかしその後に起きたことは、クルーグマン説がみごとに政策として機能し

たことを証明している。

なぜなら、「米国当局の意向を先取りした市場が、円高環境を作り出し、しかも米国の

対日制裁色が消えない問、円高を持続させたからJである(カギカッコでくくったのは強

調のためで引用ではない)。

つまり学説の立案者だ、ったクルーグマンはもとより、このモデ、ルを事実として採用した

と考えられるクリントンの経済チームには、為替を動かすものは何かについて、教科書で

はなく現実に即した理解があったと言わねばならない。

それは市場参加者の世論とも言うべきものである。為替相場がいわゆる経済ファンダメ

ンタルズ、から君離した動きを続け、しかもしばしば極端に及ぶのは、為替がマーケットの

主観によって動くからだ。
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クリントン政権には、この点に関して初めから理解があったと考えられる。でなければ、

マサチューセッツアベニュー・モデルが政策になることはできないわけだ。

いま当時のできごとを年表風に蒸し返してみようとは思わないけれど、政権発足早々、

財務長官が口先介入を始めるやいなや市場は円高観で一色となり、その後はとうとう一九

九五年夏、一ドルに対し八O円を切るまで円高が昂進した。

九O年春に始まったいわゆるバブノレの崩壊を受け、当時は日本経済が「失われた-0年j

へ向け下降を続けていた時期だ。 円高にならなければならない経済ファンダメンタルズは

なかった。

にもかかわらず、市場参加者の総意によって作り出された円高環境は、マサチューセッ

ツアベニュー ・モデ、ルが説いていたように、日本経済の構造を変えてしまった。輸出採算

を悪化させた企業が挙って東南アジア諸国へ、次いで中国へ盛んな直接投資を始め、製造

拠点を移動させ始めたからである。

このようにクリントン政権に徹底的な攻撃を浴びせられた後、「円の国際化」、「円の自

立」、「円圏の確立Jとし1った方向が日本国内で盛んに論じられ始めたのは当然の成り行き

だったと言わねばならない。ただ、し威勢のよかったこれら議論は結論を先に言えば、ただ

の議論で、終わってしまった。
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二 円の国際化と「ア太会」としづ存在

「円の国際化」とは霞が関流の腕曲話法で、あって、ありていに言うと、少なくともアジ

アからドソレを押し出してしまうことである。「円圏」とはすなわち、 ド‘ルを排除した経済

圏ということだ。

ところが「大東亜共栄圏」復活を思わせがちな後者の用法は無論のこと、円を国際化す

るという回りくどい表現でさえ、大蔵省(今日の財務省)は慎重にもあまり使おうとはし

なかった。

一九九六年初秋のことと記憶するけれども、後に「ヒマツグバン」として打ち出される一

連の金融規制撤廃策のうち、外国為替取引自由化にかかわる政策変更が果たして円の国際

化を目指した動きではないのか、大蔵省国際金融局長だ、った榊原英資氏に質したことがあ

った。

すると榊原氏は言下にかぶりを振った。その否定の仕方には、明らかに性急さが感じら

れた。大蔵省がド、ル排除へ向け動き出したとする世論を、つくられてはかなわないという

ふうだ、った。

このように円の国際化とは大蔵・財務官僚にとっては一貫して、米国とどう間合いを取

るかに行き着く問題である。「米国という虎の尾を踏んではならなしリことは、代々官僚

の聞で口伝となっていた。

米中に挟撃された榊原英資氏

他方アジア、とりわけ中国のアレルギ一反応が、好意的世論を作り出すうえでことごと

に障害となった。

それを典型的に示したのが、九七~九九年にかけアジアを襲った金融危機のさなか、 I

MF・世銀で足りないところを補完する機関として日本が打ち出した「アジア通貨基金 (A

MF)J構想をめぐる一件である。構想は、江沢民体制の北京によって葬り去られてしま

った。

上海国際問題研究所で日本研究チームを率いる呉寄南氏が二00三年初頭筆者に語っ

たところによると、「これはほとんど、反射的反応だ、った。日本がまた、アジアで主導権を

取ろうとしている。許してはならない、というわけJだ、ったという。
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呉氏によれば「潰すべきでないプランを短慮のもと潰してしまったJことを、北京はす

ぐ後に悔いたとしづ。しかしAMF構想はそれ以前、米国の激しい生理的反発に直面して

いたから、北京にも一蹴されたとあってはひとたまりもなかった2420

安全網をもう一枚張り渡しておき、アジア諸国が資全操り難に陥った場合の助けとしよ

うとしづ提案の趣旨は、ほとぼりがさめたあと米中双方によって再評価されたものの、無

論後の祭りである。

当時財務官として構想を打ち出した榊原氏に、せめてもう少し交渉力があり、成功体験

を残すことができていたら、後の推移が随分と違っていただろう。

事実はというと、「やはりアメリカには逆らえない。中国も厄介だ」としづ、二正面で

の無力感を官僚たちの聞に残して終わった。

戦争抜きの円圏はあり得たのか

チャールズ ・キンド、ノレバーガー(故人)、ロパート ・ギルピン(プリンストン大学名誉

教授)流のいわゆる覇権安定論によると、基軸通貨のような国際公共財を提供することが

できるのは覇権国であり、覇権国のみである。

したがって基軸通貨が交代するとは、覇権国自体の入れ替わりを意味し、通常それは大

きな戦争を媒介するとされる。

もっとも、人類はこれまでグローパルな基軸通貨を英ポンド、米ドルのほかにもったた

めしがない。基軸通貨相互の交代も、それゆえたった一度しか経験したことがない。「戦

争を必要とするJと主張する覇権安定論を証明するには、実のところ材料の不足が否めな

し10

しかし通貨を伴う取引は、それがクルマや石油のような具体物を巡るものであれ、資産

をやり取りするものであれ、つまるところ契約行為の東である。

契約には最終的な強制執行者がなくてはならず、それはどんな説明経路を辿るにせよ、

結局は覇権国へ行き着く。説明の仕方が多様であるというのは、スーザン ・ストレンジの

ように、「構造的権力J(スーザン ・ストレンジに関する補論を参照)を仮構する方法もあ

るからだ。

242この間の事情について詳しくは、拙稿「ワシントン・コンセンサスの呪縛一九九0年代アジア金融の問題

軸」、中尾茂夫監修『日本経済再生の条件j](筑摩書房、二00三年三月)を参~?_。
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このように見てきた場合、日本が円を国阿ヒできたか、円圏をもつことができただろう

かという問いは、覇権国米国が提供するドルをさしおいて、一層魅力的な公共財としての

価値を、非権力的に、戦争を伴わず、日本が自国通貨に与えることなどできただろうかと

いう聞いに行き着く。

この点一一最終執行権力としての暴力的介入をする意欲、能力ともにない日本が、両者

を兼ね備える米国を押しのけるほどの力をもって円を基軸通貨にできるかーーがどう考え

られていたかは、文献的に辿ることが極めて難しい。代表的論者はおしなべてここを素通

りして言及を避け、思考自体を放棄してきたと見られるからである。

九0年代前半の希望的合童

だが今日振り返って、次のような漠然とした合意はあったと言っていいだろう(し 1ま無

造作に「漠然とした合意Jとしづ言葉を用いたけれども、この言葉がもっていた意味はす

ぐ後に取り上げることになる)。

漠たる合意のうち前提をなしていたものは、軍事力、政治力において見劣りしたとして

も、日本の貿易力と資金力には比類のないものがある、とし1う信仰に近い発想である。こ

の面に関する限りアジアで並ぶ者がないのは無論のこと、米国とさえ匹敵するか、凌駕し

かねない力がわが国にはある、とする見方だ。

ここから、仮に歴史に前例を見ないとしても、経済力のみをもって基軸通貨を作り、ま

た広めることができるのではなし1かとする希望的観測が生まれ、共有されていた。

ちょうどその頃野村総合研究所の気鋭として注目を浴び始めた香港生まれのエコノミ

スト、関志雄氏が主張した説は、右の希望的観測を勇気づけるものとして歓迎された。

アジア諸国の景気は米国景気以上に、日本の景気と連動性を強めつつある。各国とも、

自国通貨の対円レートを安定させることに利益を見出すだろう。それは、円を各国が保有

しようとする動機を増すはずだと論じた関氏のロジックは、主語を日本でなくアジアにし

てくれたことで、日本人の肩の荷を軽くするような心理的効果を持った。

戦争以来の微妙な購罪意識から、アジアに向かって右へならえとはどうしても言えなか

った日本に代わって、ほかならぬ香港出身のエコノミストが 「右へならった方が得であるJ

と言ってくれたことは、力強し 1援軍の登場だと思われたわけである243。

243この受容過程は関氏自身の意向と無縁に進んだ。関氏は学問的に徴密な操作を経て、検証可能な説とし
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他方また、円の国際化は絶対必須の政策課題であると見られていた。前節で見たとおり 、

九0年代前半の日本は米国の円高攻勢に苦しめられた。自国の交易条件を米国に意のまま

変えられてはかなわないとする怨嵯の声が、官界、財界に広がった。

取引決済通貨として米ドノレを使わざるを得ない限り、為替相場の激変からくるリスクを

逃れることはできない。この際、円で完結する取引シェアを増やすべきで、それには他国

に円を使ってもらう必要がある。すなわち円の国際化を推進しなければならない、という

論理の組み立てを取った。

さらにまた、貿易に関心を払う通商産業省(当時)には、将来日本が純輸入超過国とな

り、国内貯蓄の減少とあいまって、経常収支赤字を出す米国のような国になったらどうす

るかを懸念する向きがあった。

その際日本が発行する国債を、いま米国債について日本がまさしくしているように、ア

ジア各国がこぞ、って買ってくれるだろうか。くれなければ日本は資金繰りに苦労しなけれ

ばならない、とする、極めて気の早い強迫観念に基づく主張だった。

いま改めてこれらの主張を整理してみると、それは緊急避難的要素と、覇権追求的種動

とを、双方兼ね備えていたといえるだろう。今にしてみれば、いずれもわずかに九0年代

前半においてのみあり得た発想であり、心象風景だ、ったと言わねばならない。

米国軍事力のくびきは冷戦の終駕とともに弱まり、アジアにおいて権力の空位 ・空白が

生まれそうな予感があった244。そこを日本が埋められる、埋めるべしとする雰囲気が栴生

していた。

円高攻勢によって日本の力を奪いにかかってきた米国に対しては、窮関首を吹む、また

はいじめられた子どもが親に逆らってみせるような、甘えに裏打ちした反逆心がもたれて

いた。

一方経済力に関する大いなる自信は、この時期がまだ中国の本格台頭以前の牧歌的時代

だったところに由来しよう。

九0年代は下るにしたがって、北朝魚平核開発の脅威に対応するため日米軍事同盟の強化

て打ち出したもので、動機は非政治的である。九六年度アジア・太平洋賞を得た『円圏の経済学j(日本経済

新聞社、九五年)ほか参!胤

加このような状況をとらえ、当時は「米国離れ」を説く主張が少なくなかった。論者は江藤淳(故人)、石原慎太

郎、政治家の小沢一郎から、「沈黙の艦隊」としウ作品で時代の雰囲気を活写した劇画作家、かわぐちかし、じ

にまで及んだ。拙稿「かわぐちかいじ作品が提示する『日本人の心を考える三冊jJ、日経ビジネスアソシエ、

二00三年一二月一六日号所載を参照。
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が進んだ。中国はまず経済大固として現れ、じきに、政治大国としても認めるほかない存

在となった。何より日本自身の経済力が、九0年代を通じて凋落の一途をたどった。

円を国際化させようとする主張は、今日なお完全には姿を消していない。だとしてもそ

こには、九0年代前半に込められていたような情熱、野心、または夜郎自大な思い上がり

が消えてなくなった。残ったものは官僚的イナーシャ(慣性)であり、現末な技術論に過

ぎない。

エリートというものがあった時代

これまでの行文で、合意とか、雰囲気という、「非科学的」な用語を多用してきたのは

理由のないもので、はなかった。

円圏議論、円国際化の論議を振り返るうえで見過ごすことのできないもう一つの側面と

は、この議論こそは、日本にエリートの一体性というものがかろうじて残存していた時代

の最後の産物といえるものだったという事実である。

先に漠然と共有されていた時代の空気の叙述を試みた。実はこうした空気を積極的に醸

成し、ある種の合意をエリート層の間で形成しようと努めた一種の自己啓蒙組織が前生し

ていTこのである。

「アジア・太平洋会」、略して「ア太会」と呼ばれた集まりがそれだ。

アジア・太平洋関係の緊密化を説き、 APEC (アジア太平洋経済協力会議)を始める

のに力があったのは、外相に国際人脈豊富な大来佐武郎(故人)を起用した、故首相の大

平正芳だった。

今ではあまり思い出す人がないけれど、自身学殖豊かだ、った大平は周囲に学者や伸び盛

りの官僚を集め、勉強会を盛んに進めさせた。村上泰亮、佐藤誠三郎(ともに故人)、公

文俊平といった学者が回りに集められた。

一九八0年代以降わが国政治経済がどのような方向を辿るか、目指すべきかを論じさせ

たもので、首相自身が志半ばにして病没した後も、遺志を高齢、だネットワークが残った。

「情報化、ソフト化、国際化」といった日寺代をとらえた表現を生んだのは、この手品織であ

る。

ここで首相補佐官としてネットワークの中心に座り、名オルガナイザ一役を務めたのが
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大蔵官僚出身の長富祐一郎均で、ア太会とは長富が大平時代の人脈を保存し、文字通りア

ジア太平洋関係における日本の役割を論じる会として継続させたものだ。

円圏や円の国際化がさかんに論じられる空気を醸成した当時のア太会がどんな集まり

だ、ったか、拙稿から少し長い引用をしてみたい。一九九四年夏の状況であるZ460

七月二O日水曜日午前八時一五分c帝国ホテノレの会議室に三八人が集まった。竹下登元

首相、小洲恵三自民党副総裁、橋本龍太郎通産相。羽田孜前首相と柿沢弘治前外相の姿も

そこにあった。

呉越同舟となったこの会合はしかし、政争の局外にあった。朝食を取りつつ一時間半に

及んだ会合は、同月上旬にイタリアで聞かれた先進国首脳会議に関してと、佐藤誠三郎・

慶応義塾大学教授が報告した「アジア・太平洋の安全保障をめぐる最近の国際会議につい

てj の議論に終始した。

これが二五回目である。二カ月に一度、ホテルオークラや帝国ホテルで、開くこの朝食会

が開始されたのは、八九年一O月にさかのぼる。 過去の論題を見ると、三回目の九O年二

月には、瀬島龍三・伊藤忠商事特別顧問が「太平洋経済委員会 (pB E C)の概要につい

て」話している。「東南アジアの現状レビューJをとりあげた一五回目、九二年三月には、

竹下登氏が「ダボスの国際会議について」報告している。

ただしこれらは例外で、報告者の大半は外務、通産、大蔵各省の局長や審議官たち。過

去二六回のテーマはすべてアジア・太平洋地域を直接間接に主題とするものだ。

会長、座長はそれぞれ竹下登氏と平岩外四・経団連前会長。この両者を含むメンバーは、

まず八人の衆議院議員。外務、通産、大蔵、企画庁、農水各省庁にわたる一二人の次官、

局長、審議官たち。政治経済学専攻の四人の大学耕えそして大手金融機関、企業、有力

経済団体の会長・相談役・トップたち三玉人。それに事務方を務める大蔵省関係者が若干

含まれる。

故・大平正芳氏の提唱した「環太平洋連帯構想Jの遺志を継ぎ、その名も「アジア・太

平洋会(ア太会)J と称するのがこの集団だ。主催は、生前の大平氏が官学の俊秀を集め

245長富による大平内閣の回顧は『近代を超えて・故大平首相の遣されたもの』上下巻、(大蔵財務協会、一九

八三年)を参照。

2“以下引用は拙稿「特集一第一部・アジアを向く大蔵省・円を基軸通貨に米国と阿国制保つ」、日経ビジネス

一九九四年一O月三一日号所載から
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て札識した「大平政策研究会」を母体に、八六年発足した大蔵省系の社団法人「研究情報

基金 (FAIR)Jである。

「ア太会Jは存在自体が秘密の会ではない。具体的政策を論議する場ではさらにない。

「現役官僚から話を聞くただの朝食会J(吉田太郎ー・東京金融先物取引所理事長)とみ

る参加者も多い。事務局長の長富祐一郎FAIR運営理事会議議長が「嫌米、反米論には

身を挺(てし¥)して闘う」と言うように、情緒的「脱米入BfJ論からはっきり一線を画す

集団でもある。

にもかかわらず、日本が独自のアジア政策を形成するうえで、指導者たちが自己教育す

る場としては、この会をまず第一に挙げなければならない。ここは重要な点だ。日本には

おおっぴらに政策論議をする習慣がない。しかし国連安保理常任理事国入りといった国の

方向を左右する政策についても、マスコミが取り上げる前に政官の要衝では共通の雰囲気

が形成されており、大勢が固まっているのが常である。是非はともかく、この会合も、そ

うした雰囲気を醸成する場として、日本が形成するアジア政策の源流に位置する。

そのア太会には下部組織とも言える金融部会があった。昨年まで活動を続けていたボラ

ンタリーな紘織「アジア会Jだ。といってこれも、二カ月に一度集まり会話を交わすもの

にすぎないが、やはりメンバーが重要だ、った。

第一に、大蔵省・日本建断子で、アジア開発銀行に関与した経験のある人物が中心である。

加藤隆俊・大蔵省国際金融局長、行天豊雄 ・東京重良行会長、千野忠男・農材相業金融公庫

副総裁、中平幸典 ・大蔵財務官、南原晃・日本輸出入室良行副総裁(肩書は現在)とし 1った

人々で、合計一六人からなる。いずれ劣らぬ知米派だが、例えば千野氏は「大蔵省入省四

年目にアジア開銀設立チームに参加、ビ、ルマやタイの同僚と働いて設立協定草案を自ら書

いた」経験を持つ。歴代総裁を日本の大蔵省が出してきたこのフィリピンの室長行で、アジ

アについての知見と人脈を深めてきた人たちばかりである。

次に、九O年-0月の会の設立後、メンバーがどんな役職に就いたかだ。まずここから

二人の財務官が出た。九一年七月就任の千野氏、国金局長を経て九三年七月以来現職の中

平氏である。南原氏は九二年二月に新設された日銀アジア ・オセアニア担当理事に就任し

た。加藤氏は次期財務官就任が確実とされる。当時大蔵審議官・副財務官として参加した

杉崎重光氏は、今年8月に 1M F  (国際通貨基金)特別顧問となった。国金局総務課長だ

った森昭治氏は、九一年六月に駐米公使に就いている。会は、中平氏を財務官に送り出し
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た昨年六月に解散した。

今日の金融外交を形づくった人々は、当時財務官を退いて問のなかった行天氏まで含め

て、ほぼ全員がここから生まれたわけだ。その多くは「日本外交の主軸は米国。アジアの

盟主を目指す気持ちなど決して持つべきでなしリ(南原氏)と対米協調を重視する。しか

し対アジア外交で日本は独自色を出すべきだと考える点ではゆるやかな一致を見る。そん

な人々を一線に送ったのがこのアジア会だ、った。

-0年ひと昔…

右に号|し¥た九四年当時の文章が幾時代か前の情景描写であるかに思えるとしたら、それ

はこの間-0年少々のうちに、日本が激しく変化したからである。

消えてしまったもののうち最たるものは、エリートの一体性、同輩意識であろう。これ

は世代論の対象となるだろうし、産業許善造論から論じることもできそうな主題である。

ア太会が体現していた空気とは一言をもってするならば、国際関係を巡って諸産業に利

害の衝突があまりない中で、同じような成育環境を共有し、似た発想をするエリートたち

が、政官財の指導者となっていた時代ならではのものである。

その後これらエリートたちをあるいは醜聞が襲い、経済的苦境が見舞った。常に上座へ

座る人材を出してきた大手金融機関は、そのいくつかが消えてなくなった。

「財界」としてくくられる集団は、個々の企業ごとに、例えば円相場の水準がどの程度

なら快適かについて、一切合意をみることができなくなった。海外展開をほぼし尽くした

企業はどれか一つの通貨の上昇を、別の通貨の下落によって相殺することができる。円高

だからと言って、昔ほど眉を吊り上げずともすむ企業が実は少なくない。

アジアからド、ルを放逐して独自の決裁圏をつくろうという、どこか旧制高校風に自我拡

張的な、気宇壮大な雰囲気は、名門ホテルの朝食会場を短い期間覆ったのだ、としても、つ

いにそこから外へは出ることがなかったと言っていいだろう。
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三 フィールド・オブ・ドリームズ

野球場を造りなさい、そうすれば彼らが来るだろう。

誰かのそう言う声に促されてアイオワ州のとうもろこし畑に夢の球場を造ったら、父親

世代の選手たちがいずこからともなく現れたという米国の映画(iフィールド・オブ・ド

リームズJ)があった。

日本の円国際化議論は、これと同程度に「ファンタジー的」、つまり没論理的だ、った。

ただししゃにむに覇権を取って自国通貨の使用を強制する枠組みを作ろうとするので

ない限り、「器を作れば、来てくれる」としづ、他力本願の理屈を採用せざるを得ないの

は、無理からぬところで、はあった。

問題は「鰐震の未艶首j だ、ったか

一九九0年代半ばまで、円国際化やまたはその難しさが論じられる場合は常に、わが国

資本市場の未劉首ぶり、後進性が、障害として指摘されたものである。右の比日食をそのま

ま使うなら、「器がなし 1から、人が来なしリというロジックだ、った247。

円がアジアで基軸通貨的な使われ方をする場合を図式的に想像してみると、海外投資家

が自国通貨を円に換え、円建て金融資産を購入し、東京市場で運用しようとする場合が第

一に考えられる。

これが金融取引から見た側面とすると、実物面では、日本に出入りする貿易取引は言う

に及ばず、第三国間の輸出入取引の多くも、円建てになるとしづ状態が想定される。

もしこのような環境が王射したなら、企業、個人とも、円だけで物を売り買いしたり、海

外投資をしたりすることができるのだから、日本の経済主体は為替変動リスクについて関

心を払う必要がなくなる。「米国並みJとなるわけである。

いずれにせよこうした状態は、東京に本拠を持つ大手商業安良行が、最終決済機能を提供

することを前提としてのみ成立する。

具体的に言えば、外国の企業や人(非居住者)が、東京三菱重艮行や三井住友樹子に円建

ての決済性預金口座を持ち、そこを支払い口座として、商いの決済をするとしづ状態であ

247 二00三年一月二三日発表r~円の国際化推進研究会』座長とりまとめ」で、も、「目指すべき方向」として「我
が国市場を低コストで効率的な使い勝手の良しものにすることによって、国際化を推進Jすべしと述べている。

これが「器を作れば人は来るj論のある種の典型である。
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る。

もしこれを最終目標として考えるなら、確かに東京市場の状態は粗末としか言いようが

なく、そのままで客に来てくれとは言えない状況だ、った。

よい例が国債取引に課せられていた源泉徴収税である。外国投資家に日本国債を買わせ

まいとする仕組みとさえ言えた。

ところがどうだろう。 -0年が経ち、入れ物の整備は随分と進んだ。にもかかわらず、

円の国際化は一向に進んでいない。

すなわち ilfyou build it，出eyw由comeJ というファンタジーは、ついに実現すること

がなかった。

B2事の策本市議室主備の進展

〈ジ金融・策本市議の設備
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表にある通り、器の整備は完全とは言えないにしろ、九0年代から二000年代へかけ

かなり急ピッチで進んだ、と評価で、きる。

TB (Treas田 yB田s、割引短期国債)、 FB (Financial B皿、政府短期証券)とし 1う短

期金融市場に欠かせない政府証券が市場で消化される形式となり、体裁としては外国中央

委良行に買ってもらえる金融商品になった。 FBの場合、それ以前は日銀に全額買い取らせ
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る慣習が続いていたからである。

税制が外国人を不当に排除するι組みとなっていた点も、同様に改善が進んだ。

またリアルタイム・グロス・セツルメント (RTG  S) と呼ばれる決済機能の充実が図

られ、決済のインフラが先進市場並みとなった。

さらに、証券の受け渡しと資金の決済を同時に行う支払し 1対抗受け渡し方式 (DVP)

がようやく整備され、所有権の移転に関し民法上グレーな領域が残っていた従前の後進性

が排除された。

東京市場を一つの金融仲介機能を果たす場ととらえるならば、決済に不要な時聞がかか

ったり、所有権が一時宙に浮いたり、あるいは二重課税を恐れたりする状態が残存してい

たのではとても使い勝手が良いとは言えない。だがこうした欠点はいずれも、ロンドン、

ニューヨークなど先進市場に大きく近づく形で改善されたのである。

しかし、これらは故首相の竹下登が好んだ言い方を使うなら「司、司(っかさ、っかさ)J 

の努力によって、すなわち官僚たちが個々の持ち場でボトムアッフ。の努力を続けることで、

進んできた過程である。

それだけでは、何かが決定的に欠けていたのだとしか思えない。と言うのは、円の国際

化そのものは、以下に述べる通りさっぱり進捗しなかったからで、ある。制度をいくら整備

しても、それは手段をいじったに過ぎない。肝心の目的には、近づけたとは言えない状況

である。

円国際化の失敗を示す統計

そのことを最も雄弁に物語るのが、グラフーの示す非居住者向け円建て債権債務比率の

推移だろう。

日本の金融機関が非居住者向けに円建て口座を多く持ち、円建ての融資、預金引き受け

が盛んになされている状態こそが、先にも述べた通り円が国際化したと言っていい状態で

ある。言い換えれば、主要決済通貨として、信用を勝ち得ていることの証拠となる。

グラフは日本銀行が公開している統計(国際決済委艮行国際資金取引統計日本分集計結果)

をもとに、一九九O年三月から四半期ごとに二00四年六月までについて、日本にある銀

行が非居住者向けに実施した融資のうちの円建ての比率(赤の折れ線)と、引き受けた預

金のうちの円建て比率(青の折れ線)を見たものだ。
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非居住者向け円建て債権債務比率

(%) 分かりにく
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ていない。

いまグラフが見た期間の期初と期末についてそれぞれの残高(ドル換算)を記しておく

と、債権の残高は八二九四億ドノレが一兆三九六一億ド、ルに、債務の残高は八六O八億ドノレ

が五八五三億ドノレに、前者はともかく後者は顕著に減少している。

債権の絶対額は増えたものの、グラフが示すように円建て比率はこの十年近く趨勢的に

減少の一途をたどった。借り手側には円資金の需要が極めて少ない事実を示唆するものだ。

円建て融資が増えなければ、その資金が最終的に戻ってくる場となる非居住者向け円建

て預金が増えないことも道理である。

グラフからは同円建て比率が一定レベルで、落ち着いているかの印象を受けるけれど、債

務(預金)の絶対額が著しく減っていることを考慮しなければならない。

このように、日本に本拠を置く重良行の非居住者を相手とする業務は円建て部分について

見ると停滞の一語につきる。これこそは、円国際化が掛け声倒れに終わった何よりの証拠

である。

他方、貿易に占める円建ての比率はどう変化してきただろう。

輸出を円建てにする場合、受け取る通貨は円、輸入を円建てにする場合、支払う通貨は

円。どちらの場合も、日本の経済主体は為替変動リスクから免れる。つまり相手国、経済

主体に対して有利で強い立場にある証左となる。

それなら相対的に強し、地位を得ていると思えるアジア相手の貿易に限って、円建ての比
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率が増えたかどうか検証してみると -。

一九九二年九月と二00四年六月の各時点で比べた場合、アジア向け輸出の円建て比率

は五二・三パーセントが五三・四パーセント、アジアからの輸入の円建て比率は二三・八

ノ守一セントが二八・四パーセントになった2480

一二年とし 1う長い期間を経、この間東京市場の整備は随分と進んでいながら、輸出入の

円建て比率が顕著に伸びた形跡はうかがわれないと言える。

各国中央委良行が保有準備資産の中にどの通貨をどれくらい持つかは、各通貨に関するい

わば総合的な評点のようなものだろう。この点でも円はむしろ地位を低下させている。

「主要国の通貨当局保有外貨の通貨別構成比を見ても、円の比率は、九0年代初めから

低下を続け、一九九一年の一九・ーパーセントからここ数年は玉パーセント強で推移して

し1る249J。

潰えた夢

以上のように円の国際化とは、九0年代半ばからの-0年、主として役人たちの見た夢

だった。企業人たちが掛け声はともかく、事実として全く 同調しなかったことは、輸出入

の円建て比率がまるで上がらなかった一点をもってしても明白である250。

決済インフラの整備、税制の改革といった目立たない技術的努力を孜々(しし)として

続けた日銀マンや財務省役人たちの努力は多とされるべきだが、 -0年の努力は、課題の

「不可能性」を実証したのみで、終わったと言える。

既に国際公共財として広範に使われている通貨を一部にしろ押しのけ、新しい通貨を流

通させるということは、行政的工程表に乗せ、日程を消化していけばできる類の課題では

ない。

なぜ「なしリかに関する説明はいろいろだが、ド、ルを媒介すると何かにつけコストが低

くて済むように、インフラができあがっている。そのため強い「慣性の法員IjJが働くとす

る見解が代表的だ。

248通産省(当時)i輸出入決済通貨建動向調査」ならびに財務省関税局調査保税課「貿易取引通貨別比率」

各年版による。

249二00三年一月二三日発表iW円の国際化描隼研究会』座長とりまとめ」三ページ

250 iジャンボジェット機をあれだ‘け買ってしも上得意なんだから、ボーイングとの購買契約を円建てにすれば

よさそうなものなのに。それを日本の航空会社幹部に言ったら『はあ、考えたこともありませんでした』ですから

ねん財務省国際局の中堅幹部がこのように言って嘆息するのを聞いたことがある。
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例えば円とアジア通貨の交換は、いまだにド、ルを一度仲介させて行われている。いわゆ

るvehiclecurrency (仲介通貨)として機能しているのは、いまだにドソレで、ある。各国通

貨とドルの交換市場には豊かな流動性があり、それに伴って事務的インフラが充実してい

る。「慣性」を保存させる化組みが整っていて、取号|コストが低し、からだ。アジア諸通貨

との関係においてすら、円はしょせん、周辺通貨でしかない。

基軸通貨とはそれを持とうとする者にとって、著しく参入障壁が高いのだと言うほかな

い。ひとたびできあがった慣性を打破するには何か世間を根底から覆すような事態が必要

なので、あって、「戦争を要する」とした覇権安定論が、結局は再び説得性を帯びて見えて

くる。

日本の挑戦は、本体の経済がまれに見る不況に探まれる中続けざるを得なかったという

意味で、不幸な星の下にあった。そして、終わったので、ある。
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補論

ニューヨーク資金決済網が支えるドソレの覇権

一取って代わる通貨が現れる気配なし

一 要約一一基軸通貨支える人材の意外な姿

すべての取引には資金決済が伴う。決済にはスケールメリット (economyof scale) と

集中メリット (economyof concen仕組on)がある。通貨別に、当該通貨母国のマネーセ

ンターに集中する。時差のリスクや信用リスクなど決済につきまとうリスクが膨らみ流動

↑白色機が起きる場合に備え、中央委艮行が管理人となってシステムを保全する。

地上のありとあらゆるドル取引は、現金を用いるものを除けばすべてニューヨークに集

中し、例えばシティパンクと J Pモノレガン・チエース間の口座振替によって決済される。

この際、ニューヨーク連銀 (NY F ED)が管理人となり、流動性の枯渇を防ぐ。

大規模な決済需要を効率よく裁くため、決済ビジネスとはおのずから一大装置産業とな

る。しかし一定数の人間は、大規模プラントの管理と同様、必ずここに張り付いていなけ

ればならない。神経を張り詰めていなくてはならないにせよ、それは類型化された単純作

業であるから、携わるのは相応する人材で、あって、少なくともここにMBAは要らない。

ニューヨークのマネーセンターバンクは眠らない。二四時間、決済ビジネスを続けてい

る。この利便性は、 ド、ルの決済通貨性=基軸通貨十生を支える、語られることの少ない基礎

的インフラである。 ドルにライバルがそう簡単には現れない主たる理由をなす。

そしてド、ル基軸通貨体制を支える人材が見えてくる。この体制は詰まるところニューヨ

ーク集中振替体制の別名であり、その保全は米銀の中でも脚光を浴びることのない中・低

学歴行員の交代勤務によって行われているので、あってみれば、彼らこそは同体制のインフ

ラを支える人材である。

決済ビジネスとは手数料ビジネスである。米銀に、そのフィーが集中する。ド、ルという

基軸通貨をもっ米国は、決済ビジネスにおける一大独占を手中にし、結果として米銀に優

位な競争条件をもたらしてきたのがこれまで、の姿だ、った。
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ところで世界に手形交換所がーカ所しかなかったら 出入りする業者に目を光らせるこ

とは容易だろう。近年の米国はニューヨーク振替市場が独占体であることをテコとし、資

金洗浄(マネーロンダリング)防止と反テロとし 1う経済外的目的のため、これを供し続け

た。

この政策は、世界の公共財を善良に管理する目的と、米国国益の戦略的追求との均衡の

うえに成り立つ。前者の目的、例えば麻薬取引監視の必要に世界は同意できても、後者に

いつも賛同するとは限らない。二00一年米国を襲った同時多発テロ以後、上で言う二者

のうち、後者が重きをもっに至った。マカオにあった銀行(パンコ・デ、ルタ・アジア、 B

DA)を決済網から排除し、間接的に北朝鮮を締め上げたこと、イランを兵糧攻めにした

ことは、その顕著な実例であったが、このことを嫌う向きは当然ながらニューヨークを敬

遠し始める。

欧州が各国通貨によって分断され取引コストの高い場で、あった時代ならいざ知らず、今

日ユーロは振替ビジネスを肩代わりする能力を充実させつつある。歴史はここで皮肉な反

復を示し、かつて米国の上限金利規制 (regulationq)を嫌った資金がロンドンをオフショ

ア市場としてユーロダラーという鬼っ子を生んだ、と同様、米国のマネロン、反テロ規制を

嫌う決済需要はユーロ振替を選好し始めたと言えるのだろうか。

二00八年秋以降、世界の資金が逼迫する過程で起きたことは、ユーロの決済機能に対

する大掛かりな不信任の表明だったといえる事実がある。非居住者によるユーロ預金の引

き上げが起きたからだ。

加えてユーロには、その管理者である ECBをはじめ、欧州連合諸札織におけるガバナ

ンスの轄鞍(ふくそう)としづ問題がつきまとう。問題国家(ギリシャなど)に対する対

処策が一向決まろうとしなかった例を引くまでもなく、寄り合い所帯であるだけに危機へ

の機動性は低い。一朝一夕これらを改善できるはずもなく、ユーロ振替がクリテイカル ・

マスを獲得する日は近い将来に予見されていない。

ド、ノレの決済通貨性=基軸通貨性は、当面なくならないと見てよい。
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二 決済の実際

本J示石j議会汁

害者主主X仔

CITIBAt'lK 

， 
J 

、、

g)i すべてのドル決涜I;:tN Yを遜る

者主 主五時

省ー < 

‘ 

8a'1)( Marka7i 

(イラン中5たま盟勾!

-L 
F 

イランの定沼会土士

JPMo'g百n

-c吋ase

図ーの例は、本邦石油企業がイランの石油公社から石油を買い入れようとする場合(後

述の通りこのドル取引は現在行われていない。最近はすべて円建て)を示す。

本邦石油会社は取号|室長行(仮に邦銀X行とする)に、イラン石油公社が口座をもっイラ

ンの国営マルカジ重良行(中央銀行)への送金を依頼する。通貨は、 ド、ル建て。

このときX行からマルカジ重良行に動くのは、支払いの指図を書いた電子的帳票のみ。そ

こには支払人と受取人に関する情報ならびに支払いの明細が詳しく書かれている。

カネは、まだ勤かない。ここで、ニューヨークの室艮行、シティと JPモノレガPン・チエース

が関係してくる(あくまで仮想の例)。これらを巻き込みカネは次の動きをとる。

(一)シティノ〈ンクの中にある、 X行の「非居住者ド、ノレ?頁金口座」から当該額が減り、

(二)隣接する(物理的には。これも喰え) J Pの中にある、イラン・マノレカジ銀行の非

居住者ドノレ預金に、当該額が上乗せされる。(三)これの裏側取引として、東京のX行内

にある本邦石油会社の預金口座が相当額減り、テへランのマルカジ内にあるイラン石油公

社の預金口座が、相当額増える。

ただしカネは太平洋を越えたり、欧州|大陸を横断したりはしない。もともとすべてのカ

ネは電子化された』情報であるから、行きかうのは情報のみ。それに応じて、東京とテヘラ

ンの預金口座が減ったり増えたりする。

なぜ、ドル取引の決済はこのようにニューヨークを舞台としてしか生じないのか。 理由
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は二つ。第一に、主要通貨取引別に帳簿を一括管理しておきたい銀行の事務手続き上の要

請。その結果、 ドル取引はニューヨーク、ユーロならフランクフルト、円は東京でだけ、

決済される。

第二の事情は、 ドルを発行で、きる主体はニューヨーク(連銀)に、円、ユーロはそれぞ

れ東京とフランクフルトの中央銀行にしかないことからくる。すなわち資金のアベイラビ

リティーに問題が生じ、ために決済が滞ると恐れられるような場合、迅速な流動性の供給

ができるのは、当該通貨の発行主体であるところの中央銀行のみである。

流動性こそは決済の泉であるから、その泉に水を枯らさぬよう努める中央室長行がいると

ころへ、決済ビジネスは集中する。ここは、古典的手形交換を思えばよい。手形の買い入

れや売却としづ操作をすることで銀行間取引に流動性を保ち、決済の円滑を図るのが中央

委員J子古来の業務だ、った。

決済は電子書式のやり取りで実施される。しかしこれは時として読み取れないなどエラ

ーを生じ、人聞が手で補正、入力しなければならない場合が皆無とはし 1えない。

これを文字通りリペア (rep司王 修繕)と呼ぶ。リペア業務のためだけに、交代勤務制

を敷いて二四時間人間を貼り付けているのがシティパンクであり、 JPである。再言する

と、事務管理の集中メリット、流動性の出し手の栴主に加え、米国マネーセンターバンク

が業として手数料稼ぎのため行う二四時間対応決済サービスが全体として一体のインフ

ラをなし、 ドルを決済通貨=基軸通貨としてきた。

このことは、シティやJPのような大手銀行を簡単に潰せない理由を説明するものだ。

そこからの延長で言うと、決済、ンステムの安全を保つ透明かっ実効的な金融行政をもって

いることも、 ドルの地位を保つうえで欠くべからざる基礎条件だと言えるわけである。

三決済市場としづ公共財の、経済外的目的への奉仕

図ーにおいてカネが流れる米銀二行聞に、長らく詳しい情報は往来しなかった。すなわ

ち最終受取人が制裁対象のイラン石油公社であるのか、原初的支払人が麻薬マフィアであ

るのかどうかといったことにお構いなく、カネは色のつかないただのカネとして、ニュー

ヨーク ・マネーセンターバンクの非居住者ドソ内頁金口座の相互引き落としによって移動し

ていた。
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二00七年四月以来、米国政府年来の要求を入れ、カネに色をつける、すなわち支払人

と受取人に関する詳細な情報を添記した電子的帳票をやり取りすることが民間銀行団(日

本では三菱UFJフィナン、ンャル ・グルーフ。が会員)の合意(市中協議書)によって決ま

り、実施に移されている。

ここでつく色とは、米国財務省外国資産管理局 (0伍回ofForeign Asse包 Con甘01、OF

AC)が指定する情報である。 OFACとは一八一二年、英国資産を没収するためつくら

れたもの。極めて「由緒正ししリ機関である。ちなみに、俗に言う「テロ支援国家リストJ

と、この情報とはまったく何の関係もない。ブッシュ政権がその末期、北朝鮮を除外した

くだんのリストは国務省がつくって管理しているもので、これは銀行取引の帳票情報に一

切反映されない。

いまOFACのウェブ、サイトを見ると、そこに全文四百ページをゅうに超える危険人物

ブラックリストが掲げられている。 SpeciallyDesignated Nationals and Blocked Persons 

(特に指定された国民並びに排除対象人物) のリスト、略してSDNリストと称される

もので、実際の取引では、このブラ ックリストに新たな情報が搭載されるたび、室長行側で

ソフトウエアが更新され、怪しい人物、主体が取引局面に王殿もるやいなや、注意を喚起す

るように自動化されている。

図ーで言う、すべての情報のやり取りは、 ドソレが絡む限り、同じ危険情報を用いたスク

リーニングコこかけられるから、例えば笑い話のようだが日本人の平野という姓の個人が絡

む取引には、必ず「フラッグが立つ(注意喚起される)J。なぜならHIRANOという綴

りには、 IRANが含まれているからだ。

危険人物リストにある住所地情報が Ja p a nを含む項目は一四件、すべてキューバ制

裁関連の、キューバ人、ならびに関連企業や銀行である。またこれとは別に、例えばオウ

ム真理教 (AUMSHINRIKYO)関連で、は玉団体の名前が載っている。ブラックリストの

女七象になるのは「反テロJr不拡散Jr麻薬JrキューノくJrその他Jo P y 0 n g y a n g 

で検索すると六三件がひっかかる。これは二0-0年三月中旬現在の数で、二00八年末

時点では四四件だったから一九件増えた計算だ。ただし運用に際しては、フラッグ、が立つ

取引をすべて禁じるわけではない。北朝鮮の場合、普通は大目に見られているとしづ。

このようなコンブライアンス(法令遵守)の要請は、事務煩雑化を招くから当然の帰結

として自動化の需要を生む。そこで、ほぼすべての金融機関によって採用され、スクリー
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ニングに遺漏なきを期さしめるソフトウエアの標準製品が生まれ、これの供給を米系企業

が独占することになる。運用方法を助言するアドバイザーには、財務省OFAC出身者が

天下る、ということにもなる。これなどは基軸通貨をもつことの余禄といえる (デ、イファ

クトスタンダードとなったソフトウエアを独占している企業はフィルコ ソフトといい、 一

九九O年の設立)。

これだけのシステム、インフラをもって、在マカオ、 BancoDelta Asiaの取引を止めた。

結果として北朝鮮はド、ル決済ネットワークから排除され、締め上げられたのは記憶に新し

し10

四 OFACを嫌う取引、ユーロへ?

イランなどはかくしてニューヨークから弾かれるので、ド、ル決済が全くできなくなって

しまった。かつてド、ルは石油を買うことのできる唯一の通貨(本書が言う「石油本位制J)

で、あって、ワシントンはその地位を脅かす存在を極度に警戒したものだ。皮肉なことに、

米国はOFACが正面の敵と院むイランをド、ノレ圏から追放した帰結として、石油大国イラ

ンに非ドル決済の習慣を許容し、いわば蟻のー穴をもたらしてしまったかもしれない。

日本とイラン聞の石油取引に関わる決済は、二00七年ごろまではもっぱらユーロ、そ

の後は日本円によってのみ行われているとし 1う。
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もしもド、ル決済を逃れ、ユーロに代替機能を求める需要が高まっているのだとすると、
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何にその兆候を読み取ることができるだろうか。上述の説明から察せられるとおり、それ

は非居住者ユーロ預金の規模である。これが増えているとしたら、ユーロを決済通貨とす

る決済需要が増加していると推察することができる。

図二は、そこを見ようとしたもの。グラフで注目すべきは二種類の石皮線で、一つは非居

住者室尉子、いま一つは非居住者非銀行の前年比伸び率を示す。

この動態は興味深い。伸び率はユーロ登場以来おおむねプラス圏にあり、非居住者ユー

ロ預金残高が順調に伸び、ていた。ところが二00八年第四四半期を境に純減に転じている。

二00九年いっぱい、ほぼ前年比一Oパーセント以上の率で減り続けた。

「リーマン・ショックj を経て世界の資金アベイラピリティーが激減した中、ユーロを

売ってドルlこ変えようとした動きがどれほどすさまじかったかを物語るものだ。

それ以前、 ECBは非居住者ユーロ預金残高(Liabilitiesto non-euro訂 earesidents in 

euro)を順調に増やしていた。ユーロ発足当初、約百億ユーロだった同残高はとりわけ二

00八年に入って急増し、同年第四九週に三一五O億九六00万ユーロを記録した。しか

しここが頂点でその後は急落、二0-0年第一O週の数字は三八八億四七00万ユーロに

過ぎない。

玉 ド、ノレのユーロに対する優位

世界が未曾有の金融危機に見舞われ、安艮行間信用すら干上がり かねない状況を経験した

のち、発生したことはド、ルへの回帰だ、った。ニューヨークが提供する決済機能の安全性と、

信頼性が、再び選好された。「有事のドルJに対する需要は、依然として衰えていなかっ

たことが裏書されたかたちだ。

考えてみれば通貨とはネットワーク商品で、すべてのネットワークにおいてと同様、通

貨も参加者の数にほぼ二乗する勢いでその便益を増してし 1く。世界で最も使われる通貨と

は、この運動法則によって一つに収数してし 1く。二番手が首位につくのはよほどのことで

もない限り難しい。このことも改めて証明された。

基軸通貨ド、ルのネットワーク性を体現するのがニューヨークの決済システムである。こ

こには米国政府の意向を体した攻治的スクリーニングがかかっている。しかしそれとても、

世界はニューヨークに代わる大規模集中決済の仕組みをついに持つことができないこと
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を裏から証するようなものだ。また政治的な箭(ふるしすを嫌いユーロに決済通貨を求め

る動きなどは、しょせん大勢を左右するものとはなり得ていない。

世上、ド.ルの行方を論じる場合、決済通貨としてド、ルがどれほど便利で、あって、かっ代

替のききにくいものかに着目することは多くない。以上の補論ではあえてそれを試みてみ

た。

ドルは一般に思われている以上に、今後とも長いあいだ第一の決済通貨として使われる

であろう。すなわち基軸通貨としてその玉座から下りるなど、そうやすやすとは起きそう

にない。
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あとがき

筆者は現在、内閣官房参与として安倍晋三総理の外交スピーチ作成に携わっている。同

政権が、発足以来、ドルの地位にとって損失となり得る選択(例えば中国主導のイ ンフラ

資金投融資機関A1 1 Bに入るなど)を慎重に避けるかたわら、環太平洋の自由貿易枠組

みTPPの創設メンバーに加わるなどして、海洋民主主義諸国からなる安全保障のネット

ワークを、経済・金融面で下支えしようとする過程を、つぶさに眺めることのできる立場

にあった。

本研究が官頭「問題関心jの章で述べたとほぼ同じ路線で、安倍政権の外交 ・安保政策

が追求されてきたことを、じかに確認することができた。本論が時代的要請からみて価値

を失っていないことを裏書するものでもあるかに思われ、筆者はひそかに欣快とした。

冒頭に述べたとおり、既刊単著の審査を請うものであるからとして、行文中の表記に多

くの修王を施さず、最新の数字や事実で補足し、あるいは改めることをも、あえて最小限

に留めた。しるして、再び寛恕を請し、たい。

このような形で、本研究を学位請求に提出するよ う励ましをくださったのは、)11上高司

教授である。しるして、心からなる語括卒をささげるものである。
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